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まえがき 
 

 

Society5.0、ビッグデータ・AI、DX などが連日各種メディアを賑わしているように、我々は現在、情

報科学技術を活用した社会生活を送るようになっている。今後もさまざまな技術革新が継続的に起こる

ことが予想され、情報科学技術に関する教育・研究はさらに重要度を増している。 

情報科学技術に関する先進的で専門性の高い教育・研究を実践し、この分野で世界をリードすること

を目指して 2002 年４月に創設された大阪大学大学院情報科学研究科は、2023 年３月で 21 年を迎えた。

この間、世界レベルで卓越した研究成果の創出と、学術界や産業界で周囲を牽引できる即戦力人材の育

成のため、さまざまな教育・研究活動を行ってきた。本研究科では、これまで 2006 年度ならびに 2012

年度、2017 年度に自己評価と外部評価を実施した。その後、５年が経過するにあたり、その間の活動の

点検と評価を行うべく、2022 年度に自己点検と第４回目の外部評価を実施した。 

本報告書は、２部構成となっている。第Ⅰ部は、2017 年度から 2021 年度までの活動について、自己

点検した結果をまとめたものである。第Ⅱ部は、2022 年 11 月 29 日に実施した外部評価についてまとめ

たものである。 

自己評価は、2022 年度上半期に、研究科計画・評価委員会が中心となり実施した。教育、研究、社会

貢献の３分野について、研究科の活動や成果を点検し、状況の再確認と課題を整理して、自己評価報告

書としてまとめた。 

外部評価は、学術界・産業界の有識者７名を委員として外部評価委員会を構成して実施した。自己評

価報告書を事前に送付し、2022 年 11 月 29 日に外部評価委員全員の出席のもと、研究科の教育、研究、

社会貢献について説明をおこない、外部評価委員より講評を受けた。後日、外部評価委員より提出いた

だいた評価シートを外部評価委員長がとりまとめることによって、各委員の確認ののち、全体講評とし

た。本研究科の教育研究活動について高く評価いただいた一方で、指摘を受けた問題も少なからずあり、

それらへの対応方針について研究科で協議を行った。全体講評と今後の対応を合わせて外部評価報告書

とした。 

我々情報科学研究科の全構成員は、外部評価委員の皆様に頂いた貴重なご意見を真摯に受け止め、研

究科がより大きく飛躍し、今後も引き続き社会に貢献できるよう、さまざまな面で常に改革の努力を続

けていく所存である。 
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第 1 章 研究科の概要 
 

大阪大学大学院情報科学研究科は、情報科学技術に関する先進的で専門性の高い教育研究を推進し、

この分野で世界をリードすることを目指して 2002 年（平成 14 年）４月に創設された。本研究科には７

つの専攻をおき、情報およびネットワーク技術に関わるハードウェアとソフトウェア、さらにはビッグ

データ・AI 技術などを駆使した情報コンテンツの高次処理など、数学的な関連基礎理論から先端的な応

用技術に至るまで広くカバーする教育研究を推進している。本研究科ではこれまで３回（2006 年度、

2012 年度、2017 年度）、自己評価・外部評価を行ってきた。本報告は、2017 年（平成 29 年度）から 2021

年度（令和３年度）までの活動について自己点検するものである。 

 

1.1 研究科創設からの歩み（2002 年度～2016 年度） 

【研究科創設】 

情報関連分野は、1900 年代半ばから半世紀にわたり情報処理の技術領域で大きく発展してきた。ハー

ドウェア、ソフトウェア、コンテンツの順に技術が発展し、その体系化へと結びつき、さらに抽象的か

つ再利用可能な知識として受け継がれることにより、科学技術的側面からの独自の学問体系が構築され

てきた。その学問体系の構築のなかで、電子工学、通信工学、情報工学、システム科学、情報システム

工学などの面から、優れた先導的研究成果が生み出されてきた。大阪大学における情報関連の教育研究

組織は工学研究科、基礎工学研究科、理学研究科の各専攻に分散していたが、時代の要請を受け、各専

攻に分散していた教育研究組織を改組・再編し、2002 年４月に大学院情報科学研究科として設立された。

情報科学研究科は関連分野の教育研究を統合・集約化し、より深い情報科学技術の発展および研究の効

率化を目指すと同時に、新規分野の組織拡大を重点的に図ることにより、情報科学技術の新たな学問領

域の開拓と展開を目的とした教育研究組織である。 

【組織構成と運営体制】 

研究科設立当初より、次に示す特長を持って教育研究を遂行してきた。 

(1) 情報科学の基礎分野の教育研究として理学系の数学分野が参画する 

(2) バイオ情報に関する単独の専攻を設置する 

(3) 高度なネットワーク技術を中心的に教育研究する専攻を設置する 

(4) 社会的課題解決などにつながる実践的なソフトウェア技術を扱う教育プログラムを実施する 

(5) 情報関連システムを構成するハードウェア・システムに加えて、情報コンテンツの高次処理を総合

的に扱う教育研究を推進する 

(6) 上記の融合分野、他の専門分野との境界領域に係る新しい人材を積極的に育成する 

そのために、本研究科は７つの専攻から構成し、情報科学領域における先端技術と基礎理論、さらには

境界領域や複合領域との融合に関する教育研究を推進している。各専攻の目的は図 1.1 に示すとおりで

ある。 
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図 1.1 ７専攻の目的 

 

各専攻には４から５の基幹講座を配し、また、関連分野の協力講座や連携講座を設置した。また、計

30 の基幹講座に加えて、教育および研究の両面における機能向上に協力する「協力講座」をサイバーメ

ディアセンターおよび産業科学研究所を本務とする研究部門から計６講座を設置した。また、産業界と

の連携を図りながら本研究科における教育研究の強化を図る「連携講座」をシャープ株式会社、日本電

信電話株式会社、株式会社国際電気通信基礎技術研究所との間で計３講座設置した。なお、本研究科で

は各専攻では機動性や柔軟性を考え、小規模な単位で専攻を構成するとともに、小講座制を採用してい

る。 

 

表 1.1 教員組織（2017 年４月１日） 

専攻 教授 准教授 講師 助教 

専任 連携 専任 兼任 連携 兼任 専任 

情報基礎数学 5  6 (1)     

情報数理学 5 (1)  4 (1)    4 

コンピュータサイエンス 3  6 (2)    4 (2) 

情報システム工学 5 (1) 1 4 1  2 5 (1) 

情報ネットワーク学 5 (1) 3 4 (1)    4 (1) 

マルチメディア工学 5 (1) 1 4 1  2 5 (1) 

バイオ情報工学 4  4    4 

研究科直属 3  1    12 

合計 35 5 33 2 2 4 37 

 

( )は協力講座教員で内数、研究科直属は特任教員 
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本研究科では設立以来これまで、2002 年度に宮原秀夫（2003 年８月から 2007 年８月まで大阪大学第

15 代総長）を初代研究科長として発足して以降、西尾章治郎（2003 年８月〜2007 年８月、2015 年８月

より大阪大学第 18 代総長）、今瀬真（2007 年８月〜2011 年８月）、井上克郎（2011 年８月〜2015 年８

月）、尾上孝雄（2015 年８月～2019 年８月、現在、大阪大学研究担当理事・副学長）の歴代研究科長の

もと構成員一丸となって研究科における教育研究活動を推進してきた。 

【研究プロジェクトに関する取組】 

これまで、文部科学省が我が国の大学に世界最高水準の研究教育拠点を形成し研究水準の向上と世界

をリードする創造的な人材育成を図る施策として実施した 21 世紀 COE プログラムでは「ネットワーク

共生環境を築く情報技術の創出」（2002 年度〜2006 年度）が、また後継のグローバル COE プログラム

では「アンビエント情報社会基盤創成拠点－生物に学ぶ情報環境技術の確立－」（2007 年度〜2011 年度）

が、ともに「情報・電気・電子」分野の拠点として採択され、学内関係部局との連携のもと、融合領域

での先導的な研究遂行と我が国をリードする人材の育成を行ってきた。 

【人材育成プログラムに関する取組】 

以前から研究拠点としての卓越性が評価されていたソフトウェア工学の分野では、積極的に人材育成

拠点化を進めた。2005 年度より文部科学省魅力ある大学院教育イニシアティブ「ソフトウェアデザイン

工学高度人材育成コア」、2006 年度より文部科学省先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム「高度

なソフトウェア技術者育成と実プロジェクト教材開発を実現する融合連携専攻の形成（IT Spiral）」、お

なじく 2007 年度より文部科学省先導的 IT スペシャリスト育成推進プログラム「社会的 IT リスク軽減

のための情報セキュリティ技術者・管理者育成（IT Keys）」等を実施した。ソフトウェア関連技術でイ

ノベーションを創起する人材を育成することは、我が国の産業界の発展にも強く寄与すると考えられて

おり、2011 年度〜2014 年度の間文部科学省特別経費による研究・人材育成プログラムとして「ソフトウ

ェアイノベーション先導のための研究教育プログラム」を実施した。また、2012 年度から開始した「分

野・地域を超えた実践的情報教育協働ネットワーク」（enPiT）事業では、全国を繋ぐ大学間ネットワー

クの代表校ならびにクラウドコンピューティング分野の代表校として、また、セキュリティ分野の協力

校として、その実践的教育プログラムを実施してきた。 

また、2012 年度には、優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え、広く産学官にわたりグローバルに活躍す

るリーダーへ導くための専門分野の枠を超えた人材育成の取組みである博士課程教育リーディングプ

ログラムに複合領域型（情報）として「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム (HWIP)」

が採択され、生命機能研究科、基礎工学研究科と共同で設置した人材育成プログラムに 2013 年度から

履修生を受け入れている。 

これらのプログラムは、それぞれ中間や事後評価においてもっとも高い S 評価を得ており、その目標

設定の正しさやそれに基づく種々の活動の活発さが外部から正当に評価されたものと考えている。 

【産学連携に関する取組】 

産学官連携活動については、産業界と共同運営している３つの連携講座の他、研究科と同時に創設し

た産業界との共同運営による IT 連携フォーラム OACIS (Osaka Advanced Research Collaboration Forum for 

Information Science and Technology) の活動を推進してきた。また、組込みシステム産業振興機構と連携

した「組込み適塾」などの活動も併せて、大阪大学と産業界との産学共創に情報分野として貢献してい

る。さらに、2011 年度に大阪大学と独立行政法人情報通信研究機構が共同設置した脳情報通信融合研究
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センター (CiNet) に参画し、BFI (Network Brain-Function installed Information Network) 研究領域を中心に

活動し、2013 年３月に学内に完成した CiNet 棟にも１研究室が入居している。 

また、2013 年４月には、日本電信電話株式会社並びに株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとの共同に

よる「将来ネットワーク共同研究講座」（2015 年３月まで）が、情報科学研究科初の共同研究講座とし

て設置された。2016 年４月には、情報科学研究科初の協働研究所として、三菱電機サイバーセキュリテ

ィ協働研究所（2019 年 11 月まで）、および NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研

究所（継続中）が２つ同時に設置された。協働研究所は、“Industry on Campus”を目指して企業の研究組

織を研究科内に誘致し、多面的な産学協働活動の展開拠点とすることを目指したものであり、研究だけ

でなく人材育成の面においても多くの成果を得ている。 

【国際化に関する取組】 

創設以来、国際連携について積極的な活動を展開しており、創設５年目の 2005 年度には文部科学省

の競争的資金「大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）」の支援を受けて生命科学と情

報科学の融合科学を国際的視野で先導する高度人材育成の取り組みを開始し、海外インターンシップの

派遣や受け入れを積極的に行ってきており、現在も継続している。 

また、教育の国際化の観点から、2005 年度から大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支

援）支援のもとでの生命科学と情報科学の融合科学を国際的視野で先導する高度人材を育成する取組み

（PRIUS）を開始し、2008 年度末の終了後も日本学生支援機構（JASSO）留学生交流支援制度などを活

用して国際化の枠組みを継続的に実施している。 

さらに、2014 年度から情報基礎数学専攻を除く６専攻で、５年一貫のインフォメーションテクノロジ

ー英語特別コース（Information Technology Special Course in English）を開設し、英語だけで修士、博士の

学位を取得できるようにした。博士前期課程では、必修４単位、選択必修４単位、選択科目 22 単位以上

を取得し、修士論文の審査に合格することを条件として、英語による講義を行う選択科目 33 科目 66 単

位を開講した。 

2014 年度から始まった、大阪大学が実施するアジア人材育成のための領域横断国際教育拠点形成事業 

(CAREN: Center for the Advancement of Research and Education Exchange Networks in Asia) に参画し、アジ

アや環太平洋諸国の大学と積極的に交流を深めて拠点形成に寄与するとともに、英語特別コースの一般

応募者のスクリーニングのシステム整備も行い、受け入れやすくしている。また、博士課程学生を対象

としたダブル・ディグリー・プログラムについて、上海交通大学と協定を締結している。さらに、オー

ストラリアのマッコーリー大学 (Macquarie University) に若手研究者の派遣等を行い、それを契機とし

てコチュテルプログラムを締結した。そのために、大阪大学のダブル・ディグリーに関するガイドライ

ンの一部改正を行っている。 

【研究環境整備に関する取組】 

教育研究を実践する環境整備として、2004 年３月に第１期棟（現 情報科学 A 棟）が、2008 年 12 月

に第２期棟（情報科学 B 棟）が、それぞれ完成した。さらに 2015 年５月には、念願の第３期棟（情報

科学 C 棟）が竣工し、研究科創設 14 年目にして全構成員が一同に会して教育研究を遂行する環境が整

った。情報科学 C 棟には、これまで理学研究科に在住していた情報基礎数学専攻の研究室も移転し、本

研究科の基本理念である「情報数学の基礎や応用から、情報科学の理論、基盤技術と応用システム、さ

らにはバイオ情報工学を始めとする融合領域まで、幅広い分野をカバーする」教育・研究を活発に行な

うことが可能となったものである。 
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図 1.2 研究科外観（左から、A 棟、B 棟、C 棟） 

1.2  研究科の発展（2017 年度～2021 年度：本自己評価対象期間） 
2022 年に研究科創設 20 周年を迎えるに当たってその運営体制を見直すとともに、研究力、特に若手

の研究力を一層強化するための「情報科学研究科ブランド力向上パッケージ」を、若手研究力向上タス

クフォースにおいて 2019 年にまとめた。これは国内外からのレピュテーション向上を目的とした施策

提言であり、以下の３つのサブパッケージからなる。 

1. 組織力強化戦略パッケージ 

2. 若手研究者育成戦略パッケージ 

3. 国際化戦略パッケージ 

2019 年度より組織運営体制機能強化経費を計上し、これらの施策を実行している。組織力強化戦略パ

ッケージは研究科の組織運営を再活性化するためのものであり、その詳細については 1.3 節に述べる。

また、若手研究者育成戦略パッケージは若手研究者の研究力強化を図るものであり、現在もさまざまな

取組を実行中である。詳細は以降に述べる。一方で、国際化戦略パッケージについてはコロナ禍のため

にこれまで十分な取組を行っているとは言い難いが、アフターコロナに向けてオンラインの国際ワーク

ショップ開催等を行っているところである。 

なお、これまでの多様な取り組みの結果、2021 年６月に公表された「国立大学法人・大学共同利用機

関法人の第３期中期目標期間（４年目終了時）の業務の実績に関する評価結果」1（第３期：2016 年～

2021 年のうち、評価対象期間は 2016 年～2019 年）では、研究において「特筆すべき高い質にある」学

部・研究科等として選定された情報系研究科は大阪大学と東京大学が選定され、また、教育においても

「教育活動」分野に東北大学とともに選定されている。 

【研究科の新たな理念と重点研究領域の設定】 

研究科創設 20 周年を迎えるに当たって将来構想委員会を中心にした議論により、研究科の理念を見

直した。情報科学の他領域への拡がりを受け、情報科学のさらなる深化とともに、学際・融合研究の一

層の拡大と社会課題解決や豊かな社会実現への取り組みを意識したものとしている。また、４つの重点

研究領域を設定した。 

 

 
1 https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/detail/1386169_00002.htm 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/detail/1386169_00002.htm
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【教育研究体制の充実】 

産業界からの情報系人材の育成に対する要請に答えるために、2021 年度に博士前期課程の学生定員を

123 名から 160 名に増員させた。その内訳は表 1.2 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

情報科学研究科の理念と４つの重点研究領域 

情報科学研究科は、新たな情報科学分野を展開するとともに、その深化・充実を図る体

制を形成する先進的教育研究拠点を実現してきました。情報科学の基盤研究を柱として情

報関連の包括的な学問体系を構築し、新たな学術領域の開拓と展開を実現することで高度

情報化社会に大きく貢献します。その成果の社会実装に向けて、リーダーシップを発揮し

てイノベーションを生む人材の育成を通じて、豊かな未来を目指します。 

情報科学技術は、シャノンの情報理論に始まり、その後ハードウェア、ソフトウェア、

コンテンツへとその対象領域を拡大させ、さらにそれらを体系化することで抽象的で再利

用可能な知識となり、独自の学問体系が構築されてきました。さらに、データから価値を

見出し、知識を生み、そして知能へと進化を続けています。情報科学研究科では、情報科

学の根幹はもちろん、生命科学・数学・数理科学などの情報科学の基盤となる分野や技術

開発において優れた研究実績を生みだしています。これらを情報科学研究科のもつシーズ

としてさらに強化し、関連分野の発展を支え、研究成果を社会に還元することで、「地域に

生き世界に伸びる」国際研究開発拠点を目指します。 

その上で、次に取り組むべき課題として、４つのテーマを掲げています。 

① デジタル改革のための仮想世界と実世界の融合：Society 5.0 を支えるサイバーフィジ

カルシステムやデジタルツインなど、仮想世界と実世界を融合させるデジタル改革を

リードし、ニューノーマル時代におけるスマート社会の実現に貢献します。 

② ビッグデータと人工知能：機械学習や数理最適化による分析能力とビッグデータを融

合させることで、社会的課題を多様なアプローチで迅速に解決し、高度で豊かな社会

の実現に貢献します。 

③ 生命情報にかかる科学的解明と情報通信技術への適用：脳を中心とした生体機能に関

する情報科学的な解明によって新しい脳型コンピューティングを開拓し、情報通信技

術におけるパラダイムシフトを目指します。 
④ リブートコンピューティング：微細化が限界に近づきムーアの法則が終わりつつある

中で、量子コンピューティングや光コンピューティングなどの新しいコンピュータア

ーキテクチャや情報処理方式、さらには新しいソフトウェアデザインやインタフェイ

スの開拓を推進し、コンピューティングの新時代を切り開きます。 
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表 1.2 博士前期課程の定員増 

専攻 
学生 

定員 新規 

情報基礎数学 12 12 

情報数理学 14 20 

コンピュータサイエンス 20 26 

情報システム工学 20 26 

情報ネットワーク学 20 26 

マルチメディア工学 20 26 

バイオ情報工学 17 24 

合計 123 160 

 

また、定員増に伴い、学生教育の一層の充実のため、協力講座・連携講座等による教育研究の基盤整

備を行い、協力講座を６から８に、連携講座を３から４に増やした。具体的には、2020 年に協力講座と

して、「知能データ科学講座」（産業科学研究所）、「知能センシング講座」（データビリティフロンティア

機構 (IDS)）を設置するとともに、新規連携講座として 2021 年に国立研究開発法人物質・材料研究機構

の協力の下、「物質材料情報科学講座」を設置した。また、基幹講座についても 2020 年から 2021 年にか

けて、４講座について現在の教育研究領域に合わせて講座名称を変更した。教員組織は現在、以下の表

1.3 に示すとおりである。 

表 1.3 教員組織（2022 年４月１日現在） 

専攻 教授 准教授 講師 助教 

専任 兼任 連携 専任 兼任 連携 兼任 専任 兼任 

情報基礎数学 5 (1)   5 (1)      

情報数理学 5 (1)   5 (1)    5 (2)  

コンピュータ 

サイエンス 

5 (2)   6 (2)    5 (1)  

情報システム 

工学 

5 (4)  3 6 (3)  2 2 (2) 2 (1)  

情報 

ネットワーク学 

4  1 5 (1) 2 1  4 1 

マルチメディア

工学 

5 (1) 2 1 6 (1)  2 1(1) 3  

バイオ情報工学 5   5    4  

研究科直属 2   7   2 12  

合計 35 2 5 45 2 5 5 35 1 

( )は協力講座教員で内数、研究科直属は特任教員 
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【人材育成プロジェクトに関する取組】 

2012 年に事業を開始したヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム (HWIP)は 2018 年に

事業を終了したが、中間評価、事後評価ともに最高ランクである S 評価を受け、2019 年度以降も自己資

金により継続して実施している。また、「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成 (enPiT)」

（2012 年度～2016 年度）も事後評価 S を受け、高度 IT 人材を育成する産学協働の実践教育ネットワー

ク(enPiT2)として実施している。 

また、2020 年に募集開始された文部科学省の「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシ

ップ創設事業」については、分野指定型（情報・AI 分野）に対して情報科学研究科を中心に申請した「分

野横断イノベーションを創造する情報人材育成」が採択され、2021 年より運用を開始している。本事業

は HWIP の活動に準じるとともに、国内もしくは海外インターンシップ単位の取得、融合研究の実施を

課すものである。さらに、同年に大阪大学として採択された文科省「次世代研究者挑戦的研究プログラ

ム」にも参加している。 

【若手研究者の研究力強化の取り組み】 

情報科学研究科ブランド力向上パッケージにおける若手研究者育成戦略パッケージを 2020 年から実

行している。そのために、研究戦略企画室を新たに設置し、URA（当初１名、2021 年より２名）を配置

している。本パッケージは、若手研究者の研究力強化に取り組み、若手研究者を中心とした研究科内融

合を進めるためのものである。そのために、ゆるやかな連携機会を提供するものから、連携を条件とし

た研究経費を伴うものまで、多様な施策を実行している。准教授の指導教員の担当を可能とする規定改

正を行った他、パッケージ提言にはなかった新たな取組も含めて、以下の取り組みを行っている。 

1. IST ランチセミナー：週１回実施、若手研究者が話題提供する。 
2. IST リトリート：学外にて年１回実施、研究テーマに限定せず、研究科における諸課題について議

論する。 
3. IST サマースクール：学内にて年１回実施、特定の研究テーマについて勉強会を開き、議論する。 
4. 情報系外部資金の定期的な案内：月２回。 
5. 学振 DC1/DC2 の申請書チェック：学生対象。 
6. 科研費申請書相互チェック：若手研究者対象。 
7. 科研費スタートアップ制度：共同研究を推奨し、科研費獲得に繋げる。 
8. 模擬面接：JST さきがけ申請者等を対象に実施する。 
9. 自己啓発のための研究科主催ワークショップ：IST シナリオプランニング研修（20 年 11 月）、IST

研究プレゼンテーションセミナー（21 年３月）など。これらのワークショップには、事務職員も多

く参加している。 
10. IST ネットワーキングイベント（2021 年～）：２カ月に一回程度実施。他組織の研究者をスピーカ

ーに招いた講演会を開催する。 
11. 人間科学研究科との研究交流会（2021 年～）：年２回実施。 
その詳細な実施状況については、研究の項目（57 頁）において述べる。 

【産学官連携の拡大】 

2016 年４月に設置された２つの協働研究所（三菱電機サイバーセキュリティ協働研究所（2019 年 11

月まで）、NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所（継続中）を運営してきた他、

2020 年に富士通株式会社／ブレインパッド社の寄附による数理最適化寄附講座、2021 年に一般社団法
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人臨床医工情報学コンソーシアム関西との共同によるスマートコントラクト活用共同研究講座、NEC 

Beyond 5G 協働研究所を設置している。その他、企業との共同研究を積極的に実施しており、2017 年以

降も、件数／金額とも順調に増加している。詳細については研究の項目（57 頁）に述べる。 

また、IT 連携フォーラム OACIS や組込みシステム産業振興機構と連携した「組込み適塾」などの活

動の他、その他、大阪大学とシスメックス株式会社の包括提携に基づく学生研究員制度については、情

報科学研究科が責任部局となって運営している。さらに、ダイキン工業株式会社との包括連携における

「ダイキン情報技術大学」の運営において講師派遣の協力を継続して行っている。 

【国際化の推進】 

英語だけで修士・博士の学位を取得できるインフォメーションテクノロジー英語特別コース（ITSCE）

については英語による講義科目を拡大し、現在、博士前期課程では研究科目を含む 49 科目、博士後期

課程では 19 科目がそれぞれ ITSCE に対応しており、アンケート結果を見ても満足度は確実に向上して

いる（ITSCE に関しては教育の項目においてさらに述べる（40 頁））。また、研究科内予算にて 教務関

係文書の英訳の経費を確保し、学生への配布書類・連絡メール等の英語化を進めている。 

上海交通大学との間に締結されているダブル・ディグリー・プログラムに基づき、2019 年度に上海交

通大学より１名を受け入れた。また、UCSD (University of California, San Diego) と連携し、毎年、国際ワ

ークショップを開催している。さらに、香港中文大学との間では、2019 年の相互訪問に引き続き、2021

年に共同研究実施に向けたワークショップを２回開催した。 

 また、2020 年に入試改革案をまとめたが、そのなかで、留学生を受け入れやすくするために一般選抜

試験においても入試問題を英語化する（日本語・英語併記）こととした。ただし、コロナ禍対応として

すべての入試において追試を実施する必要があったため、これまで２回試行し（英語問題は作成するが、

実際には使用しない）、準備を整えているところである。 

【教育研究環境の整備】 

教員や学生の交流のための IST コモンズ（図 1.3）、並びに、国際会議のリモート出席やリクルート活

動のための Web 会議用防音ブースを 2021 年に設置した。また、研究科において９室あるオープンラボ

は従来、専攻・研究室の会議や打ち合わせのために用いてきたが、規程を一部改正し、共用実験室とし

て認めることとした。2021 年に電波暗室を設置している（図 1.4）。 

 

図 1.3 IST コモンズ 



10 
 

 

 
図 1.4 電波暗室（情報科学研究棟 B602 号室） 

 

 また、従来からあった学生相談室を規程化したことに加えて、教職員相談室を 2020 年９月に設置し

た。相談者はシニア教員に依頼している。 

【ブランディング戦略策定と実行】 

2021 年度からの修士課程の定員増に伴い、優秀な他大学からの学生や留学生も獲得したいこと、高校

生／高専生から研究科が見えていないため中期的な視野に立って高校生／高専生にアプローチする必

要があること、また、ありきたりの HP ではなく、どんな研究者がいるか／何が研究できるかを発信し

たいこと、等から、ブランディング強化のための取り組みをさまざまな視点から推進している。特に、

情報科学研究科らしい情報技術を駆使した広報活動の展開を目標として、ステークホルダー（高校、高

専、他大学、海外）ごとにターゲットを明確化した広報活動を強く意識した取組を行うこととしている。 

 まず、情報科学研究科のマスコットを本部広報課に依頼して作成すると

ともに、キャッチフレーズを策定した。「情報科学で社会の分断をつなぐ」

である。21 世紀になって世界の分断化や二極化が進んでいると言われ、国

と国、民族と民族、宗教と宗教、男女、ジェンダー等、私たち人類が築き

上げてきた文明の危機は至るところに顕在化し、また、貧富の格差や年齢

による格差、地方と都市の格差など、私たちの日々の暮らしにも分断が見

られる。一方で、情報技術の急激な発展のために顕在化した分断の可能性

もある。リアルとバーチャル、人と AI、人とロボットなどである。これらを繋ぐものとしての情報科学

の発展に、我々が積極的に取り組んでいきたいとの思いを込めたものである。 

図 1.4 HP 掲載中のバナー 
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計画した取組について表 1.3 にまとめる（緑字：これまでも取り組んでいたもの、青字：新規に取り

組みを開始したもの、黒字：未着手）。 

表 1.3 広報活動アクションプラン 

対象 紙媒体 リアル 研究科 HP Web／SNS 新聞・ネットニ

ュース 学内 

高校（高

校生、教

師） 

・研究科公式パ

ンフレット

（IST Plaza） 
・研究科紹介リ

ーフレット

（高校生

用）：国内大

学ランキング

の悪イメージ

払拭、研究中

心 

・卒業生訪問プ

ログラム 
・高校との交流 
・高校での模擬

授業：入試課

と連携 
・一日体験入学 
・オープンキャ

ンパス参加 

・研究者の顔の

見える化 
・学生×研究者対

談 
・随時受験相談

受付 
・ミニ講義動画 

・YouTube：HP
からの（へ

の）誘導 
・YouTuber の
発掘 

・Facebook によ

る発信：高校

教師対象 
・VR の活用：

3D マップ、

VR による研究

室訪問：オー

プンキャンパ

スでの活用 

・プレスリリー

スの活用:FD
研修実施 

・大学ジャーナ

ル等のネット

ニュースへの

記事掲載 
・教育系ネット

ニュース配信

会社との意見

交換 
・学生支援プラ

ットフォーム

運営企業との

協業 

・入試課：高校

への出講、受

験者分析情報

収集 
・広報課：研究

科トピックの

投げ込み 

高専生 

・研究科紹介リ

ーフレット

（大学生

用）：国内大

学ランキング

の悪イメージ

払拭、研究中

心 

・一日体験入学 
・高専訪問 
・オープンキャ

ンパス参加 

・広報課：研究

科トピックの

投げ込み 

他大学４

年生（本

学も含

む） 

・研究科紹介リ

ーフレット

（大学生

用）：研究中

心 

・一日体験入学 
・オープンキャ

ンパス参加 

・「大学院へ行

こう」等の登

録 

海外 

・研究科公式パ

ンフレット 
・交流大学の掘

り起こし：国

際戦略企画室 

・ミニ講義動画 
・随時受験相談

受付 

・英語版

YouTube, 
Twitter,  Fa-
cebook 等 

 

 表 1.3 中、新規取組のいくつかについて、以下詳述する。 

1. 2020 年に情報科学研究科の３棟の 3D バーチャルマップ2を作成し、広報活動のためのプラッ

トフォームとして完成させた（図 1.5 参照）。 
 

図 1.5 情報科学研究科 3D バーチャルマップ 
 

2 https://www.ist.osaka-u.ac.jp/japanese/3d-map/ 

https://www.ist.osaka-u.ac.jp/japanese/3d-map/
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2. 研究科ホームページと YouTube/Facebook3/Twitter4などの SNS とを連動させ、SNS に最新情報

を掲載することとした。 
3. オンラインコンテンツ（ミニ講義等）や、教員と学生との対談記事を順次、増加させている。 
4. これまでも開催していた一日体験入学（毎年５月開催）に加え、学部を中心に開催されている大

阪大学オープンキャンパスに研究科として 2020 年より参加している。 
5. 高校や高専への出前講義（明石高専、神戸市立高専、奈良高専、金蘭千里中学校・高校）、高校

を招いたワークショップ（雲雀丘学園）を実施した。 
 

1.3 研究科運営体制 

情報科学研究科は比較的小規模な部局であることから、効率的な運営と、的確な企画・迅速な判断を

行う制度設計に基づいた運営を行っている。現在の研究科運営体制を図 1.6 に示す。 

  教授会：原則月１回開催。委員会報告等報告事項を教授会で行い、情報共有の徹底を図る。 
  専攻長会：機動的運営のために、執行部（研究科長、副研究科長２名（内１名は評議員）、事務長）

と各専攻長からなる専攻長会（代議員会）を置き、実質的な意思決定を行う。専攻長会の開催は原

則月１回とし、重要な審議事項がある月については月２回の開催とする。 
  企画室：執行部と若干名の教員からなる室を置き、企画立案を行う。 
  産学連携企画室：産学連携フォーラム OACIS を含めた産学連携の推進、学生インターンシッ

プのアレンジ等。 
  国際戦略企画室：国際交流推進のための企画立案。国際ワークショップの開催。国際交流 TF

と連携して海外からの訪問の対応を行う。特任助教（常勤）１名。 
  研究戦略企画室（2019 年～）：研究戦略の企画立案、企画事項の実施、若手研究者育成の推進。

URA（特任助教（常勤）１名、特任研究員（常勤）（企業からの出向）１名）。 
  広報・渉外戦略企画室（2022 年～）：情報科学研究科のブランディング戦略策定と実施。研究

戦略企画室、産学連携企画室、国際戦略企画室の活動支援、研究成果のアウトリーチ活動支援。 
  学生相談室：学生の修学や生活におけるさまざまな悩みに対する相談と支援を行う。 
  教職員相談室（2020 年～）：教職員の悩みに対する相談と支援を行う。 
  各種委員会：副研究科長や専攻長の担当を定め、関係する委員会の委員長または副委員長となるこ

とによって運用体制の強化を図る。将来構想委員会を 2019 年に新設。事務部からも委員として参

画することとし、教職協働を進めている。 
 

 
3 https://www.facebook.com/ISTOsaka 
4 https://twitter.com/osaka_jyouhoujp 

https://www.facebook.com/ISTOsaka
https://twitter.com/osaka_jyouhoujp
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図 1.6 情報科学研究科運営体制（2022 年４月１日現在） 

 

その他、大阪大学の運営においても、本部役職や全学委員会に多くの教員が参画している。また、大

阪大学における全学的教育研究組織に多くの研究者が参画している。現在、データビリティフロンティ

ア機構、数理・データ科学教育研究センター (MMDS)、脳情報通信融合研究センター (CiNet)、国際医

工情報センター(MEI)等）等に参画している。また、部局を越えた学際研究の推進を目的とした全学組織

である先導的学際研究機構に対しても、暮らしの空間デザイン ICT イノベーションセンター、共生知能

システム研究センター、産業バイオイニシアティブ研究部門、光量子科学部門等の部門・センターに参

画している。さらに 2021 年より準備を進めてきた、大阪大学 先導的学際研究機構 DX 社会研究部門の

設置が 2022 年に認められ、活動を開始している。先導的学際研究機構は部局を越えた学際研究の推進

を目的とした組織であり、DX 社会研究部門は、情報科学研究者と関連する研究分野の他部局の研究者

の協働により、大阪大学の強みである情報科学分野の研究力を一層強化し、社会課題解決に繋げること

を目的としたものである。現在、情報科学研究科やサイバーメディアセンターを中心に、医歯薬系や人

文社会系も含めて 14 部局／学内組織が参画している。 

 



14 
 

 
図 1.7 先導的学際研究機構 DX 社会研究部門の概要 

【特任研究員・特任教員の配置】 

現在の専攻並びに講座配置はすでに示したとおりであるが、大学の方針により、2017 年から大学本部

にポストを漸減的に留保する制度が始まった。最終年度の 2023 年度において、各部局において 10%の

人件費相当分のポストを本部に留保する必要がある。そのために、本研究科においても、2021 年時点に

おいて助教４ポスト、准教授１ポストの新規採用を凍結している状況にある。また、事務職員について

も、第３期中期目標期間（2016 年度～2021 年度）中は、年 1.6％のポスト削減が続いた。そのため、上

記の研究科経費による特任教員・事務職員、外部資金等による特任教員・研究員の雇用等によって、教

育研究に支障のないように懸命に努力している状況にある。実際、過去 20 名前後であった特任教員は

増加し、2017 年度 25 名、2018 年度 28 名、2019 年度 35 名、2020 年度 30 名、2021 年 29 名と推移して

おり、若手研究者のポスト提供に寄与している。 

【教員業績評価の透明化に向けた取り組み】 

業績評価をできるだけ透明化し、研究者のモチベーション向上に繋げることは研究力向上のために必

須である。本研究科ではこれまで数値では評価が困難な業績項目について、教員作成の自己申告書に基

づいて多角的評価を行ってきた。2019 年からそれを一層推し進め、適正な評価に必須の Researchmap 登

録方法を標準化した他、評価に用いた教員個人ごとの匿名化データを全教員に配布するとともに、若手

研究者に対して年１回研究科長面談を実施し、フィードバックを行っている。 
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1.4 前回の外部評価の講評への対応 

前回の外部評価は、2018 年１月に実施した。研究科として、貴重な講評をいただいた外部評価委員会

委員全員に改めて感謝する。指摘された事項と研究科としての対応あるいはその方針は、前回の外部評

価報告書に含まれているが、ここでは、その後の状況も踏まえた上で、改めて簡単に述べる。また、関

連事項に関する 2018 年度以降の実績については、２章以降で詳しく記す。 

 

1.5.1 教育に関する指摘事項と対応 
[1-1] 入学試験の広報に関しても、研究科ウェブサイトを通じて情報開示に取り組んでいるとともに、

オープンキャンパス等の多様な募集案内を行っており、今後は当該活動と入学希望者数の相関に

ついて定量的な評価を実施することで継続的に施策の充実を図ることを期待する。 

（研究科の対応） 

入試説明会やオープンキャンパス等の活動を強化するとともに、オンラインコンテンツ（3D ヴァー

チャルマップ、ミニ講義、対談記事等）の充実、高校への出前講義の実施等の施策を実施してきた。博

士前期課程の受験者数は徐々に拡大してきており、2021 年度夏入試からの定員増（123 名から 160 名）

にもかかわらず倍率は 1.42 倍と高い水準を維持している。今後も基本方針の一つとして「ブランディン

グ戦略の策定と実行」を掲げており、広報のターゲットを明確にして、インターネットや VR/AR、SNS

なども活用した情報科学研究科らしい広報活動を展開する。 

 

[1-2] 貴研究科が教育目標として掲げている、「デザイン力」「コミュニケーション力」「マネジメント力」

を修得するには、机上の検討に加えて「実学」による経験が重要であると考える。したがって、

企業のプロジェクト参画型長期インターンシップなど、実社会と一体となった教育プログラムも

考慮すべきと考える。 

（研究科の対応） 

各専攻においてインターンシップ科目が設定されているほか、特にヒューマンウェアイノベーション

博士課程プログラム（HWIP）では「実学」による経験の重要性からインターンシップ科目の履修が義務

付けられており、長期（６ヶ月）のインターンシップ科目も用意されている。また、2019 年に締結した

シスメックス株式会社との包括連携では、共同研究型も含む学生研究員制度を設けており、学生に対し

て金銭的支援と同時に企業と関わる経験を得る機会を提供する体制を整備してきている。今後も協働研

究所等を利用したインターンシップ・オン・キャンパス、ジョブ型研究インターンシップ、C-Engine な

ど多様なインターンシップ制度を活用する。 

 

[1-3] AI 技術の進化により、ICT 技術の社会影響力は益々大きくなると考えることから、技術倫理につ

いても大学教育の段階で学生が認識を深める取り組みの強化に期待する。 

（研究科の対応） 

博士前期課程において「情報技術と倫理」という科目を開講しており、学生の技術倫理に関する認識

を深めている。研究科の教育目標としても「高い倫理観を持った人材の育成」を掲げており、授業科目

や研究指導を通して倫理観を高めてきているが、今後も継続的な取り組みが必要である。 
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[1-4] 協働研究所に代表される学外との連携による教育環境の充実は有意な取り組みであるが、産学連

携によらず学学連携等も含めたより広範な連携を実施すべきと考える。 

（研究科の対応） 

enPiT 及び enPiT2 は日本全国の大学との連携による教育プロジェクトであり、情報科学研究科はその

中心として主導してきている。また、公的研究機関との連携としては、2021 年度に物質・材料研究機構

との連携講座「物質材料情報科学講座」を情報システム工学専攻に設置している。そのほか、クロス・

アポイントメント制度を活用する形でも他大学との連携を進めている。 

 

[1-5] 学習支援についてはオフィスアワーを設けるなど、学生サポート環境を構築されているが、活用

状況が十分ではない。教員側からの能動的な支援等によるコミュニケーション機会創出が必要と

考える。 

（研究科の対応） 

教員側からの能動的な支援に関しては、2019 年に指導教員制度を導入することにより准教授が指導教

員として主体的に学生指導に携われるようにするとともに、学生に副指導教員を付けて異なる視点から

指導を受けられる体制を整備した。また、学生相談室ではオンライン相談も受け付けるなど、学生側か

らの相談のハードルを下げる工夫を続けている。 

 

[1-6] 企業への就職等、将来社会へ出ることも踏まえ、現状実施されているメンタルヘルスケアやハラ

スメント対策に加え、情報管理や環境問題、人権等のコンプライアンスに対する初期意識醸成の

機会を設けるべきと考える。 

（研究科の対応） 

項目[1-3]の回答のように授業科目や研究指導を通して倫理観を高めてきているが、今後も継続的な取

り組みが必要である。情報セキュリティや研究倫理に関しては学生に e-learning 研修の受講を義務付け

ている。 

 

[1-7] 学会発表数、学術雑誌掲載数とも極めて高い数値を示している．国際会議での発表も積極的に実

施されている。学生が筆頭著者の論文が目立ち、すでに研究者として独立していることが見て取

れる。一方、質的側面での評価も重要であり、今後はその点にも取り組まれることを期待する。 

（研究科の対応） 

学生の研究成果の質に関しては、受賞数等により評価している。また、研究科の評価においては、引

用数、Top10%論文比率、FWCI 等の質的側面に関する客観指標も用いており、そこには学生の研究成果

も含まれている。 

 

[1-8] 授業アンケートの実施は有用であると考えるが、アンケート結果を踏まえたアクション等、PDCA
サイクルをどのようにまわしているか明確にすべきである。 

（研究科の対応） 

本学では 2020 年度より教育の内部質保証のための教育アセスメントを実施しており、これに基づき、

本研究科でも授業アンケート結果を含めた組織的な PDCA サイクルを確立している。 

 

 



17 
 

[1-9] 教員の負担増が懸念される。例えば、教授のサバティカル制度の利用は実施されていない。単な

る努力目標ではなく、具体的な施策を検討すべきであろう。 

（研究科の対応） 

2019 年度に教授１名がサバティカル制度を利用している。今後の利用促進を進めており、2022 年度

には准教授１名が同制度を利用している。また、教員の研究時間確保に関する施策としては、高度専門

人材（URA、国際担当、広報担当等）の配置を進めている。 

 

[1-10] 定員削減問題も抱えているようであるが、外部人材の登用等も検討し、引き続き施策の立案・試

行に取り組んでいただきたい。 

（研究科の対応） 

クロス・アポイントメント制度を活用した外部人材の登用により、研究活動の活性化やダイバーシテ

ィの確保を進めてきている。また、特に助教の定員の削減が著しいことから、助教が不在の研究室に対

して研究科経費により特任助教（常勤）を雇用できる制度を 2020 年度に導入した。 

 

[1-11] 教員のダイバーシティや成果の質など、各観点の目標値の設定や実施結果の評価などの PDCA を

具体的に設定することも期待される。 

（研究科の対応） 

ダイバーシティに関しては女性教員数や外国籍教員数、成果の質に関しては Top10%論文比率や FWCI

など、情報科学研究科の KPI と目標値を設定している。また、2019 年に計画委員会と評価委員会を統合

することにより PDCA サイクルを明確化した。 
 

[1-12] 実践的教育は具体的にどのような効果が出ているのか、５年一貫の博士課程プログラム HWIP も

融合領域の研究テーマ数、グローバル人材の育成状況など、見える化できるとよい。 

（研究科の対応） 

ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム（HWIP）では中間評価と事後評価において各

種の実施状況をまとめており、その結果として、いずれも最高ランクである S 評価を得ている。これら

の結果に基づき、2019 年度以降も自己資金により継続実施している。 

 

[1-13] 企業連携講座も研究成果の実社会への貢献という意味でも推奨され、強化していくのは良いと思

う。人工知能共同講座のように一企業にとどまらないオープン化を、可能なものから順次進めて

いただければと思う。 

（研究科の対応） 

個別企業との協働研究所のほかに、2019 年には企業からの寄附により数理最適化寄附講座が設置さ

れ、2020 年には臨床医工情報学コンソーシアム関西との共同でスマートコントラクト活用共同研究講座

が設置されるなど、一企業にとどまらず多様な形での産学連携活動が拡大してきている。 

 

[1-14] グローバル化に関しては課題が残されている。教員のダイバーシティ化（外国人教員数、女性教

員数）は課題の一つである。 
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（研究科の対応） 

クロス・アポイントメント制度を活用することにより女性教員数は少しずつ増加しているものの、不

十分である。根本的には女性学生を増加させるための施策が重要であると考えている。外国人教員数に

関しては新型コロナの影響の中も減少はしていない。コロナ禍により多くが中断している国際化戦略パ

ッケージでは英語で教育や事務手続きが行える体制作りを目指しており、今後推進していく。 

 

[1-15] 留学生増加に伴い、シラバスに関しては、英語で必要な情報は、100％提供できるよう改善すべき

であると考える。 

（研究科の対応） 

英文シラバスの整備は 99%まで向上した。博士前期課程の一般選抜入試に関しても問題の英語化の準

備を進めている。今後も国際化戦略パッケージ等に基づき英語での情報提供の改善を進める。 

 

[1-16] 社会人の博士号取得者の減少が顕著で何らかの対策が必要ではないかと思う。 

（研究科の対応） 

４年以上かけて博士学位取得を目指す長期履修制度を活用するなどの対応をしてきたが、2021 年度に

は社会人入学者数が著しく減少する状況となっており、今後さらなる対策が必要である。オンライン入

試の導入やリモート研究指導を積極的に活用していく方針である。 

 

[1-17] 充足率が回復傾向にあるというものの、博士後期課程学生の充足率が 100％になっていないこと

は改善に向けて方策を検討していただきたい。 

（研究科の対応） 

研究科独自の博士後期課程学生支援制度や、大学フェローシップ創設事業等を活用して進学を促して

いる。2019 年度からは博士後期課程進学予定の博士前期課程２年次学生に対する支援を開始した。これ

らの施策にもかかわらず、充足率は 70〜100％を推移しており、不十分な状況が続いている。2021 年度

の博士前期課程の定員増も進学者数の増加に寄与すると考えられるため今後に期待したい。 

 

1.5.2 研究に関する指摘事項と対応 
[2-1] 先駆的な研究テーマ創出の観点で、専攻間も含め異分野連携の推進は重要なので、連携による成

果についても明示的に管理・評価することが必要だと思われる。 

（研究科の対応） 

2019 年に設置した研究戦略企画室では、異分野連携の推進のため、研究科内の若手研究者の交流を主

な目的としたランチセミナー、リトリート、サマースクールや、人文社会科学系との交流イベントやワ

ークショップを開催してきたほか、異分野の研究者のマッチングにより外部資金の獲得にもつなげてき

た。 

 

[2-2] 研究環境として、2015 年度に情報科学 C 棟の整備が完了し、それに合わせて、共通スペースの環

境改善や、プロジェクト研究のための環境整備が行われている。教員一人当りの研究スペースを

さらに確保できるよう引き続き整備を行っていただきたい。 
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（研究科の対応） 

常に変化する需要に応じて限られたスペースを有効に活用するため、客員室利用審査会により申請に

基づく柔軟な運用を行っている。また、2020 年には IST コモンズを設置し、教員や学生の交流のために

スペースを活用している。 

 

[2-3] 昨今、研究データの改ざんや研究費の不正利用が社会的問題となっている。適正な研究活動が遂

行されているか、客観的な検査体制の構築が必要である。 

（研究科の対応） 

教員は研究倫理や公的研究費の取扱い等の研修の受講が義務付けられており、いずれも組織的に不正

を防ぐための体制が構築されている。今後も継続的な取り組みが必要である。 

 

[2-4] 世界的な研究活動により、2016 年度では、公表された学術雑誌論文数が 265 件。国際会議論文数

が 304 件。国際会議企画数が 83 件。表彰数が 64 件と、高い研究成果を有していることは高く評

価できる。ただし、直近の 2016 年度、学術雑誌論文数・国際会議論文数ともそれ以前と比べ減少

傾向にあるのが少し気がかりである。また、世の中の流れではあるが、プロジェクト数や発表件

数だけではなく質的評価も重要になりつつある。その点も今後考慮すべきと考える。 

（研究科の対応） 

研究科の評価においては、引用数、Top10%論文比率、FWCI 等の成果の質に関する客観指標も用いて

いる。また、教員の業績評価においては客観指標だけでなく自由記述による自己申告を考慮している。 

 

[2-5] 短中期的な研究テーマが多いように感じたので、長期的に情報科学の分野でイノベーションを起

こすような研究テーマへの取組みも検討していただきたい。 

（研究科の対応） 

研究科の戦略的な研究推進のため、2019 年に研究戦略企画室及び将来構想委員会を新設した。2021 年

には将来構想委員会の答申を受け、研究科が次に取り組むべき重点課題として、「デジタル改革のため

の仮想世界と実世界の融合」、「ビッグデータと人工知能」、「生命情報にかかる科学的解明と情報通信技

術への適用」、「リブートコンピューティング」の４テーマを掲げ、研究科の理念として位置付けること

により、中長期的な指針を示している。 

 

[2-6] 研究の分野において、具体的な目標を設定することにより専攻間の連携・融合を促進し、革新的

な研究成果創出に向けた取り組みを継続的に推進するマネジメント体制の構築を検討しては如何

か。それにより今後より一層、専攻間横断型研究プロジェクトの設置等、多岐にわたる取り組み

をされることを期待する。 

（研究科の対応） 

項目[2-5]の回答のように、将来構想委員会において設定した重点課題は専攻間の連携・融合を必要と

する課題であり、さらには学内の他組織との連携を狙うものである。研究戦略企画室では、異分野連携・

融合の支援や外部資金獲得の支援など、研究成果創出に向けたマネジメントを強化している。一方でボ

トムアップ的な専攻間の連携・融合の促進も重要であることから、研究科内の若手研究者の交流を主な

目的としたランチセミナー、リトリート、サマースクールなどを定期的に開催している。 
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[2-7] 情報科学研究拠点としてはやはり「量子コンピュータ」などの未来のコンピューティングへの基

礎研究への取り組みに関しても検討いただきたい。 

（研究科の対応） 

項目[2-5]の回答の重点課題のうち「リブートコンピューティング」と「生命情報にかかる科学的解明

と情報通信技術への適用」はまさに未来のコンピューティングへの取り組みであり、研究科の理念とし

て位置付けて取り組んでいる。 

 

[2-8] 特に若手助教の元気がよく、教員全体的に研究成果がでている反面、博士前期課程の研究成果（学

会発表件数）が少ない印象で、改善の余地がある。博士後期課程進学者、さらには学振特別研究

員の輩出などを含め体系的に検討されることを望む。 

（研究科の対応） 

博士後期課程進学者数については項目[1-17]で述べた施策を実施している。2019 年に設置した研究戦

略企画室においては、学振特別研究員の申請書チェック等のサポートを行っている。 

 

[2-9] 外部資金獲得や学外連携を推進するにあたっては、書類作成や機関間の調整など支援的作業が発

生してくる。その際には、外部リソースの有効活用など、教員等の研究パワーが割かれないよう

な施策に取り組んでいただきたい。 

（研究科の対応） 

2019 年に研究戦略企画室を設置して URA を配置するなど、高度専門人材の配置を進めており、外部

資金獲得や様々な連携のサポートを行う体制を整備することにより、教員の研究時間の確保を図ってい

る。 

 

[2-10] サバティカル制度の利用促進、女性教員の増加についての具体的施策の実行が望まれる。サバテ

ィカル制度が多く活用されるよう、教職員が余裕ある研究生活を送られるよう配慮するとともに、

サバティカル期間をフレキシブルにし、より柔軟に教員がリフレッシュできる制度にし、活用／

定着してもらえるよう検討いただきたい。 

（研究科の対応） 

サバティカル制度については項目[1-9]、女性教員数等のダイバーシティの確保については項目[1-14]

の回答の通りである。教員の研究時間確保に関する施策としては、高度専門人材（URA、国際担当、広

報担当等）の配置を進めている。 

 

1.5.3 社会貢献に関する指摘事項と対応 
[3-1] 既成の枠組みに参画するだけではなく、政府の科学技術政策の新たな枠組みを提起・創出するよ

うな取り組みに期待する。また、活動については、国内のみならず海外も含め全世界的な活動を

目指していただきたい。 
（研究科の対応） 

研究科の将来構想を検討する将来構想委員会を設置するとともに、ブランディング戦略として組織力

や広報の強化と国際化の具体的な施策を進めてきており、これらをさらに進展させることが社会に対す

る期待に応えることにつながると考えている。 
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[3-2] 今後の少子高齢化や労働人口逓減、AI 活用による労働環境変化に応えるためにも、社会人教育に

よる能力拡大は喫緊の課題である。すでに取り組まれている「組込み適塾」のような取り組みを

拡大し、AI 活用といった情報処理技術分野も含めて社会教育の場をより推進していただきたい。 
（研究科の対応） 

組込み適塾に加えて、パナソニック産学連携人工知能講座、NEDO 特別講座、ダイキン情報技術大学

など、社会人リカレント教育を拡充してきている。 

 

[3-3] 高校教育への貢献の観点について、ICT スキルに関する個人差も踏まえたプログラムのメニュー

化等、より興味を持ってもらえるような取り組みを検討いただきたい。また、高校教育現場に限

定せず、より若年の段階から科学技術に興味を持ってもらえるように、初等・中等教育における

教員への支援も検討いただきたい。 
（研究科の対応） 

研究科のブランディング戦略に基づき高校との交流を強化しつつあり、これらの取り組みを端緒とし

て高校教育、さらには初等・中等教育への貢献も検討していきたい。 

 

[3-4] 海外大学との協定などについては、研究科としての重点分野・重点地域などの方向性の設定もさ

れるとよいのではないか。ダブルディグリー、コチュテルプログラムの実施についても課題が残

されている。留学生へのサポートについても考えておく必要があると思う。 
（研究科の対応） 

研究科の国際化戦略パッケージ等もふまえて、研究科が強みを有する分野において、上海交通大学、

マッコーリー大学、香港中文大学深圳校など、環太平洋を中心とした学術交流協定校と連携を強化して

きている。また、コチュテル／ダブル・ディグリー・プログラムについては、2019 年に上海交通大学よ

り１名を受け入れ、RA 雇用による経済的支援を行った。 

 

[3-5] 日本人学生の国際化についても取り組みを考えた方がいいのではないか。在校生をより多く海外

インターンシップに派遣することによる社会貢献に関しても、より多くの学生が参加できる制度

として定着されることを期待する。 
（研究科の対応） 

これまで継続的に海外インターンシップの支援を行なってきているほか、全学的な国際化の取り組み

の中で 2019 年に国際性涵養科目の履修を修了要件として加えた。また、研究科の国際化戦略パッケー

ジはコロナ禍により多くが中断している状況であるが、今後海外との交流を強化し、海外インターンシ

ップを含めた学生の国際的な活動の活発化につなげたい。 

 

[3-6] 情報発信に関しては、世の中が最も注目、期待している「情報科学分野」である故、発信力や企

画力を強化すればより大きな INPUT が得られ、研究科自体の強化にもつながっていくので、よ

り一層の活動を期待する。 
（研究科の対応） 

2019 年に研究戦略企画室を新設し、URA ２名を配置して発信力と企画力の強化を図った。今後も研

究科の基本方針の一つとして「ブランディング戦略の策定と実行」を掲げており、ステークホルダーご

とのターゲットを明確とした広報活動を展開する。 
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第 2 章 教育 
 

2.1 入学および学生受入状況 

2.1.1 情報科学研究科における学生募集の基本方針 
情報科学研究科では、下記の教育目標、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッ

ション・ポリシーを掲げ、21 世紀の情報科学技術の革新を担う技術者と研究者を育成するために、学内

外から広く学生を募集している。 

 

【教育目標】 

「我々人類が、豊かで充実した社会生活を営むためには、情報技術を核とする知識基盤社会の実現が

必要不可欠であり、これを可能にする新しい技術や新しいシステムを生み出し、社会に変革をもたらす

ための学問が情報科学である」との理念に基づき、情報科学技術に関する最先端かつ高度な専門性と深

い学識を身につけ、当該分野を牽引し、新たな学術領域を開拓する技術者、研究者、および、教育者等

を輩出することを目的としています。 

この目標を達成するため、情報科学技術分野や数学・生命科学などの関連分野、その他の多様な応用

分野において、博士前期課程では、授業科目や研究活動を通じて 

  上記の分野における最先端かつ高度な専門知識ならびに技能 
  専門とする分野やその関連分野に関わる広範な教養 
  国際的な視野を持って活動するコミュニケーション能力 
  人と協働してプロジェクトを遂行できるマネジメント力 

を備えた人材の育成を目指しています。博士後期課程では、これらに加えて、 

  当該分野において自ら設定した課題を探求できる研究能力 
  世界的な視野で技術者・研究者を先導するリーダーシップ力 

を身につけ、これらを駆使して高い倫理観をもってリーダーとして活躍できる人材の育成に取り組んで

います。 

 

【卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）】 

大阪大学のディプロマ・ポリシーのもと、情報科学研究科の博士前期課程および博士後期課程では、

以下のように、体系的なコースワークにより所定の単位を修得した上で、必要な研究指導を受けて作成

した学位論文を提出し、下記の要件を満たす学生に、博士前期課程では修士（情報科学、理学、または

工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学、または工学）を授与します。 

＜博士前期課程＞ 

  当該分野に関する十分な学識を有している。 
  専攻分野における研究能力や高度の専門性が求められる職業を担うための最先端かつ高度な知

識・技能を身につけている。 
  修士学位論文が明瞭かつ平明に記述されている。 
  職業人さらに社会人としての高い倫理観や専門性を社会で生かすための高度な教養を身につけ

ている。 
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  専攻分野において、国際的な視野を持ってコミュニケーションできる学力、コミュニケーション

力を有している。 
  修士学位論文に専攻分野の発展に貢献する研究内容が含まれている。 

＜博士後期課程＞ 

  博士学位論文の学術内容を含む分野に関する最先端かつ深い学識を有している。 
  専攻分野における研究能力や高度の専門性が求められる職業を担うための最先端かつ高度な知

識・技能を身につけている。 
  博士学位論文が明瞭かつ平明に記述されている。 
  職業人さらに社会人としての高い倫理観や人類の幸福に資する研究開発を立案するための高度

な教養を身につけている。 
  独立した研究者として世界的な視野で研究を遂行できる学力、コミュニケーション力を有してい

る。 
  博士学位論文が、情報科学技術の学術領域において、未知の事象や事物の発見、新しい理論の構

築と展開、新しい技術、機器、手法ならびにアルゴリズムの開発や発明と応用、新しい学問的概

念の提出など、学理とその応用に関する重要な貢献を果たしている。 
 

【教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）】 

大阪大学のカリキュラム・ポリシーのもと、情報科学研究科の博士前期課程および博士後期課程では、

以下のように教育課程を編成しています。 

＜教育課程編成の考え方＞ 

 博士前期課程では、情報科学の学術領域を俯瞰し基礎的素養を涵養できる体系的なコースワークのた

めに、専攻ごとの専門性を獲得するための基礎科目のほかに、周辺の重要分野を網羅した境界横断的な

科目を配置しています。また、分野横断型融合科目や、産業界などの外部から講師を招いて最新の技術

動向をカバーする特別講義科目、国内外の企業や研究機関へのインターンシップ科目、プロジェクト型

演習科目など実践力を育てる科目を配置しています。さらに、高度な教養のために他専攻、他研究科等

の科目を配置しています。国際性の涵養については、海外インターンシップ科目や世界の最先端研究を

理解できるセミナー科目などを配置しています。このような専門教育・高度教養・国際性を涵養する情

報科学技術に係わる高度な授業を開講するとともに優れた研究指導を行います。 

博士後期課程では、情報科学の学術領域における高度な専門的知識を最先端の学識へと深化させる体

系的なコースワークのために、最先端の科学・技術を修得できる専門科目に加え、国内外の企業や研究

機関等へのインターンシップ科目などを配置しています。国際性の涵養については、海外インターンシ

ップ科目や世界の最先端研究を理解できるセミナー科目などを配置しています。このような教養・デザ

イン力・国際性を涵養する情報科学技術に係わる高度な授業を開講するとともに優れた研究指導を行い

ます。 

＜学修内容及び学修方法＞ 

博士前期課程では、講義を主体とする基礎科目、境界横断的科目、分野横断型融合科目や特別講義科

目、実地体験を主体とするインターンシップ科目、学生の自主的な学びを特に求めるプロジェクト型演

習科目やセミナー科目、さらに研究指導により、高度な技術者・研究者としての素養が身に付くように

配慮するとともに、社会の多様な要請に対応した幅広い知識を修得できるようにしています。 

 博士後期課程では、専門科目は内容に応じて、講義またはセミナー形式で実施します。インターンシ
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ップ科目は、実地体験を主体とし、事前学習、事後発表を行います。セミナー科目では学生が特に自主

的に活動します。これらにより、新しい学術的価値を生み出す能力を養います。また、それを活用して

新しい社会的価値を創出できる人材の育成を行います。 

＜学修成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、試験や課題、レポートなどの相応しい方法を

用いて、厳格に評価します。また、極めて優秀な成績を修めた学生は、教授会での審議によって修業期

間を短縮して修了することも可能です。 

 

博士前期課程・後期課程を通じて、留学生のために英語で学修できる情報科学英語特別コースを設置

しています。留学生以外の学生もこのコースの科目を履修することができ、国際性を涵養することがで

きるようにしています。 

 

【入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）】 

大阪大学のアドミッション・ポリシーのもとに、情報科学研究科の博士前期課程では、国内外を問わ

ず、より高度な情報社会の実現を可能にする情報科学技術の確立と深化を担う意欲を持った学生を受け

入れます。このため、理工系の学部で情報科学技術を学んできた人、情報科学技術の生物学や医学など

への応用や展開に興味を持つ人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学技術以外

の分野を学んできた人も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受

け入れます。これらのために、学力試験、面接試験などによる多様な選抜試験を実施しています。 

情報科学研究科の博士後期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現のために情報科学

の学術領域にイノベーションを創起する意欲を持った学生を受け入れます。このため、理工系などの研

究科(博士前期課程・修士課程)で情報科学技術を学んできた人、情報科学技術の生物学や医学などへの

応用や展開に興味を持つ人、既にこれらの研究科を修了し、社会のさまざまな分野で活躍しながら、情

報科学の学術領域への貢献を強く願っている人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情

報科学以外の研究科等に在籍する人や、社会人で情報科学に関して勉学や研究に取り組む意欲がある人

も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。これらの

ために、学力試験、面接試験などによる多様な選抜試験を実施しています。 

 

研究科の教育目標、各種ポリシーに基づいて、各専攻においても教育目標、各種ポリシー、カリキュ

ラム・ポリシーに基づくカリキュラムマップを作成している（付録 2.1（95 頁）、2.2（129 頁）参照）。

このようなアドミッション・ポリシーに基づき、幅広い分野から情報科学技術に興味を持つ学生を受け

入れており、学内外を問わず理学系・工学系・基礎工学系などの学部で情報科学技術を学んできた学生

を中心としつつも、情報科学技術の生物学や医学などへの工学応用や展開に興味を持つ者、既にこれら

の学部を卒業し社会の様々な分野で活躍しながら、情報科学技術への貢献を強く願っている者、情報科

学技術以外の学部等に在籍する者、社会人で情報科学技術に関して勉学や研究に取り組む意欲がある者、

外国人などを積極的に受け入れることを入学選抜の基本方針としている。 

 

2.1.2 入学定員および志願倍率・受験倍率・辞退率・充足率 
現在の入学定員は表 2.1 の通りである。社会の情報化の進展に伴い近年情報技術者数の不足が深刻な

問題となっており、入学定員増の社会的要請に応えた結果、入学定員を 2021 年度入学者から下記の通
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りとした。また、2020 年度（2021 年度入試）、2021 年度（2022 年度入試）は新型コロナウイルスのため

追試験を用意することとなった。2020 年度の追試験申請者は 16 名、受験者が２名、合格者１名であり、

2021 年度の追試験申請者は６名、受験者ならびに合格者は０名であった。 

 

表 2.1 入学定員 

 2021 年度 設置当時（2007 年度まで） 

専攻 博士前期課程 博士後期課程 博士前期課程 博士後期課程 

情報基礎数学 12 5 15 7 

情報数理学 20 5 14 5 

コンピュータサイエンス 26 6 14 5 

情報システム工学 26 7 15 6 

情報ネットワーク学 26 7 17 7 

マルチメディア工学 26 7 17 7 

バイオ情報工学 24 6 17 6 

研究科全体 160 43 109 43 

 

2017 年度から 2021 年度までの入学試験（一般選抜）の状況を付録 2.3（136 頁）に示す。これらの年

度の平均をとると、志願倍率は志願者数／入学定員で計算され、 

博士前期課程：1.64 倍（1,071 人／652 人） 

博士後期課程：0.96 倍（207 人／215 人） 

であった。前回の外部評価実施時の５か年平均が博士前期課程で 1.55 倍、博士後期課程で 1.00 倍であ

ったことと比較すると、情報技術者への社会のニーズの強さや好待遇から博士前期課程の志願倍率が高

まっている様子が見て取れる一方、就職の好調さのもうひとつの側面として、博士後期課程の入試倍率

が１を切る状況となっており、博士後期課程の充足率に課題が残る状況となっている。 

次に、受験倍率は受験者数／合格者数で計算され、 

博士前期課程：1.20 倍（1,017 人／844 人） 博士後期課程：1.01 倍（205 人／203 人） 

である。博士前期課程においては、適切な選抜試験を行うのに十分な受験者数が得られているものと考

えられる。例年５名～10 名程度が出願したにも関わらず受験していないが、2021 年度はとくに多く、26

名が出願したにも関わらず受験しなかった。個々の受験者の事情は様々にせよ、新型コロナウイルスが

影響したのは確実と思われる。博士後期課程においては、出願時に入学希望者が指導教員と研究計画な

どについて連絡することを課しており、博士後期課程の志願倍率・受験倍率は出願時に適切な進路指導

を行えていることを示している。 

定員充足率の平均は、 

博士前期課程：120%（781 人／652 人） 博士後期課程：89%（192 人／215 人） 

であり、前回の外部評価時に博士前期課程が 115%、博士後期課程が 94%であったことと較べるととも

に低下したが、博士前期課程の定員超過は 2021 年度に実施された定員増を考えると今後の問題にはな

らないと思われる。 

入学辞退率の平均は 

博士前期課程：7.5%（63 人／844 人） 博士後期課程：5.9%（12 人／203 人） 
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である。博士前期課程辞退者のうち他大学大学院進学者は 2017 年度５名、2018 年度４名、2019 年度７

名、2020 年度８名、2021 年度８名である。博士後期課程辞退者のうち他大学大学院進学者は 2017 年度

１名、2018 年度０名、2019 年度３名、2020 年度０名、2021 年度０名である。 

 

2.1.3 在籍者数と修学状況 
在籍者と休学および退学の状況を付録 2.4（138 頁）に示す。在籍者数と教員一人当たりの学生数の変

化は付録 2.4（138 頁）の表 A.6 の通りである。在籍率は在籍者数／学生定員数で計算され、2017 年度か

ら 2021 年度までの在籍率は博士前期課程 129.4%、博士後期課程 102.3%である。定員充足率（博士前期

課程 120%、博士後期課程 89%）より高いのは標準年限で修了しない学生がいるためであり、休学・退

学の状況は付録 2.4（138 頁）の表 A.7 の通りである。博士前期課程、博士後期課程を合わせた休学者数

は 20 名～40 名程度で、退学者数は 20 名程度である。2018 年度はとくに多く、休学者数 45 名、退学者

数 27 名であったが、その後改善し、とくに休学者数はその後の４年間で半減している。休学者数およ

び退学者数の５か年平均は前回の外部評価実施時と同水準であり、2020 年度春学期に研究科が緊急の学

生給付金の仕組みを用意したことにより新型コロナウイルスの影響を避けることができたためと思わ

れる。退学者には、博士後期課程において就職のために退学した者や期間短縮した者も含まれている。

入学時における専門分野のミスマッチや進路再考による休退学が主たる要因と思われるので、入学試験

で実施される面接試験において研究内容や計画について相互に十分な理解をした上で合否の判断を下

すなどの対応を従来に増して行うとともに、入学後に学生に応じた研究指導を徹底させているが、今後

とも継続的に休学者についてより注意深くフォローしていく必要がある。 

留学生の入国状況に関しては、新型コロナウイルスの影響がなかった令和元年度以前については、す

べての留学生が入学日までに渡日を終えていた。一方、2020 年度は、入学日までの渡日が 29 名、入学

年度内の渡日が８名、入学年度を超えての渡日が２名であった。2021 年度は、入学日までの渡日が 24

名、入学年度内の渡日が７名、入学年度を超えての渡日が 11 名、未渡日が３名であった。大学として

は、入国に必要な書類の迅速な発行、自己隔離施設や移動手段の手配、オンライン講義の提供などで渡

日できていない学生の修学を支援した。 

 

2.1.4 入学試験の広報 
入試広報は入試説明会や研究室公開が中心である。また、研究科のウェブサイトを充実し、入学のた

めのさまざまな情報を掲載しており、アドミッション・ポリシー、募集要項、過去の入試問題などを閲

覧できるようにしている。 

入試説明会は、情報基礎数学専攻と情報数理学専攻は吹田キャンパスで、これら以外の５専攻は吹田、

豊中両キャンパスで実施している。2020 年度は情報数理学専攻のみオンラインで実施し、2021 年度は

情報基礎数学専攻と情報数理学専攻がオンラインで実施した。また、情報基礎数学専攻では専攻の入試

ポスターと専攻案内の冊子を作成し、全国の大学、受験者に配布している。 

また、研究科の大学院入試広報と直接は結び付かないが、大学入学を考える早期の段階から学部卒業

後の進学先として本研究科を意識してもらうために、オープンキャンパス等種々の機会を通じて研究室

を公開したり、出前授業を実施している。 

○ オープンキャンパスに合わせて、高校生を対象とした「一日体験教室」を本研究科主催でいちょう

祭における企画の一つとして開催している。2017 年度から 2021 年度までの一日体験教室の実施状

況を表 2.2 に示す。2020 年度は新型コロナウイルスの影響により一日体験教室は中止となった。
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付録 4.2（170 頁）に 2021 年度のホームページでの情報発信の内容を掲載する。 

○ 研究科の 3D マップを構築し、ホームページ上でマップ内を自由に探索できるバーチャルリアリテ

ィーシステムを公開することで、コロナ禍における安全な研究科訪問を実現している。これらの取

り組みは大学ジャーナルオンラインにおける記事として取り上げられた。 
○ 2015 年度以降、facebook や twitter などの SNS を通じて、研究科の活動を週１回程度の頻度で積極

的に広報している。 

○ 一日体験教室以外にも基礎工学部、工学部、理学部の教員として、他研究科の教員と協力して実施

する形のものもあり、いちょう祭、大学説明会、まちかね祭でも研究室公開を実施している。 
○ 新型コロナウイルスが拡散した令和元年度以降を除き、高等学校、高等専門学校、予備校への出前

講義を、毎年５回から 10 回程度実施している。基礎工学部情報科学科および工学部電子情報工学

科において高校生向けパンフレットを作成し、大学説明会や出張講義のときに配布した。また、

「高校生のみなさんへ」というウェブページ、高校生、保護者、高校教員を対象とした一日体験教

室のウェブページを作成している。 
○ 2006 年度以降、英語のウェブサイトを作成し、毎年改善を続けている。また、2014 年度より英語

特別コースを開設し、留学生が英語の授業だけで博士前期課程・後期課程を修了できる枠組みを実

現した。 
 

表 2.2 一日体験教室の実施状況 

 実施日 参加者数 

2017 年度 2017 年 4 月 30 日 122 

2018 年度 2018 年 4 月 30 日 107 

2019 年度 2019 年 5 月 3 日 144 

2020 年度 中止※ 中止 

2021 年度 2021 年 5 月 1 日 

（オンライン実施） 

56 

（事前申込数） 

※新型コロナウイルス感染症の拡大による 

 

2.1.5 多様な入学者選抜の実施 
アドミッション・ポリシーに基づき、教育背景の異なる多様な学生受け入れの工夫および多様な入学

者選抜の実施に努めている（付録 2.5（139 頁））。学部３年次を対象とする特別選抜では、学部３年生か

らの飛び入学制度を実施しており、外部にも開かれた入試説明会により周知している。本研究科への進

学が多い基礎工学部情報科学科では、学部３年生を対象とした飛び入学制度を奨励している。また、工

学部電子情報工学科においては、2006 年度入学生から適用された早期卒業制度の周知・奨励を図り、大

学院への進学を奨励している。本研究科では、入学試験において、これらの学生を学部４年卒業の学生

と対等な立場で評価している。この対応は出身大学にかかわらず実施しており、外部に開かれたもので

あり、情報科学への才能に秀でた学生を早い段階で多くの実践的なプログラムに触れさせることを可能

としている。 

教育背景の異なる多様な学生が受験しやすくなるように、博士前期課程における入試問題の一部を選

択問題にしている。また、博士前期課程一般選抜において、コンピュータサイエンス専攻、情報システ

ム工学専攻、情報ネットワーク学専攻、マルチメディア工学専攻、バイオ情報工学専攻の試験問題を共
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通化するとともに、第２志望と第３志望の専攻の指定を可能としている。入試方法の一つとして、情報

系学部以外の学生を対象とする推薦入試を実施し、幅広い分野から学生を受け入れている。英語の試験

は、７専攻中６専攻で TOEFL や TOEIC を利用している。博士後期課程に関しては４月入学だけでなく、

10 月入学のための入試も実施している。2017 年度から 2021 年度までの入学者のうち、他大学出身者は

付録 2.5（139 頁）の表 A.9 の通りである。このように、博士前期課程においては平均して約５分の１の

学生が外部からの入学であり、教育背景の異なる多様な学生を十分に受け入れている。 

多様な学生を受け入れるためのさらなる工夫として、外国の大学を修了した学生に対して、外国人留

学生対象特別選抜については８月と 12 月のそれぞれ２回の入学試験受験機会を設けている。また、上

述の通り、2014 年度より英語特別コースを開設し、留学生が英語の授業だけで博士前期課程および後期

課程を修了できる枠組みを実現した。博士後期課程の事情は異なり、実学中心の教育・研究内容から当

然ではあるが、博士前期課程修了後ほとんどの学生は就職し、内部から博士後期課程への進学は少数派

である。専攻によって違いはあるが、研究者を志望する学生が各研究室の声望に惹かれて外部から多く

入学し、博士前期課程とは異なる学生集団を形成していることが見て取れる。 

 

2.1.6 入学試験の実施体制 
入試委員会が、入試の実施から点検、改善にわたって、入試全体を統括している。試験科目ごとに実

施責任者、問題作成担当者を決め、複数人のグループで試験問題の作成、３階層グループでの試験問題

検討会を実施したうえで、問題作成に関与しない教員による模擬解答を目的とする査読委員会を複数回

開催し、出題内容の十分な確認体制と形式に流れない確実な点検の実施を担保している。また、各試験

科目を複数人で採点することにより、採点ミスを防いでいる。 

2020 年度（2021 年度入試）および 2021 年度（2022 年度入試）の入学試験では、新型コロナウイルス

の感染拡大への対策として、本試験を受験できない受験者に対して事前の申し出に基づいて追試験を実

施した。追試験の対象者は、新型コロナウイルスの感染者だけでなく、本試験当日の発熱者、濃厚接触

者や未入国の留学生である。さらに、博士後期課程の入学試験では、事前の申し出に応じてオンライン

による口頭試問を実施することで、来校することが難しい受験者へ配慮した。 
 

2.2 教育内容と教育方法 

ディプロマ・ポリシーにあるように、本研究科の博士前期課程および博士後期課程では、最先端かつ

高度な専門性と学識、高度な教養、高度な国際性、また、高度なデザイン力を養うことを目的とした情

報科学技術分野における体系的なコースワークを整備してきている。博士前期課程の開講科目は各専攻

の提供する専攻基礎科目と他専攻の提供する専攻境界科目、さらに研究科全体の共通科目からなり、延

べ 155 科目を開講している。修了に必要な単位数は 30 単位であり、このうち少なくとも２単位は他研

究科で開講される高度教養教育科目である必要がある。各専攻では、およそ 60 単位に相当する科目を

提供している。博士後期課程の開講科目はすべて選択科目で、延べ 62 科目を開講している。各専攻で

は３ないし４科目を提供しており、修了要件の２ないし４単位以上に比べて、十分な科目数の提供がな

されている。また、企業からの専門家を非常勤講師に迎え、企業人の視点からの講義として、情報数理

学特別講義、マルチメディア工学特別講義、情報科学特別講義も実施しており、特に、下記のような実

践的な実習を含む各種の特色ある教育プログラム、大学院等高度副プログラムやインターンシップ科目

を提供するとともに、英語を含む多様な言語でのコミュニケーション能力を涵養するための高度国際性
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涵養教育科目も用意している。 

現在このような種々の特色ある教育プログラムを実現できているのは、プロジェクト研究との接合に

よる教育プログラムの高度化を目指してきた本研究科の取り組みの成果であり、これらの教育プログラ

ムが実現してきた過程を 2012 年度から 2021 年度までの時系列で振り返ると下記の通りである。 

2012 年度から文部科学省博士課程教育リーディングプログラム「ヒューマンウェアイノベーション博

士課程プログラム」を実施し、ヒューマンウェアという新たな視点から、絶えず変化する社会環境を支

え、柔軟性、頑強性、持続発展性を有するシステムを構築できる卓越したリーダー人材を、徹底した融

合研究により育成している。2021 年度に開始された「分野横断イノベーションを創造する情報人材育成

フェローシップ」とも連携し、情報、認知、生命の分野を融合して研究を推進する人材育成プログラム

として発展的に実践している。また、2019 年度からは大学院教育プログラム「理工情報系オナー大学院

プログラム」の運営に協力している。 

2017 年度から 2020 年度まで文部科学省成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT） 

（通称 enPiT2）を実施し、当研究科は enPiT2 全体を運営統括する運営拠点、ビッグデータ・ＡＩ分野の

運営を統括する中核拠点の二つの役割を果たした。enPiT2 は、2012 年度から 2016 年度まで実施された

文部科学省情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業「分野・地域を越えた実践的情報

教育協働ネットワーク」（通称 enPiT）の成果を学部教育に展開することを目的としている。最終的には、

延べ修了生数 6,113 名、連携校数 45 校、参加校数 137 校、連携企業数 265 社・団体という大きな情報教

育協働ネットワークを構築した。2021 年度に実施された事後評価の結果、運営拠点はＳ評価を、ビッグ

データ・ＡＩ分野の中核拠点はＡ評価と高い評価をそれぞれ受けている。また、2017 年度より社会人を

対象とした人材育成プロジェクト（enPiT-Pro）にも連携校として、早稲田大学が主導するプログラム（ス

マートエスイー：スマートシステム＆サービス技術の産学連携イノベーティブ人材育成）に参画し、高

度なシステム開発、革新的なサービス構築のための教育に必要な教材開発、社会人学生の指導などを行

っている。社会人教員においては、関西を拠点とする産学官連携の社会人教育プロジェクト（組込み適

塾）にも参画している。 

部局横断型の教育プログラムとしては、2008 年度から臨床医工学融合研究教育センター（2015 年度

から国際医工情報センターに改組）ならびに金融・保険教育研究センター（2015 年 10 月から数理・デ

ータ科学教育研究センターに改組）での研究プログラムと連携した教育プログラムに参画し、科目を提

供することや、この部局横断プログラムで提供される科目の単位を各専攻の判断で本研究科での修了要

件単位として認定することなどに継続的に協力している。 

博士前期課程修了者へのインセンティブの付与として、「情報科学研究科賞」の授与を継続している。

成績や研究業績を総合的に判断して、各専攻１名の優秀者が対象となる。 

 

2.2.1 グローバルリーダーを育てる教育プログラム リーディングプログラム 
文部科学省は、2011 年度より、優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに

活躍するリーダーへと導くプログラムとして、「リーディング大学院」プログラムを開始した。2012 年

度には、複数領域を横断した学位プログラムの構築【複合領域型（複合領域リーダー養成）】において、

解決課題分類の一つとして「情報」が設定された。本研究科は、「ヒューマンウェアイノベーション博士

課程プログラム」として本プログラムに採択され、2013 年度より入学生を受け入れて、教育を進めてい

る。2019 年度以降、文部科学省の支援終了後においても大阪大学の自律したプログラムとして定着させ、

継続実施している。付録 2.6（140 頁）に、2021 年度のパンフレットを示す。 
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ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムでは、激変する情報社会で生起する問題に対応

できる情報技術としての「ヒューマンウェア」の確立が必要という社会の要請に応えるべく、情報科学、

生命科学、認知・脳科学の諸分野にまたがった分野の発展を牽引できるリーダーを育成している。本プ

ログラムでは、大阪大学の情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科の３研究科の連携の下、

情報、生命、認知・脳科学の３領域のダイナミクスを捉え、相互にフィードバックすることによって新

たなイノベーションを起こすことのできる「ネットワーキング型」の博士人材を育成する５年一貫の学

位プログラムを整備している。本プログラムの最大の特色は、分野の異なる学生達による徹底した議論

に基づく融合研究により、イノベーションの方向性を転換できるイノベーション牽引リーダーを養成す

る点にある。本プログラムでは、産業界の視点を得るため連携企業からの参画メンバーと産学連携連絡

協議会において深く議論し、イノベーション創出過程においてリーダーシップを発揮するために、デザ

イン力、マネジメント力、コミュニケーション力が重要であることを念頭にプログラムを整備している。

また、国際的視点のために国際アドバイザリ委員会を設置し、意見を反映させながらプログラムを整備

している。図 2.1 に全体像を示す。 

 

 

図 2.1 ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム 全体像 

 

本プログラムは、情報、生命、認知・脳科学の分野において自らの専門と異なる分野の知識を習得す

るためのヒューマンウェア領域基礎科目（以下、領域基礎科目、１年次）、ヒューマンウェアの研究推進

に必要な知識、手法を習得し、研究を実践するヒューマンウェア領域コア科目（以下、領域コア科目、

1～5 年次）、国内外の企業や研究機関で研鑽するヒューマンウェアインターンシップ科目（以下、イン

ターンシップ科目、３年次以降）からなる。１年次には、「ヒューマンウェア基礎論 I、II」において自
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身の専門と異なる分野の知識習得を行う。領域コア科目においては、研究指導だけでなく、１年次には

各分野の企業や研究所からの講師が担当する「ヒューマンウェアイノベーション創出論」や、企業訪問

を通してイノベーション創出過程を学ぶ必須科目によりデザイン力やマネジメント力を修得する。２年

次には、全学年の履修生が対話や討論を行うシンポジウムを主宰することを通じて、徹底した議論を深

める力やコミュニケーション力を修得する。３年次には、産業界での価値を見出したりチーム作りを行

うためのプレゼンテーション能力を高める「イノベーション実践特論」を履修する。また学生自身で研

究を推進する「ヒューマンウェア融合領域プロジェクト研究」を配置し、異なる専門分野の研究者との

融合研究を牽引する総合能力を修得する。また、国内外の企業や研究機関で行うインターンシップを必

須科目としている。３研究科と協力し全部で 138 科目を開講し、自らの専門領域を深めるとともに、融

合領域で活躍する素養を修得するプログラムを実施している。また特徴的な取り組みとして、異なる分

野の学生がグループになって、在籍研究科以外の研究室を必ず含む２研究室で研究活動に参加すること

（研究室ローテーション）を必須単位の中で実施している。上記の科目構成の中から 40 単位以上を修

得することを修了要件としている。 

また、履修生が主体的に独創的な研究等を計画、実践できる工夫として、（１）履修生が時間を問わず

に利用でき、常に討論することのできるセミナールーム環境の設置、（２）履修生の自主企画活動を支援

する取り組み（学生自主企画による合宿、マナー講座、ベンチャー支援やビジネスモデルワークショッ

プ）、（３）履修生同士の斉同熟議より生まれたアイデアを融合研究として実施（研究計画を申請書の形

でまとめ、応募、報告、国際会議発表、論文採択）、（４）国際会議や海外の大学を１～２週間程度訪問

し、研究成果を討論する海外派遣制度／海外インターンシップの実施、などの取り組みをおこなってい

る。 

2017 年度～2021 年度までの志願者数／採択数を表 2.3 に示す。定員は 20 名である。また、2017 年度

～2021 年度までの履修者の学会発表数、論文発表数、受賞件数を表 2.4 に示す。 

 

表 2.3 志願者数・採択者数 

 志願者数 採択者数 

2017 年度 26 21 

2018 年度 20 15 

2019 年度 15 15 

2020 年度 11 11 

2021 年度 11 9 
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表 2.4 履修生の業績 

  学会発表数*1 論文発表数*2 

受賞件数 

国内発表 国外発表 
アイデアコンペ・

ハッカソン 

2017 年度 179(75) 104(69,70) 12 2 1 

2018 年度 98(35) 77(47,38) 5 1 0 

2019 年度 73(33) 51(36,29) 7 1 0 

2020 年度 51(13) 44(33,19) 8 0 1 

2021 年度 56(16) 42(23,20) 3 2 4 

*1: 括弧内は国外かつ外国語で行われた学会での発表数 

*2: 括弧内は査読付論文発表数と査読つき外国語論文数 

 

2016 年２月に実施された中間評価および 2018 年に実施された事後評価では【複合領域型（情報）】分

野において、唯一、ともに S 評価（計画を超えた取り組みが行われ、優れた成果が得られていることか

ら、本事業の目的を十分に達成することが期待できたと評価できる。）を受けている。以下に評価コメン

トを引用する。 
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2.2.2 実践力を育てる教育プログラム enPiT 
 現代社会における様々な課題解決、新たな価値や新産業創出に向け、情報技術を高度に活用して、社

会の具体的な課題を解決することのできる人材を育成することを目的として、大学院生を対象に開始さ

れた「文部科学省 情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業（2012 年度〜2016 年度）」

（第１期 enPiT 以下、enPiT1）が実施され、本研究科は代表校をつとめていた。それに引き続き、学部

生に対する実践教育を普及させるため、2016 年度から 2020 年度まで、「文部科学省 成長分野を支える

情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）」（第２期 enPiT 以下、enPiT2）が実施された。enPiT2 では、

図 2.2 に示す全国の 44 大学が、ビッグデータ・AI、セキュリティ、組込みシステム、ビジネスシステム

デザインの４分野の教育プログラムを実施した。本研究科は、全体を取りまとめる運営拠点とビッグデ

ータ・AI 分野の中核拠点として採択された。 

 

 
図 2.2 enPiT2 運営拠点・中核拠点・連携校 

 

enPiT2 では、情報技術を高度に活用して、社会の具体的な課題を解決することのできる人材を育成す

るために、課題解決型学習（PBL）等の実践的な情報教育を新たに学部生（主に、３年生、４年生）に

対して推進・普及させることを目的として、上述した社会的要請が強い４つの分野（ビッグデータ・Ａ

Ｉ分野、セキュリティ分野、組込みシステム分野、ビジネスシステムデザイン分野）を対象に実際の課

題に基づく実践的な教育を行った。また、実践的な情報教育を担う教員を育成するための FD 活動を推

進し、ユーザー・ベンダー企業、業界団体、学術団体による強力な支援体制を構築することを目指した。

図 2.3 に四つの分野と育成する人材像、各分野の連携校を示す。 
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図 2.3 四つの分野と育成する人材像 

 

具体的には、各分野で、以下に示す、基礎知識学習、PBL 基礎、発展学習から構成される教育プログ

ラムを構築した。 

基礎知識学習：PBL 基礎を実施するうえで必要となる基礎知識を学ぶ。各分野の連携校、参加校の講

義や e-learning 教材などを利用する。実践力向上のため、演習主体、反転学習等も考

慮する。 

P B L 基 礎：連携校・参加校の学生が一堂に会して、集中講義や実践形式での PBL（基礎知識の

活用法や最先端技術の習得など）を実施する。分野内の拠点に集まって実施する。

連携校、参加校の教員、実務家教員が指導する。 

発 展 学 習：実践教育を持続的に発展させるためのさまざまな講義、PBL、イベントなどを実施す

る。実施にあたっては、各大学の学部教育の状況や学生の負担を考慮しつつ効果的

に実施する。 

最終的には、４年間で延べ修了生数 6,113 名、連携校数 45 校、参加校数 137 校、連携企業数 265 社・

団体という大きな情報教育協働ネットワークを構築し終了した。終了後の 2021 年度からは、enPiT 関係

大学内のカリキュラムとして、プロジェクト期間内に確立された教育内容を踏襲し、継続実施されてい

る。また、日本ソフトウェア科学会実践的 IT 教育研究会（rePiT（Research on Education of Practical Infor-

mation Technologies レピット）において、実践的な情報教育に関するカリキュラムの設計、取り組みの

現状、開発した教材、合宿・PBL の運用計画、教育法・ツールやニーズ調査、運用上の工夫等の知見の

共有や継続的な活動を進めている。成果の詳細は付録 2.7（142 頁）を参照されたい。 
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ビッグデータ・ＡＩ分野は、大阪大学を中核拠点として、９つの連携校（東京大学、東京工業大学、

お茶の水女子大学、千葉大学、電気通信大学、奈良先端科学技術大学院大学、神戸大学、和歌山大学、

九州工業大学）が中心となり実施した。図 2.4 にビッグデータ・ＡＩ分野の概要と実績をまとめる。 

 

 

図 2.4 ビッグデータ・ＡＩ分野の概要と実績 

 

大阪大学は、神戸大学、和歌山大学、奈良先端科学技術大学院大学をはじめ、主に関西圏の大学・高

等専門学校と連携し、AiBiC Spiral という教育プログラムを行った。各連携校・参加校で設定された基礎

知識学習科目、PBL 基礎科目、発展学習科目に加えて、大阪大学基礎工学部での開講授業「実践 PBL」

（通年、３単位、開講場所：大阪大学中之島センター）を、受講生が所属する連携校・参加校と必要に

応じて単位互換協定を結んだうえで、全員が受講している。また、連携企業によるビッグデータ技術、

AI 技術、クラウドコピューティング技術に関する最新技術に関するセミナーやユーザー企業でのビジ

ネスでの利活用の事例セミナーも実施している。2020 年度の実施概要を図 2.5 にまとめる。 
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図 2.5 AiBiC Spiral の概要（2020 年度） 

 

2021 年度には事業委員による中間評価が実施され、大阪大学は中核拠点としてＳ評価を、ビッグデー

タ・ＡＩ分野の中核拠点としてＡ評価を受けた。以下に、事後評価のコメントをまとめる。 

 

事後評価結果（2022 年２月） 

運営拠点 

［総括評価］ 

Ｓ：当初の事業目的を達成することができ，当初目標を上回る効果，成果が得られたと判断される。 

［コメント］ 

運営拠点として，運営委員会の開催や目標管理の徹底等により，結果的に各中核拠点大学におけるあらゆ

る指標で目標値を大幅に超える成果を上げたことは高く評価できる。 

また，FD や様々な WG による活動等，連携協力・情報共有を行える体制づくりを積極的に推進すると

ともに，定量的な指標を示し，取組の評価を中核拠点にフィードバックしたことが成果につながったこと

は特筆に値する。 

さらに，分野間や連携校間での実践的 IT 教育に関する知見・ノウハウを共有するために作成されたビ

デオ教材は，実践的な情報教育の普及・展開に大いに役立つと思われるため非常に高く評価できる。 

今後は，各中核拠点大学も含め，当事業の PDCA サイクルにおける外部からの評価・指摘を踏まえた改

善点を整理するとともに，情報技術人材育成のために多くの大学等と連携しつつ取組を普及・展開，さら

には推進してきた運営拠点としての活動において蓄積されたノウハウをまとめたものを公表することによ

り，大学間の連携に資する情報提供を実施することが強く期待される。 

ビッグデータ・ＡＩ分野中核拠点 

［総括評価］  

Ａ：当初の事業目的を達成することができ，当初目標の効果，成果が十分に得られたと判断される。 

修了者数等が当初の目標値を上回り，基礎知識学習，PBL 基礎，発展学習と３段階に分けた学修内容の

設定や，参加各校の実情に合わせたカリキュラム，土日や夏季休業期間における実施等，様々な工夫によ

り効果的な実践教育が提供されたことは評価できる。 
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また，連携大学も含め，IT 関連企業のみでなくユーザー企業も含んだ多岐にわたる企業に参画してもら

い，幅広い視野の中で実践教育を実施していることや，大学のみでなく，高等専門学校の学生に対しても

実践的な教育を提供していることは評価できる。 

この取組を補助期間終了後も継続的に実施していくにあたり，連携大学も含め，これまでのプログラム

の成果を速やかに学部教育のカリキュラムに反映することが期待される。 また，外部評価委員会をより活

用し，PDCA サイクルを機能させながら取組が発展することが期待される。  

さらに，AI・ビッグデータ等における個々の技術とともに，これらの技術を活用した顧客価値の創出が

益々重要となることから，当事業の知見をより発展的な教育に活かすことが望まれる。 

今後は，運営拠点とも連携し，当事業の PDCA サイクルにおいて培った知見や手法を整理し，そのノウ

ハウを普及・展開することで他大学の取組に資するとともに，引き続き優れた情報技術人材を育成いただ

きたい。 

 

2.2.3 専攻横断型教育の取り組み 
専攻分野に関わらず必要な大学院レベルの基礎教養を教授するため「英語プレゼンテーション」、「情

報科学特別講義 I」、「情報科学特別講義 II」、「情報技術と倫理」、「国際融合科学論」、「知的財産の基礎

（情報科学を中心に）」、「イノベーション論」（2018 年度開講）の７科目（付録 2.8（145 頁））を境界科

目の一部として開講しており、2017 年度は計 284 名、2018 年度は計 291 名、2019 年度は計 293 名、2020

年度は計 339 名、2021 年度は 361 名の受講者があった。その他、各専攻の専攻基礎科目を他専攻の境界

科目として登録することで専攻を横断した教育を実現している。 

このうち「情報数理学概論」、「コンピュータサイエンス基礎論」、「情報ネットワーク学基礎論」、「バ

イオ情報工学入門」などを含めた 12 科目は、「高度教養教育科目」としても全学の大学院生を対象とし

て開講している。「高度教養教育科目」とは、全学３年次以上の学部学生及び大学院学生を対象として、

2011 年度から 2018 年度まで提供されていた「高度教養プログラム：知のジムナスティックス」を発展

させたプログラムである。2019 年度からは、以下の二つの能力を涵養することを目的として、大阪大学

で開講されている科目から、多種多様な科目を提供している。 

  専門教育以外の学習機会を通じて身につく、「複眼的」かつ「俯瞰的」な視点 
  専門教育において修得した高度な専門知識・技能を活用して、実社会における課題を解決するた

めの高度汎用力 
 

2.2.4 社会的要請を反映するインターンシップ科目 
インターンシップ科目は６専攻において開講されている。海外インターンシップについては、２学期

からの通年科目も開講し履修しやすくし、海外の企業や研究機関等で実施した。博士後期課程では、2007

年度より開講し、半年間程度にわたる企業・研究機関・公的機関・地方自治体などでの就業体験を、受

入れ先の斡旋や授業科目としての単位化により支援している。教育研究活動の一環としてのインターン

シップであるので、直接就職活動に結びつくものではないが、本科目の受講により、博士後期課程の学

生に自らの適性・能力や産学の連携研究の重要性について実習を通じて認識させることで、就職につい

ての意識の向上につながると考えている。 

2017 年度から 2021 年度までのインターンシップの状況を表 2.5 に示す。国内インターンシップと博

士後期課程の海外インターンシップの参加者数は、年度ごとに若干の増減はあるが、ほぼ安定している。

国内インターンシップは、新型コロナウイルスの影響があり、オンラインでのインターンシップ開催な
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ど多様な参加形態で開催されている。参加形態が多様化することで、博士前期課程の学生の参加が積極

的になっている印象がある。また、文部科学省が推進している博士後期課程の学生を対象とした「ジョ

ブ型インターンシップ」が進められており、博士後期課程学生の積極的な参加が期待されている。 

 

表 2.5 インターンシップの状況 

 国内インターンシップ 海外インターンシップ 

 博士前期課程 博士後期課程 博士前期課程 博士後期課程 

2017 年度 39 3 4 3 

2018 年度 42 2 6 8 

2019 年度 30 0 6 2 

2020 年度 28 2 0 0 

2021 年度 42 1 0 0 

 

2.2.5 国際的に活躍できる人材育成のための取り組み 
本研究科では、2004 年度頃から国際的に活躍できる人材育成の重要性に注目し、世界各国の研究者や

技術者を強いリーダーシップでまとめあげ、グローバルな視点で 21 世紀の科学技術の進展に大きく貢

献できる優秀な人材の育成に取り組むこととした。 

特に、生命科学等の異分野と情報科学技術の融合科学を国際的視野で先導できる人材の育成について

は、2005 年度から 2008 年度まで、文部科学省による大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連

携支援）の支援により、「融合科学を国際的視野で先導する人材の育成（通称 PRIUS: Pacific Rim Interna-

tional UniverSity）」という取り組みを実施した。この取り組みでは、環太平洋諸国の研究機関や大学と連

携し、様々な科学と情報科学の融合科学分野を国際的視野で先導できる優秀な人材を育成すべく国際的

な人材育成ネットワークを構築した。この取り組みは、多くの成果をあげ 2008 年度末で終了したが、そ

の成果を生かして、日本学生支援機構（JASSO）留学生交流支援制度（短期派遣）〈プログラム枠〉に「最

先端情報科学を担う国際的人材の育成」と題するプログラムを提案し採択された。2009 年度からは、こ

の制度も利用して海外インターンシップを実施してきた。2013 年度からは、研究科の費用補助、および

ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムの海外インターンシップという形で実施してい

る。以下では、海外インターンシップを含めた本研究科の取り組みについて述べる。 

【海外インターンシップ】 

海外インターンシップ科目を実施している。派遣人数は、2017 年度は博士前期課程４名、後期課程３

名、2018 年度は博士前期課程６名、後期課程８名、2019 年度は博士前期課程６名、後期課程２名であ

る。なお、2020 年度～2021 年度は、新型コロナウイルスを原因として海外渡航が困難であった時期であ

り、この期間の派遣人数は０名であった。 

【国際融合科学論、先端融合科学論】 

国際融合科学論および先端融合科学論は、それぞれ博士前期課程と博士後期課程を対象としており、

国内外における生命科学等の異分野と情報科学技術の融合事例を学びつつ、情報技術の重要性および情

報技術者としての国際的な視野を育成することを目的としている。両科目は、同時に実施しており、当

該分野における最先端で活躍する海外の研究者・技術者３名を招聘し、その研究開発事例を英語で紹介

している。また、博士後期課程対象の先端融合科学論では、受講生による英語の研究発表・討論も実施
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している。両科目の受講者数は、2017 年度は 17 名、２名、2018 年度は 24 名、１名、2019 年度は 29 名、

１名、2020 年度は 24 名、０名、2021 年度は 20 名、２名であった。 

【英語プレゼンテーション】 

英語による表現・プレゼンテーション能力を向上させることを目的として、英語プレゼンテーション

を開講している。ウェブを利用した授業支援システム CLE により講義スライドを配付し、受講生は自身

の研究内容や様々なトピックに関して 5 分程度のプレゼンテーションに取り組んでいる。2017 年度は

15 名、2018 年度は 15 名、2019 年度は 20 名、2020 年度は 31 名、2021 年度は 11 名の学生が受講した。 

【インフォメーションテクノロジー英語特別コース】 

 2014 年度より、英語による教育・研究をさらに促進することを目的として、インフォメーションテク

ノロジー英語特別コースを開設した。表 2.6 に、2017 年度から 2021 年度までの、本コースの入学者数

を示す。年ごとの変動はあるものの ITSCE は徐々に定着してきている。実際、修了時アンケートにおい

ても外国語科目に対する満足度は、開始当初、前期課程で 3.7、後期課程で 3.3 であったのに対して、

2016 年度～2018 年度ではそれぞれ 4.0、4.5 に向上している。2021 年度現在において、英語で提供され

る科目として博士前期課程で 49 科目、博士後期課程で 19 科目を開講している。 

 
表 2.6 インフォメーションテクノロジー英語特別コースの入学者数 

 博士前期課程 博士後期課程 

2017 年度 6 0 

2018 年度 6 7 

2019 年度 7 3 

2020 年度 4 5 

2021 年度 6 11 

 

2.2.6 グローバルＰＩ養成 
2013 年度より、優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダ

ーへと導くことを目的とする文部科学省・博士課程教育リーディングプログラムの下で、グローバル PI

（Global Principal Investigator）養成計画として、「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム」

を実施している。本プログラムでは、生命システムなどが持つ仕組み（柔軟性、頑強性、持続発展性）

を有し、人間・環境に調和した情報社会を構築するための、情報技術としてのヒューマンウェアの確立

を目指し、それを実行可能な卓越したリーダー人材を、徹底した融合研究により育成することを目的と

している。2018 年度に文部科学省の支援プログラムが終了後においても、本研究科が主幹研究科となり、

継続的に実施している。2019 年度以降においてはすべてのプログラム科目を本研究科正規科目として設

置し、教育内容を定着させた。2021 年度以降は、「分野横断イノベーションを創造する情報人材フェロ

ーシップ」と連携実施している。以下では、本プログラムの概要を記す。 

ヒューマンウェア領域基礎科目として、情報、生命、認知・脳科学領域の基礎を身につけるために、

本プログラムに参画する各研究科（情報科学研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科）が主となって

提供する科目のほか、プログラム独自に各分野の基礎をまとめた科目を提供している。 

融合研究として、異なる専門をもつ三つの研究科により、既存の分野にとらわれない研究の機会を提

供している。１・２年次には研究室ローテーションや合宿での密な議論、３年次以降には研究計画・予

算獲得から遂行・報告までを学生主体で進める融合領域プロジェクト研究などを通じ、ヒューマンウェ
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ア融合研究を行っている。また、異なる研究科教員との融合研究への参画の機会なども提供している。

さらに、自主性を重んじ、異分野の履修生間での交流、および３研究科の教員との交流を通じた、幅広

い視点からの密な議論を常時基盤として進めている。講義、実習、メンタリングを行うために、18 名の

情報科学研究科の教員が運営に携わっている（教授 10 名、准教授６名、助教２名）。 

産学連携科目として、新しいイノベーションの創出のために、産業界の視点を取り入れるための科目

を提供している。具体的には、まず１年次の前期に基礎的な産学講義・企業訪問を含む数日の集中講義

を行い、産業界の視点を学ばせている。次に、各種分野の企業や研究所からの特別講師による、イノベ

ーション、研究・開発の戦略、プロジェクトの企画立案などに関するセミナーである、イノベーション

創出論を提供し、社会を全体から見渡す俯瞰的視点を学ばせている。さらに３年次以降には、企業や外

部機関、学内共創機構との協同により、融合領域における研究・開発の戦略、プロジェクトの企画・立

案、プロジェクト運営・実施、プロジェクト成果の産業技術化に関する実践演習を提供している。 

また、グローバル PI としての素養を身につけさせるため、グローバル PI スキル標準を策定し、チェ

ックリストによる能力向上を行った。グローバル PI として身につけるべき能力を、「デザイン力」、「マ

ネジメント力」、「コミュニケーション力」に分類し、全 25 項目としてまとめた。さらに、学生が自身の

能力熟達度を把握し、能力の効果的な育成を計画できるよう、各項目の熟達度を７段階（一部項目は５

段階）にランク付けし、それを一覧表としてまとめた、研究開発能力熟達度シートを作成した。このシ

ートを用いて、学生が能力熟達度を自己診断し、さらに、指導教員による診断をフィードバックする能

力熟達度診断を、ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムを受講している全学生を対象に、

年に１回実施した。 

上記の他に、本プログラムを受講している各学生に対して、専門の教員に加え、異分野の教員および

企業からのメンバーがアドバイザとしてつき、年に２回、研究やキャリアパスなどのアドバイスを行う

アドバイザリ制度や、海外インターンシップなどの様々な教育制度を提供している。 

 

2.2.7 学際融合、社会連携を指向した双翼型大学院教育システム 
大阪大学では、2008 年４月から、所属する研究科（専攻）のカリキュラムに加えて、幅広い分野の素

養を身につけるとともに高度な専門性を獲得する機会を与え、また勉学意欲を喚起することを目的とし

た教育プログラムを本学大学院共通の制度として実施している。この制度は、学際融合教育（2013 年

度）、横断型教育（2018 年度）へと発展的に継承され、2021 年度より学際融合・社会連携を指向した双

翼型大学院教育システム（Double-Wing Academic Architecture）を推進している。その一環として提供さ

れる「大学院副専攻プログラム」、「大学院等高度プログラム」は、学生が所属する主専攻の教育課程

以外の内容を学んだり、あるいは主専攻の専門性を生かすための関連分野を学んだりするための教育プ

ログラムであり、プログラム毎の所定単位数を修得することでプログラム修了認定証を授与している。

本研究科では、次の副プログラムに参画している。 

【ヒューマンウェアイノベーション副プログラム】 

文部科学省の支援終了後、本プログラムを大学全体に展開することを目的としてプログラムの一部を

副プログラム科目として 2019 年度から提供した。本プログラムを履修希望の学生は正規履修生として

参加することとなったため、副プログラムは 2021 年度をもって終了した。 

【他研究科のプログラム】 

2008 年度以降、本研究科教員が数理・データ科学教育研究センター（2015 年９月までは金融・保険教

育センター）および国際医工情報センター（2014 年度までは臨床医工学融合研究教育センター）を兼任
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していて、2021 年度は 10 名の教員が両センターの大学院等高度副プログラム、大学院副専攻プログラ

ムの運営に参画した。表 2.7 に、2021 年度において本研究科から他研究科に提供した科目数を示す。 

 
表 2.7 他研究科へ提供した科目数（令和３年度） 

部局 種別 科目数 

数理・データ科学教育研究センター 
大学院等高度副プログラム 9 

副専攻プログラム 4 

国際医工情報センター 大学院等高度副プログラム 3 

工学研究科*1 大学院等高度副プログラム 2 

ナノサイエンス・ナノテクノロジー研究

推進機構 
大学院等高度副プログラム 1 

*1 2018 年度より提供 

 

また、本研究科情報システム工学専攻は、文部科学省により公募された、先導的量子ビーム応用卓越

大学院プログラムに 2019 年度より参画している。１名の教員がプログラムの運営に参画し、３科目を

提供した。 

 

2.2.8 嵩賞 
本研究科では、故嵩忠雄先生の業績を記念し、本学の博士後期課程修了者で、優れた博士論文や修了

後優れた業績を挙げた若手研究者を表彰する「嵩賞」を 2007 年度に創設している。「嵩賞」は、本研究

科長が実施責任者となり、大学院基礎工学研究科の協力を得て実施している。財源は、故嵩教授および

縁のある方からの寄附による。公募推薦により 2017 年度は３名、2018 年度は１名、2019 年度は４名、

2020 年度は４名、2021 年度は５名に授与している。 

 

 

2.3 教員組織と教育環境 

2.3.1 教職員の配置とその見直し 
2022 年４月１日現在の教員数は、表 1.1 にも示したように、専任教員 116 名、兼任教員５名、連携講

座教員 10 名である。専任教員 116 名の内訳は、教授 35 名、准教授 45 名、講師５名、助教 35 名である。

そのうち、教授２名、准教授７名、講師２名、助教 12 名は研究科直属となっており、教育や研究支援、

広報を含む広範な業務に従事している。それ以外に、研究科のプロジェクトとの関連から、情報数理学

専攻で特任准教授（常勤）１名、特任助教（常勤）１名、寄附講座に寄附講座教授１名、共同研究講座

に特任教授（常勤）１名、特任准教授（常勤）１名、情報システム工学専攻で特任准教授（常勤）１名、

情報ネットワーク専攻で特任教授（常勤）１名、特任准教授（常勤）４名、特任講師（常勤）１名、特

任助教（常勤）５名、マルチメディア工学専攻で特任講師（常勤）１名、特任助教（常勤）５名、バイ

オ情報工学専攻で特任助教（常勤）１名、となっている。 

全国的に助教の人数が減少しているなかで、研究科としては、優秀な若手教員の確保という視点から

も、教授と同数程度の助教は必要であると考えているが、大学全体で実施している〇付教員ポストの留

保や、研究科設置時点から情報基礎数学専攻に属する講座には助教が配置されていないこと等が要因と
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なり、特任教員を除くと、教授、准教授の人数に比べ助教の人数が若干少ない配置となっている。また、

女性教員は 2017 年度に専任教員２名（教授１名、准教授１名）、特任助教（常勤）１名の計３名であっ

たが、その後准教授１名が所属を高等共創研究院に変えたものの引き続き研究科で教育に携わり、クロ

ス・アポイントメント制度による特任准教授（常勤）１名、特任助教（常勤）３名、および在籍出向に

よる特任研究員（常勤）１名がさらに加わった結果、2022 年度現在８名の女性教員が在籍している。今

後も女性教員数を増やす努力を継続する。 

教員を採用するときには、出身大学などにとらわれることなく、全国から優秀な人材を探すため、公

募を原則としている。教員選考基準は設けてはいないが、手続きに関する内規は整っている。特に教授

選考に際しては、人事評価委員会を設け、学部担当の異なる他専攻の委員も交えて厳正な選考を行って

いる。また、任期付教員の採用に関しては、身分が不安定であることにより、優秀な教員の採用が困難

であると判断し、現在のところ、特任教員を除いて、任期制教員ポストは設置していない。 

2012 年度に、本研究科、生命機能研究科、基礎工学研究科の連携により企画・申請した文部科学省博

士課程リーディングプログラム「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム」が新たに採択

され、事業を開始した。ハードウェア、ソフトウェア両面における情報技術が急激に発展している現在、

生命システムなどが持つ仕組み（柔軟性、頑強性、持続発展性）を有し、人間・環境に調和した情報社

会を構築するための、情報技術としてのヒューマンウェアの確立が急務である。本プログラムは、この

ようなヒューマンウェアという新たな視点から、絶えず変化する社会環境を支え、柔軟性、頑強性、持

続発展性を有するシステムを構築できる卓越したリーダー人材を、徹底した融合研究により育成するこ

とを目的としている。2017 年度から 2021 年度までに大阪大学独自の経費で特任准教授（常勤）１名を

雇用している。文部科学省の補助期間が終了したため、特任教員数は限られており、研究科の教員 18 名

（教授 10 名、准教授６名、助教２名）が運営に携わっている。このうち、２名は本プログラムの修了生

である。 

外部教員の担当する特別講義は、情報数理学特別講義 I、情報数理学特別講義 II、マルチメディア工

学特別講義であり、2017 年度 11 名、2018 年度 11 名、2019 年度 11 名、2020 年度 15 名、2021 年度 15

名の外部講師をお願いした。情報科学特別講義、英語プレゼンテーション、情報技術と倫理等の科目に

おける招へい教員数、非常勤講師数は年度により若干の変動があり、2017 年度に 12 名の招へい教員・

５名の非常勤講師、2018 年度に 12 名の招へい教員・５名の非常勤講師、2019 年度に 10 名の招へい教

員・５名の非常勤講師、2020 年度に 10 名の招へい教員・５名の非常勤講師、2021 年度に 10 名の招へ

い教員・５名の非常勤講師であった。また、最新のトピックスを紹介するため、2017 年度に 12 名、2018

年度に 10 名、2019 年度に８名、2020 年度に３名、2021 年度に９名のゲストスピーカーを招へいした。 

多様な背景、専門性を持つ教員を採用した結果、外国人教員数の過去４年間の推移は 2018 年度８名、

2019 年度７名、2020 年度６名、2021 年度 10 名となっており、社会人（前職企業）から採用した教員数

は、2019 年度１名、2020 年度２名、2021 年度１名である。また他部局から情報科学研究科への兼任教

員数は 2017 年度 17 名、2018 年度 19 名、2019 年度 23 名、2020 年度 23 名、2021 年度 25 名となってい

る。 

 

2.3.2 学内外の教育研究組織・教育支援組織との連携 
基礎工学研究科、工学研究科、理学研究科と連携し、各教員は兼任している学部の教育を運営してい

る。サイバーメディアセンター、産業科学研究所、データビリティフロンティア機構からの協力講座を

８講座配置し、大学院講義の分担、学生研究指導を推進している。協力講座のうち、シャープ（株）、日
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本電信電話（株）、（株）国際電気通信基礎技術研究所、国立研究開発法人物質・材料研究機構（NIMS）

からの連携講座を３専攻に配置し、2018 年度は２名の博士前期課程、2019 年度は３名の博士前期課程、

2020 年度は１名の博士前期課程、2021 年度は２名の博士前期課程の学生の研究指導を行い、大学とは

異なる視点に立った有意義なコメントをした。 

企業と大学の活動拠点として、大阪大学発の産学連携モデルである協働研究所を設置している。協働

研究所は、学内に産業界の研究組織を誘致し、社会的要請が強い分野における基礎から実用化まで一貫

した共同研究の実施など、多面的な産学協働活動を展開する拠点である。これまでに設置された協働研

究所は、NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所（2016 年度～）、三菱電機サイ

バーセキュリティ協働研究所（2016 年度～2019 年度）、NEC Beyond 5G 協働研究所（2020 年 11 月～）

である。 

また、共同研究に専念する研究組織として共同研究講座を学内に設置している。2021 年９月には、一

般社団法人臨床医工情報学コンソーシアム関西と共同でスマートコントラクト活用共同研究講座を設

置した。本講座は、ブロックチェーン・スマートコントラクトを活用した研究および教育を通して、情

報学、工学および医療分野を含めた、多くの融合領域の発展に寄与することを目標にしている。 

2020 年 10 月には、（株）ブレインパッドと（株）富士通研究所から寄附を受けて数理最適化寄附講座

を設置した。産学連携と研究開発を主たる業務として、幅広い分野のビジネスに数理最適化の技術を普

及することを目標にしている。 

同じく 2020 年 10 月には、NIMS との連携講座「物質材料情報科学」を情報システム工学専攻に設置

した。本講座は、博士後期課程の学生を対象としており、情報システム工学専攻の教員が NIMS の研究

者ともに学位取得までを指導している。 

 
2.3.3 教育環境・教育施設の充実 

情報科学 C 棟（第３期棟）が 2015 年５月 15 日に竣工、2015 年６月 18 日に運用開始となり、５専攻

11 研究室が入居した。 

教育研究環境委員会が、教育および研究の環境を点検し、整備を推進している。2012 年度は、車椅子

利用学生のため、入室ドアを自動扉に改修するとともに、2020 年度は防犯カメラを増設した。また、学

生同士の自然なコミュニケーションを活性化することを目的として、気軽に利用できるオープンスペー

ス IST コモンズを C 棟に整備した。また、関連委員会として客員室利用審査会が 2017 年度から 2021 年

度にかけて 31 件の利用申請を審査し、さらに、オープンラボ利用審査会が１件の利用申請を審査した。 

最先端の情報科学関連の教育を可能とするために、計算機システム委員会において、計算機、情報ネ

ットワークの教育研究設備を点検し、整備を推進している。2019 年度は、設備の更新のため仕様策定委

員会を設置し、会議とメーリングリストでの議論により検討を進め、仕様書案を策定し、業者向けの仕

様書案説明会を開催した。2020 年度は、前年度から進めていた設備更新のための検討・準備を進展させ、

2021 年２月に計算機システムを更新した。さらに、新型コロナウイルス感染症に伴うメディア授業への

学内からの出席を支援するために、2020 年度から 2021 年度にかけて、A 棟、B 棟、C 棟に設置してい

る無線 LAN アクセスポイントを増強した。また、2022 年度より、学生や教員に静寂な環境でオンライ

ン会議や Web 面接等が行える個別ブースを設置した。 

授業のシラバスなどの情報を研究科のホームページで公開している。授業支援システム CLE を使用

している講義数は、2018 年度までは年間 30～50 件程度であったが、新型コロナウイルスに起因してメ

ディア授業を余儀なくされた 2020 年度は 174 件、2021 年度は 177 件に増加した。 
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また、教職員が充実させ教育における情報環境の活用を活性化・充実化するために、広報委員会、Web

委員会で、コンテンツの充実化および維持管理を行った。 

 

2.4 様々な学生支援体制 

学生生活において、多岐にわたる支援を行っている。研究面では、適切な指導助言体制を整えるとと

もに、2012 年度に事業を開始したリーディング博士課程プログラムの資金を活用して博士課程の教育プ

ログラムの一環として海外インターンシップを研究科の方針として支援してきており、また、経済面で

は学資免除・各種奨学金以外にも、博士学位取得者の輩出を促進するために競争的資金等を用いて積極

的に RA に採用し研究的および経済的支援を行ってきている。さらに、履修指導において期間短縮制度

の周知をしている。表 2.8 に期間短縮で修了した人数を示す。 

 

表 2.8 期間短縮修了者の数 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

2017 年度 0 4 

2018 年度 0 5 

2019 年度 1 3 

2020 年度 0 3 

2021 年度 0 2 

 
2.4.1 学資免除および奨学金獲得状況 

学資免除には、入学料免除と授業料免除の２種類がある。2017 年度から 2021 年度までの学資免除の

状況を付録 2.9（146 頁）に示す。入学料免除の状況は 2017 年度から 2021 年度までの博士前期課程およ

び博士後期課程の申請者数が年平均 27.4 件、計 137 件、入学料免除を認められた件数は全額免除・半額

免除を併せて年平均 8.6 件、計 43 件である。博士課程全体では平均 31.4％の学生が全額または半額の入

学料免除を受けている。 

授業料免除の状況を博士前期課程と博士後期課程に分けてまとめたものを表 2.9 と表 2.10 に示す。授

業料免除の割合（免除者数／申請者数）の平均は、博士前期課程 91.1%、博士後期課程 95.4%であり、

博士課程全体では 92.9%である。表から読み取れるように、授業料免除は全額免除が約半数である。こ

のことは博士課程の学生を積極的に支援していることを示している。 
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表 2.9 博士前期課程授業料免除件数 

年度 申請者数 免除者数 全額免除 

2017 年度 143 139 54 

2018 年度 112 102 54 

2019 年度 105 86 33 

2020 年度 124 107 50 

2021 年度 99 97 54 

平均 116.6 106.2

（91.1%） 

49.0

（42.0%） 

 

表 2.10 博士後期課程授業料免除件数 

年度 申請者数 免除者数 全額免除 

2017 年度 83 79 79 

2018 年度 100 96 91 

2019 年度 77 75 70 

2020 年度 88 81 60 

2021 年度 83 80 72 

平均 86.2 82.2

（95.4%） 

74.4

（86.3%） 

 

次に、2017 年度から 2021 年度までの日本学生支援機構の奨学金の獲得状況および採択率を付録 2.10

（148 頁）に示す。各年度の予約採用者の申請者に対する割合は、博士前期課程でそれぞれ 100%、100%、

100%、100%、122%、博士後期課程でそれぞれ 50%、100%、申請なし、申請なし、０%である。在学申

請者に対する採用率は、ほぼ全ての年度で 100%以上（一種と二種の併用者を含んでいるため、申請者

数に対して採択率は 100％を超える場合がある）となっており、博士前期課程の在学申請者は全員が採

用されている。以上から、奨学金の獲得状況は良好であると評価できる。 

各種奨学金情報は、必要に応じて各教授および各学生へ直接メールで知らせるとともに、ウェブサイ

ト上にも掲示し、周知を図っている。また、外部資金などを活用し RA として採用することで学生を経

済的に支援している。外部資金を活用した RA の採用者数は、2017 年度 26 名、2018 年度 33 名、2019

年度 48 名、2020 年度 42 名、2021 年度 41 名である。これらのうち、2019 年度６名、2020 年度３名、

2021 年度の５名については、採用時に博士前期課程２年次生であり、博士後期課程への進学予定者を対

象とした支援である。 

2021 年度より大学フェローシップ創設事業「分野横断イノベーションを創造する情報人材育成フェロ

ーシップ」制度を設け、優秀な博士後期課程学生が学業と研究に専念できるように、研究専念支援金お

よび研究費を支給し、さらにイノベーション創発講義、インターンシップ事業、スキル評価、企業・研

究機関との交流会の実施を支援している。2021 年度は 12 名を採用した。また、博士前期課程を含めた

支援として、博士後期課程への進学を予定する博士前期課程学生に対し、大阪大学が研究奨励費および

研究費を支給する「学際融合を推進し社会実装を担う次世代挑戦的研究者育成プロジェクト」を令和４

年度より設けている。 
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大阪大学と企業との包括連携契約に基づき、ダイキン工業株式会社（2017 年７月～2027 年６月）とシ

スメックス株式会社（2019 年５月～2021 年３月）の学生研究員プログラムにより、奨励金等を支給し学

生を支援している。また、学生研究員として受入れされた学生は、相手先企業でインターンシップを実

施している。ダイキン工業株式会社とは、2017 年度に４名、2018 年度に 10 名、2019 年度に 11 名、2020

年度に 15 名、2021 年度に 10 名を学生研究員として支援した。また、シスメックス株式会社とは、2020

年度に２名、2021 年度に７名を学生研究員として支援した。 

 
2.4.2 学習支援 

学生が教員の研究室等を訪れ、教員から直接授業内容や研究に関する指導・助言を受けられるように、

各教員週約１時間のオフィスアワーを設けている。また、メールでの問い合わせも受け入れている。オ

フィスアワーを設定していることをガイダンスおよびウェブサイトで学生に周知徹底しているが、日本

人学生が質問しない傾向は、高等学校・大学・大学院すべてに共通して見られる現象であり、オフィス

アワーを利用して授業内容を質問する学生数は極めて少ないのが現状である。 

2020 年度より、博士前期課程ならびに博士後期課程の学生を対象として、一年の教育研究指導計画

書・評価書を学生ごとに作成している。この取り組みの目的は、研究教育指導において PDCA サイクル

を回すことにあり、学生ならびに教員の双方が年度初頭に計画書を協力して作成したうえで、年度末に

振り返りを兼ねて報告書を作成している。 

指導助言体制の充実のため学生が所属する研究室の教授をはじめとするスタッフばかりでなく、学生

が所属する専攻の若手の教員（特に教務タスクフォース委員等）に気軽に相談できる効果的な体制を強

化するとともに、学生主催の院生談話会などが継続的に開催できる雰囲気を作り、専攻内の他研究室に

所属する学生との情報交換を積極的に促進した。公開の修士論文発表会や授業の一環としてのセミナー

などを通じて専攻内の他の研究室で行われている研究テーマの紹介を行ってきた。また、特別講義を開

講し、企業の研究者からのホットな話題を提供している。 

2010 年度以降、職業を有している、あるいは出産や育児等の事情により、標準修業年限内での修学が

困難な在学者に対して、標準修業年限を超えて一定の延長期間を加えた期間で計画的に教育課程を履修

し、課程を修了することができる制度を設けている。 

 

2.4.3 学外研究活動の奨励 
外部資金等を用い、国際会議出席への援助を行っている。また、2015 年度以降、博士前期課程および

博士後期課程学生の英語能力の向上を奨励することを目的として、TOEIC 受験料を支援する制度を設け

ている。援助件数は、2017 年度２名、2021 年度５名であった。 

 
2.4.4 健康管理体制とハラスメント対策 

大学の定める通常の健康管理体制に従っており、研究科の健康診断平均受診率も概ね良好である。社

会人学生に対しては、所属企業等学外で受診した診断結果を提出することで代替することも認めている。 

2006 年度当時、学生が学習相談等を気軽にできるように、指導教員、研究室の教授、専攻の若手の教

務タスクフォース委員が協力してあたる体制（学生相談窓口）が作られた。2010 年度からは学生相談室

に非教員の専門資格を持つスタッフを１名配置し、より幅広い相談に対応できる体制を作っている。新

型コロナウイルスの影響があった 2020 年度以降、毎週水曜日午後に開室する学生相談室だけでなく、

学生の希望に応じて随時予約を受け付けている。またオンラインでの相談にも対応し、相談をより身近
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なものとしている。表 2.11 に、相談件数を示す。 

 

表 2.11 学生相談室への来談および問合せ件数 

年度 相談件数 来室 問合せ（メール） 問合せ（電話） 

2017 年度 79 33 46 0 

2018 年度 108 58 46 4 

2019 年度 65 14 50 1 

2020 年度 88 21 60 7 

2021 年度 168 35 133 0 

平均 101.6 32.2 67 2.4 

 

実際には定期的な面談を行うと共に、必要に応じて学内の専門機関へのリファーも行い、ニーズや状

態に合わせて、適切なサポートが受けられるように進めている。また、専門機関へのリファーだけでな

く、指導教員、大阪大学キャンパスライフ健康支援・相談センターの専門カウンセラー、情報科学研究

科学生相談室が連携し、メンタル面での不調を訴える学生のサポートをそれぞれの専門性を生かし、複

層的に支えていけるようなサポート体制作りを目指している。 

ハラスメント対策委員会がハラスメント防止対策と相談窓口を務めている。2018 年度は、ハラスメン

ト防止に関する研修会（FD 研修）を開催し、教職員の積極的な参加を促した。研修会の参加者は 47 名

であった。また、研究科の構成員に対して、全学のハラスメントに関する研修会の開催を周知し参加を

呼びかけた。 

2020 年９月には、教職員の健康と研究科の効率的な運営を推進することを目的として、教職員相談室

を設置した。 

 

2.4.5 留学生支援（外国人留学生奨学金・チューター配置） 
情報科学研究科で実施している教育活動・研究活動を外国人学生に紹介するために、英文ウェブサイ

トのトップ面に教育活動、研究活動の項目を置いている。科目概要、アドミッション・ポリシー、募集

要項も英文ウェブサイトから英文版が利用できる。また、入試に関する情報、学生生活支援（奨学金、

学生相談窓口）などに関する記述も掲載し、充実を図っている。 

さらに、個々の留学生や社会人学生に対して、指導教員が中心となって専攻の科目の受講に関して指

導するとともに、学生の所属する専攻の科目以外の必要科目（含学部科目）の受講を奨励し、大学院修

了単位の一部として認めている。 

付録 2.11（149 頁）に留学生の状況を示す。希望する留学生に対しては、全学レベルでのチューター

制度を利用し、チューターを配置している。表 A.15 に示すように、新型コロナウイルスが蔓延する以前

の令和元年度までは、チューター制度を利用する留学生は概ね増加している。未入国の留学生に対して

もチューター制度による支援を実施しているが、2020 年度以降、利用者は減少している。 

また、表 A.16 と表 A.17 に留学生の人数の推移を示す。博士後期課程を中心に留学生数は増加してお

り、留学生の占める割合は博士後期課程で約 30%前後、博士前期課程で約 10%前後を推移している。博

士前期課程において留学生数を増やす努力がより一層望まれる。留学生に対する経済的支援状況である

が、2017 年度から 2021 年度までにおいて、国費外国人留学生が博士前期課程 35 名、博士後期課程 54

名、私費外国人留学生が博士前期課程 135 名、博士後期課程 156 名、外国政府派遣留学生が博士前期課
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程２名、博士後期課程９名であった。私費外国人留学生 291 名のうち 2017 年度５名、2018 年度６名、

2019 年度 11 名、2020 年度 13 名、2021 年度４名が奨学金を受給している。なお、2021 年度で受給者が

減っている理由は、学習奨励費採用者のうち５名が期間内に渡日できずに辞退を余儀なくされたためで

ある。私費外国人留学生の場合、必ずしも十分な経済的支援があるわけではないが、博士前期課程のみ

ならず博士後期課程に海外から多くの国費および私費外国人留学生が入学している事実は、研究科の多

くの研究室が海外との研究ネットワークを築いてその中で学生が国際的に移動できている証しである。 

 

2.4.6 障がいを持つ学生のための環境整備と支援 
2010 年度から 2014 年度は情報科学 A 棟（第１期棟）、B 棟（第２期棟）、2015 年度以降は A 棟、B 棟、

C 棟（第３期棟）を中心にバリアフリー設備の点検・管理を行っている。特に、各棟に１台あるエレベ

ータについては、それぞれについて毎月１回定期検査を行っている。2012 年度からは、障がい学生の通

行の便宜のため、講義室への自動ドアを導入した。また、講義室の自動ドア、多機能トイレ、点字ブロ

ック、手すりなどについては毎月数回、目視による点検を行っている。 

 2017 年度は、発達障がいの基礎知識に関する研修会（FD・SD 研修）を開催し、教職員の積極的な参

加を促した。研修会の参加者は 37 名であった。 

 

2.4.7 就職支援 
就職支援のために、４名の担当教員を置いている。2010 年度からは就職支援のためのウェブページを

設置し、掲示板、メーリングリストを通じて情報交換とニーズ把握に努めた。学校推薦だけでなく自由

応募の学生を含めて、年度あたりの就職支援ウェブの登録者数は 120 名前後であり、ウェブへのアクセ

スは 4,000 件以上であった。すべての年度で就職ガイダンスを 11 月下旬と２月中旬の２回実施し、ウェ

ブを通じて就職希望調査を２回行った。 

これら担当教員による支援に加え、就職斡旋企業による就職説明会とインターンシップ説明会を１回

ずつ開催している。これらの説明会は、自己分析、エントリーシートの記載方法やマナー講座を含めた

内容になっており、就職活動を開始する学生のキャリア設計に役立っている。 

 

2.5 教育の成果 

2.5.1 学生の学会発表・論文発表 
学生の学会発表および学生が著者となった学術雑誌掲載論文数などの状況は付録 2.12（150 頁）の通

りである。研究活動が活発な学生の割合を見るため、学会発表件数／在籍者数を博士前期課程・博士後

期課程および国内発表・国際発表に分けて表 2.12 に示す。博士前期課程の学生の概ね５分の１が国際会

議で発表していることがわかる。他方、博士後期課程の学生の場合は約３分の１弱である。博士前期課

程、博士後期課程ともに前回の外部評価実施時より数値が下がっているのみならず、新型コロナウイル

スの影響がないはずの 2017 年度から 2019 年度にかけて国内会議での発表が減少しているのは課題であ

る。他方、国際会議については５年間に渡り低位安定となっている。年度別に見れば 2020 年度がとくに

低いが、これは新型コロナウイルスの影響により国内外の多くの研究集会が中止されたことが影響して

いると思われる。2021 年度はオンライン開催により中止を避けられた研究集会も多く、2020 年度から

2021 年度にかけて数値の回復が見られるのはそのためと思われるが、前回の外部評価実施時の数値まで

回復していくためには、今後の動向を注視し学生の研究発表を後押しする対策が必要である。 
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表 2.12 学会発表件数／在籍者数 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

 国内会議 国際会議 国内会議 国際会議 

2017 年度 0.70 0.20 0.57 0.33 

2018 年度 0.50 0.21 0.51 0.27 

2019 年度 0.53 0.22 0.39 0.30 

2020 年度 0.41 0.19 0.24 0.19 

2021 年度 0.56 0.19 0.26 0.35 

平均 0.54 0.20 0.39 0.29 

 

この５年間における学術論文掲載数／在籍者数の推移も上記で述べた発表件数／在籍者数と同様の

傾向であるが、数値はやや悪化した程度にとどまっている（表 2.13）。学生が筆頭著者の論文が中心で共

著論文が少ないことは特徴的である。これは学位論文作成が目的という大学院の特性も大きく影響して

いると考えられるが、学生が主体的に研究に取り組んでいることが伺われるデータである。 

 

表 2.13 学術雑誌掲載論文数／在籍者数 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

 筆頭 共著 筆頭 共著 

2017 年度 0.09 0.04 0.25 0.02 

2018 年度 0.09 0.01 0.38 0.06 

2019 年度 0.10 0.02 0.30 0.02 

2020 年度 0.04 0.03 0.24 0.02 

2021 年度 0.07 0.01 0.30 0.00 

平均 0.08 0.02 0.30 0.02 

 

2.5.2 学位授与率 
修了要件（修士、博士の学位授与の基準）となる必要修得単位は、博士前期課程 30 単位、博士後期課

程４単位である。博士前期課程・博士後期課程ともに、論文審査と口頭試問を実施している。修士論文、

博士論文ともその発表会は公開されている。 

2017 年度から 2021 年度までの学位授与率を付録 2.13 に示す。博士前期課程の学位取得者は 729 名

（内短期修了者１名）、平均授与率は 90.2%（729／808）であり、学位取得者の大部分は標準年限内で修

了している。博士後期課程の学位取得者は 151 名（内短期修了者 17 名）、平均授与率は 52.8%（151／

286）であり、標準年限での学位取得者は 105 名で学位取得者の 80.8％が標準年限内で学位取得に至っ

ている。 

 

2.5.3 進路状況 
修了者就職状況を付録 2.14（152 頁）に示す。2017 年度から 2021 年度までの博士前期課程３月修了

者は計 729 名であり、そのうち 614 名が就職、85 名が博士後期課程進学、その他 30 名である。就職先

は、電気・情報通信機械器具製造業、保険金融業、電鉄、サービス業、公務員などである。博士後期課
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程進学者の進学先は、本学大学院 77 名、他大学大学院８名である。また、2017 年度から 2021 年度まで

の博士後期課程は３月修了者（年度途中修了者も含む）174 名中、148 名が就職した。この就職先には、

本学 21 名、大阪大学以外の大学 22 名、独立行政法人研究所等の研究機関４名が含まれている。進学状

況と就職状況は、総合的に判断すると極めて優秀である。特筆すべきは、研究機関への就職状況の好調

さである。これは研究科の研究の水準を示唆する指標でもあり、研究科の総力を結集し、就職状況を一

層向上させるための努力を継続する必要がある。 

 

2.6 教育改善の取り組み 

本研究科では、シラバス、授業アンケート、TA からのフィードバックやファカルティディベロップメ

ントに関して、教育の内部質保証の観点から改善に継続的に取り組んでいる。さらに、教育の質を自ら

保証していくことを目的として、「大阪大学における教育の内部質保証のための教育アセスメントのガ

イドライン」にしたがい、2019 年度以降、各専攻および先導的量子ビーム応用卓越大学院プログラムに

対して教育アセスメントを実施している。この教育アセスメントは、学位プログラムの教育ポリシーに

基づいた教育の実施状況（教育課程、教育実施体制への自己評価）および学生の学習成果の達成状況に

関して、現状説明、自己評価、今後の対応からなる PDCA サイクルを回している。報告書の他節と重複

するものも多いので再録はしないが、情報基礎数学専攻の博士後期課程は教育の質保証の観点から「単

著論文の学術雑誌への掲載予定（アクセプト）」が必須条件であること、コンピュータサイエンス専攻で

は学生の国際性を涵養するために、英語で実施する専門科目を開講していること、情報ネットワーク学

専攻では演習機材配布による在宅作業・ビデオカメラを用いた遠隔指導・演習成果発表のビデオ化など

の工夫を行ったこと、マルチメディア工学専攻では専攻専任講座教員以外の講義は学生の認知度が低い

ことから講義開講の２週間前に研究科全体に周知するなどにより受講機会を増やす工夫を行ったこと、

などが、2020 年度の教育アセスメントにおいて専攻独自の記述である。 

 
2.6.1 シラバス 

学務情報システム KOAN を利用してシラバスを公開している。シラバスには、成績評価の方法・基

準が明記されている。各教員のシラバスへの入力状況は、日本語版の必須項目についてはほぼ 100％で

あるに対して、英語版の必須項目は 96％である。５年前の入力状況と比べて、英語版の入力状況が 50％

程度から大きく改善している。また、博士・修士の学位審査の基準は付録 2.15（164 頁）の通りである。 

 

2.6.2 授業アンケート 
学務情報システム KOAN の機能を活用して全授業科目と演習科目について授業アンケートを実施し

ており、科目ごとの結果は授業担当者へ知らせ、授業改善に利用するとともに、専攻ごとに纏めた結果

は全教員に公表することで教員へのフィードバックを行っている。アンケート結果については、専攻長

会や評価委員会で検証している。 

 

2.6.3 TA からのフィードバック 
学部教育、大学院教育について、TA と教員の懇談会を実施し、2017 年度 14 名、2018 年度６名、

2019 年度６名、2020 年度６名、2021 年度３名の参加があった。 
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2.6.4 ファカルティディベロップメント 
各種 FD 研修の実施状況は次の通りである。2020 年度以降、年度あたりの参加者数が５倍に増加した

主な理由は、毎週開催している IST ランチセミナーにある。IST ランチセミナーは、研究科内部から話

題提供者を募り、研究テーマに限らず、あらゆる話題に関して開催しているものであり、研究科内部の

意見交換を活性化することにも寄与している。 

 

表 2.14 ファカルティディベロップメント実施状況（研究科実施分） 

年度 開催研修名 参加者数 

2017 年度 2017 年度 情報科学研究科 FD・SD 研修 37 

2017 年度 情報科学研究科コンプライアンス研修 54 

計 91 

2018 年度 情報科学研究科ハラスメント防止研修会 47 

2018 年度 情報科学研究科 FD・SD 研修 30 

2018 年度 情報科学研究科コンプライアンス研修 59 

 計 136 

2019 年度 2019 年度 情報科学研究科 FD・SD 研修 44 

2019 年度 情報科学研究科コンプライアンス研修 63 

計 107 

2020 年度 IST シナリオプランニング研修 8 

IST 研究プレゼンテーションセミナー 37 

IST リトリート 27 

★IST ランチセミナー 430 

2020 年度 情報科学研究科 FD・SD 研修 56 

2020 年度 情報科学研究科コンプライアンス研修 138 

計 696 

2021 年度 ★IST ランチセミナー 403 

IST サマースクール 10 

★IST ネットワーキングイベント 84 

2021 年度 情報科学研究科 FD・SD 研修 55 

計 552 

★付の研修は年度内に複数回開催。 

※複数回開催のプログラムについては、全ての回の延べ参加者数を記載。 

 

2.7 学部教育への協力 

当研究科の教員は理学部（数学科）、基礎工学部（情報科学科（情報２コース））、工学部（電子情報工

学科（情報システム工学コース）、生物系、応用自然科学科（応用物理学科目））の五つの教科集団のい

ずれかに属し、それぞれの立場から全学共通教育、学部専門科目への貢献を行っている。 
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2.7.1 全学共通教育科目 
情報科学研究科の教員は、全学共通教育に大きな貢献を果たしている。全学共通教育科目への貢献は

2017 年度は総計 45（=23+２+12+８+ 0）コマ、2018 年度は総計 43（=22+２+12+７+０）コマ、2019 年

度は総計 43（=19+２+13+８+１）コマ、2020 年度は総計 45（=20+４+13+８+０）コマ、2021 年度は総

計 44（=19+２+13+９+１）コマである。（括弧内の数字は理学部、応物科目、基礎工学部、情報システ

ム、生物系の内訳） 
情報基礎数学専攻は、理学研究科数学専攻と理学部数学科を共同運営するとともに、数学関連の全学

共通教育を担っている。担当した全学共通教育科目は、「線形代数学Ⅰ・Ⅱ」、「基礎解析学Ⅰ」、「解析学

入門」、「解析学概論」、「解析学・同演義Ⅰ・Ⅱ」、「数学への招待」、「数学の考え方」などである。 

  大阪大学は、2018 年度より学部新入生に対する少人数セミナー型の科目として、学問への扉（愛称「マ

チカネゼミ」）を必修科目として設定している。この科目に対しては、2018 年度は９コマ、2019 年度は

15 コマ、2020 年度は 13 コマを情報科学研究科の教員が担当している。 

 

2.7.2 学部専門教育科目 
情報科学研究科の教員は、理学部、基礎工学部、工学部の教育にも大きな貢献を果たしている。それ

ぞれの学部専門科目への貢献は 2017 年度は総計 182（=62+23+54+26+17）コマ、2018 年度は総計 179

（=55+27+53+28+16）コマ、2019 年度は総計 184（=63+24+52+28+17）コマ、2020 年度は総計 182

（=64+23+50+29+16）コマ、2021 年度は総計 183（=64+21+52+29+17）コマである（括弧内の数字は理学

部、応物科目、基礎工学部、情報システム、生物系の内訳）。 

情報科学に対する現実社会の需要を体得させるとともに社会人としての今後の生き方について考え

る機会を与えるべく、基礎工学部情報科学科の PBL（Problem Based Learning）科目「情報科学 PBL」（2018

年度まで開講）、「基礎工学 PBL（情報工学 A）」、「基礎工学 PBL（情報工学 B）」に参画した。 

情報数理学専攻は、工学部の数学教育を担い、工学部全学科共通科目の「数学解析Ⅰ・Ⅱ」を担当し

ている。 

2015 年度より科学技術振興機構(JST)のグローバルサイエンスキャンパス（GSC）の一環として実され

ている、「世界適塾の教育研究力を活かした SEEDS プログラム〜傑出した科学技術人材発見と早期育

成〜」（SEEDS プログラム）に基礎工学部を通じて貢献している。2015 年度以降、「体感コース」とし

て、各年約 20 名の高校生に対して６研究室が主に土曜日に３時間程度の授業をおこなった。約 10 名の

クラスが２つあり、各クラスを３研究室が対応している。さらに、「体感コース」を修了した受講生の一

部に対し、特定の研究テーマに教員と受講生が一対一で取り組む「実感コース」を提供している。 

 

2.8 特色ある教育内容と教育方法 

● 各専攻における学生指導の取り組み 

各専攻においては学生の研究能力やコミュニケーション能力を向上させるための様々な取り組みを

行っている。 

情報基礎数学専攻の教育ポリシーは、「最先端かつ高度な教養・国際性・デザイン力・専門性と深い学

識の育成」である。当専攻では、上記の教育ポリシーに基づき、少人数（または１対１）指導を実施し

ている。具体的には、学生自らが英語文献の読解に取り組み、毎回の発表を準備し、発表に基づいて《指

導教員との質疑応答》、及び《学生同士の討論》を行う形態で授業が展開されている。同セミナーは、マ
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ンツーマンによる長時間のセミナー指導を基本とし、学生が行う発表を指導教員が細かくチェックした

上で、学生が「論理及び論拠を細部に渡って理解できる」ように指導をしている。このように、情報基

礎数学専攻では徹底した少人数教育が実現されている。教育の成果として、“順序を追って論理的に考え

る思考訓練”を積んだ学生を社会に送り出している。 

情報数理学専攻では、各課程の最後に修士論文および博士論文の審査会に加えて、各学生の研究テー

マに関する中間発表（博士前期課程は１年次と２年次の２回、博士後期課程は２年次の１回）を専攻と

して実施し、研究内容の議論を行っている。これらは、修士論文や博士論文をまとめるにあたって、多

様な観点から研究内容について議論する機会となり、広い視野をもつこと、発表や質疑応答の能力を身

につけることなどを目指している。あわせて、博士前期課程においては、学生自身がお互いの研究発表

を採点する相互評価を実施しており、プレゼンテーションの重要性を認識するとともに、専門が異なる

聴講者に対する説明力を向上させる場を提供している。 

コンピュータサイエンス専攻では、各自の研究テーマについての説明を他研究室で行い、議論をする

ことにより、日頃とは異なる観点から研究内容について議論する機会を与えるとともに、プレゼンテー

ション、質問・応答などの能力を養っている（2018 年度までは、セミナー科目において発表の仕方・論

文の書き方についての特別講義を実施していた）。 

情報システム工学専攻では、専攻に所属する研究室全体での研究発表会の機会を多く設けている。具

体的には、博士後期課程では、博士論文公聴会以外に最低２回、博士前期課程でも、修士論文公聴会以

外に最低１回、専攻全体で研究発表会を行うことを必須としている。この発表会では、指導教員以外の

教員からの多角的な研究方針への指導を行い、周辺研究領域にも訴求できるように研究の完成度を高め

る教育を実施している。また、各研究発表会では、他研究室の発表を聴講して、議論に積極的に参加す

ることを求めており、専門外の研究に関する分野横断的な幅広い知識の習得により視野を広げる教育を

行っている。 

情報ネットワーク学専攻では、セミナー科目において、各学生が自身の研究発表を専攻内の他研究室

で行う機会を提供している。発表学生は普段と異なる視点でのアドバイスを得ることで研究意欲やプレ

ゼン能力の向上につながり、聴講学生は異なるテーマを知ることで新たな知見が得られる。教員間のテ

ーマ連携にもつながるなど教育・研究両面で良い影響が出ている。 

マルチメディア工学専攻では、博士前期課程２年次の夏休み前に修士学位論文の中間報告会を専攻全

体で開催し、今後の研究方針への助言を行うとともに、他の学生の研究内容を理解することにより、広

い視野をもった研究者・技術者になれるように教育している。 

バイオ情報工学専攻博士前期課程では、学生による研究計画立案・成果報告を行うバイオ情報工学セ

ミナー、最先端の研究を調査し自らの研究に結びつける能力を養うバイオ情報工学演習、修士研究テー

マを遂行する能力を養成するバイオ情報工学研究などを実施し、自ら考え、行動し、目標を達成する能

力や、研究計画や成果を発表し討論する能力の育成に取り組んでいる。また、博士後期課程では、博士

前期課程の教育到達目標をさらにレベルアップし、将来、自立した研究者として活躍できる人物の養成

を目指し、各開講科目において、個々の研究能力をそれぞれの具体的な研究の中で高めることを目標に

教育を行っている。 

 

● 特色ある講義の開講 

コンピュータサイエンス専攻では、国際医工情報センターの大学院高度副プログラム「バイオメディ

カルインフォマティクス」を受講する他研究科の学生に対して、専攻基礎科目「コンピュータサイエン
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ス基礎論」を提供している。同様に、数理・データ科学教育センターの大学院高度副プログラム「数理

モデル」および「データ科学」を受講する他研究科の学生に対して、それぞれ「アルゴリズム設計論」

および「並列プログラミング」を提供している。 

情報ネットワーク学専攻専攻の演習科目では、専門知識の習得とグループワークによる問題解決能力

育成を目指し、グループ独自のアイデア創出と ZigBee 開発評価ボードによるソフトウェア共同開発を

演習課題としている。開発ソフトウェアのコンテストも開催し、学生の参加意欲を引き出している。ま

た社会的重要課題であるサイバーセキュリティも演習課題としている。実在するサイバー攻撃の実践的

対策技術を修得し、脆弱性を含む OS やソフトウェアからなる演習用隔離環境上で、マルウェア感染攻

撃と防御法、トラヒック解析などを学習している。「情報ネットワーク学基礎論」は他専攻学生も履修可

能な境界科目である。物理層から応用層に至る基礎技術や最新動向を体系的かつ網羅的に解説し、情報

通信技術の研究を行う学生の研究の質向上に寄与している。また、NTT 西日本の実務担当者による特別

講演も実施し、最新の情報ネットワークサービスに触れる貴重な機会として好評を得ている。 

マルチメディア工学専攻における「マルチメディア工学演習」では、専攻を少人数のグループに分け、 

メディア情報処理のグループ開発を経験させている。また、実社会におけるユーザーからの要求やシス

テム開発の現状を知ることができるよう、産業界から講師を招いて、専攻独自の「マルチメディア工学

特別講義」を実施し、基礎科目と深く関連した実践的内容を主題として教育している。 

バイオ情報工学専攻では、学部卒業時の専門領域が情報工学・応用生物工学・情報システム工学と多

岐にわたること、生物学、情報科学を理解する人材を養成することを目標としていることから、全教授・

准教授の担当する「バイオ情報工学入門」を開講し、各分野の基礎的な内容を教育している。この科目

は、研究科内、専攻内にとどまらず、医工学・情報科学など融合領域で活躍できる人材を育成すること

を目的として、大阪大学に部局横断で設置された国際医工情報センターの大学院高度副プログラム「臨

床医工学・情報学融合領域の人材育成教育プログラム」を受講する他研究科の学生に対するバイオ情報

工学の入門講義として広く提供されている。同教育プログラムには、この他に「バイオメディカルイン

フォマティクス演習」を提供している。さらに、バイオ情報工学入門は、大阪大学の全部局の大学院生

を対象とした高度教養プログラム「知のジムナスティックス」にも提供されている。同教育プログラム

には、この他に「インタラクティブ創成工学基礎演習 A」を提供している。また、専攻をまたがる教育

科目として、情報系学生が生物系実験に取り組む「先端生物情報融合基礎論」を実施している。 

 

● 情報数理学シンポジウム 

情報数理学専攻の研究活動や成果を紹介するためのシンポジウムを、隔年で継続して実施している。

そこでは、専攻の教員だけでなく学内外の他組織からも講師を招き、学問分野の広がりを学生が実感で

きるようにしている。また、学生自身が研究内容について発表する機会を用意し、研究発表の技術向上

のための実践的な場とするとともに、シンポジウムと言うオープンな場に参加している専門家ではない

一般の人々に対してどのように研究内容を説明すればよいかについて、気づきの機会となるように工夫

している。 

 

● 成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT） 

文部科学省 成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）の支援のもとで、コンピュー

タサイエンス専攻の教員が中心となり、運営拠点として４つの分野（ビッグデータ・ＡＩ分野、セキュ

リティ分野、組込みシステム分野、ビジネスシステムデザイン分野）の実践的な情報教育活動が円滑に
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実施されるように事業全体の統括と支援を行った。また、同支援の下で、ビッグデータ・AI 分野の中核

拠点として当該分野のとりまとめと関西地区で実施した学部生向け実践教育プログラム（AiBiC Spiral）

をコンピュータサイエンス専攻の教員が中心となり、17 大学・高等専門学校と協力して実施した。事後

評価の結果、運営拠点はＳ評価、中核拠点はＡ評価を得た。 

 

● 国際医工情報センターへの協力 

バイオ情報工学専攻の松田史生教授が国際医工情報センターの部門長としてセンターが実施する教

育・研究活動に協力した。具体的には、センターが開講している幾つかのプログラムに対して、専攻基

礎科目「バイオ情報工学入門」、「バイオメディカルインフォマティクス演習」、「コンピュータサイエン

ス基礎論」を提供した。 
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第 3 章 研究 
 

3.1 研究体制・研究支援体制 

3.1.1 情報科学研究科の研究方向 
 AI（人工知能）やビッグデータ、IoT（Internet of Things）などの情報技術を活用した社会システムの高

度化への取り組みが進んでいる。2021 年３月に閣議決定された第６期科学技術・イノベーション基本計

画では、第５期に科学技術基本計画で掲げた「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシス

テムにより、経済発展と社会課題の解決を両立する人間中心の社会」である Society 5.0 を現実のものと

することが掲げられている。さらに、そこに持続可能な開発目標（SDGs）へ強く共感しながら、そこに

「信頼」や「分かち合い」を重んじる日本独特の価値観を重ねた新たな未来社会像としての Society 5.0

を「持続可能性と強靭性を備え、国民の安全と安心を確保するとともに、一人ひとりが多様な幸せ（well-

being）を実現できる社会」と位置づけている。その前提として、「サイバー空間とフィジカル空間の融

合」という手段と「人間中心の社会」という価値観がある。サイバー空間において社会のあらゆる要素

をデジタルツインとして構築し、制度やビジネスデザイン、都市や地域の整備などの面で再構成した上

で、フィジカル空間に反映し、社会を変革していくことになる。その際に高度な実世界センシング技術

とネットワーク技術を用いて解析が可能となるような形で質の高いデータを収集・蓄積し、数理モデル

やビッグデータ解析技術によりサイバー空間内で高度な解析を行う、という一連の基盤が求められてい

る。まさに情報科学の役割がこれまでになく高まっていると同時に、人間中心の社会という価値観を組

み込むための俯瞰的な総合知が求められている。 

 本研究科は、その設立の趣旨に沿ってさまざまな活動を展開してきた。例えば、2002 年度の設立と同

時に、文部科学省 21 世紀 COE プログラム（研究拠点形成費補助金）「ネットワーク共生環境を築く情

報技術の創出」が採択されたのに引き続き、2007 年度には文部科学省グローバル COE プログラム「ア

ンビエント情報社会基盤創成拠点－生物に学ぶ情報環境技術の確立－」が採択され、人材育成とともに

上述の研究分野をターゲットとした研究推進を行ってきた。これらのプログラムは、生物界でのさまざ

まなメカニズムを情報処理分野に取り込むことによって、情報分野において革新的技術を創出すること

を目指したものである。さらに、2012 年度には文部科学省の「博士課程教育リーディングプログラム」

の一つとして、大阪大学博士課程教育リーディングプログラム「ヒューマンウェアイノベーション博士

課程プログラム」が採択され、情報科学研究科が中心となって、将来の融合領域の開拓を牽引する博士

人材の養成と研究支援を行ってきた。 

研究科の研究活動の結果の一つとして、競争的外部資金の獲得額がある。その総額の増減は大型資金

の開始・終了の影響が大きいが、直近５ヶ年度の競争的外部資金の獲得状況は図 3.1 に示すとおり、2017

年度 1,159,688 千円、2018 年度 1,310,235 千円、2019 年度 1,319,358 千円、2020 年度 1,561,757 千円、

2021 年度 1,567,910 千円と、年間 11.5 億円〜15.6 億円の間で推移し、教員一人あたり約１千万円〜１千

４百万円前後の獲得額に相当する。本研究科内の研究課題を考えると、平均額がこの金額で推移してい

ることは十分な研究資金を確保していると評価している。さらに、科学研究費補助金の獲得額も 2011 年

度〜2016 年度の５ヶ年度では年額 3.0 億円〜4.9 億円であったが、図 3.2 に示すとおり直近５ヶ年度の獲

得額は年額 3.9 億円〜5.9 億円と順調に推移している。これらのことから、研究科の創設理念の方向性は

妥当であり、この 15 年間、当該分野を先導してくることができたと自負している。 
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図 3.1 競争的外部資金獲得額の推移 

 

  

図 3.2 科学研究費補助金獲得額の推移 
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情報科学研究科は今年、創設 20 周年を迎える。これまでの情報科学を振り返ると、情報科学はシャノ

ンの情報理論に始まり、その後ハードウェア、ソフトウェア、コンテンツへとその対象領域を拡大させ

ながら学問領域として確立されてきた。現在は、データから構造化した情報を取り出し、情報から価値

を見出し、知識を生み、そして知能へと進化を続けており、今後は広く他分野の発展を支え、研究成果

を社会へ還元することが求められている。一方で、現在の社会では、地方と都市、年齢、貧富格差など

によるデジタル・デバイドや、国家間、民族間、宗教間、ジェンダー等の多様な社会において顕在化し

た多くの分断がある。このような社会背景を鑑み、情報科学の力で社会のあらゆる分断をつなぐことを

目的とし、これまでに完成された学問領域を基礎として今後については以下のような４つの重点研究領

域を設定した。 

 

1. デジタル改革のための仮想世界と実世界の融合 
サイバーフィジカルシステムやデジタルツインなど、仮想世界と実世界を融合させるデジタル改

革をリードし、 ニューノーマル時代におけるスマート社会の実現 
2. ビッグデータと人工知能の融合 

機械学習や数理最適化による分析能力とビッグデータを融合させることで、社会課題を多様なア

プローチで迅速に解決し、高度で豊かな社会の実現に貢献する。 
3. 生命情報にかかる科学的解明と情報通信技術への適用 

ヒト脳を中心とした生体機能に関する情報科学的な解明による新しい脳型コンピューティングと

それに基づく情報通信技術の開拓 
4. リブートコンピューティング 

量子コンピューティングや光コンピューティングなどの新しいコンピュータアーキテクチャや

情報処理方式、 さらには新しいソフトウェアデザインやインタフェースの開拓 

 

これらは将来の多様性のある社会のために解決すべき課題であり、また新しい社会のありようを支え

るものである。これらの実現のためには、情報科学研究科のみでなく様々な他の研究分野との協働と融

合が必要となる。今後は、このような将来を見据えた研究を推進していきたいと考えている。さらに、

時代に応じて社会に必要とされる研究分野を推進していくための、弾力的な組織体制作りにも注力して

いきたいと考えている。 

 

3.1.2 研究条件・研究環境の整備 
本研究科では、研究力を長期的に強化するための体制整備の取り組みを本格的に実施した。2018 年 12

月に若手研究力向上タスクフォースを設置し、若手を含む８名の教授による７回の議論で詳細な現状分

析を行い、国内外からのレピュテーション向上を行うための施策を 2019 年３月に「ブランド力向上パ

ッケージ」としてまとめた。「ブランド力向上パッケージ」は「組織力強化戦略パッケージ」「若手研究

者育成戦略パッケージ」「国際化戦略パッケージ」の３パッケージから成り立っており、組織力を強化す

るために 2019 年 10 月に国際戦略企画室、産学連携企画室、研究戦略企画室の３つの企画室を設置した。 

このうち、研究戦略企画室では、特に若手研究者の育成に重点を置いた施策を実施している。若手研

究力向上タスクフォースでは、研究力強化に向けた課題として、若手（40 歳未満）研究者数の減少、チ

ャレンジできる研究環境、意欲などの点が抽出されており、研究戦略企画室ではその対策となる活動を

実施した。メンバーには執行部（研究科長、評議員、副研究科長、事務長）４名に加えて若手教員２名
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及び全学経営企画オフィス（URA）から１名、研究科専任の URA として特任研究員（常勤）を置き、

組織運営体制機能強化経費を計上することで実行力を担保し、2021 年度は年 23 回のミーティングを通

じて、以下の研究支援及び研究力向上の取り組みを行っている。 

 

【研究力分析】 

全学経営企画オフィス（URA）の情報収集力と分析力を活かして、研究科の研究力を分析した。学術

論文や科学研究費の獲得状況を分析することで、教員の研究業績の強みを他研究科や他大学と比較し、

今後強化すべき点を探った。また、発表論文数調査では、2017 年度までは教員の自己申告数をもとに調

査していたところを、2018 年度から URA による Researchmap 等のデータベースを活用した論文数調査

に変更するなど、研究力のより正確な把握と分析に務めている。 

 

【研究費申請支援】 

若手教員の研究費獲得を支援するために、指導教員以外の教員が行う「学振・特別研究員 申請書チェ

ック（2020 年度実績３件）」、若手教員が相互に行う「科研費申請書相互チェック（2021 年度実績３件、

うち科研費採択３件、2022 年度実績２件、うち科研費採択１件、１件結果待ち）」、過去の科研費申請書

を共有する「申請書共有サービス（22 件共有）」、JST の面接審査を受ける教員に対する模擬面接（2021

年度実績３件、採択１件）」を行った。また、後述するランチセミナーにおいて、科研費評価経験、基

盤 S や A の採択経験を持つ教授が Tips セミナーを行った。 

 

【科学研究費スタートアッププログラム】：若手研究者が行う新たな独創的な研究に対して、創造的で

挑戦的な研究をスタートさせるために必要な資金を支援し、予め一定の成果をもって科学研究費などの

外部資金に申請することで採択率向上を目指している。2020 年度から開始し、これまで総計９件を採択

した。 

 

【IST ネットワーキングイベント・共同研究推進】 

研究科内におけるニーズを掘り起こし、それに適した研究者を紹介してマッチングを図ることを行っ

ている。個人レベルでは、他研究科の若手教員を招いた IST ネットワーキングイベントを実施し、これ

までに、安田洋祐准教授（経済学研究科）、木多道宏教授（工学研究科）、松村悠子特任助教（常勤）(人

間科学研究科)、藤井啓祐教授（基礎工学研究科）、岡山慶太特任講師（常勤）（国際医工情報センター）

の講演を行った。計５回で延べ 183 人の参加があった。また、学内の組織間連携として、人間科学研究

科とは研究交流会をこれまで計３回（2021 年度は１回、参加者 25 名）実施し、共同研究シーズの掘り

起こしを行った。また、個別の案件についても共同研究の推進を行い、これまで５件のマッチングを行

った。 

 

【IST ランチセミナー】 

若手研究者間の交流を促進し、将来的な研究連携の芽を育てることを目的としたプログラムとして、

2019 年 12 月より、参加者にはランチが提供されるスタイルで週１回のペースで開催している。話題提

供者の研究紹介につづいて参加者による活発なディスカッションが行われ、新しいアイデアが生まれる

場面もあった。他にも 2020 年春には３月初めの２週間を「IST 春の研究力強化週間」と銘打って、外部

資金獲得 TIPS、研究プレゼンテーションセミナーを開催した。2021 年３月までに総計 81 回開催され、
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毎回 20 名程度の参加があり、述べ 1,615 人の若手教員が参加した。 

 

【IST リトリート・サマースクール】 

IST リトリートでは、若手研究者の交流と融合の促進を目的とした宿泊型の研修を行った。2019 年

（2019 年３月１～２日、城崎）は 11 名、2020 年は 14 名（2020 年３月７～８日学内で実施）の参加が

あり、参加者からのフラッシュトークを行った後、４班に分かれてグループディスカッションを行い、

将来の共同研究に向けた議論を行った。IST サマースクール 2020（2020 年８月 19～20 日学内で実施）

は、15 名の参加者がお互いの研究を紹介して議論する勉強会形式をとり、「機械学習」をテーマに産業

科学研究所・産業科学 AI センターの櫻井保志教授に講演とコメンテータをお願いし、長時間にわたる

濃密な議論を行った。IST サマースクール 2021（2021 年 11 月４～５日学内で実施）では、最新のファ

シリテーション手法であるグラフィックレコーディングの講演と研修を受け、両備ホールディングスに

よる社会課題の話題提供をもとに、課題解決法のアイデアを出すグループディスカッションを実施した。 

 

【自己啓発のための研究科主催ワークショップ】 

  IST シナリオプランニング研修(2020 年 11 月)、IST 研究プレゼンテーションセミナー(2021 年３月)

などを実施した。これらのワークショップは若手研究者育成のみならず研究科全体の啓発を目的として

おり、事務職員も多く参加している。 

 

本研究科は情報科学 A 棟（5,751m2）、B 棟（6,530m2）、C 棟（第 3 期棟：5,285m2）に基幹講座 30 講

座が入居している。研究科において 9 室あるオープンラボ は従来、専攻・研究室の会議や打ち合わせ

のために用いてきたが、規程を一部改正し、共用実験室として認めることとした。2021 年度には、B 棟

７階に電波暗室を整備した。情報科学 C 棟には訪問研究者などのための居室（客員室）を６室確保する

ことにより、研究者間の交流促進、融合推進に利用されている。しかし、教員一人あたりの研究スペー

スの面積は依然 57m2 であり、2021 年度の博士前期課程定員増を受けて、各研究室に配属されている学

生数が増加したことを考慮すると十分に広いとはいえない。 

本研究科では、研究に専念できる時間の確保のため、サバティカル・リーブ制度を実施している。サ

バティカル・リーブ制度は、専門分野に関する能力向上のため自主的調査・研究に専念できるように、

授業や学内委員を６ヶ月または１年間免除する制度であり、2016 年度にサバティカル制度を取得しやす

いように申請時期や取得期間を柔軟にできるよう改正した。直近５年間では 2019 年度に教授１名が利

用し、オーストラリア、アメリカ、ニュージーランドの海外大学を訪問した。なお、本制度の定着に向

けて努力を続けており、2022 年度には准教授１名が本制度を利用することとなっている。 

教員業績に対する評価システムについては、教員の自己評価書と教員基礎データに基づき、教員業績

評価委員会（毎年２回、春と秋に開催、研究科長及び研究科長が指名した教員で構成）において、各教

員の業績を点検・評価することとしている。研究業績は、若手研究力向上タスクフォースでの調査結果

をもとに、Researchmap に集約したデータを教員基礎データとして用いるなど、客観的に高精度で評価

を行うための施策をとった。また，若手研究者に対して年１回研究科長面談を実施し、フィードバック

を行っている。 

本研究科では、研究の発展のためにコアとなる研究者の確保と流動性のバランスは難しい問題である

ことから、一律に公募制や任期制とせず、状況に応じ最善の任用方策をとっている。一方、研究者の多

様性を確保し、研究を活性化させるための方策として、競争的外部資金を積極的に活用して研究者を雇
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用している。その結果、表 3.1 のように 2012 年度から 2016 年度の平均 5.8 人と比べると、特任研究員

の増加が著しく、多数の研究者を雇用してきている。 

表 3.1 特任教員・研究員数の推移 
 特任教授 特任准教授 特任助教 特任研究員 

2017 年度 4 1 0 12 

2018 年度 3 1 1 12 

2019 年度 4 1 0 11 

2020 年度 4 4 0 12 

2021 年度 2 6 2 12 

 

また、女性研究者の参画についても従来から重要視してきたが、2011 年度より、教員公募の際に意欲

のある女性研究者の積極的な応募を求めることを記載することとした。これにより、2017 年度４名、

2018 年度３名、2019 年度５名、2020 年度８名、2021 年度８名と増加傾向にあり、取り組みの成果が表

れているといえる。 

研究の活性化のための方策として、若手研究者が必要とする研究資金を外部資金のオーバヘッド、競

争的資金の間接経費等を原資とした公募制としている他、研究科長裁量経費を活用している。例えば、

脳情報通信融合研究センター（CiNet）の活動支援や研究棟の施設整備、先導的 IT スペシャリスト育成

推進プログラムの経費支援などのために毎年 400〜500 万円程度の支援を行っている。 

本研究下では、産学連携に関わる活動の一環として IT 連携フォーラム OACIS（Osaka Advanced Re-

search Collaboration Forum for Information Science and Technology）を 2002 年７月に設置・運営している

（2022 年３月現在、参加企業 23 社）。本フォーラムでは、情報科学研究科のコア分野である IT 技術、

バイオ技術等を主要テーマとし、産学が一堂に会する場を提供し、関西圏を中心とする日本経済の活性

化を牽引することを目標としている。OASIS の運営は 2019 年 10 月からは、上述の産学連携企画室と連

携して実施している。OASIS では 2017 年度から 2021 年度末までに、シンポジウム 10 回、技術座談会

14 回を開催した。コロナ禍においてもオンライン開催を行い、第 39 回 OACIS シンポジウム（2020 年

11 月 27 日（金））では～ICT 産学連携フェア 2020 ニューノーマルにおける学び方・働き方～のテーマ

に 147 名の参加があり、活発な活動が行われた。さらに、学外の先端的研究機関との交流を深めるため

に、連携講座を、情報システム工学専攻（高機能システムアーキテクチャ講座（シャープ株式会社）、物

質材料情報科学講座（国立研究開発法人 物質・材料研究機構））、情報ネットワーク学専攻サイバーコミ

ュニケーション講座（日本電信電話株式会社））、マルチメディア工学専攻（マルチメディアエージェン

ト講座（株式会社国際電気通信基礎技術研究所））に設けている。2021 年 12 月には、共同研究講座とし

て、一般社団法 人臨床医工情報学コンソーシアム関西との共同によるスマートコントラクト活用共同

研究講座、NEC Beyond 5G 協働研究所が設置され、それぞれスマートコントラクトの概念を取り入れた

アプリケーションの開発・運用，Beyond 5G と AI 技術の活用によるデジタルツインを高度に発展させた

技術の開発を進めている。また 2020 年 10 月には、情報数理学専攻に、株式会社ブレインパッドと株式

会社富士通研究所から寄附を受けて 2020 年 10 月１日より数理最適化寄附講座を設置し、産学連携と研

究開発を主たる業務として、数理最適化のビジネスへの展開と基盤技術の開発に取り組んでいる。これ

ら連携、共同研究、寄附講座の教員には学生指導や講義などの教育活動を依頼している他、専攻の研究

推進にも参画いただくことによって、企業との密な連携を推進する一助にもなっている。 

以上のように、企業との産学連携支援について研究科として組織的活動を活発に行っている。これら
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の支援活動の結果、企業との共同研究は、2017 年度 49 件；総額 147,500 千円、2018 年度 68 件；総額

194,296 千円、2019 年度 65 件；総額 137,637 千円、2020 年度 85 件；総額 177,338 千円、2021 年度 83

件；総額 300,561 千円と推移している。過去２回の自己評価時の実績である、2006 年度から 2011 年度

の年平均 33 件、年額 74,267 千円、2012 年度から 2016 年度の年平均 39 件、年額 112,603 千円と比べて

順調に増加しており、産学連携に関わる活動の成果となる良好な結果であると考えている。 

上述のようなこれまでの多様な取り組みの結果、2021 年６月に公表された「国立大学法人・大学共同

利用機 関法人の第 3 期中期目標期間(4 年目終了時)の業務の実績に関する評価結果」1(第 3 期:2016 年~ 

2021 年のうち、評価対象期間は 2016 年~2019 年)では、研究において「特筆すべき高い質にある」学 

部・研究科等として選定された情報系研究科は大阪大学と東京大学が選定され、また、教育においても 

「教育活動」分野に東北大学とともに選定されている。 

 

3.2 研究内容・水準・活動・成果 

3.2.1 研究の専門性・高度性・注目度 
研究科創設以降、21 世紀 COE プログラムやグローバル COE プログラムで一貫して推進していた「情

報系と生物系の融合」を進化させる形でスタートした博士課程教育リーディングプログラム「ヒューマ

ンウェアイノベーション博士課程プログラム」では、情報・生体・認知のダイナミクスを包括的に理解

し活用できる卓越したリーダー人材の育成に努めた。本プログラムは 2018 年度に行われた事後評価に

おいて最高の評価を得ることができ、研究科内での定着が進んでいる。また、全国で唯一大阪大学が採

択された Society 5.0 実現化研究拠点支援事業「ライフデザイン・イノベーション研究拠点」に研究科の

多くの教員が参画し、情報科学による豊かな社会の実現に向けて研究推進に注力している。また、2016

年度に情報科学研究科に設立された「NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所」

では、ヒト脳型人工知能技術「ゆらぎ学習」の研究を進め、2017 年度〜2019 年度には総務省委託研究開

発 次世代人工知能技術の研究開発課題で「人間の脳の認知メカニズムに倣った脳型認知分類技術の研

究開発」においてその実用化を進め、プロジェクト終了後もそのさらなる深化とともに、技術の普及活

動も積極的に行っている。さらに、同年に設置された「三菱電機サイバーセキュリティ協働研究所」で

は、多様化するネットワークインフラのためのサイバーセキュリティ、特にサイバー攻撃発見・解析・

保護技術やプライバシー保護技術、サイバー・フィジカルセキュリティなどの研究開発を推進し、サイ

バー攻撃に対策を講じることができる人材の育成を進めてきた。 

これら以外にも、専門的かつ高度な研究を行っており、科学技術振興機構の事業では、戦略的創造研

究推進事業において CREST、さきがけ、ACT-I、PRISM を行っており、革新的研究開発推進プログラム

(ImPACT)、研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)、ムーンショット型研究開発事業を推進している。

また、経済産業省の関連で新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)から競争的資金を獲得し、総務

省の事業では次世代人工知能技術の研究開発を推進している。さらに、文部科学省大学教育再生戦略推

進費「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成(enPiT)」において、ビッグデータ・AI・クラウ

ド技術に関する教育研究を推進している。また，内閣府の関連では戦略的イノベーション創造プログラ

ム（SIP）を推進している。 

科学研究費補助金においては、新学術領域研究、学術変革領域研究(A)や基盤研究(S)及び(A)に採択さ

れている。新学術領域研究では、生物移動情報学、プロトン駆動力による細胞内代謝制御、薬剤耐性の

代謝アダプテーション、RNA 進化を可能にする冥王代の細胞構造の探索、生体イメージングなどに関す
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る研究が行われており、基盤研究(S)では、令和元年度からミューオン起因ソフトエラー評価基盤技術 : 

実測とシミュレーション基づく将来予測、受動型 IoT デバイス網を用いたヒト・モノの状況認識技術の

創出、2020 年度から双方向変換の深化による自律分散ビッグデータの相互運用基盤に関する研究、モデ

ルベース設計を基盤とした指向性進化による高効率細胞プロセス創製の確立と展開、2021 年度から暗号

技術による IoT エコシステムのリジリエンス向上が、それぞれ開始されている。基盤研究(A)でも、大規

模グラフのシミュレーション、大規模複雑情報ネットワーク設計制御、超多端末時代の無線ネットワー

ク、三次元イメージング、「人」センサデータの共有基盤システム、バーチャルサイボーグ、脳の情報処

理原理を応用した無線センサネットワークアルゴリズム、オープンソースソフトウェアのエコシステム、

細胞多様性の解析、可換環論、可搬型エッジコンピューティング基盤、質感のディジタル化、ビッグデ

ータ時代のインデックス基盤、化粧品生産技術、揺らぎイメージング、QoE 制御、グラフデータベース

エンジン、身体意識の拡張など、特色ある研究が行われている。特定領域研究と新学術領域研究や、基

盤研究(S)及び(A)の採択件数と研究費の金額を表 3.2 に示す。年度ごとの予算配分のばらつきによって

金額が多少変化しているが、概ね、件数・金額ともに安定的に獲得できている。 

 

表 3.2 特定領域研究、新学術領域研究と基盤研究(S)及び(A)の獲得状況 

年度 

特定領域研究・新学術領域研究 基盤研究(S)及び(A) 

件

数 
金額（間接経費：外数） 

件

数 
金額（間接経費：外数） 

2017 年度 6 53,000 千円（15,900 千円） 16 162,210 千円（48,673 千円） 

2018 年度 9 58,581 千円（17,574 千円） 17 107,123 千円（32,139 千円） 

2019 年度 7 53,780 千円（16,134 千円） 23 211,659 千円（63,498 千円） 

2020 年度 8 49,161 千円（14,748 千円） 20 206,640 千円（61,992 千円） 

2021 年度 5 21,600 千円（6,480 千円） 20 105,240 千円（31,572 千円） 

 

これらの研究も含め、多くの高水準の研究を行っており、その水準を示す一つの根拠として、表彰が

あげられる。表 3.5（68 頁）に表彰件数を示すが、各種学会のフェローや功労賞など長期の貢献に対す

る賞、学会や国際会議等の論文賞など多くの賞を受けている。また、文部科学大臣賞や大阪科学賞など

顕著な研究業績に対する賞を受賞しており、研究水準の高さが示されている。 

 

3.2.2 研究の国際性 
国際共同研究の件数と外国人招へい研究員の人数を表 3.3 に示す。国際共同研究は非常に活発に行わ

れており、外国人招へい研究員数については、新型コロナウイルス感染症の影響で 2020 年度と 2021 年

度は減少しているものの、その他の年度においては研究科の規模を考えると十分に多いと評価できる。

国際的視野をもつ学生を育成するためにも、国際共同研究を実体験させることは重要であると認識して

おり、研究の国際性のさらなる発展を目指して努力を続けている。 
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表 3.3 国際共同研究及び外国人招へい研究員 

年度 国際共同研究の件数 外国人招へい研究員の人数 

2017 年度 40 7 

2018 年度 30 12 

2019 年度 52 15 

2020 年度 39 7 

2021 年度 40 3 

 

3.2.3 研究の連携性 
本研究科の産学連携に関しては、産学連携企画室を設置して進めている。2002 年７月に IT 連携フォ

ーラム OACIS を 50 社以上の企業の参画を得て設立し、2017 年度から 2021 年度末までの５カ年でシン

ポジウム 10 回、技術座談会 14 回を開催し、また研究科と関連のある講演、シンポジウムを紹介するサ

ービスを通じて連携を推進している。その成果もあり、共同研究・受託研究が活発に行われている。し

かし、本研究科の主体とする研究分野がソフトウェア関連という特殊性もあり、概して特許件数は少な

い。これに対応するために研究科として特許講習会を開催するなど啓発活動を行っている。 

共同研究、受託研究の件数を表 3.4 に示す。2012 年度〜2016 年度には、それぞれ 30 件〜50 件の範囲

の件数であったのに対し、この５カ年度では 43 件〜85 件と増加傾向にある。 

 

表 3.4 共同研究・受託研究の件数 

年度 共同研究の件数 受託研究の件数 

2017 年度 49 54 

2018 年度 68 53 

2019 年度 65 50 

2020 年度 85 48 

2021 年度 83 43 

 
3.2.4 学内における研究拠点としての活動・実績 

大阪大学の理念の一つである先端科学技術の融合を推進するために、大学が全学的に推進する部局横

断型の研究プロジェクト及び部局横断型研究組織の強化が図られており、特に、最近はあらゆる科学分

野において情報科学技術が重要になっている。すでに本研究科は、大阪大学における情報科学技術に関

する研究拠点としてすでに認知されており、本研究科は理工学の融合のみならず、文理融合型の研究推

進の中核的組織の一つとして、その役割を担っている。これまでに、以下の組織に教員が参画しており、

情報科学分野からの知見に基づいたプロジェクト推進に寄与している。 

  量子情報・量子生命研究センター （本研究科からの参画者５名） 

量子情報は量子物理学と情報科学・計算機科学との学際融合領域として発展し、量子暗号、量子コ

ンピュータ、量子シミュレータなど、古典物理学に基づく現在の情報通信・情報処理技術を凌駕す

る量子技術を生み出しつつある。量子情報・量子生命研究センターは、量子コンピューティング、
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量子情報融合、量子情報デバイス、量子通信・セキュリティ、量子計測・センシング、量子生命科

学の６つの研究グループから構成され、それぞれの分野の研究を発展させるとともに、これらの分

野間及び他の学問分野との学際融合研究を推進している。 

  データビリティフロンティア機構（本研究科からの参画者 13 名） 

「データビリティ」、すなわち、「利用可能な超大量データを将来にわたって持続可能な形で、しか

も責任をもって活用すること」による新たな科学の方法を探求している。本機構は、データビリテ

ィの飛躍的向上に資する次世代を担う研究者や技術者を生み出す「協奏と共創の場」として、人材

育成に積極的に貢献することを目指している。人工知能をはじめとする高度な情報関連技術を駆使

し、生命科学、医歯薬学、理工学、人文科学等の科学技術・学術の新たな地平を切り拓き、さらに

は社会的、公共的、経済的価値の創造を促進するための学際研究を推進している。 

  先導的学際研究機構（本研究科からの参画者のべ 20 名）  

学問分野の多様化が進み、社会との連携が求められている中、組織・社会・国境等の垣根を越えた

協働による先導的学際研究をより一層推進し、新学術領域を創成する組織として、先導的学際研究

機構 (Institute for Open and Transdisciplinary Research Initiatives, OTRI) を 2017 年１月に設置された。

本研究科からは、共生知能システム研究センター、産業バイオイニシアティブ研究部門、暮らしの

空間デザイン ICT イノベーションセンターに教員が参画している。また、2022 年度からは、本研究

科が中心となり、高度な情報技術の活用をあらゆる分野に偏在化させ、産業社会や経済社会、また、

日常生活において DX を浸透させ、発展させるべく、新たに「DX 社会研究部門」を設置した。 

  脳情報通信融合研究センター（CiNet）（本研究科からの参画者 12 名） 

本研究科の他、生命機能研究科などが中心となって、大阪大学と(独)情報通信研究機構、(株)国際電

気通信基礎技術研究所（ATR）の間で脳科学及びその ICT への応用を目的とした脳情報通信融合研

究センターを 2011 年度から運営している。その後、上記２研究科の他、医学系研究科、工学研究科、

基礎工学研究科、人間科学研究科からも研究者を迎え、脳科学を中心とした広範な研究を展開して

いる。情報科学研究科からは 12 名参画し、これは 2016 年度の８名より４名増加するなど、特に、

脳科学研究の成果の情報ネットワークやヒューマンインタフェースへの応用を中心とした研究開発

に取り組んでいる。 

  国際医工情報センター（本研究科からの参画者４名） 

国際医工情報センターは、医学、工学、情報科学分野などの研究者が連携し、新しい融合科学分野

としての臨床医工学・情報科学融合領域を確立し、国民の健康と福祉の向上及び新規産業の発展へ

貢献している。 

  数理・データ科学教育研究センター（本研究科からの参画者６名） 

金融・保険教育研究センターでは、保険数学や年金数理を金融工学・数理ファイナンスと一体で捉

えた学際的な文理融合型プログラムを開発・実施してきた。また、これを前身として 2015 年 10 月

に設立された数理・データ科学教育研究センターは、金融保険部門、モデリング部門、データ科学

部門の３部門から構成され、文理融合、数学イノベーション、データサイエンスの三つの要素を融

合させた教育研究を実施している。 

  三菱電機サイバーセキュリティ協働研究所（本研究科からの参画者５名）、NEC ブレインインスパ

イヤードコンピューティング協働研究所（本研究科からの参画者５名） 

2016 年４月に情報科学研究科に初めて、二つの協働研究所、三菱電機サイバーセキュリティ協働研

究所及び NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所が同時に設置された。三菱
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電機サイバーセキュリティ協働研究所 (cybersecurity.ist.osaka-u.ac.jp) は、サイバーセキュリティ、特

にサイバー攻撃発見／解析／保護技術やプライバシー保護技術、サイバー・フィジカルセキュリテ

ィなどの研究開発を目的としている。一方、NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協

働研究所 (nbic.ist.osaka-u.ac.jp) は、情報科学、生命科学、脳科学、コンピューティング工学最先端

技術知見を融合し、新しい脳型コンピューティングシステムの実現を目指した研究開発を推進して

いる。 

  数理最適化寄附講座（本研究科からの参画者１名），スマートコントラクト活用共同研究講座（本研

究科からの参画者１名）， NEC Beyond 5G 協働研究所（本研究科からの参画者９名） 

2020 年に富士通株式会社/ブレインパッド社の寄附による数理最適化寄附講座、2021 年に一般社団

法 人臨床医工情報学コンソーシアム関西との共同によるスマートコントラクト活用共同研究講座、

NEC Beyond 5G 協働研究所が設置された。数理最適化寄附講座では、産学連携と研究開発を主な活

動として、数理最適化技術のビジネス実装への貢献と基盤技術の開発に取り組んでいる。スマート

コントラクト活用共同研究講座では、暗号学と情報学におけるゲーム理論を基軸にしたパブリック

チェーン上で稼働するプログラムである『スマートコントラクト』の新規な性質と産業利用を研究

している。また， NEC Beyond 5G 協働研究所では、Beyond 5G と AI 技術を活用し、実世界を仮想

空間に再現するデジタルツインを高度に発展させた技術の開発を目指している。 

 

3.2.5 学外における研究活動・実績・成果 
表 3.5 に論文発表数と表彰件数などを示す。上述のように 2018 年度より、学術雑誌論文数、国際会議

論文数の集計法を変更した。その後、国際会議論文数が 2020 年度、2021 年度で減少しているが、これ

は、コロナ禍が影響しているものと考えられる。代わりに、学術雑誌論文数は順調に増加するなど、研

究成果発表を活発に行ってきている。 

融合領域である情報科学分野では、分野ごとに論文誌及び国際会議紀要で成果の公表を行ってい

る。両者を統合した Google Scholar の h5 指標のランキング（https://scholar.google.co.jp/cita-

tions?view_op=top_venues&hl=ja ）において、Nature (h5-index 414), The New England Journal of Medicine 

(h5-index 410), Science (h5-index 391) に続く４位にランクされる IEEE/CVF Conference on Computer Vi-

sion and Pattern Recognition (h5-index 356)に当研究科のコンピュータビジョンに関する研究成果が 17 件

掲載されている点は特筆に値する。また、バイオインフォマティクス分野による医学系研究科との共

同研究成果が同ランキング８位（h5-index 287）の Nature Communications (IF: 14.9)に掲載されるなど、

融合研究においてもインパクトの高い成果を上げている。このように、情報科学技術分野を中心とし

た世界的な学術発展への寄与を十分に行っており、活発な研究活動とその優れた成果の結果として、

学会等からの表彰件数も数多い。 

以上の結果から、本研究科の研究活動は活発に行われており、その研究成果に対する評価は十分高い

ものであると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

https://scholar.google.co.jp/cita-
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表 3.5 研究活動などの件数 

年度 学術雑誌論文数 国際会議論文数 表彰件数 

2017 年度 255 317 82 

2018 年度 103 95 89 

2019 年度 124 173 67 

2020 年度 138 107 46 

2021 年度 166 124 89 

 

3.3 各専攻における研究活動 

各専攻における研究活動の内容、水準、実績や成果は以下のとおりである。 

【情報基礎数学専攻】 

情報基礎数学専攻の主な研究テーマは、計算可換代数、グレブナー基底とその応用、代数的組合せ論、

表現論、無限次元代数、ソリトン理論、完全積分可能系、共形場理論、結び目理論、低次元トポロジー、

クライン群の可視化プログラミング、バイオイメージング、非線形偏微分方程式、大自由度力学系、複

素積分、作用素環論、偏微分方程式の数値解法等である。 

日比孝之教授は、2014 年度から 2018 年度ま

で科学研究費補助金・基盤研究(S)、2019 年度

からは基盤(A)、2020 年度から国際共同研究加

速基金(国際共同研究強化(B))、2020 年度から

は挑戦的研究(開拓)の全てにおいて、研究代表

者を務めている。また、日比孝之は凸多面体、

単体的複体等に纏わる組合せ論、単項式イデア

ルの理論、代数統計等の分野の発展に大きく貢

献し、“computational/combinatorial commu-

tative algebra” と呼ばれる分野の確立にお

いて中心的な役割を果たした。上記の業績によ

り、2018 年度には日本数学会代数学賞を受賞し

た（受賞題目：計算可換代数と組合せ論

Computational commutative algebra and com-

binatorics）。受賞理由は、「日比の回文定理」

（Hibi’s palindromic theorem）、日比環（Hibi 

ring）、凸多面体の三角形分割やグラフに付随

するトーリックイデアルに関するグレブナー

基底理論を用いた一連の共同研究、可換代数理

論を統計分野で活用する新しい研究分野「計算

代数統計」を開拓した等の業績に基づく。 
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杉山由恵教授は、2020 年度から JST_CREST（領域名：数学・数理科学と情報科学の連携・融合による

情報活用基盤の創出と社会課題解決に向けた展開）、2019 年度には AMED 橋渡し研究戦略的推進プログラ

ムの研究代表者を務めている。上記プロジェクトでは、数理解析とＡＩ解析のそれぞれの利点を相補的

に活かしながら解析を展開し、単一手法では成しえない“推定精度の向上”を実現している。2019 年度

から 2022 年度には、４件の特許出願を行っており、その上で、開発手法の POC（概念の証明）に取り組

んでいる。また、日本学術会議数理科学委員会数学分科会の連携会員（2014 年～）を務める等、社会貢

献活動にも従事している。 

和田昌昭教授が 1990 年代中頃から十数年かけて開発したクライン群論及び双曲幾何学の研究支援プ

ログラム OPTi は、これまで W. Thurston、A. Marden、C. McMullen をはじめとする多くの研究者にイ

ンスピレーションを与えてきた。OPTi を用いて作成されたポスターは、大阪市立科学館・大阪大学博学

連携で展示されている。また、OPTi の画像（右図参照）は専門書や教科書にも利用される等しており、

教育面でも貢献している。2016 年５月には OPTi 4.0 を公開し、今もアップデートを続けている。 

有木進教授は、上海の同済大学で行われていた国際研究集会を、上海・台湾・日本・韓国で順に開催

する国際研究集会 CART(Conference on Algebraic Representation Theory)に発展させた。第１回目は、

台湾の国立清華大学で 2019 年度に開催され、第２回目は韓国のソウル国立大学において 2021 年度にオ

ンライン開催された。また、大島芳樹准教授は、日本数学会に所属する若手研究者に贈られる、最も権

威のある「日本数学会賞健部賢弘特別賞」を 2021 年度に受賞している。 

情報基礎数学専攻基幹講座に所属する教員 10 名（教授５名、准教授５名、但し対象期間途中の退職・

赴任あり）が獲得した外部資金は、「科学研究費補助金」「国立研究開発法人科学技術振興機構(JST) 戦

略的創造研究推進事業 CREST」「日本医療研究開発機構（AMED） 大阪大学橋渡し研究戦略的推進プログ

ラム」と多様である。2017 年度から 2021 年度までの新規資金獲得件数は、基盤研究(A)１件、基盤研究

(B)７件、基盤研究(C)11 件、萌芽研究２件、国際共同研究加速基金(国際共同研究強化(B))１件、特別

研究員奨励費２件、という高い獲得件数を継続している。国際交流及び国際共同研究も盛んであり、教

員の海外渡航件数は 37 件、海外から受け入れた研究者の数は短期と長期を合わせて 11 件である。また、

情報基礎数学専攻は理学研究科数学専攻及び大阪市立大学と共同で国際的数学学術雑誌 Osaka Journal 

of Mathematics（OJM）の編集・発行にも参画している。 

 

【情報数理学専攻】 

情報数理学とは、情報科学、応用物理学、数理科学を駆使することで様々な現象を解明し、自然科学と

社会科学の融合などを通して新産業の創出基盤となる理論を研究する学問である。本専攻では、計画数

理学、非線形数理、情報フォトニクス、システム数理学、知能アーキテクチャの５つの講座が連携し研

究を進めている。 

 計画数理学講座では、意思決定と制御に関する数学的理論やアルゴリズムについて研究を行っている。

特に最近では、マルチエージェント系など大規模で複雑なネットワーク化されたシステムを対象に、ロ

バスト最適化や乱択アルゴリズムによる分散意思決定や分散制御の研究を充実させている。非線形数理

講座では、非線形ダイナミクスとその応用に関する研究を行っている。非線形数理に基づく情報処理は

主要な研究テーマの一つであり、現在は特に光ニューラルネットワーク情報処理の数理モデル研究を進

めてきている。また、電力システムへの応用として、電力系統の数理モデルと太陽光発電量の時系列予

測に関して成果を上げてきた。情報フォトニクス講座では、 光応用技術やナノテクノロジー、情報技術

を基盤とするフォトニック情報技術の研究を行っている。量子ドット間エネルギー移動ネットワーク
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（FRET ネットワーク）を利用したナノ光ニューラルネットワークシステムの開発を進めている。また、

散乱・ゆらぎ媒質を通したイメージングにおいて数々の手法を提案している。システム数理学講座では、

システム最適化とモデリングに関する研究を行っている。社会課題を解決することに取り組み、特に、

エネルギーマネジメント、配送や地域交通に関するモビリティなどに関するシステム最適化における成

果を上げてきた。また、グラフ理論や力学系の理論的な解析によるモデリングでも顕著な成果がある。

知能アーキテクチャ講座では、人工知能による適応能力を持ったコンピュータを開発するため、心理実

験と高度な機械学習技術の組み合わせにより、感性獲得機構やコンテンツ生成、膨大な情報空間からの

知識発見を研究している。これにより、生体信号の学習と説明、感性に合致した作曲や睡眠パターンの

発見への応用を試みている。 

 科学研究費補助金や助成金については、専攻の教員と日本学術振興会特別研究員が 2017 年度に 13 件

（うち分担１件）、2018 年度に 14 件（うち分担１件）、2019 年度に 15 件（うち分担１件）、2020 年度に

14 件（うち分担４件）、2021 年度に 16 件（うち分担５件）を獲得している。2019 年度には、科学技術

振興機構 戦略的創造研究推進事業 CREST にて「光ニューラルネットワークの時空間ダイナミクスに基

づく計算基盤技術」が採択された。新世代の光ニューラルネットワーク計算基盤技術を構築するため、

時空間ダイナミクスの観点から光ニューラルネットワークの計算原理とハードウェア実装の研究を行

う。2020 年度からは、科研費学術変革領域(A)「散乱・揺らぎ場の包括的理解と透視の科学」（領域代表 

的場修（神戸大学））の主要研究者として参画している。 2001 年度から 2021 年度に大阪大学 COI にお

いて、音楽活性化グループを率い、深睡眠グループに参画して、大阪大学ベンチャーキャピタル等から

の投資により企業との共同研究を推進した。さらに、研究成果の実用化に向けて、企業との共同研究や

実用化研究にも取り組んでおり、その件数はこの５年間で計 70 件になる。2020 年度に、株式会社ブレ

インパッドと富士通株式会社より寄附を受けて数理最適化寄附講座を設置し、2021 年度には新たに株式

会社リクルートより寄附を受けた。同じく 2021 年度に、一般社団法人臨床医工情報学コンソーシアム

関西と共同で、ブロックチェーンの活用をめざしたスマートコントラクト活用共同研究講座を開設した。

また、2021 年度に情報科学研究科が中心となって本学に設置された NEC Beyond 5G 協働研究所にも本専

攻から３名の教員が参画し、デジタルツイン上でのシステム制御技術について研究を進めている。 

 研究の国際化も積極的に進めている。学外への派遣については、学術振興会の研究拠点形成事業等に

より、ルーベンカトリック大学及びグローニンゲン大学に大学院生を派遣した。海外からの招へいでは、

2017 年度から 2019 年度にかけて、招へい教員４名、訪問者 19 名を受け入れた。デ・ラ・サール大学及

びフィリピン大学とは、毎年ワークショップを開催している。また、2018 年には、国際インターンシッ

プ研修生として、イタリアのトリノ工科大学から学生を受け入れた。ただし、コロナ禍のため、2020 年

度と 2021 年度は海外との人の移動を伴う交流活動は皆無であった。 
 これらの研究活動の成果は、学術論文誌と国際会議録において随時発表しており、その件数はこの５

年間で計 245 件である。 関連して、専攻の教員が受けた表彰数はこの５年間で計 21 件になる。また、

本専攻の研究成果の学内外への発信を目的として 2004 年度より開始した情報数理学専攻公開シンポジ

ウムは継続的に隔年開催しており、2018 年度、2020 年度に開催した。2020 年度に行われたシンポジウ

ムでは、「ポスト AI 時代に向けた情報・数理・物理の融合による革新」をテーマに、情報科学研究科に

おける最新の研究活動を紹介し、情報数理学のフロンティアを学内外に発信した。コロナ禍のため、学

内講演とオンライン配信の併用により、現地 34 名（うち学外７名）、オンライン参加 141 名（うち学外

45 名）、計 175 名の参加者を得た。オンライン参加の利便性により、例年に比べて企業からも多数の参

加があった。2022 年度を含めて、今後も継続的に開催する予定である。 
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FRETネットワークと情報処理 

 

【コンピュータサイエンス専攻】 

ソフトウェア工学、アルゴリズム工学、並列/分散処理、コンピュータビジョン/メディア処理に関する

研究を実施している。具体的には、ソフトウェア保守、プログラム解析、分散アルゴリズム、教育工学、

高性能計算、GPU 計算、画像処理、パターン認識等のテーマを実施している。 

ソフトウェア工学分野の主要な成果としては、自動プログラム修正に関するものがある。自動プログ

ラム修正とは、バグがあるソースコードから“完全に自動的に”バグを取り除く技術であり、この研究が

成熟すれば人手を介さずにバグ修正が可能になることから大きな注目を浴びている。解決すべき課題は

多いが、世界的にも自動プログラム修正に関する論文の数は増えてきている。この研究成果は、過去５

年間において、学術論文３編、国際会議論文８編、国際会議・国内学会で 10 の賞を受賞している。ま

た、機械学習・深層学習の技術をソフトウェア工学における問題の解決へ応用する研究でも成果を収め

ている。例えばプログラム中の同一箇所を求めるコードクローン検出技術に深層学習の技術を取り入れ

ることによって、見た目には異なるが処理が同一である２種類のコード辺を高精度で同一と判定できる

技術がある。汎用性をいかに担保するかなど、これから解決する課題はあるものの、従来手法では解決

できなかった問題を解決できる可能性は高く、近年世界的にも研究が広く行われている。この研究成果

は、過去５年間において学術論文３編、国際会議論文２編、国際学会・国内学会で２つの賞を受賞して

いる。 

アルゴリズム工学分野においては、モバイル端末やセンサ端末など大規模化、動的変化の著しいネッ

トワーク環境において、安定動作する大規模動的分散システムを実現するための基盤技術（分散アルゴ

リズム）の高度な発展に取り組んだ。例えば、故障、トポロジー変化、ユーザ要求などの変化に対して、

自律的安定化が可能な分散システムの基盤技術の高度化を推進してきた。また、モバイルエージェント

システムのための分散アルゴリズムに関する研究にも取り組んだ。具体的には、分散アルゴリズム研究

に関しては、高度な適応性を有する自己安定分散アルゴリズムを、断続的変化に対する頑強性を持つよ

うに拡張する手法を開発した。さらに、モバイルエージェント研究に関しては、エージェントの一様配

置問題やグループ集合問題に関して、分散計算の観点より問題の計算複雑度の解析や最適アルゴリズム

の提案を行った。これらの研究成果は、過去５年間において、学術論文 24 編、査読付き国際会議論文 
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34 編として発表している。 

並列処理工学講座では、数万個以上の計算コアを同時に駆使して大規模計算を高速処理する高性能計

算技術に関する研究に取り組んだ。例えば、並列アルゴリズム、並列言語処理系、性能チューニング技

術や高精度数値計算などの基盤技術に加え、生体医用計算、電磁場解析、グラフ処理や３次元可視化な

どの実践的な応用の高速化が挙げられる。特筆すべき成果として、グラフィクスプロセッサ GPU にお

ける数万個もの演算コアを効率よく活用できる文字列探索アルゴリズムが挙げられる。また、GPU 向け

の最適化技術は、オープンソースソフトウェア IBMSparkGPU に組み込まれ、数千台規模の機械学習に

応用されている。さらに、米国や英国を含む６か国の研究者との国際共同研究を実施し、過去５年間で

６編の国際共著論文を発表した。 

コンピュータビジョン分野では、高速撮影カメラとラインパターンを投影するプロジェクタを利用し

た動物体の３次元形状計測手法、高周波照明を利用した半透明物体中の散乱解析による形状計測や画像

の鮮明化、透明物体中の光路解析による形状計測、カプセル内視鏡の映像解析による診断支援、歩行映

像解析による個人認証や意図推定・認知症診断支援手法などを開発してきた。特に、歩行映像解析によ

る個人認証（歩容認証）については、観測方向変化・歩行速度変化・服装変化・荷物所持状況変化に頑

健な手法を数多く開発し、また、その学習や性能評価に欠かせない世界最大規模の歩行映像データベー

スも構築した。これらの成果は、世界初の犯罪捜査向けの歩容鑑定システムとして実装され、各科捜研

の鑑定技師向けの歩容鑑定の研修会の開催や、科学警察研究所での試験運用を通して、日本で初めて歩

容鑑定の結果が裁判証拠として採用されている。 

 

 

 

【情報システム工学専攻】 

 情報システム工学専攻では、４つの基幹講座に加えて、２つの協力講座、２つの連携講座により組織

され、情報インフラを構成するハードウェア・ソフトウェアからなる複雑な応用情報システムを統一的

にとらえ、システム全体の設計・実装・評価を一貫して実施する研究を行っている。 

 集積システム設計学分野では、自動運転や介護ロボットなど、誤動作が人命に直結するアプリケーシ

ョンでも実装可能な高信頼情報処理システムの研究を行っている。特に、地上に降り注ぐ宇宙線起因の

放射性粒子によるコンピュータの誤動作やクラッシュを防止するソフトエラー耐性を備えたハードウ

ェア・ソフトエラー技術や、ベイズ統計と説明可能 AI を組み合わせた安全な人間機械協調システムの
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研究を行っている。 

 情報システム構成学分野では、持続可能な社会の実現に向けて電力インフラのスマート化に取り組ん

でいる。不安定で出力調整が難しい再生可能エネルギーの下でも、安定した電力供給を実現するために、

需要と供給のバランスを最適化するエネルギーマネジメントシステムを欧州の研究機関 IMEC と共同で

研究し、キャンパス内の空調システムを対象とした実証実験も行っている。 

 知的集積システム分野では、情報空間と物理空間の積極的な融合を目指す Society 5.0 に資する物理空

間との親和性を追求した目に見えないほどに小さな極小の粉末コンピューティングシステムを研究し

ている。人に心的・身体的な負荷を与えない生体情報計測システムを検討しており、関連分野の研究構

想は、内閣府のムーンショット型研究開発制度における第９目標に採用された。 

 ディベンダビリティ工学分野では、複雑な情報システムの高信頼化のために、テスト及び検証手法の

研究開発を行っている。不具合の存在検出だけでなく、不具合特定を可能にするテストの性質を明らか

にし、そのようなテストを実用的な時間で自動設計する手法を開発している。また、実行環境の変化に

自律的に追随する自己適応システムについて研究を進めており、システム自身がオンラインで動作の正

しさを検証する手法を提案している。 

 メディア統合環境分野では、ヒューマンコンピュータインタラクション、バーチャルリアリティ、複

合現実、拡張現実、コンピュータビジョン、教育学習支援情報システムに関する幅広い分野の研究を行

っている。対面授業とオンライン授業を組み合わせたブレンド型の学習環境での学習者の行動や状態を、

さまざまなセンサを用いてマルチモーダル計測し、このデータを分析することで学習者の学習コンテン

ツに対する理解度、集中度等を推定する研究を推進しており、コロナ禍において実施された全学的なオ

ンライン学習環境の改善にも貢献している。 

 知能データ科学分野では、予測、要因分析、トラブル予知、行動最適化のための情報提供をリアルタ

イムに行う AI 技術基盤に関する研究開発を行っている。特に、IoT ビッグデータに対し、様々な現象、 

活動の時間推移を非線形動的モデルに基づいて分析・学習することにより、 重要なパターンの発見、将

来のイベントの予測を高精度かつ高速に行うリアルタイム AI 技術を開発した。現在、社会実装に向け

て 10 社以上の有力企業とスマート工場、車両走行データ解析、エッジ AI などのテーマに関して、実用

化に向け共同研究を実施し、産業界への技術移転に取り組んでいる。 

 2021 年度には、新たに国立研究開発法人物質・材料研究機構（NIMS）との連携講座を設置し、サイ

バー空間を担う情報科学とフィジカル空間を担う物質材料科学の両学問領域の融合研究を行っている。

サイバー空間とフィジカル空間の融合技術を社会的課題の解決へと具現化する、分野横断的な高度な知

識を身につけた優秀な人材を社会に輩出することを目指している。 

 2017 年度から 2021 年度までに情報システム工学専攻が研究代表者として獲得した科学研究費補助金

の獲得状況は、基盤研究(S)１件、基盤研究(A)１件、基盤研究(B)５件、基盤研究(C)７件、若手研究３件、

挑戦的萌芽研究２件である。JST からは、CREST３件、さきがけ４件、また AIP 加速課題、ACT-I、国際

科学技術協力基盤整備事業、未来社会創造事業をそれぞれ１件、日本学術振興会からは、人材育成事業

を１件獲得している。総務省関連では、SCOPE２件、その他、厚生労働科学研究費補助金１件、環境研

究総合推進費 (ERCA) 革新型研究開発１件の競争的資金を獲得している。 

 研究成果は、世界のトップレベルの国際会議と学術雑誌で発表されている。2017 年度から 2021 年度

までに本専攻が発表した論文等の本数は、学術論文が 94 編、国際会議が 165 編である。教員が受けた

受賞は、47 件である。 
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 情報システム工学専攻では、IEEE Japan Council Chair、IEEE Region 10 Conference 2020 General Chair、

IEEE International Symposium on Circuits and Systems 2019 Technical Program Committee Chair、The 13th In-

ternational Joint Conference on Knowledge-Based Software Engineering (JCKBSE2020) General Chair をはじめ、

国内外の学会で要職を務めた。 

 

 

 

【情報ネットワーク学専攻】 

 本専攻では、豊かで高信頼かつ安全な高度情報通信社会を形成し、多様で大量に溢れる情報を柔軟か

つ動的に実現するための情報ネットワークに関する研究教育を行っている。 

 まず、人の脳の高度な情報処理機構に基づいたネットワーク化情報処理プラットフォームの研究を実

施し、総務省委託研究「次世代人工知能技術の研究開発」（2017～2019 年度）「脳の仕組みに倣った省エ

ネ型の人工知能関連技術の開発・実証事業」（2021～2023 年度（予定））NEC Brain Inspired Computing 
協働研究所の設置・参画を通して、ICT インフラ等の関連領域への展開を進めている。また、生命の進

化に学ぶサスティナブルな情報処理プラットフォームに関する研究を実施するとともに、アウトリーチ

活動の一貫として情報通信研究機構委託研究「未来を創る新たなネットワーク基盤技術に関する研究開

発」の成果の一部をららぽーと EXPOCITY で開催された大阪大学共創 Day に出展し、250 名以上の一

般来訪者が体験し好評であった。さらに、NEC Beyond 5G 協働研究所の設置・参画を通して Beyond 
5G/6G を活用したクラウドロボティクス技術の研究開発を進め、2021 年 12 月からローカル 5G 無線局

を設置・運用し、ロボティクス操作や自動運転高度化に向けた実証研究を進めている。 

  また、超多端末やワイヤレスアクセスネットワークや省電力無線伝送など新世代通信を実現する技術

開発も進めている。これに関し、科研費基盤研究（A）「超多端末時代のユーザ特性を考慮した高次無線

情報通信基盤に関する研究」（2019～2022 年度）をはじめ、「情報空間による都市空間強化のためのワイ

ヤレス神経網の実証的研究」（2017～2020 年度）「ソフトウェア定義光ファイバ無線を用いたワイヤレス

アクセスネットワークの基礎的研究」（2018～2021 年度）、「超臨場感を実現するポイントクラウド・マ

ルスメディアのネットワーク伝送に関する研究」（2022 年度～2023 年度）など３件の科研費基盤研究

（B）、「バックスキャッタ通信と無線電力伝送を融合するための研究ツールの開発」（2019～2021 年度）



75 
 

「知能電波反射面を用いた次世代ワイヤレスネットワークに向けた研究ツールの開発」（2022～2025 年

度）など２件の科研費基盤研究（C）、科研費若手研究「無線超臨場感システム実現を目指す多次元スト

リーミングに関する研究」（2020～2022 年度）など、理論から実証まで幅広く取り組んでいる。 また、

JST さきがけ「物理空間と電脳空間を統合するための電波空間 API の実現」（2020～2023 年度）などに

おいて若手研究者が主体となり研究を推進している。 

 さらに、次世代インターネットについて、情報通信機構と欧州委員会の支援を受けた「革新的なアプ

リケーションとグローバルな実証による ICN の深化」(2016～2019 年度) 、情報通信機構委託研究「IoT 
インターネットを支えるプライバシー保護ルーティング・輻輳制御技術」(2014 年～2020 年度)を実施し、

情報セントリックネットワーク(Information Centric Networking)におけるプライバシー保護技術を確

立した。これらのプロジェクトではS評価を得ており、成果は IEEE論文誌(３件) 、Computer Networks 
(２件)など最難関論文誌や Core A 国際会議に２件採択された。また情報通信機構と米国 NSF の支援を

受け「ソーシャルメディア時代の高信頼災害時通信の研究開発」(2018～2021 年度)を実施し、ソーシャ

ルメディアを用いた災害通信技術を確立した。また、これらも同様に S 評価を得るとともに、国際会議

の Best Paper Award 及び電子情報通信学会通信ソサイエティ論文賞を２件受賞している。 

 ネットワークを支える次世代クラウド技術の研究開発も行っている。実環境において、データセンタ

ーの抜本的省エネ技術の研究、マイクロサービスの最適配置アルゴリズムの研究、空調制御技術の研究

を行っており、開発したアルゴリズムは標準化し OSS として公開している。さらに、強化学習を用い

た異常検出によるネットワーク侵入検知アルゴリズム及び DDoS 予兆検出アルゴリズムなどのネット

ワークセキュリティ技術の研究を行い、実環境での POC によって効果を実証した。同アルゴリズムも

OSS として公開している。これらは、多くの企業との共同研究や国内外の産学官連携によるコンソーシ

アム形式で進め、多数の IEEE 主催の国際会議、CNCF (Kubernetes 関連の会議)、ASHRAE 等にて

成果発表を行っている。 

 これらの最新の通信技術を用いる IoT デバイスによるセンシング技術の開発も推進している。特に実

世界センシングと AI による解析基盤に関して、科研費基盤研究(S)「受動型 IoT デバイス網を用いたヒ

ト・モノの状況認識技術の創出」（2019～2023 年度）を実施し、backscatter による超低消費電力な無線

通信技術を活用した、ヒトやモノの状況認識に適用可能なバッテリレスの受動型 IoT センシングデバイ

スの開発や、それを用いた見守りなどに適用可能な状況認識技術の開発を行っている。JST さきがけに

は２件が採択され、無線センシングの機能拡張や、ドローンを活用した空間センシングに関する研究開

発に取り組んでいる。2021 年度からは JST CREST「地域を支える知のデジタライゼーションと共有基

盤」を実施し、地域社会の知をデジタライゼーションし、セキュアに共有するための S5 基盤ソフトウ

ェアの設計開発を行っている。令和元年にはこれまでに培った人流空間解析技術の社会還元を目指して

大学発ベンチャー企業株式会社 HULIX を設立し、大阪梅田駅、南海なんば駅、ららぽーと EXPOCITY
などにおける人流解析を実施している。関連する研究成果は IEEE Internet of Things Maganize や

Elsevier Pervasive and Mobile Computing (３件)、ACM IMWUT、IEEE Transactions などの難関国

際論文誌や査読付き国際会議で発表している。  

 
【マルチメディア工学専攻】 

マルチメディア工学専攻では、マルチメディアコンテンツの編集・構造化の高速化、マルチメディア

データベースの構築・管理技法、コンテンツのアクセス権管理・版権管理・配送管理等を中心とする堅

牢なセキュリティ技術に基づくコンテンツアクセスアーキテクチャ、マルチメディアデータを対象とし



76 
 

た機械学習や視覚認識技術、ビッグデータから知識を発見するための分散マイニングや自然言語処理技

術など、マルチメディアを扱う上で必須となる学問体系の確立を目指している。本専攻では、マルチメ

ディアデータ工学、セキュリティ工学、ビッグデータ工学、コンピュータビジョン、応用メディア工学、

マルチメディアエージェントの六つの講座が連携し教育・研究を進めている。 

マルチメディア工学専攻では、2017 年度には原隆浩教授が大阪科学賞を受賞したのをはじめ、2019 年

度には前川卓也准教授が IPSJ/IEEE Computer Society Young Computer Researcher Award、2021 年度には、

前川卓也准教授が船井学術賞、山藤浩明助教が井上研究奨励賞を受賞している。また、学術論文に関し

ては、2017 年には情報処理学会 FIT 論文賞、Best Paper Honorable Mention (ACM UIST 2017)、 Best WiP 

Paper Award (PerCom 2018)、Best Paper Award (ACM MobileHCI 2018)、情報処理学会論文誌特集号特選論

文賞、2020 年度には、辻井重雄セキュリティ論文賞特別賞、データベース学会論文賞、Best Paper Award 

(19th International Conference on WWW/Internet)、The cross-disciplinary Workshop on Computing Systems、 

Infrastructures、 and Programming (xSIG)、Outstanding Research Award など、多数の賞を受賞している。 

2017 年度から 2021 年度までにマルチメディア工学専攻の教員が研究代表者として実施した科学研究

費補助金の獲得状況は、新学術領域研究１件、基盤研究(A)５件、基盤研究(C)５件、若手研究(A)１件、

若手研究(B)８件、挑戦的萌芽１件である。JST から、CREST４件（内、研究代表者１件）、さきがけ２

件、ACT-I１件を獲得している。経済産業省の関連では、NEDO から１件、総務省関連では「安全な無線

通信サービスのための新世代暗号技術に関する研究開発」における課題で１件、内閣府関連では、戦略

的イノベーション創造プログラム (SIP) １件、PRISM １件、厚労科研では１件の競争的資金を獲得し

ている。 

以上のような各種のプロジェクトに対する多数の教員の貢献及び科学研究費補助金、共同研究費等の

獲得状況から、専攻全体の研究アクティビティが極めて高く、多くの成果が産出されていることが見て

とれる。さらに、マルチメディア工学専攻の教員は、内外の学会や学術集会の運営で多くの重要な役割

を果たしている。例えば、JST CREST アドバイザー１件、 JST さきがけアドバイザー２件、JST ACT-I

アドバイザー１件、国際会議 EAI MobiQuitous General Chair１件、同会議 Program Chair１件、IEEE/CVF 

International Conference on Computer Vision (ICCV) General Chair１件、同会議 Program Chair１件、ACM 

Asia Pacific-Key Cryptography Workshop (APKC) Program Chair２件、International Journal of Computer Vi-

sion (IJCV) 編集委員長１件、電子情報通信学会 基礎・境界ソサエティ編集長１件、日本学術会議会員

及び連携会員 各１件、情報処理学会理事２件、言語処理学会理事１件、情報処理学会データベースシス

テム研究会幹事１件などを通じて運営に関わるなど、外部からの研究水準の評価も高いことがわかる。 
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【バイオ情報工学専攻】 

バイオ情報工学専攻では、生物を対象としたアナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする

新しい情報科学・工学の学術領域を開拓することを目指し、遺伝子、タンパク質、代謝、細胞、器官、

人間などの生物ネットワークを対象とし、その特性及び異なるネットワークどうしの融合過程をシステ

ムとして解析し、工学応用を図ることを最終目的に、幅広い研究を実施している。 

この目的を達成するため、2018 年４月１日には、バイオ情報計測学講座を発足させ、複雑な代謝シス

テムの計測データから代謝作動原理を見出し、それをバイオテクノロジーや情報技術に応用するアナリ

シスの取り組みを強化した。また、2021 年４月１日に講座名改称により、バイオインスパイアードネッ

トワーキング講座を発足させ、細胞、脳、個体、群れなどのバイオシステムの理解と情報通信技術への

応用の取り組みを強化した。さらに、バイオインフォマティクス分野では細胞や遺伝子のデータを体系

的に解析し生命現象の理解につなげるための情報処理技術の開発、代謝情報工学分野では微生物の代謝

経路の改良についてコンピュータで改変代謝経路を予測するシステムを開発し、その有効性を実験的に

実証する研究、生体情報インタフェース分野では、人間情報工学分野では生体情報計測に基づく BCI や

感覚－運動情報の計測と解析、そのモデル化による機械学習と制御応用，身体性の行動支援技術などの

取り組みをそれぞれ発展させた。このように、ミクロからマクロへ広がりを見せる生物ネットワークの

解析と工学応用へ専攻として一体となって取り組んでいる。 

 具体的には、バイオインフォマティクス分野では、顕微鏡で観察した生体画像の深層学習による解析

の研究と、RNA シーケンシングによる遺伝子発現解析の研究を行った。画像解析では、がんの画像解析

コンペティションである CAMELYON で優秀な成績を収め、主催者がまとめた論文（Journal of Amer-ican 

Medical Association (IF: 56.27) に掲載）の共著者に選ばれた。骨の形成・維持を行う骨芽細胞と破骨細胞

の結合の論文と相互作用の因子の論文が Nature Communications (IF: 14.919)に掲載された。ライブイメー

ジングでの細胞追跡の論文が ACM BCB 国際会議で採択された。遺伝子発現解析では、寒冷刺激時の脂

肪組織でのノンコーディング RNA の発現解析の論文が日本農芸化学会 Bioscience, Biotechnology and Bi-

ochemistry(IF: 1.063)に掲載され、同学会の論文賞を受賞した。乳がん患者のゲノム変異と化学療法の応

答との関連を解析した論文が Translational Oncology(IF: 4.243)に掲載され、一細胞レベルでの遺伝子発現

解析で高い精度で細胞集団を分類するクラスタリング手法の論文が PeerJ(IF: 2.984)に掲載された。 

生物や脳などのバイオシステムを理解し、その原理を情報通信技術へ応用する研究分野においては、

脳の動作原理にもとづく全く新しい無線ネットワーク技術を提案し、総務省 SCOPE や科研費を獲得す

るとともに、脳情報通信融合研究センターならびに東京理科大学の研究者らとの連携の下で、IEEE 

Transactions on Green Communications and Network-ing をはじめとする９件の学術論文、26 件の国際会議

発表を行っている。さらに技術基準適合証明を取得した 500 台の通信機器を用いた実証実験に成功し、

産業界から高い評価を得ている。また、当該分野の担当講座を 2021 年４月１日にバイオインスパイア

ードネットワーキング講座に改称するとともに、2019 年 11 月に准教授、2021 年 6 月に助教をそれぞれ

新たに迎え、生物の群行動やその制御に関する理論基盤の構築、深層展開によるモデル予測制御、非直

交多元接続における自己組織型資源割当制御など、情報、通信、制御と脳や生物を“ネットワーク”を軸

に融合する挑戦的な研究を推進している。また、生体情報インタフェース分野では、人間情報工学分野

では生体情報計測に基づく BCI や、感覚－運動情報の計測と解析、そのモデル化による機械学習と制御

応用、身体性の行動支援技術などの取り組みをそれぞれ発展させた。 

代謝情報工学分野では代謝経路を合理的にデザインすることで、効率的に有用微生物を創製できるこ

とを示すことができた。(１)同テーマの中核となる研究論文は代謝工学分野で国際的に最も権威のある
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Metabolic Engineering (IF: 9.78)に５報掲載された。(２)13C-同位体を用いた代謝解析及び発酵プロセスの

培養制御への機械学習の応用で日本生物工学会英文誌 Journal of Bioscience and Bioengineering（IF: 2.89)

に掲載され、2018 年度、2021 年度生物工学論文賞を受賞している。(３)開発された手法を実際の微生物

による物質生産に応用した研究により生物工学分野の日本の中心学会である日本生物工学会において

2018 年度生物工学功績賞を受賞した。生命科学と情報科学の融合による微生物物質生産における有効な

微生物創製法として高く評価されている。また、バイオ情報計測学分野は 2018 年４月より活動を開始

し、生体分子（遺伝子、タンパク質、代謝、細胞など）の相互作用ネットワークがシステムとして統合

する原理を情報科学的観点を援用して解明し、生物の環境適応性、頑健性、進化可能性などの特性を理

解することで、その原理を情報技術、バイオプロダクション、農学、医学へと応用することを目指して

いる。国内外のアカデミア、我が国における質量分析装置のトップメーカーである島津製作所などとの

共同研究を通じ、これまで 51 件の学術論文、14 件の国際会議発表を行った。2019 年 10 月に准教授、

2020 年 10 月に助教が参画し、先端的な機器分析技術を用いてさまざまな生体分子を計測して、生物の

システムとしての特性を定量的に明らかにし、生命の動作原理を解明することで、有用物質のバイオ生

産や新たな医薬品の創出に貢献する研究を進めている。 

2017 年度から 2021 年度までの間には、研究代表者として獲得した科研費は計 26 件（研究分担者とし

て参画したものを含めると延べ 36 件）であり、さらに外部資金として総務省戦略的情報通信研究開発

推進事業（SCOPE）代表（１名）、総務省次世代人工知能技術の研究開発 代表 (１名)、科学技術振興機

構 戦略的創造研究推進事業 (ACT-X) 代表（３名）、科学技術振興機構 未来社会創造事業（探索加速型）

主たる共同研究者（１名）、科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（CREST）主たる共同研究者（１

名）、科学技術振興機構 社会技術研究開発センター（RISTEX）「日本的 Wellbeing を促進する情報技術

のためのガイドラインの策定と普及」代表（１名）、AMED Medical Arts の創成に関する研究 分担 (１

名)、新学術領域研究（研究領域提案型）計画班研究代表者(１名)、経済産業省 NEDO「植物等の生物を

用いた高機能品生産技術の開発」共同分担者（１名）、経済産業省 NEDO「カーボンリサイクル実現を加

速するバイオ由来製品生産技術の開発」主たる共同研究者（１名）共同分担者（１名）、公益財団法人電

気通信普及財団 研究調査助成 代表 (１名) などを獲得しており、活発な研究活動が行われている。 

これらの体制強化、研究成果及び外部資金獲得により、専攻の目指す生命情報システムの解明、生命

システムの動作原理の工学応用を具現化するものであり、バイオ情報工学専攻は国内外の生命情報工学

分野において、特色を持った組織としてその存在意義を示していると考えられる。 
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第 4 章 社会貢献 
 

4.1 研究成果の還元 

昨今の大学を取り巻く状況において、産業界と大学の連携活動の重要性はますます大きくなっている。

特に、情報科学技術は社会と密接に結びついており、社会の要求を的確に捉え、その研究成果を迅速に

社会に還元することが重要となっている。その観点から、本研究科では、IT 連携フォーラム OACIS を

設置し、組織的な産学連携体制の強化に努めてきた。OACIS は 2002 年に本研究科の新設を契機に設立

され、2022 年３月の時点で、23 社の会員企業の参加を得ている。 

本フォーラムでは、情報科学研究科のコア分野である IT 技術、バイオ技術を主要テーマとして、産

学が一堂に会する場を提供し、関西圏を中心とする日本経済の活性化を牽引することを目標にしている。

これを達成するため、本研究科における先進的な研究成果を定期的に紹介するシンポジウムの開催、産

学連携のシーズとなる情報科学技術を紹介する技術座談会を定期的に行うことによって、研究科の持つ

情報科学技術を社会に結びつけようとしている。2002 年の設立から 2005 年度末までに、合計９回のシ

ンポジウムと 26 回の技術座談会が行われた。2006 年度から 2011 年度末までに、シンポジウム 12 回、

技術座談会 15 回（2006 年度から 2009 年度まで）、特別技術座談会 10 回、個別技術座談会９回（2009 年

度から 2011 年度まで）、OACIS 情報科学講座４回（2010 年度から 2011 年度まで）が行われた。特別技

術座談会は、2007 年度から、情報系企業やその融合分野の企業が地域の大学と密接な協力関係を構築し、

その中から新たな商品や技術の創出を図るきっかけを見つける取り組みの一環として、また、学生の人

材育成の一環として行われた座談会である。個別技術座談会は 2009 年度から実施しており、産学でよ

り深い議論ができることを期待して、特定の企業から受けたテーマに基づき、大学側のメンバーがその

企業に出向いて行った座談会である。また、2010 年度から開始した OACIS 情報科学講座は、会員企業

から要望の多い技術テーマに関して基礎から最新技術に関する知識を深めたい会員に対して講義形式

で情報を提供する講座である。2012 年度から 2016 年度末までに、シンポジウム 10 回、技術座談会 12

回（2013 年度から 2016 年度まで）、個別技術座談会４回（2012 年度から 2013 年度まで）、OACIS 情報

科学講座２回（2012 年度から 2013 年度まで）が行われた。特に、2016 年度は、第 31 回シンポジウムの

テーマを「～ICT 産学連携フェア 2016～」として開催し、「企業における ICT 研究と求める人材」とい

う７社からの企業展示があり、多数の参加者（145 名）を得ることができ、有意義な意見・情報交換が

行われた。この成功を受け、2017 年度以降、2021 年度まで ICT 産学連携フェアを毎年実施している。

2017 年度は、新しい産学共創（179 名）、2018 年度は、博士後期課程教育に期待すること（199 名）、2019

年度はオープンイノベーションと大学の研究力向上（181 名）、などをテーマとした。コロナ禍でオンラ

イン開催となって以降も、2020 年度は、ニューノーマルにおける学び方・働き方（147 名）、2021 年度

は、博士後期課程学生のキャリアパス（123 名）といったように、産業界が産学連携に期待する、時代

に沿ったテーマを軸に開催を継続し好評を博している。また、その他のシンポジウムでは自動運転や

Society5.0、ウェルビーイングや Beyond 5G といった最先端のトピックに関する講演を実施している。 

付録 4.1（168 頁）に 2017 年度から 2021 年度までに行われた OACIS のシンポジウム及び技術座談会

のテーマ一覧を示す。 
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これらの OACIS の活動が契機となって、産業界と本研究科との個別の連携研究へと発展している。

日本電信電話(株)、西日本電信電話(株)、(株)東芝、松下電器産業(株)、(株)日立製作所、(株)富士通研究

所の６社との間で本研究科が関係する研究包括契約がなされ、これを基盤として、2006 年３月、本研究

科と(株)日立製作所システム開発研究所との技術懇談会が開催された。2006 年２月から３月には松下電

器産業(株)による 14 研究室の活動調査が行われ、2005 年７月及び 2006 年４月に日本電信電話(株)、西

日本電信電話(株)との連携推進委員会が行われた。さらに、2016 年 4 月には、大阪大学発の産学連携モ

デルである二つの協働研究所（NEC ブレインインスパイヤードコンピューティング協働研究所、三菱電

機サイバーセキュリティ協働研究所）が設置された。協働研究所は、学内に産業界の研究組織を誘致し、

社会的要請が強い分野における基礎から実用化まで一貫した共同研究の実施など、多面的な産学協働活

動を展開する拠点となることが期待されている。同じく 2016 年度より、パナソニック株式会社との間

で「人工知能共同講座」を開講した。当該分野における国内初の大学と産業界の協働講座で、人工知能

技術を研究開発やビジネスに活用できる人材を座学＋実プロジェクトによる実学で創出することを目

標にしている。本講座は、今後大学院生や他社向けにもオープン展開していく予定である。 

これらの成果に基づく共創の一層の深化を目指し、2021 年度には新たに NEC Beyond 5G 協働研究所

が設置された。不確実性を前提とした確率的デジタルツインの概念に基づくスマート社会の実現を目指

した研究開発を推進し、同年度に NICT Beyond 5G 研究開発促進事業を受託するなど、協働の成果が生

まれつつある。NEC からは研究所に加え、新事業推進本部からも積極的に参加し、堅固な産学協働体制

を確立している。同年度にはスマートコントラクト活用共同研究講座も開設され、一般社団法人臨床医

工情報学コンソーシアム関西と共同で、ブロックチェーン・スマートコントラクトを活用した教育研究

が開始されている。これらは、OACIS の活動が現実的な産学連携活動へと着実に発展している証左であ

る。さらに、本研究科内に産学連携総合企画室を設け、共同研究や受託研究を積極的に進めている。研

究科ウェブに「共同研究・委託研究を希望される方へ」と題するページを設け、ウェブ来訪者が関心を

持った研究内容について、該当する研究室に容易にコンタクトできるようにしている。 

情報科学研究科では、研究で得られた成果を広く社会に還元するため、学術集会の運営、国・自治体・

公益法人の審議会・委員会への参画を積極的に行っている。学術集会への運営については、電子情報通

信学会、情報処理学会、計測自動制御学会、IEEE、日本生物工学会など IT 技術、バイオテクノロジー

技術の国内外の学術集会の運営に多数の教員が参画しており、学会活動への貢献度は十分に高いと考え

られる。 

国・自治体・公益法人の審議会・委員会への参画は、2017 年度 33 名、2018 年度 39 名、2019 年度 40

名、2020 年度 35 名、2021 年度 31 名と積極的な参画が見られる。その具体的な内訳は教員の高い見識

と豊富な経験を反映して多岐にわたるが、代表的なものを列挙すれば、内閣府や文部科学省におけるさ

まざまな審議会・委員会の委員、日本学術会議における教育・研究に関する審議委員会委員、日本学術

振興会、科学技術振興機構など大型研究プロジェクトの策定、運営、評価の委員会委員、大学附置研究

所、研究プロジェクトの外部評価委員、科学研究費補助金審査委員など日本の研究教育の方向性を定め

る委員会の委員がまず挙げられる。また、IT 技術の先端的研究プロジェクトへ委員としての参画をはじ

め、総務省、地方自治体の推進する高度情報化社会の実現のためのプロジェクトに専門知識を提供する

委員として貢献している。また、科学振興、産学連携などを推進する財団法人の委員として専門知識を

提供する立場としての参画が挙げられる。 

以上のような活動を通じ、研究科教員の専門知識や研究成果は十分広く社会に還元されているという

ことができる。 
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4.2 社会人教育 

情報科学研究科では、研究科で培われた先端的技術や知識を、社会人教育を通して公開することによ

って、IT 技術者を養成し、地域社会や企業に貢献することが重要と考えている。本研究科はサイバーメ

ディアセンターと共催し、あるいは大阪大学の各部局と連携し、人材養成や社会人再教育にとって重要

な項目について社会人講座を開講している。以下に各講座の概要を示す。 

(1) 組込み適塾 
組込みシステム関連の産業界の強いニーズに応えるため、組込みシステム産業推進機構（ESIP, 

http://www.kansai-kumikomi.net/）が 2008 年度から提供している先進的組込みシステム技術者の人材

育成プログラム「組込み適塾」は 2021 年度で第 14 回を迎えた。2021 年度は、コロナ禍のためオンラ

イン開催としたが、2021 年６月から 10 月にかけて 38 日間、35 講義を開講した。その結果、関西地区

の企業を中心に 30 機関から 190 名の社会人が延べ 647 講座を受講した。大阪大学は、データマイニン

グ技術やモデリング・イベント駆動型設計など、IPA が提唱する ETSS を発展させた組込み技術者向け

キャリアガイドに基づく三つのコースの構成に不可欠な講座群を提供している。なお、オンライン形式

での講義理解度は 89.0%、役立ち度 91.2%、満足度 91.0%といった高い評価を得ており、本年度事業計

画目標「満足度 85%以上」を大きく上回った。 
(2) enPiT 

情報技術を高度に活用して、社会の具体的な課題を解決することのできる人材の育成を目的とし、大

学院生を対象とした課題解決型学習等の実践的な教育を行う「成長分野を支える情報技術人材の育成プ

ロジェクト」（enPiT 第２期）を、大阪大学を代表として 2016 年度から実践してきた。全国 45 大学が

大学間及び企業間との連携を密にとりながら、ビッグデータ・AI、セキュリティ、組込みシステム、ビ

ジネスシステムデザインの四つの分野を対象とし、全国的な実践教育のネットワークを構築してきたが、

2020 年度において、文部科学省の補助事業としての終了を迎えた。延べ修了生 6,113 名、参加大学 137
校、連携校 45 校、連携企業 265 社という大きな情報教育協働ネットワークを構築することができた。

2021 年度にはプロジェクト実施成果に基づいた事後評価の面接審査を受けたが、enPiT 全体を運営統

括するプロジェクトである enPiT 運営拠点が S 評価、ビッグデータ・AI 分野の運営を統括するプロジ

ェクトであるビッグデータ・AI・クラウド技術を用いた課題解決人材育成は A 評価と、それぞれ高評価

を得た。2021 年度以降も、enPiT 関係大学内のカリキュラムとして、プロジェクト期間内に確立された

教育内容を踏襲し、高度教育と人材育成を継続している。 
これらの成果や実績をもとに、2017 年度からは、このような実践的な情報技術教育を社会人教育に

取り入れた enPiT-PRO のプログラムが文科省の支援を受けて開始され、高度なシステム開発や革新的

なサービス構築のための教育に必要な教材開発などを行っている。 
(3) ダイキン情報技術大学 

大阪大学はダイキン工業株式会社と、情報科学分野を中心とした包括連携契約を締結しており、2017

年 7 月からの 10 年間、ダイキン工業が大阪大学に総額約 56 億円を提供し、大阪大学の研究者とダイキ

ン工業の技術者による共同研究を含めた 4 つの連携プログラムを新たに実施している。情報科学研究科

ではこのプログラムに参画するとともに、ダイキン工業の社内講座「ダイキン情報技術大学」の運営に

おいて、講師派遣の協力を継続して行っている。これまでに、計 531 名（2018 年度: 140 名（新入社員向

け講義 100 名、既存社員向け講座 40 名）、2019 年度: 140 名（新入社員向け講義 100 名、既存社員向け

講座 40 名）、2020 年度: 130 名（新入社員向け講義 100 名、既存社員向け講座 30 名）、2021 年度: 121 名

http://www.kansai-kumikomi.net/
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（新入社員向け講義 90 名、既存社員向け講座 31 名））の社員が受講し、知の社会還元に尽力している。 

(4) 人工知能共同講座 

大阪大学とパナソニックは、人工知能技術とそのビジネス応用に関する人材開発を共同で行う人工知

能共同講座を 2016 年 6 月から開始した。人工知能分野において、大学と産業界による共同講座の実施

は国内初の取組みである。本取組みを通じ、データビリティフロンティア機構における実践的専門人材

育成への展開を図るとともに、人工知能技術を核とした異分野間のデータ交差（クロス）誘発に基づく

新たな学生融合研究を推進する。2016 年度以降は、大阪にあるパナソニックの AI 拠点において「デー

タマイニング基礎講座」および「機械学習基礎講座」を実施し、それぞれ約 20 名のパナソニック社員が

受講している。各基礎講座では、座学によって AI 技術の基礎を修得し、演習によって実践力を養うよ

うなカリキュラム設定がされている。また、実データを対象として修得した技術を応用する課題（スキ

ル認定試験）を設定したが、非常に優れたデータ分析結果の発表が多く、講義の受講を通して受講者の

技術レベルが向上したことが確認できている。 

 

4.3 高校教育への貢献 

情報科学研究科では、５月の連休に実施されている本学の「いちょう祭」行事の一環として、2005 年

度より、高校生・高等専門学校生、大学生、保護者の方々を対象とした研究科の説明会である「一日体

験教室」を毎年実施している。一日体験教室では、研究科紹介・模擬授業・研究室訪問・体験学習など

を行っている。研究科紹介では、本研究科の教育・研究内容の紹介や、授業を担当する工学部・基礎工

学部・理学部の情報系学科の紹介などを行っている。研究室訪問では、幾つかの研究室を訪問し、高校

生や保護者が最新の研究内容などに触れる内容となっている。体験学習では、そのうちの一つの研究室

において、実際にコンピュータを使い、大学での情報科学の授業や研究がどのようなものかを体験する

ことを通じて、大学の研究内容を広く公開している。付録 4.2（170 頁）に 2021 年度の一日体験教室の

内容を示す。2020 年度は新型コロナウイルスの感染拡大の影響で開催を見送ったが、2021 年度はオン

ラインで開催し、模擬講義「人を感じる・感じさせる技術 ―新たなヒューマンインタフェース開発に

向けてー」の後、７専攻７研究室による体験学習を７コースに分かれてオンラインで実施した。講義や

体験学習には、56 名の参加があり、沖縄等の遠方からも参加いただくなどオンラインならではの効果も

みられた。アンケート結果では、「興味が持てた」、「わかりやすかった」といった意見が多く寄せられ、

大変好評であった。夏にある大学説明会にもぜひ参加したいという意見が多かったことから、本学の情

報系分野に興味があり、進学を希望している高校生が多数いたことがうかがわれた。 

2020 年度からは、主に学部が主体となり 8 月に開催されている大阪大学オープンキャンパスに、研究

科として参加している。コロナ禍でオンライン形式の実施としたため、2020 年度は「VR での研究科訪

問」と題し、リアルなオープンキャンパスを体験できる仮想環境を Matterport 上に構築して公開した。

また、2021 年度は、学生や保護者とのオンライン個別相談会を開催した。受験を前に気になることや、

情報科学に対する疑問などに対し、情報科学研究科の教員が 20 分間で質問や相談に個別に答える機会

を 10 時から 18 時半の間で受け付けるコーナーを 2 日間設置したところ、多くの参加者があった。これ

らに対し、2022 年度「IST オープンキャンパス」は対面形式で実施し、定員 10 名の体験学習を 4 コー

ス（定員合計 40 名）用意した。微分方程式で予測する未来、光暗号技術の体験実験、インターネットの

プライバシ、情報セキュリティの技術を学べるハッキングコンテストの体験など、最先端の情報科学を

教員や大学院生の指導のもとで体験できる魅力的なコースを用意しオンライン募集を行ったところ、募
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集開始 10 分程度で定員に達するほどの盛況であった。学生が体験する間、保護者への説明会を同時実

施し、また研究科の学生、教員、職員が疑問や不安に答える相談コーナーを設置し、それぞれ好評を博

している。 

また、工学部・基礎工学部・理学部と連携して高校へ教員が出向き、研究内容を紹介する出前講義を

行っている。これらの活動を通じて、情報という学問領域の社会における認知度を高め、情報科学（よ

り一般には理工系）の面白さを啓発することで、優秀な学生を関連の学部へ確保する努力を行っている。

例えば明石工業高等専門学校、神戸市立工業高等専門学校、奈良工業高等専門学校、金蘭千里中学校・

高校などへの出前講義を行っている。また、関連学部と連携して、毎年３～４校程度の高校へ出向いて

説明会を行っている。 

2021 年度は中高生を招いての研究科訪問プログラムを実施した。定期開催している一日体験教室や出

前講義とは異なり、大学の研究室の中で実際に手を動かし、仲間と共同で実験などに取り組んで頂き、

情報科学の魅力や広がりを伝える目的で開催した。雲雀丘学園の中学３年生から高校２年生 30 名の生

徒の訪問を受け、研究科長から「情報科学研究科の紹介」と大阪大学企画部広報課から「阪大の魅力」

について説明した。体験講義「情報通信技術の可能性：ビッグデータと AI の現状と未来」の後は研究室

体験を３専攻３コースに分かれて実施した。アンケートでは「人々が生成するデータが社会を映す、と

いう話を聞いて、情報を使って何ができるか興味が沸いた」、「想像していたよりも簡単にプログラムを

組むことができた」、「大学院は思っていたよりも楽しそうだった」等の感想を得た。中高への啓蒙活動

として今後も情報科学を身近に感じていただけるように取り組んでいきたい。 

情報科学研究科は大学院研究科であるため、これらの啓発活動が大学院の定員充足などにどのような

効果を与えているか直接的に評価を行うことはできないが、高校教育において情報科学の面白さや重要

性を啓発することで、情報科学を志す学生を増やす具体的な取り組みとなっていると確信する。 

 

4.4 大学入試改革への貢献 

 大学入学者選抜において、学力の３要素（知識・技能、思考力・判断力・表現力等、主体性を持って

多様な人々と協働して学ぶ態度）を多面的かつ総合的に評価し、質の高い人材育成を実現することを目

的として、文部科学省 大学入学者選抜改革推進委託事業（2016 年度～2018 年度）が実施され、大阪大

学は代表機関として、連携大学等機関の東京大学ならびに情報処理学会とともに，情報分野の事業「情

報学的アプローチによる「情報科」大学入学者選抜における評価手法の研究開発」を推進した。 

本事業の具体的な成果は次の通りである。 

1. コンピュータを使ったテスト（CBT: Computer Based Testing）システムを開発し、大学生及び高

校生を対象として実証実験を実施した。 
2. 小学校から大学までの情報教育に関して「情報学の参照基準」を作成した。 
3. 漠然とした「思考力、判断力、表現力」を明確に定義し、これらを評価するための試験問題の作成

手順、試験問題案及びルーブリックを作成した。 
 本事業成果の波及効果は以下の通りである。 

  大学入試センターは、1. を少し改良して実証実験に使用した。また、生徒が解答する 1.のインタ

フェースの仕様を模範として、他 CBT システムなどと相互互換性の高いモジュールを作成する調

査研究を実施し、その成果を大学等に公開している。また、文部科学省が学力調査などに用いる CBT

システム MEXCBT にも提供し、中学生・高校生のプログラミング能力の評価に用いられる予定で
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ある。 
  日本学術会議は、2. を基にした「情報学の参照基準」を公表した。小学校から高校における現在の

情報教育は必ずしも体系的とは言えないので、次期学習指導要領改訂に関して大いに参考とされる

だろう。 
  大学入試センターの 2025 年度以降の共通テストに教科「情報」が追加されることになったが、過去

問がないため高校教育の場は混乱している。情報学科・専攻協議会では大学が教科情報の試験問題

を作成するためのワークショップで 3.を用いている。また、 高校及び予備校では 3.を大いに参考

にして試験問題を作成し始めている。 
 

4.5 国際社会への貢献 

本研究科では、教育・研究の国際化と高度化を目的として、2005 年度から 2008 年度まで文部科学省

による大学教育の国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）の支援により、「融合科学を国際的視野

で先導する人材の育成」（Pacific Rim International University、通称：PRIUS）という取り組みを実施した。

この取り組みでは、環太平洋諸国の研究機関や大学と連携し、様々な科学と情報科学の融合科学分野を

国際的視野で先導できる優秀な人材を育成すべく、国際的な人材育成ネットワークを構築した。このネ

ットワークのもと、毎年４～７名の学生を海外インターンシップに派遣した。2012 年度からは、文部科

学省による博士課程教育リーディングプログラムとして、「ヒューマンウェアイノベーション博士課程

プログラム（HWIP）」を実施している。プログラムからは国際会議への参加および海外インターンシッ

プとして多くの学生を海外に派遣している。2017 年度は海外インターンシップ５名（うち情報科学研究

科２名）・国際会議などへの派遣 29 名（うち情報科学研究科 13 名）、2018 年度は海外インターンシップ

12 名（うち情報科学研究科９名）・国際会議などへの派遣 12 名（うち情報科学研究科７名）、2019 年度

は海外インターンシップ５名（うち情報科学研究科１名）・国際会議などへの派遣 18 名（うち情報科学

研究科 10 名）、2021 年度は海外インターンシップ１名（うち情報科学研究科０名）を派遣した。2020 年

度および 2021 年度はコロナ禍により派遣数がほぼない状態ではあったが、例年多くの学生が国際会議

で発表を行い、インターンシップとしても最低１ヶ月以上を実施している。 

研究科としての部局間の学術交流協定は 2022 年３月現在で６の研究機関と締結している。受け入れ

た外国人留学生の割合は、2017 年度は全課程在籍者数 440 名のうち 70 名（15.90%）、2018 年度は在籍

者数 452 名のうち 72 名（15.93%）、2019 年度は在籍者数 445 名 のうち 83 名（18.65%）、2020 年度は在

籍者数 449 名のうち 85 名（18.93%）、2021 年度は在籍者数 464 名のうち 81 名（17.46%）である。また、

海外の大学との交換留学も行っている。その一覧と学生交流の実績を付録 4.3（174 頁）に示す。また、

学生の派遣と受入だけでなく、教員同士の交流も行われている。 

大阪大学は、上海交通大学をグローバルナレッジパートナーという戦略的に特別重要なパートナーと

して位置づけて、大学レベルで交流を推進している。過去 20 年に渡ってほぼ毎年、両校で交互に共同

セミナーを開催している。上海交通大学の School of Electronics, Information and Electrical Engineering 

(SEIEE) と本研究科とは、2018 年博士後期課程のダブル・ディグリー・プログラムを設立している。同

制度では、学生は１年以上の留学を経て双方の大学の研究者の指導の下で博士学位論文を完成させるこ

とにより、博士の学位を二つの大学から取得することが可能になる。2019 年度は上海交通大学の学生１

名からプログラムへ応募があり、2019 年 10 月よりこの学生を受け入れた。2019 年に本校で実施した２

日間のセミナーでは、SEIEE から研究者を迎え、初日の午後に共同ワークショップを開催し、コンピュ
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ータビジョン、スマートグリッド、ワイヤレス通信の３セッションで大学院生を含む双方の研究者が研

究発表を行った。このワークショップは公開形式とし、学生も含めて多くの参加者があった。 

韓国の大学兼研究機関である DGIST（大邱慶北科学技術院）との関係も強化している。DGIST の設立

は 2004 年であるが、すでに韓国を代表する研究拠点となっている。大阪大学とは 2018 年に大学間交流

協定が締結され、学生の交換留学も開始されている。情報科学研究科には 2019 年に 10 名近い研究者の

訪問があり、共同ワークショップを開催し双方の研究者が講演を行った。同年には研究科長を含む本研

究科のメンバー８名で DGIST を訪問し、現地共同ワークショップに参加している。同ワークショップ

では双方の若手の研究者が講演を行った後、専門分野毎にグループに分かれ、共同研究の可能性や進め

方を議論した。 

香港中文大学深セン校は、中国深セン市によって 2012 年に設立された新しい大学である。同校はキ

ャンパスや学生数を徐々に拡大しており、また積極的に優秀な人材を教員として迎えるなど、深セン市

の発展と同様、中国国内での存在感を急速に高めている。情報科学研究科では、2019 年に、将来の国際

交流を目指して研究科長を含む３名で同校を訪問し、情報交換や議論を行った。また同校から副学長の

Shiping Zhu 教授を含む数名の訪問を受けた。2020 年度には、深セン校の International Partner Day にオン

ラインで教員が参加し、情報科学研究科の紹介と FrontierLab Mini プログラムについて説明した。また、

研究交流を目的として第一回ジョイントワークショップを開催した。双方の研究科長の冒頭の挨拶の後、

双方から各々４名、計８名の研究者が研究紹介を行い、活発な討論が行われた。これらの実績を踏まえ、

2021 年度には Science and Engineering と Life and Health Sciences の２学部と情報科学研究科との協定締

結を実現した。 

大連理工大学は、工学系を主として 1949 年に創立された大学で、中国の国家重点大学である。大連理

工大学は立命館大学と共同で設立した国際情報ソフトウェア学部の副学部長が 2019 年度に情報科学研

究科を来訪し、交流が始まっている。2020 年度は、交流協定の締結に向けて協議した結果、同学部と情

報科学研究科の間で学術交流・学生交流の協定が締結された。 

情報科学研究科は、サイバーメディアセンターと共に、カリフォルニア大学サンディエゴ校（以下

UCSD）と交換留学を中心とした国際交流を 2002 年度から実施している。2020 年度には大阪大学 90 周

年記念事業の一環として国際シンポジウム International Symposium on OU-UCSD Collaboration: Past, Pre-

sent, and Future をオンラインで開催した。同シンポジウムでは、UCSD との交流の契機となった環太平

洋国際共同研究コミュニティ PRAGMA の創始者で、UCSD 元教授の Arzberger 博士による基調講演を始

め、UCSD の Villa 教授及び本学国際医工情報センターの紀ノ岡教授による基調講演、UCSD 国際教育オ

フィスのスタッフと、本学国際教育交流センターの近藤教授による双方の大学の教育プログラムの紹介

があった。また、過去に海外インターンシップで UCSD に滞在した市川氏（現 奈良先端大准教授）及

び当時 UCSD において学生のメンターであった Haga 博士（現 産総研）による講演も実施された。さら

に、留学に興味を持つ学生（UCSD４名、本学３名）が参加したパネルディスカッションを実施し、交換

留学についての動機や計画、将来への夢などが活発に討論された。 

留学生の受け入れやインターンシップに関する体制も強化している。2014 年度から情報基礎数学専攻

を除く６専攻で、５年一貫のインフォメーションテクノロジー英語特別コース（Information Technology 

Special Course in English）を開設し、英語だけで修士、博士の学位を取得できるようにした。博士前期課

程では、必修４単位、選択必修４単位、選択科目 22 単位以上を取得し、修士論文の審査に合格すること

を条件として、英語による講義を行う選択科目 33 科目 66 単位を開講している。 

また、本研究科では、教育・研究の国際化と高度化を目的として、海外の大学・研究機関等における
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研修を海外インターンシップ科目として単位化しており、渡航費、滞在費の支援も行っている。例年、

数名程度の学生が本科目を履修する。2019 年度は博士前期課程の学生６名が本制度に基づいて海外研修

を行い、渡航先は、IMEC（ベルギー）、上海交通大学（中国）、南洋理工大学（シンガポール）、Rochester 

Institute of Technology（米国）、カリフォルニア大学サンディエゴ校（米国、２名）であった。また、優

秀な留学生獲得のために、インフォメーションテクノロジー英語特別コースのプロモーション活動の一

環として、海外学生訪問を積極的に受け入れている。2021 年度は、2014 年度に大阪大学で開始されたア

ジア人材育成のための領域横断国際教育拠点形成事業（Center for the Advancement of Research and Educa-

tion Exchange Networks in Asia、通称 CAREN）とグローバルイニシアティブ機構及び情報科学研究科と

の協力で、情報科学研究科オンライン留学説明会を実施した。グローバルイニシアティブ機構・研究科

長による情報科学研究科の紹介、松下教授と楠本教授による研究トピックの紹介、２名の学生による体

験談のシェアリングなどを実施した。187 名の事前登録があり、当日の説明会も活発な質疑応答やブレ

ークアウトルームでの情報交換などを通じて多くの留学希望者と交流した。 

2020 年度～2021 年度はコロナウイルスの影響で物理的な国際交流ができなかったが、一方でオンラ

インでの交流を模索する年となった。研究科の留学生向けプロモーションビデオやオンライン説明会、

連携協定、インターンシップを通じて、活発な交流や広報を続けている。 

外国の大学との博士学位に関する協定締結も積極的に行いつつある。前述の上海交通大学とは博士課

程学生を対象としたダブル・ディグリー・プログラムの協定を締結しており、豪マッコーリー大学

（Macquarie University）には若手研究者の派遣を契機としてコチュテルプログラム（博士論文共同指導

プログラム）を締結している。 

 

4.6 情報発信・広報 

情報科学研究科の報道（新聞・テレビ取材・雑誌。2019 年度以降は WEB 掲載も含む）件数は、2017

年度 13 件、2018 年度 12 件、2019 年度 23 件、2020 年度 27 件、2021 年度 38 件で比較的多いと考えら

れる。 

一方で、2021 年度からの修士課程の定員増に伴い、高校生や高専生と情報科学研究科とを繋ぐための

中長期的アプローチや、他大学からの優秀な学生や留学生の獲得などが今後一層重要になるため、ステ

ークホルダー（高校、高専、他大学、海外）別にターゲットを明確化した広報活動を強く意識した取組

みを行っている。特に、情報科学研究科らしい情報技術を駆使した広報活動の展開を目標として、ブラ

ンディング強化のための取組みをさまざまな視点から推進している。 

全世代に共通したブランディングとして、情報科学研究科のマスコット作成とキャッチフレーズ策定

を行った。21 世紀においては国家間、民族間、宗教間、ジェンダーなど世界の分断化や二極化、貧富の

差・世代間格差や居住地域格差などが顕在化しつつある。また、情報技術の急激な発展に伴い、リアル

とバーチャル間、人と AI・ロボット間の新たなギャップも生じている。これに対し「情報科学で社会の

分断をつなぐ」とのキャッチフレーズを打ち出し、社会課題に真摯に取組む本研究科の姿勢をアピール

している。SDGs への世界的な意識の高まりに合致するイメージ戦略を採用している。 

ホームページでは研究者の紹介や研究のみえる化、学生と研究者の対談、随時受験相談、情報科学の

魅力を分かりやすく紹介するミニ講義動画（YouTube）など、研究科に興味を持ってもらうためのきっ

かけとなり得る様々なコンテンツを用意している。特に 2020 年には情報科学研究科の３棟の３次元デ

ータである「情報科学研究科 3D バーチャルマップ」がホームページを介して公開され、広報活動のた
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めのプラットフォームとして活用されている。これらはすべて、あらゆる世代や立場の人々に情報科学

研究科や各研究室を好きな時に訪れて雰囲気を体感してもらうための仕組みづくりであり、他大学でも

前例のない取組みである。さらに、SNS を介した広報にも注力しており、Twitter や Facebook では、「な

ぜ研究者になったのか」「今、研究者になってどう感じるか」という問いに対し、若手研究者が定期的に

自身の考えを発信している。また、留学生向けに英語版ホームページも提供している。なお、紙媒体の

広報として、研究科の年度毎の活動を集約し、内外にわかりやすく発信することを目的とした広報誌

「IST Plaza」（IST は本研究科の英語名称の略称）を 2006 年４月に発刊しているが、これらもすべて電

子化してホームページに掲載しており、誰でもアクセスできるようになっている。 

広報活動を促進するための体制としては、執行部と若干名の教員からなる企画室があり、特に広報・

渉外戦略企画室が 2022 年度に発足し、本研究科のブランディング戦略策定と実施、研究成果のアウト

リーチ支援などを担っている。 
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第 5 章 まとめ 
 

 

5.1 評価のまとめ 

2017 年度から 2021 年度までの教育、研究、社会貢献についての活動の自己評価を行った。大阪大学

大学院情報科学研究科は 2002 年に創設され、2006 年度に第１回、2012 年度に第２回、2017 年度に第３

回の自己評価・外部評価を実施した。前回の外部評価でいただいた講評に対しては 1.5 節にその対応を

記しているが、４回目となる今回の自己評価では、前回の評価結果を踏まえつつ、本研究科の教育研究

を活性化すべく取り組んできたこの５年間の活動に対して評価・点検を行った。 

2022 年に迎える研究科創設 20 周年を見据え、研究科の理念を見直し、情報科学分野の拡大と深化、

学際・融合研究の拡大と社会課題解決への一層の取り組みを意識した４つの重点研究領域、および「情

報科学研究科ブランド力向上パッケージ」を設定して、研究力、特に若手の研究力を一層強化するため

の活動を組織的に行ってきた。また、コラボレーティブ・イノベーションを推進するため、情報科学に

関する高度な専門知識を身に付けることができる体系的なカリキュラムを整備するとともに、生命科学

などの諸分野と情報科学との融合領域および産学官連携や大学間連携による社会の要請も踏まえた教

育研究活動を強化してきた。2021 年度には、情報系人材の育成に対する社会の要請に応えるために、博

士前期課程の学生定員を３割増員させ、教育研究組織の大幅な拡充と運営体制の見直しを行った。 

具体的な活動内容として、教育に関しては、文部科学省博士課程リーディングプログラムにて S 評価

を受けた「ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム(HWIP)」では、基礎工学研究科、生命

機能研究科との融合研究を推進し、俯瞰力、独創力を備えグローバルに活躍のできる人材を養成し、事

業終了後の 2019 年度以降も自己資金で継続している。同様に S 評価を受けた「成長分野を支える情報

技術人材の育成拠点の形成 (enPiT)」は、規模を拡大した第２期を実施しており、現在も高度 IT 人材を

育成する産学協働の実践教育ネットワークとして機能している。文部科学省「科学技術イノベーション

創出に向けた大学フェローシップ創設事業」では、本研究科を中心に申請した「分野横断イノベーショ

ンを創造する情報人材育成」が採択され、HWIP の理念を継承しつつ、国内・海外インターンシップと

融合研究の実施を加えた発展的カリキュラムで 2021 年より運用を開始している。さらに、同年に大阪

大学として文部科学省「次世代研究者挑戦的研究プログラム」にも参加しており、充実したカリキュラ

ムを整備することができた。2014 年度に開設された英語特別コースは、継続的に多くの外国人留学生を

受け入れ、上海交通大学とのダブル・ディグリー・プログラムに基づく留学生も受け入れた。また、UCSD

との国際ワークショップも毎年開催しており、さらに、香港中文大学との間でも相互訪問とワークショ

ップの開催を行い、国際化を進めている。コロナ禍の影響はあるものの、学生の学会発表や論文掲載の

件数はこれまでと同様に高い水準を維持していると考えられる。学位取得およびその後の進路について

も概ね良好であり、研究職に就く割合が高いのも研究科の教育水準の高さを示していると考えられる。

教育活動では、成績評価の透明性を上げるために審査基準を公開したり、授業アンケートや TA などか

らのフィードバックを行ったりするとともに、教員の研修を全学の取り組みの他にも研究科としての 

FD 研修を継続して実施している。 

研究に関しては、「情報科学研究科ブランド力向上パッケージ」に基づき、特に若手の研究力強化のた

めの活動を行ってきた。研究戦略企画室に配置した URA２名を中心に、ランチセミナー、スタートアッ
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ププログラム等の各施策を実施して、研究力向上の取組を充実させた。2021 年度は、ランチセミナー、

リトリート、サマースクール（グラフィックレコーディング研修や社会課題に対する実践的グループワ

ーク）、人科・情報研究交流会を実施した結果、異分野融合が進展し、CREST への人文社会科学系教員

の参画等につながっている。また、研究科におけるスタートアップ支援額についても 2020 年度までの 

100 万円から 2021 年度には 250 万円に増額するなど、若手教員への研究支援を継続して拡充している。 

競争的外部資金については、大型資金の他にも各種の研究費を十分に獲得してきていると考えられる。

科学研究費補助金では新学術領域研究、学術変革領域研究(A)や基盤研究(S)(A)などを継続的に獲得して

いるほか、科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業において、CREST、さきがけ、ACT-I、PRISM

を行っており、革新的研究開発推進プログラム(ImPACT)、研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)、

ムーンショット型研究開発事業を、また、経済産業省の関連で新エネルギー・産業技術総合開発機構

(NEDO)から競争的資金を獲得し、総務省の事業では次世代人工知能技術の研究開発を推進しており、研

究科の理念・方向性や研究の成果が認められている結果として表れているものである。また、若手研究

者による科学研究費補助金の獲得や学会などにおける受賞なども多数あり、研究科の研究水準の高さが

示されている。研究活動においては産学連携や国際連携も重要な要素である。IT 連携フォーラム 

OACIS を通じた産学連携の推進や、国際共同研究や外国人招へい研究員の受入れなども積極的に行っ

ている。特に、世界に通用する研究の実施と研究成果の国際的発信については研究科として重視してい

る。 

社会貢献に関しては、本研究科が主導し、産業界の協力を得て設置した IT 連携フォーラム OACIS 

による組織的な取り組みを継続して行ってきており、研究戦略企画室が中心となって、シナリオプラン

ニング研修等を実施するなどにより、社会課題の創出や企業との共同研究マッチングを支援した結果、

2021 年度は日立造船との共同研究をスタートさせた。さらに、「スマートコントラクト活用共同研究講

座」及び「NEC Beyond 5G 協働研究所」を新たに設置し、産学連携を通じた研究成果の社会還元を推進

した。また、社会人講座の開催などのほか、高校生を対象とした「一日体験教室」や大学祭等における

研究室公開、高校への出前授業などを通じて、情報という学問領域の社会における認知度の向上に努め

ている。また、国際社会への貢献においては、留学生の受け入れや交換留学を推進しており、2021 年度

末時点で６の研究機関と部局間学術交流協定を締結している。 

大阪大学としては、国立大学法人化した 2004 年度から６年単位で中期目標・中期計画を定めており、

それを順調に達成するために年度計画を策定してきた。2021 年６月に公表された「国立大学法人・大学

共同利用機関法人の第３期中期目標期間（４年目終了時）の業務実績に関する評価結果」では、研究に

おいて最高評価の「特筆すべき高い質にある」研究科として本研究科が選定され（他には東京大学のみ)、

また、教育においても「教育活動」分野で最高評価を受けている（他には東北大学のみ）。大阪大学では、

各部局においても、部局としての中期目標・中期計画を定め、さらに各年度で年度計画を策定するとと

もに、毎年度、その年度の達成状況を自己評価して、大学本部に提出し評価を受けてきた。すでに公表

されている 2017 年度から 2020 年度の達成状況の評価書を付録 5.1 として添付する。教育、研究、社会

貢献・国際交流、業務運営全体のすべてに関して、積極的に取り組んでいて計画が達成されていると評

価され、全体として中期計画の達成に向けて年度計画は順調に遂行されてきたと判断されている。 

以上の結果から、本研究科としては、教育・研究・社会貢献のいずれの側面においても、常に新しい

取り組みを進め、高いレベルの活動を継続してきていると自負している。今後さらに教育・研究活動を

充実させるとともに、研究科を取り巻く環境の変化に対応しながら、得られた成果を広く社会に還元し、

情報科学分野の発展に大きく貢献する所存である。 
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5.2 研究科のさらなる発展に向けて 

 研究科創設 20 周年を迎え、今後の研究科のさらなら発展に向けての盤石な基盤が整備されたと自負

している。2022 年より設定された第４期中期目標・中期計画の下、今後は、構成員一丸となって成果の

具体化と組織的な教育研究力強化ためのさらなる基盤の拡充にまい進する所存である。 

教育においては、社会の要請に応えられる高度な俯瞰力、独創力を備えたイノベーションを生み出す優

秀な博士人材育成プログラムのカリキュラムモデルを示していく。S 評価を受けた博士課程リーディン

グプログラム（HWIP)は、脳・認知・生体、人工知能、データビリティ、ロボティックスなどの分野ご

とに教育モジュール化されているが、今後も情報科学技術領域の最先端分野を取り入れ、社会や産業界

の要請に柔軟に対応する実践的なカリキュラムへと発展させていく。フェローシッププログラムでは、

HWIP の理念を継承した実践的カリキュラムの提供と研究専念支援金・研究費などの経済支援だけでは

なく、今後は、最先端の情報技術開発企業・研究期間との交流会やインターンシップ連携などの機会支

援を研究科で主導していく。また、最先端の情報科学関連企業で活躍する技術者に対して社会人として

の学びなおしの機会を提供することは、情報関連技術者の裾野拡大という面から重要である。ダイキン

情報技術大学などの活動をより一層活発化させ、実践的な課題を解く最先端情報技術の社会人教育を積

極的に行い、大学・大学院卒業後の社会人人材育成への貢献を強化する。 

研究においては、設定した４つの重点研究領域、「デジタル改革のための仮想世界と実世界の融合」、「ビ

ッグデータと人工知能の融合による社会課題解決」、「生命情報にかかる科学的解明と情報通信技術への

適用」、「これらの発展を支えるリブートコンピューティング技術をはじめとした新しいコンピューティ

ングパラダイムの創出」を具現化する研究活動を組織的に支援する。当該分野を先導する研究者を積極

的に登用し情報技術分野でのグローバルな活動力を高めていく。また、先導的学際研究機構（OTRI)に

新たに設立された DX 社会研究部門の活動を通して、最先端情報技術の社会実装を推進する。実際のキ

ャンパスを実証の場として、5G/Beyond 5G(6G)技術を活用した DX 推進に資する産学官共創の新産業創

出を目指す。これらの社会実証型研究プロジェクトにおいては、共創機構との連携をさらに強化し、大

学発ベンチャーの起業支援やアントレプレナーシップ教育を今後も拡充していく。 

また、国際交流については、コロナ禍での停滞を強く課題として認識している。今後は、留学生の受け

入れを正常化し、上海交通大学、DGIST、香港中文大学深セン校、大連理工大学、UCSD などの協定校

を中心とした国際共同研究の巻き返しを図っていきたい。さらに、特に女子中高生を中心に、情報技術

分野の魅力のアピールを今後も展開していくことで、将来的な女性研究者の積極登用を視野にダイバー

シティを活性化していく。 
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付録 1.1 情報科学研究科の教員が担当した大阪大学本部役職・委員会等 

 

役職・委員会等 任期 氏名 

総長 2015 年８月～2025 年３月 西尾 章治郎 

理事・副学長 2015 年８月～2019 年８月 八木 康史 

理事・副学長 2019 年８月～2023 年３月 尾上 孝雄 

副学長 2018 年４月～2019 年８月 尾上 孝雄 

総長参与 2016 年８月～2018 年３月 尾上 孝雄 

総長補佐 2019 年８月～2020 年３月 増澤 利光 

総長補佐 2019 年８月～2022 年３月 若宮 直紀 

総長補佐 2021 年８月～2022 年３月 鬼塚 真 

総長特命補佐 2017 年８月～2019 年８月 村田 正幸 

副理事 2016 年８月～2017 年８月 村田 正幸 

副理事 2016 年８月～2019 年８月 藤原 融 
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R3 R2 H31/R1 H30 H29 H28

国際交流委員会 鈴木 秀幸 鈴木 秀幸 鈴木 秀幸 土屋 達弘 土屋 達弘 土屋 達弘

人権問題委員会 谷口 一徹 谷口 一徹 谷口/三浦 三浦 克介 三浦 克介 三浦 克介

ハラスメント相談室全学相談員 渡辺  尚 荒瀬 由紀 荒瀬/和田 和田 昌昭 和田 昌昭 渡辺  尚

学生生活委員会 藤﨑 泰正 藤﨑 泰正 伊野 文彦 伊野 文彦 中西 賢次 中西 賢次

図書館委員会 鬼塚  真 鬼塚  真 鬼塚/原 原  隆浩 原  隆浩 原  隆浩

附属図書館理工学図書館運営委員会 猿渡 俊介 猿渡 俊介 前川 卓也 前川 卓也 前川 卓也 前川 卓也

国際教育交流センター教授会 鈴木 秀幸 鈴木 秀幸 松下 康之 松下 康之 松下 康之 松下 康之

総合学術博物館運営委員会 長谷川 亨 長谷川 亨 前田 太郎 前田 太郎 前田 太郎 前田 太郎

入試委員会 若宮 直紀 松田 史生 松田 史生 有木  進 有木  進 有木  進

教育課程委員会 原  隆浩 原  隆浩 原/藤原 藤原  融 和田 昌昭 和田 昌昭

遺伝子組換え実験安全委員会 岡橋 伸幸 松田 史生 松田 史生 松田史/市橋 市橋 伯一 市橋 伯一

超高圧電子顕微鏡センター運営委員会 瀬尾 茂人 瀬尾 茂人 瀬尾/三浦 三浦 克介 中前 幸治 中前 幸治

国際医工情報センター運営委員会 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄

ファカルティ・ディベロップメント委員会 原  隆浩 原  隆浩 原/藤原 藤原  融 藤原  融 藤原  融

小倉 裕介 小倉 裕介 小倉 裕介 小倉 裕介 小倉 裕介 橋本 昌宜

御堂 義博 御堂 義博 御堂/三浦 三浦 克介 三浦 克介 松田 史生

吹田地区事業場安全衛生委員会 大倉 重治 大倉 重治 大倉 重治 大倉 重治 大倉 重治 大倉 重治

数理・データ科学教育研究センター運営委員会 森田  浩 森田  浩 森田  浩 森田  浩 森田  浩 森田  浩

全学教育推進機構
教育学習支援部長

楠本 真二 楠本 真二 増澤 利光 増澤 利光 増澤 利光 増澤 利光

全学教育推進機構
全学教育企画開発部全部門員

渡邊  尚 渡邊  尚

全学教育推進機構 共通教育実施推進部
教養教育部門 情報教育科目部会長

有木  進 有木  進

中之島キャンパス再開発実行委員会 村田 正幸 村田 正幸 村田/尾上 尾上 孝雄 尾上 孝雄

情報セキュリティ委員会 伊野 文彦 伊野 文彦 伊野 文彦 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

国際医工情報センター運営委員会 松田 史生 松田 史生 松田 史生

国際医工情報センター部門委員会 松田 史生 松田 史生 松田 史生

国際医工情報センター人事委員会 清水  浩 清水  浩 清水  浩 清水  浩 清水  浩

国際医工情報センター予算委員会 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄 松田 秀雄

職員集会所「さわらび」運営委員会
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R3 R2 H31/R1 H30 H29 H28

ダイバーシティ＆インクルージョンセンター会議
（旧 男女協働推進センター会議)

杉山 由恵 杉山 由恵 杉山 由恵 橋本 昌宜 橋本 昌宜

藤原  融 藤原  融 藤原  融 藤原  融 藤原  融 藤原  融

土屋 達弘 土屋 達弘 渡辺  尚 渡辺  尚 渡辺  尚 渡辺  尚

藤原  融 藤原  融 藤原  融 藤原  融 藤原  融 藤原  融

土屋 達弘 土屋 達弘 渡辺  尚 渡辺  尚 渡辺  尚 渡辺  尚

情報推進本部協議会 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

情報推進本部企画会議 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

情報セキュリティ本部協議会 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

情報セキュリティ本部企画会議 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

情報化推進会議 伊野 文彦 伊野 文彦 伊野 /若宮 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

理工情報系オナー大学院プログラム教務委員会 原  隆浩 原  隆浩 原/藤原 藤原  融

学部入試制度小委員会
令和７年度以降の試験問題専門部会

原  隆浩

財務オフィス オフィス員 鬼塚  真

安全管理者 原  隆浩 原  隆浩 原/藤原 藤原  融 藤原  融

キャンパスライフ支援センター運営委員会 長谷川 亨

施設マネジメント委員会 尾上 孝雄 尾上 孝雄

情報セキュリティ委員会 尾上 孝雄 尾上 孝雄 尾上 孝雄

環境安全委員会 肥後 芳樹 肥後 芳樹

公開講座運営委員会 日比 孝之 日比 孝之 日比 孝之 日比 孝之

利益相反専門委員会 森田  浩 森田/村田 森田  浩 森田  浩 清水  浩

「若手研究人材育成」ラウンドテーブル委員 橋本 昌宜 橋本 昌宜 橋本 昌宜 橋本 昌宜 橋本 昌宜

計画・評価委員会 橋本 昌宜 土屋 達弘 土屋 達弘 土屋 達弘 土屋 達弘

データビリティフロンティア機構研究倫理委員会 原  隆浩

教育改革推進会議 原  隆浩 原  隆浩 原/藤原 藤原  融 藤原  融 藤原  融

留学生支援ネットワーク会議 土屋 達弘 土屋 達弘 土屋/藤原 藤原  融

サイバーメディアセンター全学支援会議委員 伊野 文彦 伊野 文彦 若宮 直紀 若宮 直紀 若宮 直紀

FrontierLab@OsakaU 運営企画会議

FrontierLab@OsakaU運営Sub-WG
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付録 2.1 各専攻の教育目標，各種ポリシー 

情報基礎数学専攻 

学位プログラム︓ 情報基礎数学 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および情報科学研究科の教育目標のもと、情報基礎数学専攻では、主として、「離散」と
「アルゴリズム」をキーワードとする純粋数学、および、応用数学の探究を礎とし、きわめて高度に
抽象化されたレベルにおける情報科学と数学のインターフェースの創成を指向し、理学部数学科、理
学研究科数学専攻との密接な連携を保ちながら、研究と教育を遂行します。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

「離散」と「アルゴリズム」に関連する数学の諸分野における最先端の話題を熟知するための専門知
識を修得し、更に、その専門知識を十分に活用できるような能力を習得することを目標とします 
 
○高度な教養 

純粋数学（代数学、幾何学、解析学）、応用数学、統計数学、計算数学、離散数学など、数学の広範な
分野についての基礎理論に習熟することを目標とします。 

 
○高度な国際性 

欧文の専門文献を読みこなし、英語で研究交流できるために必要な最低限の能力を得ることを目標と
します。情報基礎数学専攻を訪問する海外研究者と交流する機会など国際的な視野を磨くことができる
ような教育環境を整えます。 
 
○高度なデザイン力 

厳密な論理を追う論理的思考力をもとに柔軟な発想を育てるデザイン力、コミュニケーション能力と
プレゼンテーション能力を修得することを目標とします。修了後は教育界、金融界、産業界、IT 界など、
多様な分野で活躍できるような人材を育成し、社会に輩出します。 

 
○独自の教育目標 

本学位プログラムで得た高度なデザイン力を基に、数学の社会貢献に尽力することができる人材を 
輩出します。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

「離散」と「アルゴリズム」に関連する数学の諸分野における最先端の話題を熟知するための極めて
高度な専門知識を修得し、更に、その専門知識を縦横無尽に活用し、自らが独創的な研究を遂行できる
ような能力を習得することを目標とします。 
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○高度な教養 

純粋数学（代数学、幾何学、解析学）、応用数学、統計数学、計算数学、離散数学など、数学の広範な
分野について、現在の潮流に沿う話題を巡る洗練された講義を聴講し、独創的な研究に不可欠な数学全
般の基礎理論に習熟することを目標とします。 
 
○高度な国際性 

国際研究集会への出席や研究発表を通じて知り合う諸外国の研究者と交流し、独自の問題意識をはぐ
くみ、結果を得るとともに、研究成果を国際雑誌に投稿し受理されることを目標とします。 
 
○高度なデザイン力 
 自立した研究活動の実践を通じて、デザイン力、コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力
をさらに高めることを目標とします。修了後、研究・教育分野、金融・保険、IT 産業など数学の思考力
を不可欠とする多種多様な分野で活躍することができる有能な人材を育成し、社会に輩出します。 

 
○独自の教育目標 

太古から踏襲される数学の発展に大きく貢献し、国際舞台の最前線で活躍し、数学の諸分野を牽引す
ることができるような人材を育むとともに、数学の社会貢献に尽力することができるような人材を輩出
します。 
 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもと、博士前期課程では、所定の期間在学
し、専攻が定める専門基礎知識に関する所定の単位を修得した上で、修士論文を提出し、その審査、お
よび、最終試験に合格した学生に修士（情報科学、理学、工学）を授与します。博士後期課程では、所
定の期間在学し、専攻が定める専門知識に関する所定の単位を修得した上で、博士論文を提出し、その
審査、および、最終試験に合格した学生に博士（情報科学、理学、工学）を授与します。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

個々の専門分野における数学の技術と応用力を習得している。 
 
○高度な教養 

幅広い数学の基礎知識を習得している。 
 

○高度な国際性 
欧文の専門文献を読破し、更に、自らの数学的アイデアを数式で表現し英語で議論できる最低限の力

を身につけている。 
 

○高度なデザイン力 
斬新な数学的概念や証明法などを生み出す独創力の礎となる、厳密な論理を追う論理的思考力および
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コミュニケーション能力、プレゼンテーション能力を身につけている。 
 

○独自の学習目標 
修士論文は、論文著者の独創性が認められるものに限ります。原則として、論文著者によるオリジナ

ルな定理を含むものが望まれます。しかしながら、数学的に意義のある計算結果（計算機実験等）、既知
の定理の別証などを含むもの、あるいは、既存の理論の再構築なども、論文著者の貢献が顕著ならば、
可とします。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

個々の専門分野における高度な数学の技術と卓越した応用力を習得している。 
 
○高度な教養 

幅広く高度な数学の知識を獲得している。 
 
○高度な国際性 

欧文の専門文献を読破し、更に、自らの数学的アイデアを表現し、英語で議論できる力を身につけて
いる。 

 
○高度なデザイン力 

斬新な数学的概念、および、証明法などを生み出す盤石な独創力を身につけている。 
 

○独自の学習目標 
博士論文は、その内容の一部に、国際的に認められている、査読付き雑誌に掲載、あるいは、掲載

予定の論文を含むことを必須とします。なお、その論文は、原則として、単著論文であることとしま
す 

 
数学の共著論文には筆頭著者の概念はありません。従って、共著論文では、個々の著者の貢献がど

のくらいであるかを客観的に判断することはできません。そのような数学論文の背景を考慮し、情報
基礎数学専攻では、博士号を取得する条件として、国際的に認められている、査読付き雑誌に掲載、
あるいは、掲載予定の単著論文を執筆していることを原則とします。 
 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学のおよび情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーのもと、博士前期課程では、理学研究科
数学専攻との連携のもと、代数学、幾何学、解析学、応用数学、統計数学、計算数学、離散数学などの
高度な専門科目を配置し、学生は、自分の専門とする分野とともに、その周辺領域の最先端の話題に触
れることができます。博士後期課程では、独創的な数学の研究を自ら遂行する能力の育成を目指すとと
もに、国内外の研究集会、および、国際会議などでの研究発表を通し、プレゼンテーション能力を磨く
とともに、他の数学者と議論しながら、自らの研究を進展させる土壌を育みます。 
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博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士前期課程のカリキュラムの核心となる科目は、情報基礎数学研究です。情報基礎数学研究では、
厳密な論理を追う論理的思考力をもとに柔軟な発想を育てるデザイン力、コミュニケーション能力、プ
レゼンテーション能力の向上を目指すとともに、欧文の専門図書や研究論文を読むための英語力を強化
し、修士論文を執筆する準備となる、数学的な基礎学力を育成します。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

博士前期課程では、自分の専門とする分野に限らず、数学全般の潮流を把握することを目指し、代数
学、幾何学、解析学、応用数理などの諸分野の最先端の話題を、主として、講義の形式で習得します。
その他、基礎科目、境界横断的科目、分野横断的科目などの講義科目も履修し、基礎学力を補強します。
情報基礎数学研究では、各自の専門分野における欧文の専門書、あるいは、欧文の研究論文をゼミ形式
で読み、発表、討論などをし、修士論文執筆に向けた準備をします。 

 
＜学修成果の評価方法＞ 

博士前期課程の講義は、レポート、および、口頭試問などで評価します。特に、レポートは、独創性
の有無を詳細に評価します。情報基礎数学研究は、ゼミにおける発表から、学生のデザイン能力、コミ
ュニケーション能力、および、プレゼンテーション能力を評価します。特に、プレゼンテーション能力
は、ゼミの準備状況などを含め、詳細に評価します。 

 
博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士後期課程の究極的な到達目標は、権威ある国際雑誌に受理される論文を執筆し、優れた博士論文
を執筆することです。なお、その論文は、原則として、単著論文であることとします。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

博士後期課程では、各自の専門分野における最先端の研究論文を独力で読み、その論文の内容に関連
する自らの問題を生み出す独創的な能力を向上させ、更に、その自らの問題を解決し、研究論文にまと
める作業をします。研究論文の内容、自らが創った問題、その問題を解決する方針などは、主として、
ゼミ形式で遂行します。なお、専門科目は、主として、セミナー形式で実施します。 
 
＜学修成果の評価方法＞ 

博士後期課程は、自らが執筆する研究論文により評価します。博士論文の礎となる論文は、原則とし
て、単著論文であることが必要ですが、単著論文を執筆する準備段階として、指導教員、あるいは、当
該分野の研究者との共著論文を執筆することが一般的ですから、評価する研究論文は、単著論文のみな
らず、共著論文も含めます。なお、共著論文を評価するときは、自らの貢献度がどのくらいであるかを
詳細に評価します。 

さらに、多角的な視点からデザイン力、コミュニケーション能力、および、プレゼンテーション能力
を評価します。 
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入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

情報基礎数学専攻の博士前期課程では、国内外を問わず、理工系の学部で純粋数学、応用数学、数理
科学などを学び、数学の純粋理論の探究、数学の情報理論への応用などに意欲を持った学生を歓迎して
います。そのため、選抜試験の筆記試験では、理工系の学部で学ぶ数学の基礎に習熟し、英語の数学書
を読むための基礎的な英語力を持つことが試されます。さらに、口頭試問では、コミュニケーション能
力の有無も問われます。 

博士後期課程では、数学の基礎と応用の発展に貢献できると期待される人材を受け入れます。情報基
礎数学専攻の博士前期課程に在籍する学生に限らず、他大学の大学院（博士前期課程・修士課程）から
の学生、あるいは、一般企業、教育界からの社会人に加え、海外からの優秀な学生も積極的に受け入れ
ます。選抜試験として、修士論文の発表と口頭試問を実施し、独創力、コミュニケーション能力とプレ
ゼンテーション能力の達成度を審査します。 
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情報数理学専攻 

学位プログラム︓ 情報数理学 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および情報科学研究科の教育目標のもと、情報数理学専攻では、情報技術やその解析に関
する数理科学的な基礎理論の上に、自然科学や社会科学に啓発された発想を融合させた学問分野を開
拓し、知識基盤社会の実現に求められる情報科学の新たな展開を生み出し、社会に変革をもたらすこ
とを目指しています。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

システムのモデリング、解析、制御、最適化や意思決定などの数理科学、光情報処理やナノ情報技術
などの応用物理学、学習や認識などの知能科学を 3 つの柱として掲げ、複雑な自然現象や社会現象、さ
らには企業や社会における諸活動に対して、そのメカニズムや原理の解明や問題解決を図るための幅広
い知識を習得し、理解を深めることを目標としています。 
 
○高度な教養 

さまざまな問題を俯瞰的にとらえることのできる横断的な思考力や判断力を身につけ、幅広い視野を
持って課題に取り組む意欲と関心を持つことのできる人材の育成を目指しています。 

 
○高度な国際性 

国際的な視野で活動できるコミュニケーション力を身につけた人材の育成を目指します。 
 
○高度なデザイン力 

協働してプロジェクトを遂行できるマネジメント力を身につけた人材の育成を目指します。 
 

博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

基盤技術となる数理科学、応用物理学、知能科学とこれらに関わる応用分野において、自ら課題を設
定し、探求できる研究遂行能力を養うために、最先端かつ高度な専門知識や技術を修得させることを目
指しています。 

 
○高度な教養 
さまざまな問題を俯瞰的にとらえることのできる横断的な思考力や判断力を身につけ、幅広い視野を

持って課題に取り組む意欲と関心を持つことのできる人材の育成を目指しています。 
 

○高度な国際性 
国際的な視野で活動できるコミュニケーション力を身につけ、技術者・研究者を先導するリーダーシッ
プを発揮し、高い倫理観を持ってグローバルに活躍できる人材の育成を目指します。 
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○高度なデザイン力 

協働してプロジェクトを遂行できるマネジメント力を身につけた人材の育成を目指します。 
 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもと、情報数理学専攻の博士前期課程およ
び博士後期課程では、以下のように、情報科学、応用物理学、知能科学の各分野における所定の単位を
修得した上で、必要な研究指導を受けて作成した学位論文を提出し、要件を満たす学生に、博士前期課
程では修士（情報科学、理学、または工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学、または工学）
を授与します。 
 
博士前期課程 
 情報数理学専攻博士前期課程は、教育目標に定める人材を育成するため、所定の期間在学し、数理科
学、応用物理学、知能科学の各分野における所定の単位を修得し、審査および試験に合格した学生に学
位を授与します。 
 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 
 ・数理科学・応用物理学・知能科学にわたる最先端かつ高度な専門的知識と技能を有している 
 
○高度な教養 

・自然科学や社会科学における諸問題に関心をもち、情報科学全般にわたる高度な教養を身につけて
いる 
 

○高度な国際性 
・国際的な視野を持って関連分野の研究者とコミュニケーションできる学力、コミュニケーション力
を身につけている 
 

○高度なデザイン力 
・多様な事象を系統的に整理し、論理的な思考や状況に応じた合理的な判断により、その解決に向け
た学術的手段を選択し、解決にいたる技能を有している 
・作成・提出された修士学位論文が明瞭かつ平明に記述され、数理科学・応用物理学・知能科学の発
展に貢献する研究内容を含んでいる 
 

博士後期課程 
情報数理学専攻博士後期課程は、教育目標に定める人材を育成するため、所定の期間在学し、数理科

学、応用物理学、知能科学における所定の単位を修得し、審査および試験に合格した学生に学位を授与
します。 
 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

博士学位論文が明瞭かつ平明に記述され、博士学位論文の学術的内容を含む数理科学・応用物理学・
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知能科学にわたる幅広い最先端かつ高度な専門的知識と技能を有している 
 

○高度な教養 
自然科学や社会科学における諸問題に精通し、情報科学を超えて学問全般にわたる高度な教養を身に

つけている 
 

○高度な国際性 
独立した研究者として世界的な視野で研究を遂行できる学力、コミュニケーション力を身につけ、当

該論文の学術内容を社会に対して貢献できる 
 

○高度なデザイン力 
多様な事象を系統的に整理し、論理的あるいは柔軟な思考や状況に応じた合理的な判断をした上で、

課題解決に適切な学術的手続きを設定し、効率的な解決にいたる技能を有している 
 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーのもと、情報数理学専攻の博士前期課程お
よび博士後期課程では、以下のように教育課程を編成しています。 

 
博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士前期課程では、情報数理学の根幹をなす専攻基礎科目を配置するとともに、情報数理学の周辺分
野に関わる選択科目として、専攻境界科目と海外インターンシップ科目を配置しています。これらには、
(1)情報数理学の核となる数理科学・応用物理学・知能科学に関わる高度な専門知識と理解を深めるた
めの専門科目、(2)情報科学の諸分野について俯瞰した知識と教養を高める分野横断融合科目および高
度教養教育科目、(3)国際的な視野をもって関連分野の研究者とコミニュケーションできる能力を高め、
多様な事象の系統的な整理に役立てる高度国際性涵養科目、(4)学術的議論を通して情報数理学的アプ
ローチによる論理的な思考力や状況に応じた合理的な判断力を鍛える演習・セミナー科目の四種類があ
ります。以上の科目に加え、各個人が取り組む修士論文に対する研究指導により、情報数理学に関わる
高度な専門知識ならびに技能を修得した人材の育成を行います。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

講義を主体とする専門科目、分野横断融合科目や高度教養教育科目、実地体験や学生の主体的な学び
を特に求める高度国際性涵養科目や演習・セミナー科目、さらに研究指導により、情報数理学に関わる
高度な技術者・研究者としての素養が身に付くように配慮するとともに、社会の多様な要請に対応した
幅広い知識を修得できるようにしています。 

 
＜学修成果の評価方法＞ 

学修の成果は、シラバスに記載されている学習目標の達成度について、試験や課題、レポート試験な
どの相応しい方法を用いて、厳格に評価します。 
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博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士後期課程では、情報数理学の核となる数理科学、応用物理学、知能科学に関する最先端の研究能
力や開発能力を修得するために、専門科目を配置し、知識と理解を深めます。また、高度教養教育科目・
融合科目、高度国際性涵養科目・インターンシップ科目なども配置し、多面的な関心や教養を高めると
ともに、世界的な視野で研究を遂行できる力を磨きます。以上の科目に加え、各個人が取り組む博士論
文への研究指導により、専門性、学識、教養、国際性、デザイン力のすべての面で確かな力をもち、情
報数理学に関わる新しい学術的価値や社会的価値を創出できる人材の育成を行います。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

専門科目と高度教養教育科目・融合科目は内容に応じて、講義またはセミナー形式で実施します。高
度国際性涵養科目・インターンシップ科目では実地体験を主体とし、事前学習、事後発表を行います。
これらにより、情報数理学に関わる新しい学術的価値を生み出す能力を養います。また、それを活用し
て新しい社会的価値を創出できる人材の育成を行います。 
＜学修成果の評価方法＞ 

学修の成果は、シラバスに記載されている学習目標の達成度について、試験や課題、レポート試験な
どの相応しい方法を用いて、厳格に評価します。 
 

入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

情報数理学専攻の博士前期課程では、高度な情報社会の実現に向けて情報数理学からの貢献が期待
される課題や社会的な問題について広く関心のある学生を受け入れます。常に応用を意識してさらな
る基礎理論の探究を目指す人、あるいは既存の基礎理論を踏まえてその実践的な活用や応用に興味を
もっている人を求めます。このために、研究遂行に必要な語学力を有したうえで、理工系学部で数理
科学、応用物理学、知能科学に関する基礎を学んだ人、人文・社会学系の学識をもとに情報数理学の
勉学や研究に新たに取組んでみたいという意志をもった人を歓迎します。また、海外からの優秀な学
生も受け入れます。 

 博士後期課程では、より高度な情報社会の実現に向けて情報数理学の分野において目指している
研究課題が明確であり、それに向けた一連の研究計画を立てている人を受け入れます。このために、
理工系の研究科で情報数理学に関わる専門分野を学んできた人、既に社会で活躍しながらも直面する
課題の解決に臨んで情報数理学を活かしたいと考えている人を歓迎します。また、海外からも優秀な
学生も積極的に受け入れます。 
 

  



104 
 

コンピュータサイエンス専攻 

学位プログラム︓ コンピュータサイエンス 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および情報科学研究科の教育目標のもと、コンピュータサイエンス専攻では、情報技術を
核とする知識基盤社会の実現を図るために必須である、情報科学技術分野の基礎から応用までの幅広
い知識・技能を身につけた人材の育成を目指します。コンピュータの原理や数学的な基礎、アルゴリ
ズムやデータ構造等の知識・技能を基盤として、ハードウェアやソフトウェアを高度に利用し、コン
ピュータサイエンス分野の理論を深化させる、あるいは社会に役立つ情報システムを設計、開発、活
用できるように教育します。このような教育により、修了生が将来、情報科学技術分野の技術者、研
究者、教育者として世界の第一線で活躍できる能力を獲得することを目的とします。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

授業科目および研究活動により、アルゴリズム、ソフトウェア、コンピュータの応用など、いわゆる
コンピュータサイエンスの最先端かつ高度な専門知識・技能を持った人材の育成を目指します。 
 
○高度な教養 

授業科目や研究活動を通して、コンピュータサイエンス領域や関連分野に関わる広範な教養を持った
人材の育成を目指します。 

 
○高度な国際性 

授業科目および研究活動により、国際的な視野を持って活動できるコミュニケーション力を持った人
材の育成を目指します。 

 
○高度なデザイン力 

研究活動を通して、国内外の多くの人々と協働してプロジェクトを遂行できるマネジメント力を持ち、
高度な専門知識や技能を社会の実問題に適用し、現実のシステムを設計、構築、運用できる高度なデザ
イン力を持った人材の育成を目指します。 

授業科目や研究指導により、情報科学は常に人類の幸福につなげるべき技術であるという高い倫理観
を持った人材の育成を目指します。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

授業科目および研究指導により、アルゴリズム、ソフトウェア、コンピュータの応用など、いわゆる
コンピュータサイエンスの最先端かつ深い学識を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

授業科目および研究指導を通して、コンピュータサイエンス領域や関連分野に関わる広範な教養を
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持った人材の育成を目指します。 
 
○高度な国際性 

国際性涵養科目および研究指導により、国際的な研究活動ができるコミュニケーション力を持った人
材の育成を目指します。 

 
○高度なデザイン力 

演習やセミナー科目および研究指導を通して、新しい学問領域を創設し、新たな社会的価値を創造す
る高度なデザイン力を持ち、コンピュータサイエンス領域における新たな課題を見つけ、それを理論、
実践の両面から解決に導く研究能力を持った人材の育成を目指します。 

授業科目や研究指導により、世界的な視野で国内外の多くの技術者・研究者を先導するリーダーシッ
プ力を身につけ、これらの力を駆使して高い倫理観をもってグローバルに活躍し、将来において世界的
な研究開発プロジェクトやビジネスプロジェクトを率いることができる人材の育成を目指します。 
 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもと、コンピュータサイエンス専攻の博士
前期課程および博士後期課程では、以下のように、体系的なコースワークにより所定の単位を修得した
上で、必要な研究指導を受けて作成した学位論文を提出し、要件を満たす学生に、博士前期課程では修
士（情報科学、理学または工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学または工学）を授与しま
す。 
 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

・コンピュータサイエンスに関する十分な学識を有している。 
・コンピュータのハードウェア、ソフトウェア、コンピュータの効果的な利用法まで、コンピュータ
サイエンス分野の広い領域を横断的に、さらに基礎から応用までを縦断的に深く探求できるための最
先端かつ高度な専門知識・技能を身につけている。 
 

○高度な教養 
・修士学位論文を明瞭かつ平明に記述することができる。 
・情報科学をめぐる倫理的な課題に対する理解力や判断力の礎となる高度な教養を、高い倫理観とと
もに身につけ、社会における研究者・技術者の任務と責任を負うことができる。 
 

○高度な国際性 
・国際的な視野を持ち、国内外の多くの人々と協働して、情報通信システムの研究開発プロジェクト
を遂行できる。 
 

○高度なデザイン力 
・修士学位論文がコンピュータサイエンスの発展および社会への貢献が認められる研究内容を含んで
いる。 
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・コンピュータサイエンスに関する最先端かつ高度な専門知識・技能を知識基盤社会における諸課題
の解決に柔軟に応用できる。 
 

博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

・コンピュータサイエンス分野に関する最先端かつ深い学識を有している。 
・博士学位論文が、コンピュータサイエンスの発展および社会への貢献が認められる研究内容を含み、
コンピュータサイエンスに関連した情報科学技術分野における十分な学術的価値を有している。 
 

○高度な教養 
・博士学位論文を明瞭かつ平明に記述することができる。 
・情報科学をめぐる倫理的な課題に対する理解力や判断力の礎となる高度な教養を、高い倫理観とと
もに身につけ、独立した研究者として人類の幸福に資する研究開発を立案できる能力を有している。 
 

○高度な国際性 
・世界的な視野で国内外の多くの技術者・研究者を先導するリーダーシップ力を持ち、国内外の多く
の人々と協働して、情報通信システムの研究開発プロジェクトやビジネスプロジェクトを遂行できる。 
 

○高度なデザイン力 
・博士学位論文が、コンピュータサイエンスの学術領域において、未知の事象や事物の発見、新しい
理論の構築と展開、新しい技術、機器、手法、ならびにアルゴリズムの開発や発明と応用、新しい学
問的概念の提出など、学理とその応用に関する重要な貢献を果たしている。 
・コンピュータサイエンスに関する最先端かつ深い学識を知識基盤社会における諸課題の解決に柔軟

に応用できる。 
 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーのもと、コンピュータサイエンス専攻の博
士前期課程および博士後期課程では、以下のように教育課程を編成しています。 

 
博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

コンピュータサイエンス専攻の博士前期課程では、コンピュータサイエンス分野の広い領域を横断的
に、さらに基礎から応用までを縦断的に深く探求できるための基礎的素養を涵養できる体系的なコース
ワークのために、専攻ごとの専門性を獲得するための専攻基礎科目のほかに、周辺の重要分野を網羅し
た境界横断的な専攻境界科目を配置しています。また、分野横断型融合科目や、産業界などの外部から
講師を招いて最新の技術動向をカバーする特別講義科目、国内外の企業や研究機関へのインターンシッ
プ科目、プロジェクト型演習科目など実践力を育てる科目を配置しています。さらに、高度な教養のた
めに他専攻、他研究科等の科目を配置しています。国際性の涵養については、海外インターンシップ科
目や世界の最先端研究を理解できるセミナー科目などを配置しています。このような専門教育・高度教
養・国際性を涵養するコンピュータサイエンスに関わる高度な授業を開講するとともに優れた研究指導
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を行うことによって、ディプロマ・ポリシーに掲げる知識・技能を修得できるようにしています。 
 

＜学修内容及び学修方法＞ 
講義を主体とする専攻基礎科目、境界境界科目、分野横断型融合科目や特別講義科目、実地体験を主

体とするインターンシップ科目、学生の自主的な学びを特に求めるプロジェクト型演習科目やセミナー
科目、さらに研究指導により、高度な技術者・研究者としての素養が身に付くように配慮するとともに、
社会の多様な要請に対応した幅広い知識を修得できるようにしています。 

 
○専攻基礎科目では、コンピュータのハードウェア、ソフトウェア、コンピュータの効果的な利用法
まで、基礎から応用までを縦断的に深く探求できるための基礎的素養を修得します。 
○特別講義科目では、知識や技能を社会の実問題に柔軟に適用し、現実のシステムを設計、構築、運
用できる能力を修得します。 
○高度国際性涵養教育科目、インターンシップ科目およびプロジェクト型演習科目では、国際的な視
野を涵養し、国内外の多くの人々と協働して、情報通信システムの研究開発プロジェクトを遂行でき
る能力を修得します。 
○コンピュータサイエンス研究では、情報科学をめぐる倫理的な課題に対する理解力や判断力を身に
つけ、社会における研究者・技術者の任務と責任を負うことができるように、研究指導を受けます。 
 

＜学修成果の評価方法＞ 
シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、筆記試験やレポート課題などの相応しい方法

を用いて，厳格に評価します。 
 

博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

コンピュータサイエンス専攻の博士後期課程では、コンピュータサイエンス分野における高度な専門
的知識を最先端の学識へと深化させるコースワークのために、最先端の科学・技術を修得できる専門科
目に加え、国内外の企業や研究機関等へのインターンシップ科目などを配置しています。国際性の涵養
については、海外インターンシップ科目や世界の最先端研究を理解できるセミナー科目などを配置して
います。このような教養・デザイン力・国際性を涵養する情報科学技術に係わる高度な授業を開講する
とともに優れた研究指導を行うことによって、ディプロマ・ポリシーに掲げる学識や研究能力を修得で
きるようにしています。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

専門科目は内容に応じて、講義またはセミナー形式で実施します。インターンシップ科目は、実地体
験を主体とし、事前学習、事後発表を行います。セミナー科目では学生が特に自主的に活動します。こ
れらにより、新しい学術的価値を生み出す能力を養います。また、それを活用して新しい社会的価値を
創出できる人材の育成を行います。 
 

○専門科目では、コンピュータサイエンス分野における高度な専門知識・技能を修得します。 
○分野横断型融合科目や高度教養教育科目では、境界領域や分野横断領域に関する知識および技能を
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修得します。 
○インターンシップ科目、プロジェクト型演習科目や高度国際性涵養教育科目では、世界的な視野で
国内外の多くの技術者・研究者を先導するリーダーシップ力と、国内外の多くの人々と協働して、情
報通信システムの研究開発プロジェクトやビジネスプロジェクトを遂行し、コンピュータサイエンス
に関する深い学識を柔軟に応用できる能力を修得します。 
○研究指導により、専門的知識を最先端の学識へと深化させ、リーダーシップ力、研究開発プロジェ
クトを遂行できる能力、情報科学をめぐる倫理的な課題に対する理解力や判断力を身につけ、独立し
た研究者として研究を遂行できる能力を修得します。 

 
＜学修成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、筆記試験やレポート課題などの相応しい方法
を用いて、厳格に評価します。 

 
また、博士前期課程・後期課程を通じて、留学生のために英語で学修できる情報科学英語特別コース

を設置しています。留学生以外の学生もこのコースの科目を履修でき、国際性を涵養することができる
ようにしています。 

 
極めて優秀な成績を修めた学生は、教授会での審議によって修業期間を短縮して修了することも可能

です。 
 

入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

コンピュータサイエンス専攻の博士前期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現を可
能にするコンピュータサイエンス分野の確立と深化を担う十分な基礎学力と知識や意欲を持った学生
を受け入れます。このため、理工系の学部で情報科学を学んできた人、コンピュータサイエンスの他分
野への応用や展開に興味を持つ人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学以外の
分野を学んできた人も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受け
入れます。これらのために、多様な選抜試験を実施しています。 

 博士後期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現のためにコンピュータサイエンス
分野の深化やイノベーションの創起に意欲を持った学生を受け入れます。このため、理工系などの研究
科(博士前期課程・修士課程)で情報科学を学んできた人、コンピュータサイエンスの他分野への応用や
展開に興味を持つ人、既にこれらの研究科を修了し、社会のさまざまな分野で活躍しながら、コンピュ
ータサイエンス分野への貢献を強く願っている人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、
情報科学分野以外の研究科等に在籍する人や、社会人でコンピュータサイエンス分野に関して勉学や研
究に取り組む意欲がある人も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的
に受け入れます。これらのために、多様な選抜試験を実施しています。 
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情報システム工学専攻 

学位プログラム︓ 情報システム工学 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および情報科学研究科の教育目標のもと、学位プログラム「情報システム工学」では、高
度な情報社会の実現に貢献することのできる、情報システム工学分野の基礎から応用までの幅広い知
識と技能を身につけた人材の育成を目指しています。情報システムの実現に必要なハードウェアとソ
フトウェア技術、および、それらを統合して高機能かつ高信頼な情報システムを開発し活用できるよ
う教育を行います。このような教育を受けた学生が、将来、技術者、研究者、教育者などの優秀な人
材として、世界の第一線で活躍できることを目標とします。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

授業科目及び研究活動により、情報システム工学における最先端かつ高度な専門知識ならびに技能を
持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

授業科目や研究活動を通して、情報システム工学の専門知識と統合して社会課題の解決に活用できる
高度な教養を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な国際性 

授業科目及び研究活動により、国際的な活動に必要な視野とコミュニケーション力を持った人材の育
成を目指します。 

 
○高度なデザイン力 

研究活動を通して、情報システムを設計、実装するデザイン力を持った人材の育成を目指します。 
授業科目や研究指導により、情報科学を常に人類の幸福につなげる高い倫理観を持ち、情報社会の高

度化に寄与する新しい情報システムを構想し、実現することができる高度な人材の育成人材の育成を目
指します。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

授業科目及び研究指導により、情報システム工学における最先端かつ高度な専門知識ならびに技能を
持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

授業科目及び研究指導を通して、情報システム工学の専門知識と統合して社会課題の解決に活用でき
る高度で広範な教養を持った人材の育成を目指します。 
 



110 
 

 
○高度な国際性 

国際性涵養科目及び研究指導により、国際的な研究活動ができるコミュニケーション力を持った人材
の育成を目指します。 

 
○高度なデザイン力 

演習やセミナー科目及び研究指導を通して、情報システム工学分野ならびにその関連分野において
自ら設定した課題を探求できる研究能力を持ち、人と協働してプロジェクトを遂行できるマネジメン
ト力を持った人材の育成を目指します。 

授業科目や研究指導により、高い倫理観と世界的な視野で技術者・研究者を先導するリーダーシッ
プ力を持ち、世界的な研究プロジェクトや革新的ビジネスプロジェクトを率いることが人材の育成を
目指します。 
 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 
大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもと、学位プログラム「情報システム工学」
では、以下のように、体系的なコースワークにより所定の単位を修得した上で、必要な研究指導を受け
て作成した学位論文を提出し、要件を満たす学生に、博士前期課程では修士（情報科学、理学、または
工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学、または工学）を授与します。 
 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

・情報システム工学分野に関する十分な学識を有している 
・情報システム工学分野における研究能力や高度の専門性が求められる職業を担うための最先端かつ
高度な知識・技能を身につけている 
 

○高度な教養 
・修士学位論文を明瞭かつ平明に記述することができる 
・職業人さらに社会人としての高い倫理観や専門性を社会で生かすための高度な教養を身につけて
いる 
 

○高度な国際性 
・情報システム工学分野において、国際的な視野を持ってコミュニケーションできる学力、コミュニ
ケーション力を有している 

 
○高度なデザイン力 

・修士学位論文に情報システム工学分野の発展に貢献する研究内容が含まれている 
 
 
 



111 
 

博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

・博士学位論文の学術内容を含む分野に関する最先端かつ深い学識を有している 
・情報システム工学分野における研究能力や高度の専門性が求められる職業を担うための最先端かつ
高度な知識・技能を身につけている 
 

○高度な教養 
・博士学位論文が明瞭かつ平明に記述することができる 
・職業人さらに社会人としての高い倫理観や人類の幸福に資する研究開発を立案するための高度な教
養を身につけている 
 

○高度な国際性 
・独立した研究者として世界的な視野で研究を遂行できる学力、リーダーシップ力、コミュニケーシ
ョン力を有している 
 

○高度なデザイン力 
・独立した研究者として、情報システム工学分野における深い知識を駆使して、解決すべき学術的も
しくは社会的な問題を自ら明確にし、それを解決できる能力を有している 
・博士学位論文が、情報システム工学やその関連分野において、新しい理論の構築と展開、新しい技
術、デバイス、システム、手法ならびにアルゴリズムの創出と応用、新しい学問的概念の提出など、学
理とその応用に関する重要な貢献を果たしている 
 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学のおよび情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーのもと、学位プログラム「情報システム
工学」では以下のとおりカリキュラム・ポリシーを定めています。 

 
博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

情報システム工学専攻の博士前期課程では、情報システム工学の学術領域を俯瞰し基礎的素養を涵養
できる体系的なコースワークのために、集積回路からシステムに至る、情報システム工学分野を網羅し
た基礎科目のほかに、周辺の重要分野を網羅した境界横断的な科目を配置しています。また、分野横断
型融合科目や、産業界などの外部から講師を招いて最新の技術動向をカバーする特別講義科目、国内外
の企業や研究機関へのインターンシップ科目、プロジェクト型演習科目など実践力を育てる科目を配置
しています。さらに、高度な教養のために他専攻、他研究科等の科目を配置しています。国際性の涵養
については、海外インターンシップ科目や世界の最先端研究を理解できるセミナー科目などを配置して
います。このような専門教育・高度教養・国際性を涵養する情報システム工学ならびにその周辺分野に
係わる高度な授業を開講するとともに優れた研究指導を行います。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

高度な知識の習得を目的とした講義を主体とする基礎科目や分野横断的科目、最新技術動向を理解す
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る特別講義科目、学生の自主的な学びにより問題解決能力を高める演習、セミナー科目、実地体験を主
体とするインターンシップ科目、国際性や倫理観を涵養する科目、高度な教養を身につける高度教養科
目、ならびに個別指導による研究指導により、高度な技術者・研究者としての素養が身に付くように配
慮するとともに、社会の多様な要請に対応した幅広い知識を修得できるようにしています。 

 
＜学修成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、試験や課題、レポートなどの相応しい方法を
用いて、厳格に評価します。また、研究指導によって行われた教育の達成度は、研究論文、研究発表に
よって厳格に評価します。 

 
博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

情報システム工学専攻の博士後期課程では、情報システム工学の学術領域における高度な専門的知識
を最先端の学識へと深化させる体系的なコースワークのために、最先端の科学・技術を修得できる専門
科目に加え、高度な教養を習得するために、国内外の企業や研究機関等へのインターンシップ科目など
を配置しています。国際性の涵養については、海外インターンシップ科目や世界の最先端研究を理解で
きるセミナー科目などを配置しています。このような教養・デザイン力・国際性を涵養する情報システ
ム工学に係わる高度な授業を開講するとともに優れた研究指導を行います。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

専門科目は内容に応じて、講義またはセミナー形式で実施します。インターンシップ科目は、実地体
験を主体とし、事前学習、事後発表を行います。セミナー科目では学生が特に自主的に活動します。こ
れらにより、新しい学術的価値を生み出す能力を養います。また、それを活用して新しい社会的価値を
創出できる人材の育成を行います。 
 
＜学修成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、筆記試験やレポート課題などの相応しい方法
を用いて、厳格に評価します。また、研究指導によって行われた教育の達成度は、研究論文、研究発表
によって厳格に評価します。 

 
博士前期課程・後期課程を通じて、留学生のために英語で学修できる情報科学英語特別コースを設置

しています。留学生以外の学生もこのコースの科目を履修することができ、国際性を涵養することがで
きるようにしています。 
 
入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

情報システム工学専攻の博士前期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現を可能にす
る情報システム工学分野の確立と深化を担う十分な基礎学力と知識や意欲を持った学生を受け入れま
す。このため、理工系の学部で情報科学を学んできた人、情報システム工学の他分野への応用や展開に
興味を持つ人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学以外の分野を学んできた人
も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。これらの
ために、多様な選抜試験を実施しています。 
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 博士後期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現のために情報システム工学分野の
深化やイノベーションの創起に意欲を持った学生を受け入れます。このため、理工系などの研究科(博士
前期課程・修士課程)で情報科学を学んできた人、情報システムの他分野への応用や展開に興味を持つ
人、既にこれらの研究科を修了し、社会のさまざまな分野で活躍しながら、情報システム分野への貢献
を強く願っている人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学分野以外の研究科等
に在籍する人や、社会人で情報システム分野に関して勉学や研究に取り組む意欲がある人も受け入れま
す。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。これらのために、多様
な選抜試験を実施しています。 
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情報ネットワーク学専攻 

学位プログラム︓ 情報ネットワーク学 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および情報科学研究科の教育目標のもと、情報ネットワーク学専攻では、「我々人類が、豊
かで充実した社会生活を営むためには、情報技術を核とする知識基盤社会の実現が必要不可欠であ
り、これを可能にする新しい技術や新しいシステムを生み出し、社会に変革をもたらすための学問が
情報科学である」との理念に基づき、情報ネットワーク学に関する最先端かつ高度な専門性と深い学
識を身につけ、当該分野を牽引し、新たな学術領域を開拓する技術者、研究者、および、教育者等を
輩出することを目的としています。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

情報ネットワーク学分野の基礎技術からその応用技術まで、情報ネットワークの基礎となる知識を幅
広く身につけた人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

広く情報科学に関する知識を基盤として、情報ネットワーク学分野の技術を縦断的に俯瞰できる人材
の育成を目指します。 

また、深い素養を身に付け、高い倫理観を有し、高度情報通信社会に貢献する使命感を身につけた人
材の育成を目指します。 

 
○高度な国際性 

国内外の技術者と協力して、情報ネットワークシステムの設計、開発、運用するときに、論理的に思
考し、思考したことを伝えるコミュニケーション能力を身につけた人材の育成を目指します。 

 
○高度なデザイン力 

高度情報通信社会で必要とされる応用や、このような社会の実現に向けての課題を深く理解し、情報
ネットワークならびに情報科学の技術を用いて解決できる人材の育成を目指します。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

情報ネットワーク学分野における未知の事象や新しい技術や理論の学術的価値を深く理解するため
に必要となる高度な専門知識を身につけた人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

広く情報科学に関する先端的な知識を基盤として、情報ネットワーク学分野の技術を縦断的に俯瞰す
ることにより、新しい学問領域を開拓する能力を身につけた人材の育成を目指します。 
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○高度な国際性 
国内外の技術や研究者と協力しながら、リーダーシップを強く発揮できる人材を育成します。 
 

○高度なデザイン力 
新たな課題を自ら設定し、それを理論と実践の両面から解決に導く力や、情報ネットワーク分野に

おける新しい学問領域を開拓しながら、社会的価値を創造する力を身につけた人材の育成を目指しま
す。 

 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもと、ネットワーク情報学専攻の博士前
期課程及び博士後期課程では、以下のように、体系的なコースワークにより所定の単位を修得した上
で、必要な研究指導を受けて作成した学位論文を提出し、要件を満たす学生に、博士前期課程では修
士（情報科学、理学、または工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学、または工学）を授
与します。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

情報科学の基盤技術を基にして、情報ネットワーク学分野における基盤技術から応用技術に関し
て、幅広い知識を身につけている。 
 
○高度な教養 

情報科学の基盤技術を基にして、情報ネットワーク学分野の技術を縦断的に俯瞰する高度な教養を
有し、活用することを可能とする学識を身につけている。 
高度情報通信社会の発展に貢献することに関心を持ち、高い倫理観を持って、取り組む能力を身につ
けている。 
 
○高度な国際性 

情報ネットワークシステムの設計、開発において、国内外の人々と協力して実現す能力、ならびに
リーダーシップを身につけている。 
 
○高度なデザイン力 

高度情報通信社会における応用や課題を深く理解し、情報ネットワークシステムを用いた解決法を
考案、デザインする能力を身につけている。 
高度情報通信社会の発展に資する情報ネットワークシステムを、情報ネットワーク学分野の技術を縦
断的に活用して、設計、開発する能力を身につけている。 
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博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

情報ネットワーク学分野における未知の事象や新しい技術や理論の学術的価値を深く理解し、活用
することを可能とする知識を身につけている。 

 
○高度な教養 

情報科学の基盤技術を基にして、情報ネットワーク学分野の技術を縦断的に俯瞰する高度な教養を
有し、新しい学問領域を開拓する能力を身につけている。 
 
○高度な国際性 

情報ネットワーク学分野における十分な学術的価値を持つ発明や理論の構築を、国内外の研究者を
主導して行うリーダーシップを身につけている。 

 
○高度なデザイン力 

情報ネットワーク学分野における十分な学術的価値、すなわち、未知の事象や事物の発見、新しい
理論の構築および展開、新しい技術や機器、手法、アルゴリズム等の開発や発明、応用、新しい学術
的概念の創出など学理とその応用に関する重要な貢献をなす能力を身につけている。 
 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学のおよび情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーのもと、ネットワーク情報学専攻の博
士前期課程及び博士後期課程では、以下のように教育課程を編成しています。 

 
博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

情報ネットワーク学専攻の博士前期課程では、情報科学を基礎として、情報ネットワーク学の学術領
域を俯瞰し基礎的素養を涵養できる体系的なコースワークのために、情報ネットワーク学専攻の専門性
を獲得するための専攻基礎科目のほかに、研究科基礎科目、周辺の重要分野を網羅した境界横断的な科
目を配置しています。また、分野横断型融合科目や、産業界などの外部から講師を招いて最新の技術動
向をカバーする特別講義科目、国内外の企業や研究機関へのインターンシップ科目、プロジェクト型演
習科目など実践力を育てる科目を配置することによって、また、高度な教養のために他専攻、他研究科
等の科目、分野打断型融合科目を配置しています。国際性の涵養については、海外インターンシップ科
目や世界の最先端研究を理解できるセミナー科目などを配置しています。このような専門教育・高度教
養・国際性を涵養する情報科学技術に係わる高度な授業を開講するとともに、に情報ネットワーク学研
究において優れた研究指導を行います。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

講義を主体とする基礎科目や演習、セミナー科目と研究指導により、高度な技術者・研究者としての
素養が身に付くように配慮するとともに、社会の多様な要請に対応した幅広い知識を修得できるように
しています。 
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〇専攻基礎科目は講義またはセミナー形式で実施します。履修により、情報ネットワーク学分野にお
ける基盤技術から応用技術を習得します。 

〇分野横断型融合科目、ならびに他専攻が配当する研究科基礎科目は講義形式で実施します。履修に
より、情報科学に関する知識を基盤として、情報ネットワーク学分野の技術を縦断的に俯瞰する高度な
教養を習得します。 

〇プロジェクト型演習の履修により、高度な情報ネットワークシステムを、設計、開発する技術、な
らびにコミュニケーション技術を習得します。 

〇情報ネットワーク学研究における修士論文作成により、高度情報通信社会における応用や課題を抽
出し、解決する技術を習得します。 

〇海外インターンシップ科目の履修により、国際性を涵養するとともに、国内外の技術者と協力し、
リーダーシップを発揮する技術を習得します。 

〇研究科基礎科目は講義形式で実施します。履修により、情報科学分野における倫理観や使命感を習
得します。 

 
＜学習成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、筆記試験やレポート試験などを課し、厳格に
評価し、また、研究成果はセミナーや発表会における発表で評価し、一定の成績を修めた学生に対して
単位を認定します。 

 
博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

情報ネットワーク学専攻の博士後期課程では、情報ネットワーク学専攻の専門性を獲得するための専
門科目のほかに、周辺の重要分野を網羅した境界横断的な科目を配置しています。国際性の涵養につい
ては、海外インターンシップ科目や世界の最先端研究を理解できるセミナー科目などを配置しています。
このような専門教育・高度教養・国際性を涵養する情報科学技術に係わる高度な授業を開講するととも
に、に情報ネットワーク学研究において優れた研究指導を行います。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

情報ネットワーク学専攻の博士後期課程では、情報ネットワーク学分野における高度な専門的知識を
獲得するための専門科目、分野打断型融合科目、海外の企業や研究機関等へのインターンシップ科目等
を、組み合わせた授業を開講するともに、博士論文作成に向けて自主性を重んじた研究指導を行います。 

〇専攻基礎科目は講義またはセミナー形式で実施します。履修により、情報ネットワーク学分野にお
ける先端技術を身につけます。 

〇分野打断型融合科目義またはセミナー形式で実施します。履修により、情報ネットワーク学分野の
技術を縦断的に俯瞰し、新しい学問領域の開拓を可能とする高度な教養を身につけます。 

〇海外インターンシップ科目の履修により、国際性を涵養するとともに、海外の研究者、技術者との
共同プロジェクト等におけるリーダーシップを身につけます。 

〇研究指導により、情報ネットワーク学分野における十分な学術的価値を有する発明、応用、新しい
学術的概念の創出などを行う技術を身につけます。 
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＜学習成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、筆記試験やレポート試験などを課し、厳格に
評価し、また、研究成果はセミナーや発表会における発表で評価し、一定の成績を修めた学生に対して
単位を認定します。  
 
入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

情報ネットワーク学専攻の博士前期課程では、豊かで信頼のできる高度情報通信社会の実現に向けた
技術的課題や社会的問題について関心のある学生を広く受け入れます。そのために、理工系学部で情報
科学を学んできた人、情報ネットワークの理論的・技術的深化を担いたい人、情報ネットワークの他分
野への応用や展開に興味を持つ人、さらに、さらに幅広く人材を求めるために、情報科学以外の分野を
学んできた人も受け入れます。海外からも学生を積極的に受け入れます。 

また、博士後期課程では、豊かで信頼のできる高度情報社会の実現に向けた情報ネットワーク学分野
の深化や情報ネットワーク分野だけでなくその関連分野におけるイノベーション創出に意欲を持つ学
生を受け入れます。そのために、理工系等の研究科（博士前期課程・修士課程）で情報科学を学んでき
た人、情報科学、特に情報ネットワークの他分野への応用や展開に興味を持つ人を受け入れます。さら
に幅広く人材を求めるために、情報科学分野以外を専門とする研究科等に在籍する人や、社会のさまざ
まな分野で活躍しながら情報ネットワークに関して勉学や研究に取り組む意欲がある人、その発展に貢
献したいと考えている人も受け入れます。海外からも学生を積極的に受け入れます。 
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マルチメディア工学専攻 

学位プログラム︓ マルチメディア工学 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および大学院情報科学研究科の教育目標のもと、学位プログラム「マルチメディア工学」
では以下のとおり教育目標を定めています。 

 
豊かな情報社会の実現を図るために高度な情報通信ネットワークを介して大量のマルチメディアコ

ンテンツを高速に分析・加工・編集・蓄積するためのメディア情報処理技術を教育し、ユーザからの
多様な要求に応えられる人材の育成を目指します。より具体的には、マルチメディアに関するデータ
工学やシステムアーキテクチャ、セキュリティ、人工知能等の知識を基盤として、ハードウェアやソ
フトウェアを高度に利用し、社会に役立つ情報システムを設計、開発、活用できるよう教育を行い、
情報分野の技術者、研究者、教育者として、近い将来世界の第一線で活躍できるようになる人材を輩
出することを目標とします。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

データ工学、システムアーキテクチャ、セキュリティ、人工知能など、マルチメディア工学の最先端
かつ高度な専門知識ならびに技能を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

データ工学、システムアーキテクチャ、セキュリティ、人工知能などの授業科目及び研究活動を通じ
て、マルチメディア工学の関連分野に関わる広範な教養を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な国際性 

習得したマルチメディア工学の知識や技術を駆使しながら、国際的な視野を持って活動できるコミュ
ニケーション力を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度なデザイン力 

習得した知識を社会の実問題に適用し問題を解決するための技術を身につけ、高い倫理観を持って
現実のシステムを設計、構築、運用できるようになることを目指します。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

授業科目及び研究指導により、マルチメディア工学領域における最先端かつ高度な専門知識ならびに
技能を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

授業科目及び研究指導を通して、マルチメディア工学やその関連分野に関わる広範な教養を持った人
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材の育成を目指します。 
 

○高度な国際性 
習得したマルチメディア工学の知識や技術を駆使しながら、国際的な視野を持ってグローバルに活躍

できるコミュニケーション力を持った人材の育成を目指します。また、高い倫理観と世界的な視野で技
術者・研究者を先導するリーダーシップ力を持ち、プロジェクトやビジネスプロジェクトを率いること
が人材の育成を目指します。 
 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもとに、マルチメディア工学専攻の博士
前期課程および博士後期課程では、以下のように体系的なコースワークにより所定の単位を修得した
上で、必要な研究指導を受けて作成した学位論文を提出し、要件を満たす学生に、博士前期課程では
修士（情報科学、理学、または工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学、または工学）を
授与します。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

・マルチメディア工学分野における最先端かつ高度な学識を有している 
・情報科学の基盤技術を基にして、マルチメディア工学分野の技術を縦断的に俯瞰し、活用すること
を可能とする学識を身につけていること 
 

○高度な教養 
・マルチメディア工学分野における学識を論理的に系統立てて活用することで問題解決を行い、研
究を遂行する能力を有すること 
・修士学位論文のテーマに関して国際的に先端の研究成果を理解し、先進的な研究プロジェクトに参
画するための高度な教養と高い倫理観を身に着けていること 
 

○高度な国際性 
・国際的な視野を持って人と協同で問題解決を行う能力、および、自身の考えや技術的な事柄を明
確に説明するコミュニケーション能力を有すること 
 

○高度なデザイン力 
・修士論文が、マルチメディア工学の学術分野と応用分野における未解決な問題に取り組み、これら
の分野の発展に寄与する意欲と能力を有すること 
 

博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

・独立した研究者として研究を遂行するために必要な、マルチメディア工学分野における最先端かつ
深い知識を有すること 
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○高度な教養 

・マルチメディア工学分野における深い知識を駆使して、解決すべき学術的もしくは社会的な問題
を自ら明確にし、それを解決できる能力を有すること 
・情報科学分野の学理と応用に関する重要な問題に、高い倫理観と教養を持って積極的に取り組み、
これを解決する意欲を有していること 
 

○高度な国際性 
・グループを率いて世界的な視野を持って問題解決を行うリーダーシップと、国際的な場において高
度な専門技術について説明し、議論を行う能力を有すること 
 

○高度なデザイン力 
・博士論文が、情報科学技術の学術領域において独自性の高い重要な貢献を果たしていること 

 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーを受けて、学位プログラム「マルチメディ
ア工学」では以下のとおりカリキュラム・ポリシーを定めています。 

 
博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士前期課程では、高度な情報通信ネットワークを介してマルチメディアコンテンツを高速に加工・
編集・蓄積するためのメディア情報処理技術など、マルチメディア工学分野の広い領域を横断的に、さ
らに基礎から応用までを縦断的に深く探求できるための基礎的素養ならびに教養・デザイン力・国際性
を涵養できる体系的なコースワークにより所定の単位を修得します．加えて，指導教員による研究指導
の下で研究を遂行し，修士学位論文を提出します。修士学位論文の審査において、マルチメディア工学
に関連した情報科学技術分野における研究能力を有し、専攻分野の発展に貢献する研究内容を含んでい
ると判断された場合に学位が授与されます。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

博士前期課程では、以下のように、マルチメディア工学分野の高度技術者・研究者としての素養を身
に付けるとともに、社会の多様な要請に対応した幅広い知識を修得できるようにしています。 

1.マルチメディア工学分野の広い領域を横断的に、さらにマルチメディアデータの基本技術から効果
的な利用法までを縦断的に深く探求できるための基礎的素養を獲得するための専攻基礎科目の他に、選
択科目として周辺の重要分野を網羅した境界横断的な科目を履修します。また、分野横断型融合科目や、
産業界等外部から講師を招いて最新の技術動向をカバーする特別講義科目も履修できます。 

2.プロジェクト型演習科目やセミナー科目を通じて、人と協同で問題解決を行う能力、および、自身
の考えや技術的な事柄を明確に説明する能力を養います。さらに、国内外の企業や研究機関へのインタ
ーンシップ科目など実践力を育てる科目も履修できます。 

3.このような教養・デザイン力・国際性を涵養する情報科学技術における高度な授業とともに優れた
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研究指導の下、修士学位論文を執筆します。 
 

＜学習成果の評価方法＞ 
各科目では、学生が到達すべき目標を定めシラバスに記載しています。筆記試験、レポート、口頭発

表等に基づき、各学生の到達度を評価し、成績評価を行います。 
 
博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士後期課程では、マルチメディア工学分野における高度な専門的知識を修得するコースワークによ
り所定の単位を修得し、指導教員による研究指導の下で研究を遂行し，博士学位論文を提出します。提
出された博士学位論文は厳正に審査され、マルチメディア工学に関連した情報科学技術分野における十
分な学術的価値を有するとともに、独立した研究者として研究を遂行できる能力を有し、当該論文の学
術内容の社会に対する貢献が認められると判断された場合に学位が授与されます。 
 
＜学修内容及び学修方法＞ 

博士後期課程では、独立した研究者として研究を遂行できるようになるために、以下のように、能力
を養います。 

1.マルチメディア工学分野における高度な専門的知識を獲得するための専門科目に加え、国内外の企
業や研究機関等へのインターンシップ科目などを履修でき、新しい学術的価値を生み出す能力を養い、
また、研究活動を通じて新しい社会的価値を創出できる能力を養います。 

2.このような教養・デザイン力・国際性を涵養する情報科学技術における高度な授業とともに、優れ
た研究指導の下、博士学位論文を執筆します。 

 
＜学習成果の評価方法＞ 

各科目では、学生が到達すべき目標を定めシラバスに記載しています。レポート、口頭発表等に基づ
き、各学生の到達度を評価し、成績評価を行います。 
 
入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

マルチメディア工学専攻の博士前期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現を可能に
するマルチメディア工学分野の確立と深化を担う十分な基礎学力と知識や意欲を持った学生を受け入
れます。このため、理工系の学部で情報科学を学んできた人、マルチメディア工学の他分野への応用や
展開に興味を持つ人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学以外の分野を学んで
きた人も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。こ
れらのために、多様な選抜試験を実施しています。 

博士後期課程では、国内外を問わず、より高度な情報社会の実現のためにマルチメディア工学分野の
深化やイノベーションの創起に意欲を持った学生を受け入れます。このため、理工系などの研究科(博士
前期課程・修士課程)で情報科学を学んできた人、マルチメディア工学の他分野への応用や展開に興味を
持つ人、既にこれらの研究科を修了し、社会のさまざまな分野で活躍しながら、マルチメディア工学分
野への貢献を強く願っている人を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学分野以外



123 
 

の研究科等に在籍する人や、社会人でマルチメディア工学分野に関して勉学や研究に取り組む意欲があ
る人も受け入れます。国内に限定することなく、海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。これ
らのために、多様な選抜試験を実施しています。 
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バイオ情報工学専攻 

学位プログラム︓ バイオ情報工学 
授与する学位︓ 修士・博士（情報科学、理学、工学） 
 
教育目標 
 

大阪大学および情報科学研究科の教育目標のもと、バイオ情報工学専攻では、生物を対象としたア
ナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする新しい情報科学・工学の学術領域を開拓する技
術者、研究者、および、教育者等の輩出を目指しています。人工物、生物に限らずあらゆるシステム
が内部での情報処理と外部との入出力を繰り返すことで大きなネットワークのダイナミックスを創り
出しています。生物の行っている柔軟でロバストな情報処理を、ネットワークを構成するシステムの
挙動として理解することで、耐故障性や拡張性に優れた情報システムを設計・構築する新たな情報科
学技術の創出が期待できます。情報科学と生命科学の相補的循環、つまり、情報科学の立場からの生
命システムの理解、および、生命システムに基づいた新しい情報科学技術を創出し、さまざまな分野
への産業応用をになう技術者、研究者、および、教育者等を輩出することを目的としています。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

情報科学技術、生命科学などの関連分野、多様な応用分野において、生物の機能や、ネットワーク等
の理解から応用までの最先端かつ高度な専門知識ならびに技能を持った人材の育成を目指します。 

 
○高度な教養 

情報科学、生命科学などにおける関連分野、多様な応用分野の基礎となる広範な教養を持った人材の
育成を目指します。 

 
○高度な国際性 

国際的な視野を持って研究開発を行うためのコミュニケーション力を持った人材の育成を目指しま
す。 

 
○高度なデザイン力 

人と協働してプロジェクトを遂行できるマネジメント力および情報科学、生命科学などにおける関
連分野に関わる高い倫理観を身につけ、これらの力を存分に発揮し、生物を対象としたアナリシス
（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする新しい情報科学・工学に基づく技術やシステムを構想
し、実現することができる高度なデザイン力をもった人材の育成に取り組んでいます。 

 
博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 

生物の機能や、ネットワーク等の理解から応用までの最先端かつ高度な専門知識ならびに技能を活用
し、当該分野において自ら設定した課題を探求できる研究能力を持った人材の育成を目指します。 
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○高度な教養 
情報科学、生命科学などにおける関連分野、多様な応用分野の基礎となる広範な教養を持った人材の

育成を目指します。 
 

○高度な国際性 
国際的な視野を持って研究開発を行うためのコミュニケーション力を持った人材の育成を目指しま

す。 
 

○高度なデザイン力 
生物を対象としたアナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする新しい情報科学・工学に

基づく技術やシステムを構想し、実現するにあたって、世界的な視野で技術者・研究者を先導するリ
ーダーシップ力を駆使し、高い倫理観をもって活躍できる人材の育成を目標とします。 
 
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のディプロマ・ポリシーのもと、博士前期課程および博士後期課程
では、以下のように、体系的なコースワークにより所定の単位を修得した上で、必要な研究指導を受
けて作成した学位論文を提出し、要件を満たす学生に、博士前期課程では修士（情報科学、理学、ま
たは工学）を、博士後期課程では博士（情報科学、理学、または工学）を授与します。 

 
博士前期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 
・生物の機能の解明、生物に関する情報処理・解析、ネットワークの理解と解析、人間の感覚情報処
理・解析のための最先端かつ高度な知識・技能を身につけている。 
 
○高度な教養 
・情報科学、生命科学を専門とする職業人さらに社会人としての高い倫理観や専門性を社会で生かす
ための高度な教養を身につけている。 
 
○高度な国際性 
・国際的な見地に立って自身の研究内容の意義を社会と照らし合わせて議論し説明するコミュニケー
ション能力を身につけている。 
 
○高度なデザイン力 
・生物を対象としたアナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする新しい情報科学・工学の
学術領域に関連する先端的研究を調査し、自らの研究を発展させるデザイン力を身に付けている。 
・当該分野に関する十分な学識を有し、専攻分野の発展に貢献する研究内容を明瞭かつ平明に記述し
た修士学位論文を作成・提出している。 
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博士後期課程 
○最先端かつ高度な専門性と深い学識 
・生物の機能の解明、生物に関する情報処理・解析、ネットワークの理解と解析、人間の感覚情報処
理・解析するための先端的な知識や技能を修得している。 
 
○高度な教養 
・情報科学に関連する高い倫理観や人類の幸福に資する研究開発を立案するため高度な教養を身に付
けている。 
 
○高度な国際性 
・独立した研究者として国際的な見地に立って自身の研究内容の意義を社会と照らし合わせて議論す
るコミュニケーション能力を身に付けている。 
 
○高度なデザイン力 
・生物を対象としたアナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする情報科学・工学の学術領
域において学理とその応用に関する重要な貢献を果たす能力を身に付けている。 
・自ら設定した課題を探求できる研究能力、世界的な視野で技術者・研究者を先導し、活躍できる能
力を身に付けている。 
 
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 
 

大阪大学および情報科学研究科のカリキュラム・ポリシーのもと、博士前期課程および博士後期課
程では、以下のように教育課程を編成し、ミクロからマクロまでの多様な生物の機能および生物や情
報のネットワークの理解から応用までの基礎及び先端的科目を実施しています。 

 
博士前期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

バイオ情報工学専攻の博士前期課程では、ミクロからマクロまでの多様な生物の機能および生物や情
報のネットワークの理解から応用までの基礎科目を実施します。 

 
〇生物機能の解明、生物に関する情報処理・解析、ネットワークの理解と解析、人間の感覚情報処理・

解析の最先端かつ高度な知識・技能を身につけるために、生物の機能を解明するための基礎的な知識や
技能を修得する科目、生物に関する情報を処理し、解析する基礎的な知識や技能を修得する科目、ネッ
トワークを理解するための基礎的な知識と技能を修得する科目、人間の感覚情報を扱い、解明するため
の基礎的な知識や技能を修得する科目を履修します。 

〇情報科学に関連する高い倫理観や人類の幸福に資する研究開発を立案する高度な教養を身に付け
るために、専攻境界科目として周辺の重要分野を網羅し、情報科学の教養を身に付ける境界横断的な科
目を本人の意思により選択し修得します。 

〇独立した研究者として国際的な見地に立って自身の研究内容の意義を、社会と照らし合わせて議論
するために、国際性を涵養する英語コミュニケーション能力を身に付けるとともに、社会の多様な要請
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に対応した幅広い知識を修得します。産業界などの外部から講師を招いて最新の技術動向をカバーする
特別講義科目、国内外の企業や研究機関へのインターンシップ科目を実施し、自らの研究の社会とのか
かわりを考察・議論する力を身に付けます。 

〇生物を対象としたアナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする情報科学・工学の学術領
域において学理とその応用に関する重要な貢献を果たすために、当該分野に関する十分な学識と研究能
力を有し、当該分野の発展に貢献する研究内容を追行する能力を身に付ける研究指導を行います。 

〇自ら設定した課題を探求できる研究能力、世界的な視野で技術者・研究者を先導し、活躍できる能
力を身に付けるために、プロジェクト型演習科目、最新の研究を調査し自身の研究に取り込む力を身に
つける演習科目、自身の研究の進捗を伝えるコミュニケーション能力など実践力を育てるセミナー科目
を配置することによって、高度技術者・研究者としての素養を身に付けます。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

生物系、情報系のバックグラウンドを持った学生が両方の分野の内容を理解する能力を身に付けるた
め、入学後、最初にバイオ情報工学入門を実施します。講義を主体とする基礎科目や演習、セミナー科
目と研究指導により、高度な技術者・研究者としての素養が身に付くように配慮するとともに、社会の
多様な要請に対応した幅広い知識を修得できるようにしています。 

 
＜学習成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、試験や課題、レポートなどの相応しい方法を
用いて、厳格に評価します。 
 
博士後期課程 
＜教育課程編成の考え方＞ 

博士後期課程では、ミクロからマクロまでの多様な生物の機能およびネットワークの理解から応用ま
での先端的科目を実施します。 

 
当該分野における最先端の科学・技術を修得できる専門科目に加え、国内外の企業や研究機関等への

インターンシップ科目などを配置し、新しい学術的価値を生み出す能力を養い、また、それを活用して
新しい社会的価値を創出できる人材の育成を行っています。このような教養・デザイン力・国際性を涵
養する情報科学技術に係わる高度な授業を開講するとともに研究指導を行います。 

 
○当該分野における最先端の科学・技術を修得できる専門科目を配置し、生物の機能を解明するため

の基礎的な知識や技能を修得する科目、生物に関する情報を処理し、解析する先端的な知識や技能を修
得、ネットワークを理解するための先端的な知識と技能を修得する科目、人間の感覚情報を扱い、解明
するための先端的な知識や技能を修得する科目を通じて修得します。 

○国内外の企業や研究機関等へのインターンシップ科目などを配置し、情報科学に関連する高い倫理
観や人類の幸福に資する研究開発を立案するため高度な教養を身に付けます。さらに独立した研究者と
して国際的な見地に立って自身の研究内容の意義を社会と照らし合わせて議論がするコミュニケーシ
ョン能力を身に付けます。 

○当該分野に関する十分な学識と研究能力を有し、当該分野の発展に貢献する研究内容を遂行し、そ
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れを活用し、高い倫理観をもって新しい社会的価値を創出できる能力を身に付ける研究指導を行い、生
物を対象としたアナリシス（解析）とシンセシス（設計）を両輪とする情報科学・工学の学術領域にお
いて学理とその応用に関する重要な貢献を果たします。さらに自ら設定した課題を探求できる研究能力、
世界的な視野で技術者・研究者を先導し、活躍できる能力を身に付けます。 

 
＜学修内容及び学修方法＞ 

専門科目は内容に応じて、講義またはセミナー形式で実施し、新しい学術的価値を生み出す能力を養
います。また、それを活用して新しい社会的価値を創出できる人材の育成を行います。また、博士前期
課程・後期課程を通じて、留学生のために英語で学修できる情報科学英語特別コースを設置しています。
留学生以外の学生もこのコースの科目を履修することができ、国際性を涵養することができるようにし
ています。 

 
＜学習成果の評価方法＞ 

シラバスに記載されている学習目標の達成度に対して、試験や課題、レポートなどの相応しい方法を
用いて、厳格に評価します。 

 
また、極めて優秀な成績を修めた学生は、教授会での審議によって修業期間を短縮して修了すること

も可能です。 
 
入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー） 
 

バイオ情報工学専攻の博士前期課程では、国内外を問わず、生物の機能およびネットワークの理解か
ら応用により創出される新たな情報科学・工学の学術領域を開拓するための技術の確立と深化を担う意
欲を持った学生を受け入れます。このため、理工系の学部で情報科学または生物学を学んできた人、情
報科学技術の生物学や医学などへの応用や展開に興味を持つ人を受け入れます。さらに幅広く人材を求
めるために、情報科学や生物学以外の分野を学んできた人も受け入れます。国内に限定することなく、
海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。これらのために、多様な選抜試験を実施しています。 

博士後期課程では、国内外を問わず、当該学術領域にイノベーションを創起する意欲を持った学生を
受け入れます。このため、理工系などの研究科（博士前期課程・修士課程）で情報科学または生物学を
学んできた人、情報科学技術の生物学や医学などへの応用や展開に興味を持つ人、既にこれらの研究科
を修了し、社会のさまざまな分野で活躍しながら、専攻の目指す学術領域への貢献を強く願っている人
を受け入れます。さらに幅広く人材を求めるために、情報科学以外の研究科等に在籍する人や、社会人
で情報科学や生物学に関して勉学や研究に取り組む意欲がある人も受け入れます。国内に限定すること
なく、海外からも秀でた学生を積極的に受け入れます。これらのために、多様な選抜試験を実施してい
ます。 
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付録 2.2 各専攻のカリキュラムマップ 

情報基礎数学専攻 

 
博士前期課程 

 

 
博士後期課程 
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情報数理学専攻 

 

博士前期課程 

 

 

博士後期課程 
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コンピュータサイエンス専攻 

 

博士前期課程 

 

 

博士後期課程 
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情報システム工学専攻 

 
博士前期課程 

 

 

博士後期課程 
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情報ネットワーク学専攻 

 

博士前期課程 

 

 

博士後期課程 
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マルチメディア工学専攻 

 

博士前期課程 

 

 
博士後期課程 
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バイオ情報工学専攻 

 
博士前期課程 

 

 

博士後期課程 
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付録 2.3 入学試験の状況 

2017 年度から 2021 年度までの志願倍率（志願者数／募集定員）、受験倍率（受験者数／合格者

数）、定員充足率（入学者数／学生定員）および入学辞退率（辞退者数／合格者数）の推移を表 A.2 か

ら表 A.5 に示す。 

 

 

表 A.2 志願倍率 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

 志願者数 募集定員 志願倍率 志願者数 募集定員 志願倍率 

2017 年度 197 123 1.60 33 43 0.77 

2018 年度 209 123 1.70 51 43 1.19 

2019 年度 209 123 1.70 44 43 1.02 

2020 年度 221 123 1.80 43 43 1.00 

2021 年度 235 160 1.47 36 43 0.84 

平均 214.2 130.4 1.64 41.4 43.0 0.96 

 

 

表 A.3 受験倍率 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

 受験者数 合格者数 受験倍率 受験者数 合格者数 受験倍率 

2017 年度 192 160 1.20 33 33 1.00 

2018 年度 205 171 1.20 50 49 1.02 

2019 年度 201 167 1.20 43 43 1.00 

2020 年度 210 165 1.27 43 43 1.00 

2021 年度 209 181 1.15 36 35 1.03 

平均 203.4 168.8 1.20 41.0 40.6 1.01 
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表 A.4 定員充足率 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

 入学者数 学生定員 定員充足率 入学者数 学生定員 定員充足率 

2017 年度 151 123 123% 32 43 74% 

2018 年度 158 123 128% 45 43 105% 

2019 年度 153 123 124% 39 43 91% 

2020 年度 152 123 124% 42 43 98% 

2021 年度 167 160 104% 34 43 79% 

平均 156.2 130.4 120% 38.4 43.0 89% 

 

 

表 A.5 入学辞退率 

年度 博士前期課程 博士後期課程 

 辞退者数 合格者数 入学辞退率 辞退者数 合格者数 入学辞退率 

2017 年度 9 160 5.6% 1 33 3.0% 

2018 年度 13 171 7.6% 4 49 8.2% 

2019 年度 14 167 8.4% 4 43 9.0% 

2020 年度 13 165 7.9% 2 43 4.7% 

2021 年度 14 181 7.7% 1 35 2.9% 

平均 12.6 168.8 7.5% 2.4 40.6 5.9％ 
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付録 2.4 在籍者数と修学の状況 

2017 年度から 2021 年度までの在籍者数、教員１人当たりの学生数および休学・退学の状況を表 A.6

および表 A.7 に示す。 

 

表 A.6 在籍者数と教員１人当たりの学生数 

 博士前期課程 博士後期課程 

 在籍者数 在籍率 学生数/教員 在籍者数 在籍率 学生数/教員 

2017 年度 312 126.8% 4.11 128 99.2% 1.68 

2018 年度 320 130.1% 4.27 133 103.1% 1.77 

2019 年度 315 128.0% 4.32 130 100.8% 1.78 

2020 年度 310 126.0% 3.16 139 107.8% 1.42 

2021 年度 335 136.2% 3.68 130 100.8% 1.43 

平均 318.4 129.4% 3.91 132 102.3% 1.62 

 

 

表 A.7 休退学者数 

 博士前期課程 博士後期課程 

 休学者数 退学者数 休学者数 退学者数 

2017 年度 15 8 22 9 

2018 年度 15 8 30 19 

2019 年度 5 5 22 16 

2020 年度 9 7 12 14 

2021 年度 8 9 11 9 

平均 10.4 7.4 19.4 13.4 

※休学者数は、延べ人数 
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付録 2.5 多様な入学者選抜の状況 

基礎工学部情報科学科から飛び入学制度で入学した学生について、平成 29 年度から令和 3 年度まで

の飛び級入学者と博士後期課程への進学の状況を表 A.8 に示す。また、平成 29 年度から令和 3 年度ま

での入学者のうち、他大学出身者の状況は表 A.9 の通りである。 

 
表 A.8 基礎工学部情報科学科からの飛び入学の実績 

入学年度 入学者数 
博士後期課程 

への進学者数 

博士後期課程 

への進学率 

飛び級者の 

占める割合 

 卒業後 飛び級 卒業後 飛び級 卒業後 飛び級  

2017 年度 64 9 7 0 10.9% 0.0% 0.0% 

2018 年度 48 9 6 0 12.5% 0.0% 0.0% 

2019 年度 44 4 1 0 2.3% 0.0% 0.0% 

2020 年度 48 3 6 0 12.5% 0.0% 0.0% 

2021 年度 53 2 - - - - - 

合計 257 27 20 0 7.8% 0.0% 0.0% 

 

表 A.9 他大学等の出身者の状況 

 博士前期課程 博士後期課程 

 他大学 留学生 
外部進学

者の割合 
他大学 留学生 

外部進学

者の割合 

2017 年度 26 15 17.2% 14 13 43.8% 

2018 年度 39 15 24.7% 21 13 46.7% 

2019 年度 44 25 28.8% 21 15 53.8% 

2020 年度 27 11 17.8% 23 17 54.8% 

2021 年度 34 15 20.4% 19 20 55.9% 

平均 34.0 16.2 21.8% 19.6 15.6 51.0% 
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付録 2.6 ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム関連情報 
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付録 2.7 enPiT 関連情報 

事業全体の年度目標と実績 
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学生及び連携企業満足度調査における本事業の有益度の結果（令和 2年度） 

 

 

関係大学所在都道部県分布 
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付録 2.8 専攻横断教育のための境界科目の概要 

2021 年度に開講している専攻横断教育のための境界科目 7 科目の概要を表 A.10 に示す。 

 

表 A.10 境界科目の概要 

科目名 授業の目的 

英語プレゼンテーション 英語でプレゼンテーションを行うスキルを身につける。 

情報科学特別講義 I 情報科学に関する最先端の研究動向・技術動向のうち、その基

礎となる背景とその利用動向について、基幹企業や研究機関に

おける研究開発状況をもとに理解する。 

情報科学特別講義 II 情報科学に関する最先端の研究動向・技術動向のうち、その基

礎となる背景とその利用動向について、基幹企業や研究機関に

おける研究開発状況をもとに理解する。 

情報技術と倫理 情報技術と社会との関わりにおける諸問題を、特に倫理との関

わりにおいて理解する。また、情報技術に関わる職業に従事す

る者がもつべき倫理観についても理解する。 

国際融合科学論 国内外における生命科学等の異分野と情報科学技術の融合事例

を学びつつ、情報技術の重要性および情報技術者としての国際

的な視野を身に付ける。 

知的財産の基礎（情報科学を中心

に） 

・研究成果を社会に適切に普及させるためのツールとしての知

的財産制度の基礎を身につける。 

・複数の組織間における研究成果の取扱いを規律するルールと

しての知的財産制度の基礎を身につける。 

イノベーション論 「イノベーションとは何か，それを起こすにはどうすれば良い

か」という問いに個々が答えを見つける。 

伝統企業やスタートアップで必要なイノベーション創出に関す

る知識と基本スキルを体系的に習得する。 
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付録 2.9 入学料および授業料の免除の状況 

2017 年度から 2021 年度までの学資免除の状況を示す。表 A.11 は入学料の免除を認められた件数と

割合、表 A.12 は授業料の免除を認められた状況を示している。 

 

表 A.11 入学料の免除状況 

年度 課程 申請者数 全額免除 半額免除 
免除者

数 
免除者割合 

2017 年 博士 

前期 
31 2 6 8 25.8% 

博士 

後期 
3 1 1 2 66.7% 

合計 34 3 7 10 29.4% 

2018 年 博士 

前期 
17 5 1 6 35.3% 

博士 

後期 
5 1 1 2 40.0% 

合計 22 6 2 8 36.4% 

2019 年 博士 

前期 
20 1 3 4 20.0% 

博士 

後期 
8 1 0 1 12.5% 

合計 28 2 3 5 17.9% 

2020 年 博士 

前期 
25 4 5 9 36.0% 

博士 

後期 
3 1 0 1 33.3% 

合計 28 5 5 10 35.7% 

2021 年 博士 

前期 
18 2 4 6 33.3% 

博士 

後期 
7 3 1 4 57.1% 

合計 25 5 5 10 40.0% 
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表 A.12 授業料の免除状況 

年度 課程  
 

申請者数 全額免除 半額免除 免除者数 免除者割合 

2017 年 

博士前期 

前期 68 27 40 67 98.5% 

後期 75 27 45 72 96.0% 

計 143 54 85 139 97.2% 

博士後期 

前期 39 37 0 37 94.9% 

後期 44 42 0 42 95.5% 

計 83 79 0 79 95.2% 

合計 226 133 85 218 96.5% 

2018 年 

博士前期 

前期 55 27 23 50 90.9% 

後期 57 27 25 52 91.2% 

計 112 54 48 102 91.1% 

博士後期 

前期 47 43 2 45 95.7% 

後期 53 48 3 51 96.2% 

計 100 91 5 96 96.0% 

合計 212 145 53 198 93.4% 

2019 年 

博士前期 

前期 51 16 25 41 80.4% 

後期 54 17 28 45 83.3% 

計 105 33 53 86 81.9% 

博士後期 

前期 35 33 1 34 97.1% 

後期 42 37 4 41 97.6% 

計 77 70 5 75 97.4% 

合計 182 103 58 161 88.5% 

2020 年 

博士前期 

前期 64 25 29 54 84.4% 

後期 60 25 28 53 88.3% 

計 124 50 57 107 86.3% 

博士後期 

前期 42 28 10 38 90.5% 

後期 46 32 11 43 93.5% 

計 88 60 21 81 92.0% 

合計 212 110 78 188 88.7% 

2021 年 

博士前期 

前期 47 27 19 46 97.9% 

後期 52 27 24 51 98.1% 

計 99 54 43 97 98.0% 

博士後期 

前期 40 34 4 38 95.0% 

後期 43 38 4 42 97.7% 

計 83 72 8 80 96.4% 

合計 182 126 51 177 97.3% 
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付録 2.10 日本学生支援機構の奨学金の状況 

2017 年度から 2021 年度までの日本学生支援機構の奨学金の獲得状況および採択率をそれぞれ表

A.13 および表 A.14 に示す。第 1 種奨学金と第 2 種奨学金は同時に取得できるため、これらの奨学金の

取得者数の合計は申請者数より大きくなる場合がある。 

 

表 A.13 博士前期課程における奨学金の獲得状況 

年度 
予約/   

在学 
申請者数 

第１種類 

採用者数 

第２種類 

採用者数 

採用者数    

合計 
採択率 

2017 年度 予約 17 17 0 17 100% 

在学 44 44 3 47 107% 

2018 年度 予約 17 15 2 17 100% 

在学 30 29 1 30 100% 

2019 年度 予約 15 15 0 15 100% 

在学 45 44 1 45 100% 

2020 年度 予約 15 15 0 15 100% 

在学 32 32 2 34 106% 

2021 年度 予約 18 18 4 22 122% 

在学 30 29 2 31 103% 

 

表 A.14 博士後期課程における奨学金の獲得状況 

年度 
予約/   

在学 
申請者数 

第１種類 

採用者数 

第２種類 

採用者数 

採用者数    

合計 
採択率 

2017 年度 予約 2 1 0 1 50% 

在学 3 3 0 3 100% 

2018 年度 予約 1 1 0 1 100% 

在学 2 2 0 2 100% 

2019 年度 予約 0 0 0 0 - 

在学 8 8 0 8 100% 

2020 年度 予約 0 0 0 0 - 

在学 4 4 0 4 100% 

2021 年度 予約 1 0 0 0 0% 

在学 3 3 0 3 100% 
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付録 2.11 留学生の状況 

2017 年度から 2021 年度までの留学生の状況を示す。表 A.15 には留学生に対して配置したチュータ

ーの人数、表 A.16 には留学生数の推移、表 A.17 には在籍者数に対する留学生の割合を示す。 

 

表 A.15 留学生に対するチューター 
 

博士前期課程 博士後期課程 研究生 特別研究学生 特別聴講学生 

2017 年度 11 10 19 1 8 

2018 年度 12 10 12 1 6 

2019 年度 18 15 15 0 1 

2020 年度 8 3 6 0 0 

2021 年度 7 7 2 0 3 

 

表 A.16 留学生数の推移 

 博士前期課程 博士後期課程 研究生 

合計 
 

国 

費 

政 

府 

私 

費 

小 

計 

国 

費 

政 

府 

私 

費 

小 

計 

国 

費 

政 

府 

私 

費 

小 

計 

2017 年度 7 1 26 34 14 2 20 36 5 0 7 12 82 

2018 年度 8 1 24 33 9 2 28 39 6 0 7 13 85 

2019 年度 10 0 27 37 8 3 35 46 2 0 5 7 90 

2020 年度 6 0 31 37 11 1 36 48 2 0 7 9 94 

2021 年度 4 0 27 31 12 1 37 50 4 0 6 10 91 

 

表 A.17 留学生の割合の推移 

 博士前期課程 博士後期課程 

 在籍者数 留学生数 割合 在籍者数 留学生数 割合 

2017 年度 312 34 10.9% 128 36 28.1% 

2018 年度 320 33 10.3% 132 39 29.6% 

2019 年度 315 37 11.8% 130 46 35.4% 

2020 年度 310 37 11.9% 139 48 34.5% 

2021 年度 334 31 9.3% 130 50 38.5% 

平均 318.2 34.4 10.8% 131.8 43.8 33.2% 
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付録 2.12 学生の学会発表件数と学術雑誌掲載論文数 

2017 年度から 2021 年度までの学生の学会発表件数および学生が著者となった学術雑誌掲載論文数

を表 A.18 および表 A.19 に示す。なお、学会発表研究の「国際」は、博士前期課程では国際会議での

発表件数、博士後期課程では海外で開催された会議での発表件数を示す。 

 

表 A.18 学生による学会発表件数 

  博士前期課程 博士後期課程 

2017 年度 
国内 218 73 

国際 61 42 

2018 年度 
国内 159 68 

国際 66 36 

2019 年度 
国内 166 51 

国際 69 39 

2020 年度 
国内 128 33 

国際 58 26 

2021 年度 
国内 186 34 

国際 62 45 

 

表 A.19 学生による学術雑誌掲載論文数 

  博士前期課程 博士後期課程 

2017 年度 
筆頭 27 32 

共著 14 2 

2018 年度 
筆頭 29 51 

共著 3 8 

2019 年度 
筆頭 33 39 

共著 6 3 

2020 年度 
筆頭 13 34 

共著 9 3 

2021 年度 
筆頭 22 39 

共著 5 0 
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付録 2.13 学位授与の状況 

2017 年度から 2021 年度までの学位授与率を示す。表 A.20 は修士学位、表 A.21 は博士学位の授与

率の推移を示している。 

 

表 A.20 修士学位授与率の推移 

年度 学位取得者 2 年での取得者 短期修了者 授与率 

2017 年度 139 139 0 88.5% 

2018 年度 148 148 0 89.7% 

2019 年度 154 153 1 93.9% 

2020 年度 135 135 0 86.5% 

2021 年度 153 153 0 92.2% 

 

表 A.21 博士学位授与率の推移 

年度 学位取得者 3 年での取得者 短期修了者 授与率 

2017 年度 27 17 4 47.4% 

2018 年度 32 24 5 47.8% 

2019 年度 24 17 3 47.1% 

2020 年度 27 19 3 52.9% 

2021 年度 41 28 2 68.3% 
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付録 2.14 修了者の進路 

2017 年度から 2021 年度までの修了者の進路の概要を示す。表 A.22 は博士前期課程修了者、表 A.23

は博士後期課程の修了者の進路を示している。 

 

表 A.22 博士前期課程修了者の進路 

企業等名 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

本学進学 14 ( 2 ) 14 ( 5 ) 14 ( 4 ) 14 ( 5 ) 21 ( 5 ) 

他大学進学 0 ( 0 ) 1 ( 1 ) 2 ( 0 ) 3 ( 2 ) 2 ( 1 ) 

A.T. カーニー（株） 1                             

ＡＧＣ（株）                         1     

COMAC Shanghai Aircraft Design 

& Research Institute 

                  1 ( 1 )       

freee（株）                   1           

ＧＭＯインターネット（株）             1     1           

Guangzhou KingMed Diagnostics 

Group Co., Ltd. 

                        1 ( 1 ) 

Ｈｕａｗｅｉ Ｔｅｃｈｎｏｌｏ

ｇｉｅｓ Ｃｏ，Ｌｔｄ 

                  1 ( 1 )       

ｉＣＡＤ（株）       1                       

ＪＦＥシステムズ（株） 1                             

JFE スチール（株） 1                             

J-Ports       1 ( 1 )                   

ＫＤＤＩ（株） 2           3 ( 1 ) 1     2     

ＬＩＮＥ（株） 1 ( 1 ) 1     1     1           

MARUI-PlugIn Inc. 1 ( 1 )                         

Megagon Labs             1                 

Micron                         1 ( 1 ) 

ｍｏｎｏＡＩ ｔｅｃｈｎｏｌｏ

ｇｙ（株） 

            1                 

ｍｔｅｓ Ｎｅｕｒａｌ Ｎｅｔ

ｗｏｒｋｓ（株） 

      1 ( 1 )                   

Nanjing Aquatrax IT Company 

Limited 

      1 ( 1 )                   

ＮＲＩセキュアテクノロジーズ

（株） 

1                             

ＰｗＣあらた有限責任監査法人                         1     

ＰｗＣコンサルティング合同会社             1                 

Retty（株） 1                             
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ＳＢテクノロジー（株）             1                 

Shanghai Yotta Company             1 ( 1 )             

Ｓｋｙ（株）                   1           

Ｓｐｉｂｅｒ（株）             1                 

TBS テレビ 1                             

Telkomcel       1 ( 1 )                   

Tencent 1 ( 1 )                         

ＹＫＫ（株）       1                       

あいおいニッセイ同和損害保険

（株） 

                  1           

アイテック阪急阪神（株） 1     1     1           1     

アイレット（株）                   1           

アクセンチュア（株） 2 ( 1 ) 3     1     1           

アサヒビール（株）                         1     

アビームコンサルティング（株） 1                             

アマゾンウェブサービスジャパン

（株） 

      3     2     1     1     

イーソル（株）       1                       

インフォコム（株）             1                 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ（株） 

3     4 ( 1 ) 4     1     2     

エヌ・ティ・ティ・コムウェア

（株） 

3            2     4     1     

エヌ・ティ・ティ・スマートコネ

クト（株） 

      1                       

エヌ・ティ・ティ・データ先端技

術（株） 

      1 ( 1 ) 1     2           

オムロンソフトウェア（株）             1                 

オムロン（株） 1     1     1                 

キヤノンＩＴソリューションズ

（株） 

2                             

キヤノンメディカルシステムズ

（株） 

      1                       

キヤノン（株） 1                             

グーグル合同会社       1                       

ゴールドマン・サックス・ジャパ

ン・サービス（株） 

      2     1                 

コベルコシステム（株） 1                             

コマツ 1                             



153 
 

サイボウズ（株）                   1 ( 1 ) 1     

さくらインターネット（株） 1                             

サントリーホールディングス

（株） 

1                 1           

シーエスアイ 1                             

シャープ（株）                         2     

セイコーエプソン（株）       1                       

ソニーグループ（株）                         1     

ソニーセミコンダクタソリューシ

ョンズ（株） 

                        1     

ソニーネットワークコミュニケー

ションズ（株） 

      1                       

ソニー（株） 1     3     2           2 ( 1 ) 

ソフトバンクグループ（株）       1                 1     

ソフトバンク（株）       1     2           3     

ダイキンＨＶＡＣソリューション

東海（株） 

                  1           

ダイキン工業（株） 1           1     2     2     

チームラボ（株）                   2           

テクノプロ・デザイン社                         1     

デジタルプロセス（株）             1 ( 1 )             

デロイトトーマツベンチャーサポ

ート（株） 

                        1     

トヨタ自動車（株） 1     1           1     1     

パーソルＡＶＣテクノロジー

（株） 

            1                 

パナソニックインフォメーション

システムズ（株） 

1                       2     

パナソニックエコシステムズ

（株） 

                  1 ( 1 )       

パナソニックオートモーティブシ

ステムズ（株） 

                        3     

パナソニックコネクト（株）                         2     

パナソニックホールディングス

（株） 

                        1     

パナソニック（株） 1     2     8     2     2     

バルテス・モバイルテクノロジー

（株） 

      1                       

ビジネスエンジニアリング（株）             1                 
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ファイザーＲ＆Ｄ合同会社       1                       

フューチャーアーキテクト（株）                   1           

フューチャー（株）       1                       

ブラザー工業（株） 1                             

フリー（株）                         1     

フリュー（株） 1                             

マツダ（株）                         1     

みずほ証券（株）                   1     1     

ヤフー（株）       4     2 ( 1 ) 4 ( 1 ) 7 ( 1 ) 

ヤマハ（株）             1                 

ヤンマー（株） 3                             

リョービ（株）       1                       

ワイズ（株）                         1     

旭化成（株）       1           1           

一般財団法人岐阜県教育会       1                       

塩野義製薬（株）             2     1     2     

沖電気工業（株）       1                       

花王（株） 1     1                       

学校法人角川ドワンゴ学園                   1           

学校法人関西学院             1                 

学校法人創志学園 クラーク記念

国際高等学校 

            1                 

学校法人大阪医科薬科大学 高槻

中学校・高等学校 

      1                       

学校法人奈良学園                         1     

学校法人偕星学園             1                 

楽天（株）             1 ( 1 ) 3 ( 1 )       

（株）ABEJA 1                             

（株）ACN 1                             

（株）ＢｅＦｏｒｗａｒｄ                   1           

（株）Ｃｕｏｎ       1 ( 1 )                   

（株）Ｃｙｇａｍｅｓ       1                       

（株）Ｄｏｎｕｔｓ       1                       

（株）ｇｕｍｉ                         1     

（株）ＫＳＫ                         1     

（株）ＭｏｎｏｔａＲＯ                         2     

（株）ＮＳソリューションズ関西 1     2     4     1     1     

（株）ＮＴＴデータ       6     5     4     2     

（株）ＮＴＴドコモ 2     1     2     2 ( 1 ) 1     
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（株）ＮＴＴファシリティーズ 1                             

（株）Ｐｈｏｔｏｓｙｎｔｈ                         1     

（株）ＳＲＤ 1           1                 

（株）ＷＯＷＯＷ                   1           

（株）アイヴィス                         1     

（株）アウトソーシングテクノロ

ジー 

            1     2           

（株）アップ                         1     

（株）アルファシステムズ       1                       

（株）インターネットイニシアテ

ィブ 

      1                       

（株）インテリジェントシステム

ズ 

                        1     

（株）ウィザス             1                 

（株）エアクローゼット                         1     

（株）エヌジェーケー 1                             

（株）エムティーアイ       1                       

（株）オプサス       1                       

（株）オプテージ                   1           

（株）カカクコム                         1     

（株）カネカ       1           1           

（株）カプコン 1                 1 ( 1 ) 2     

（株）キーエンス 1                       1     

（株）ギフティ                         2     

（株）キュービック                         1     

（株）クレハ                         1     

（株）ゲームフリーク                         1     

（株）コーエーテクモゲームス                         2     

（株）コーエーテクモホールディ

ングス 

1           2                 

（株）コナミデジタルエンタテイ

ンメント 

      1     1     2           

（株）コロプラ 1     1                       

（株）サイバーエージェント                   1           

（株）システムアイ                   1           

（株）シマノ 1           1                 

（株）スカイウイル                         1     

（株）スクウェア・エニックス 1                             
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（株）ソニー・インタラクティブ

エンタテインメント 

      1                       

（株）ソニー・ミュージックエン

タテインメント 

            1                 

（株）ディー・エヌ・エー             1                 

（株）ディンプス                   1           

（株）データフォーシーズ                   1           

（株）テクロス                   1           

（株）テレビ朝日                         1     

（株）デンソー 1 ( 1 ) 2     3           1     

（株）ドーン                         1     

（株）ドリコム 1                             

（株）ビジュアルリサーチ       1                       

（株）ビッグツリーテクノロジー

＆コンサルティング 

                        1     

（株）ファーストリテイリング             1                 

（株）フジテレビジョン 1                             

（株）ブリヂストン                   1           

（株）ブレインズ 1                             

（株）ブレインパッド             1                 

（株）ベネフィット・ワン       1                       

（株）マキタ             1                 

（株）メイテック                   1           

（株）メガチップス       1                 1     

（株）モルフォ                   1           

（株）ユー・エス・イー       1                       

（株）ユーザーローカル             1                 

（株）リクルート       1     1     1           

（株）リクルートコミュニケーシ

ョンズ 

      1     1                 

（株）リコー             1     1           

（株）レトリバ             1                 

（株）レノバ                         1     

（株）ワークスアプリケーション

ズ 

1 ( 1 ) 1           1           

（株）安川電機 1                             

（株）科学情報システムズ                         1     

（株）構造計画研究所             1                 

（株）三井住友銀行             1                 
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（株）三菱ＵＦＪ銀行       1                       

（株）小松製作所                         1     

（株）早稲田アカデミー 1                             

（株）大和証券グループ本社             1                 

（株）朝日新聞社             2                 

（株）電通国際情報サービス                   1           

（株）島津製作所       3                       

（株）東芝       2     2                 

（株）日本経済新聞社                         1     

（株）日本総合研究所 1           1           2     

（株）日立ハイテク                   1           

（株）日立製作所 6 ( 1 ) 5 ( 2 ) 2           1 ( 1 ) 

（株）博報堂                         1     

（株）富士通研究所             1     1           

（株）豊田自動織機             1     1           

（株）本田技術研究所       1                       

（株）野村総合研究所 1     4     1     2     3     

関西電力（株） 1     1     2     2           

近鉄グループホールディングス

（株） 

                  1           

九州電力（株） 1                             

江崎グリコ（株）                         1     

国土交通省 1                             

阪急阪神ホールディングス（株） 1                        1     

三井住友信託銀行（株）                   1           

三菱瓦斯化学（株）       1                       

三菱電機コントロールソフトウエ

ア（株） 

                        1     

三菱電機（株） 6     4     1     3     2     

三菱電機特機システム（株）             1                 

参天製薬（株）       1                       

四国電力（株）             1                 

住友化学（株）                   1           

住友電気工業（株） 1           1     2     1     

新日鉄住金ソリューションズ

（株） 

7     5                       

新日鉄住金ソリューションズ関西

（株） 

1                             

森永製菓（株）                   1           
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西日本電信電話（株） 3      5     3     4     3     

西日本旅客鉄道（株） 1           1           1     

積水ハウス（株）                         1     

双日（株） 1                             

綜合警備保障（株）                         1     

大阪瓦斯（株）       1     1           1     

大阪府公立教員 1                             

大成建設（株）                   1           

大和証券（株）                   1           

中部電力（株） 1                             

朝日放送（株） 1                             

電源開発（株）       1                       

東海旅客鉄道（株） 1                             

東京瓦斯（株）       1                       

東芝デジタルソリューションズ

（株） 

      1 ( 1 )       1           

東日本旅客鉄道（株） 1     1                       

日医工（株）                   1           

日興システムソリューションズ

（株） 

1                             

日鉄ソリューションズ（株）             11     2     5     

日鉄日立システムエンジニアリン

グ（株） 

      1                       

日本アイ・ビー・エム（株） 3     1           1     1     

日本たばこ産業（株）       1                       

日本テレビ放送網（株）                         1     

日本電気（株） 1     1     2           1     

日本電気通信システム（株）             1                 

日本電子計算（株）       1                       

日本電信電話（株） 1     2     2     2     2     

日本放送協会       1                       

日本郵便 1                             

日立製作所 1                             

日立造船（株）       1 ( 1 ) 2 ( 1 )             

任天堂（株）       3     1     3           

白陵高等学校（三木学園） 1                             

浜松ホトニクス（株）                   1           

富士ゼロックス（株）             1                 

富士通テン（株） 1                             
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富士通フロンテック（株） 1                             

富士通（株） 5     2     5     3     6     

福岡県庁信用組合                         1     

宝ホールディングス（株）                   1           

本田技研工業（株） 3                 1 ( 1 )       

味の素（株）                   1           

名古屋テレビ放送（株）             1                 

明治安田アセットマネジメント

（株） 

                  1           

野村アセットマネジメント（株）             1                 

讀賣テレビ放送（株）       1                       

不明 7 ( 4 ) 2 ( 0 ) 5 ( 2 ) 9 ( 5 ) 7 ( 3 ) 

合計 139 ( 13 ) 148 ( 17 ) 154 ( 12 ) 135 ( 21 ) 153 ( 14 ) 

（注）カッコ内は留学生で内数 
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表 A.23 博士後期課程修了者の進路 

企業等名 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

China Unicom      1 ( 1 )                  

Guru Square Co., Ltd.           1 ( 1 )            

Illumina, Inc. 1                          

Khulna University 1 ( 1 )                       

MediaTek                 1 ( 1 )       

National Electronics and Computer Technol-

ogy Center, Thailand. 

          1 ( 1 )            

ＮＴＮ（株）                      1     

Shanghai EDA company           1 ( 1 )            

University of Computer Studies, Yangon, 

Myanmar 

          1 ( 1 )            

University of Phayao, Thailand      1 ( 1 ) 1 ( 1 )            

University of Technology (Yatanarpon Cyber 

City) 

1 ( 1 )                       

University of Twente 1 ( 1 )                       

アストラゼネカ（株）                      1     

エスディーテック（株）      2 ( 1 )                  

グーグル・クラウド・ジャパン合同会社      1                     

クリムゾンテクノロジー（株）                 1 ( 1 )       

サンプラスチックス（株）      1                     

シャープ（株）      1                     

ソニーグループ（株）                      1 ( 1 ) 

テクノスデータサイエンス・エンジニアリング

（株） 

1                          

ニデック（株） 1                          

ヤフー（株） 1 ( 1 ) 1    3 ( 1 )      1     

旭化成（株）      1                     

一般財団法人 NHK エンジニアリングシステム 1                          

茨木市立北中学校                      1     

学校法人東京理科大学           1 ( 1 )            

学校法人兵庫医科大学           1                

楽天グループ（株）                      1     

（株）Ｆｕｓｉｃ                 1          

（株）ＫＤＤＩ総合研究所      1                     

（株）ＮＴＴデータ                      1     

（株）ＮＴＴドコモ 1                          

（株）ＳＢＷｏｒｋｓ      1 ( 1 )                  
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（株）オクトーバー・スカイ                      1 ( 1 ) 

（株）カヤック           1                

（株）コトバデザイン                 1          

（株）ジーニー 1                          

（株）スペースタイムエンジニアリング      1                     

（株）ソシオネクスト                 1          

（株）とめ研究所           1 ( 1 )            

（株）ハイシンク創研                 1          

（株）フジエンジニアリング           1                

（株）ボスコ・テクノロジーズ 1                          

（株）レイトロン                 1          

（株）山野商事           1                

（株）島津製作所                 1          

（株）東芝 1               1 ( 1 )       

（株）日本総合研究所                      2     

（株）日立製作所 2    5 ( 1 ) 4     2    1     

（株）富士通研究所 1                          

（株）堀場製作所      1                     

関西デジタルソフト（株）                      1     

関西学院大学 1                          

京都橘大学                      1     

公立大学法人広島市立大学 1    1                     

高知工科大学      1 ( 1 )                  

合同会社ｔｒａｎｓｋｉｔ                      1     

国立弓削商船高等専門学校      1                     

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構      1                     

国立大学法人京都大学                 2 ( 1 )       

国立大学法人大阪大学 1 ( 1 ) 6 ( 2 ) 3 ( 2 ) 6 ( 2 ) 5 ( 3 ) 

国立大学法人電気通信大学      1                     

国立大学法人東北大学           1                

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学      1               1     

国立大学法人北海道大学電子科学研究所                 1          

国立大学法人名古屋大学      1                     

三菱電機（株）      1    1          1     

自営業                 1          

神戸市外国語大学消費生活協同組合      1 ( 1 )                  

清華大学                      1 ( 1 ) 

早瀬特許事務所                      1     

大研医器（株）      1                     
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第一三共（株）                 1          

地方独立行政法人大阪産業技術研究所      1    1                

中国联通                 1 ( 1 )       

東レ（株）      1                     

東華大学                      1 ( 1 ) 

東芝インフラシステムズ（株）                 1          

東芝デバイス＆ストレージ（株）      1                     

独立行政法人産業技術総合研究所 1                          

独立行政法人理化学研究所 1                          

日鉄エンジニアリング（株）           1                

日本アイ・ビー・エム（株）           1 ( 1 )            

日本たばこ産業（株）                      1     

日本電気（株）           1     1    2     

日本電信電話（株） 1    2    1     1    1     

日立オートモティブシステムズ（株）                 1          

富士ソフト（株） 1                          

富士通（株）      1               1     

味の素（株） 1                          

矢崎総業（株）      1                     

不明 5 ( 2 ) 3 ( 1 ) 5 ( 3 ) 7 ( 5 ) 6 ( 5 ) 

合計 28 ( 5 ) 44 ( 9 ) 33 ( 11 ) 34 ( 7 ) 35 ( 7 ) 

（注）カッコ内は留学生で内数 
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付録 2.15 学位審査の基準 

 

 

大阪大学大学院情報科学研究科における 

博士学位論文および博士の学位審査に関する指針 

 

 

（平成 20 年 12 月 4 日 教授会承認） 

 

大阪大学大学院情報科学研究科では、博士学位論文の内容、および、形式について次のような指針を設

ける。この指針に沿って、作成された論文に基づいて博士学位審査を行い、適当と認められる者に対し、

博士（情報科学）、博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）いずれか適当な学位の授与を行う。 

 

(1) 博士学位論文は、十分な学術的価値を有する必要がある。学術的価値とは、未知の事象・事物の発

見、新しい理論の構築・展開、新しい技術・機器・手法・アルゴリズムの開発・発明・応用、新しい

学問的概念の提出など、学理とその応用に関する重要な貢献をなすものを指す。博士の学位を受け

るものは、博士学位論文の学術内容を含む分野に関する十分な全般的知識を有し、独立した研究者

として研究を遂行できる学力を有する必要がある。また、博士学位論文の学術内容の社会に対する

貢献を論述できる必要がある。 
 

(2) 博士学位論文は明瞭、かつ、平明に書かれ、審査委員会で学術研究に相応しい発表、討論がなされ

なければならない。博士学位論文は申請者自身が自立的かつ主体的に取り組んだ研究の成果である

ことが必要であり、その内容については過去に、いかなる機関においても、また、いかなる申請者

によっても発表された博士学位論文の内容を含んではならない。 
 

(3) 博士学位論文は、日本語、英語、または専攻で認められた言語により書かれるものとする。題目は

本文と同じ言語によるものとし、日本語以外で書かれる場合は日本語の訳を付す。本文は、内容梗

概、緒論、結論に相当する章が含まれなければならない。本文は、さらに、この分野の概要、他の

研究者による関連研究の状況、博士学位論文に含まれる研究の位置づけ、論文の構成、方法、結果、

討論、が適切な章立てにより含まれるものとする。専攻の定める追加事項があればそれに従う。 
 

(4) 博士学位論文の内容は国際的に公表されるものとする。論文提出、および、学位審査最終判定につ

いての条件は、各専攻の規定があればそれに従う。 
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大阪大学大学院情報科学研究科における 

修士学位論文および修士の学位審査に関する指針 

 

 

（平成 21 年 3 月 5 日 教授会承認） 

 

大阪大学大学院情報科学研究科では、修士学位論文の内容、および、形式について次のような指針を設

ける。この指針に沿って、作成された論文に基づいて修士学位審査を行い、適当と認められる者に対し、

修士（情報科学）、修士（工学）、修士（理学）、修士（学術）いずれか適当な学位の授与を行う。 

 

(1) 修士の学位を受ける者は、専攻分野における研究能力、高度の専門性が求められる職業を担うため

の能力を有する必要がある。修士学位論文は、これらの能力を修得するために行われた専攻分野の

発展に貢献する研究内容を含む必要がある。 
 

(2) 修士学位論文は明瞭、かつ、平明に書かれ、その内容について各専攻で開催される修士論文発表会・

審査会で学術研究に相応しい発表、討論がなされなければならない。 
 

(3) 修士学位論文は、日本語、英語、または専攻で認められた言語により書かれるものとする。題目は

本文と同じ言語によるものとし、日本語以外で書かれる場合は日本語の訳を付す。本文は、内容梗

概、緒論、結論に相当する章が含まれなければならない。本文は、さらに、この分野の概要、他の

研究者による関連研究の状況、修士学位論文に含まれる研究の位置づけ、方法、結果、討論、が適

切な章立てにより含まれるものとする。 
 

(4) 学位審査は各専攻により行われ、専攻長会にて最終判定する。 
 

(5) 専攻の定める追加事項があればそれに従う。 
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付録 3.1 競争的外部資金の獲得状況 
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付録 4.1 IT 連携フォーラム OACIS 

IT 連携フォーラム OACIS の活動について、OACIS シンポジウム、技術座談会のテーマ一覧表を示す。

詳細は、OACIS のウェブサイト https://www.oacis.jp/を参照のこと。 

 

表 A.26 IT 連携フォーラム OACIS シンポジウム 

回 テーマ 開催日 開催場所 参加者数 

32 情報技術が生み出す人間と機械の共創 2017.7.7 大阪大学中之島センター 65 

33 新しい産学共創 

ICT 産学連携フェア 2017 

2017.12.8 大阪大学コンベンション

センター 

179 

34 ICT が拓く未来の交通/自動運転が拓く未来 2018.7.4 大阪大学中之島センター 83 

35 博士後期課程教育に期待すること 

ICT 産学連携フェア 2018 

2018.11.30 大阪大学 コンベンション

センター 

199 

36 数理科学が起こすイノベーション 2019.7.18 大阪大学中之島センター 74 

37 オープンイノベーションと大学の研究力向上 

ICT 産学連携フェア 2019 

2019.11.29 大阪大学 コンベンション

センター 

181 

38 Society 5.0 とウェルビーイング 2020.7.3 オンライン（Zoom） 81 

39 ニューノーマルにおける学び方・働き方 

ICT 産学連携フェア 2020 

2020.11.27 オンライン（Zoom） 147 

40 5G/Beyond 5G 2021.7.9 オンライン（Zoom） 65 

41 博士後期課程学生のキャリアパス 

ICT 産学連携フェア 2021 

2021.11.26 オ ン ラ イ ン （ Zoom 、

Gather.town） 

123 

 

  

https://www.oacis.jp/
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表 A.27 OACIS 技術座談会（2017 年度から 2021 年度まで） 

回 テーマ 開催日 開催場所 参加者数 

54 サイバーフィジカルシステムとサイバーセキュ

リティ (CPS & CS) 

2017.9.4 大阪大学中之島センター 15 

55 フォトニック情報技術、脳の認知モデルにもとづ

くネットワークシステム制御 

2017.10.26 大阪大学中之島センター 11 

56 ソフトウェアの自動バグ修正と省電力化、バイオ

情報技術を活用した細胞内代謝の解析 

2017.11.7 大阪大学中之島センター 12 

57 スマートエネルギーマネージメント技術 2018.10.30 大阪大学中之島センター 11 

58 時空間・センサデータ処理技術 ～ 基礎技術から

ニューロサイエンス・バイオロギングへの応用ま

で ～ 

2018.11.9 大阪大学中之島センター 10 

59 ネットワークダイナミクスの数理と分散アルゴ

リズムへの応用 

2018.12.21 大阪大学中之島センター 12 

60 Society5.0 時代のモバイル・ユビキタスコンピュ

ーティング 

2019.11.5 大阪大学中之島センター 11 

61 パーソナルデータの利活用が開く未来社会 2019.12.3 大阪大学中之島センター 11 

62 企業における AI・ビッグデータ活用の可能性 

～研究・開発部門の今後あるべき姿・オープンイ

ノベーションの今～ 

2020.3.17 ハービス ENT オフィスタ

ワー 

N/A 

※ 

63 ネットワーク上での感染症伝播モデルの制御 2021.1.28 オンライン（Zoom） 12 

64 モデル検査の基礎と自己適応システムへの応用 2021.2.18 オンライン（Zoom） 15 

65 フレーズアラインメント技術の最新動向と文の

表現生成への応用/グラフ分析と応用 

2021.3.4 オンライン（Zoom） 12 

66 ヒトの心理・認知活動データの取得と機械学習 2021.11.2 オンライン（Zoom） 15 

67 データ駆動型研究が開く新たな学際研究の形 2021.12.7 オンライン（Zoom） 16 

68 ヒト脳に倣う人工知能「ゆらぎ学習」とその応用 2022.1.21 オンライン（Zoom） 23 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大により開催中止 
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付録 4.2 一日体験教室 
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付録 4.3 情報科学研究科の学術交流協定 

 

 
 

  

国名 相手先 有効期限 学生交流の覚書
ドイツ ワイマール・バウハウス大学　 2003.5.27

メディア学部 2018.5.26
中華人民共和国 北京大学　 2006.5.30

情報科学技術学院 2026.12.5
アメリカ合衆国 カリフォルニア大学　サンディエゴ校 2007.8.22

2017.8.21
シンガポール 南洋理工大学　 2008.3.28

コンピュータ工学部 2018.3.27
マレーシア マレーシア科学大学 2008.10.22

薬学部・コンピュータサイエンス学部 2018.10.21
アメリカ合衆国 ウースター・ポリテクニック・インスティテュート 2010.3.8

学際国際研究学部コンピュータ科学科 2025.3.7
マレーシア マレーシア工科大学 2013.2.21

2018.2.20
フランス ボルドー工科大学 2014.12.10

2024.12.9
オーストラリア マッコーリー大学　 2015.9.11

理工学部 2020.9.10
タイ タイ国家放送通信委員会（NBTC) 2016.3.7

2019.3.6
中華人民共和国 大連理工大学　 2021.3.4

大連理工大学・立命館大学国際情報ソフトウェア学部 2026.3.3
中華人民共和国 香港中文大学深圳校 2021.11.4

生命健康科学部・理工学部 2026.11.3
ドイツ ボン・ライン・ズィーク応用科学大学 2022.3.11

2027.3.10

ベルギー IMEC 2018.4.1
双方異議のない限り継続

オーストラリア マッコーリー大学 2018.1.23
2023.1.22

中華人民共和国 上海交通大学 2018.10.20
自動更新

提携枠組契約
（会計係）
学位関連

（大学院係）
学位関連

（大学院係）

有

有

有

有

有

有

有

有
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付録 5.1 部局評価書 
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第 1 章 外部評価の概要 
 
 

情報科学研究科では、2022 年 11 月 29 日に Web 会議において外部評価を実施した。本研究科では、

５年ごとをめどに外部評価を行うこととしており、2018 年１月 29 日に続いて４回目の外部評価であっ

た。本報告書では、この外部評価について報告する。 
 
 

1.1 外部評価委員会の構成 
外部評価委員会の委員の構成を表Ⅱ.1に示す。大学及び国立研究開発法人並びに企業からの７名の有

識者で構成した。今回の外部評価では、研究科全体の評価を中心に行ったため、各専攻の担当は設けて

いないが、各専攻からの推薦に基づき外部評価委員会委員を依頼した。 

 

表Ⅱ.1 外部評価委員会委員の構成 

 氏名（敬称略） 所属 

委員長 辻 井 潤 一 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 

人工知能研究センター長 

委員 小 薗 英 雄 
早稲田大学理工学術院 教授 
日本数学会元理事長 

委員 竹 村 彰 通 滋賀大学 学長 

委員 須 田 礼 仁 
東京大学 

大学院情報理工学系研究科長 

委員 飯 田 順 子 
株式会社 島津製作所 

上席理事 

委員 中 村   元 
株式会社 KDDI 総合研究所 
代表取締役所長 

委員 高 木 利 久 富山国際大学 学長 
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1.2 実施方法 
外部評価に先立ち、2022 年度前半には、情報科学研究科計画・評価委員会が中心となって、研究科の自

己評価報告書をまとめた。これが本冊子の第Ⅰ部である。自己評価報告書は、事前に各外部評価委員に送

付した。外部評価の当日 11 月 29 日（火）に Web 会議において、外部評価委員全員の出席のもとで外部

評価を実施した。情報科学研究科からは、村田正幸研究科長、森田浩評議員、原隆浩副研究科長、専攻長、

計画・評価委員会委員が陪席した。 
当日のスケジュールを表Ⅱ.2 に示す。教育・研究・社会貢献のそれぞれに対して、研究科及び各専攻の

取り組みを説明し、質疑応答を行った。これに関するプレゼン資料を付録に示す。その後、若手研究者や

ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム受講生の発表を行い、外部評価委員会委員で意見交

換の上、辻井委員長及び各委員からの講評があった。 
後日、各委員の意見は、研究科で用意した書面（評価シート）で提出していただき、辻井委員長が各委

員の評価に基づいて全体講評をまとめ、各委員の合意を確認した。 
 

表Ⅱ.2 外部評価委員会スケジュール 
 事項 説明者 

13:00～13:05 挨拶 村田 正幸 

13:05～13:10 外部評価委員・研究科出席者紹介 三浦 典之 

13:10～13:20 研究科概要について 村田 正幸 

13:20～14:20 

研究科の教育について 

研究科の研究について 

研究科の社会貢献について 

まとめ 

原  隆浩 

森田  浩 

森田  浩 

村田 正幸 

14:20～14:40 質疑応答  

14:40～15:00 休憩  

15:00～15:25 若手研究者による発表、質疑応答 
矢内 直人 

山口 勇太郎 

15:25～16:05 
ﾋｭｰﾏﾝｳｪｱｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ博士課程プログラム 

プログラム受講生の発表・質疑応答 

Thilina 

Dissanayake 

三吉 健太 

16:05～16:25 評価委員間の意見交換  

16:25～17:00 講評  

 



180 
 

 

第 2 章 講評 
 

 
 

本報告は、2016年度より2021年度にわたる大阪大学大学院情報科学研究科の教育、研究、社会貢献

に関する活動結果についての講評をまとめたものである。外部評価は、大学及び国立研究開発法人並

びに企業関係者からなる７名の外部評価委員によってなされた。2022年10月にまとめられた「情報科

学研究科自己評価報告書」の内容と、2022年11月29日(火)に実施された外部評価委員会での審議結果

に基づいて、各委員より講評が提出され、その内容をまとめることで全体講評が作成されている。以

下、全般的な講評、教育、研究、社会貢献についての各々の講評、外部評価についてのコメントの５

点にわたって講評結果を記す。 

 
 
 
全般的な講評 

 
教育、研究、社会貢献のすべてに渡って大きな成果を挙げており、国内外をリードする教育研究が

実施されている。数理・情報などの基盤となる学術領域を核として、多様な学際領域への取組を体系

的に進めており、変化の激しい環境下でスピード感のあるイノベーションが求められる時代に即した

組織づくり及び運営が行われている。 

教育に関しては、基礎から応用、実践を志向した教育プログラムで多様な人材の育成が進められて

いる。特に、ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムは、今後ますます日本に必要な取

組であり、国の支援終了後も自走で取り組み、参加者を増やしていることも高く評価される。ヒュー

マンウェアイノベーション博士課程プログラム修了生の人的支援を継続し、修了生の活躍を是非事例

報告できるようにすると、他大学にも大きな刺激になると考える。なお、努力は見られるものの、女

性教員・研究者比率が少ないことは今後の課題である。 

研究に関しては、数学や数理、情報などの基礎研究から情報システムやマルチメディア、バイオな

どの応用研究まで、分野とアプローチの多様性のある研究活動が進められている。また、これらの活

動が相互に連携し、新たな融合領域の研究に通じており、良いスパイラルが生み出されている。 

社会貢献に関しては、研究成果の活用や社会人教育など、多岐にわたる取組を通じて進められてい

る。特に高校生の教育への働きかけと国際的な連携活動は、本学術領域における人材のすそ野を広げ、

グローバルな社会貢献に通じると評価される。また、様々なチャネルを通じた広報活動など、大学の

ブランディングを意識した取組は、新しい大学の在り方を示し、結果的に社会貢献につながる。 

最後に、創設から 20 年という短い期間にもかかわらず、教育研究に関するしっかりとした体制を確

立し、非常に高いレベルの成果を継続的に出されていることに敬服する。今後も引き続き、情報科学

分野を牽引するような研究ならびに教育を実施されることを期待する。 
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教育についての講評 

 
1. 入学および学生受入状況 

社会および時代のニーズに応えるべく博士前期課程の定員を 160 名に増やし、十分な受験者数、充

足率を確保している点は高く評価できる。博士後期課程について、さまざまな支援策を行っているも

のの充足率が 100％に至っていない点は、多くの大学と同様の課題がある。また、博士後期課程への

内部進学者の比率が低いことについては改善の余地があるものの、学生のすそ野拡張を含めた多面的

な取組が評価される。併せて、社会人博士が減少傾向にあることは課題であり、企業との連携と絡め

た社会人博士の獲得を行う必要がある。 

 
2. 教育内容と教育方法 

教育内容について、個々の基礎分野の深い教育とともに、異分野との連携や産学連携を念頭におい

た教育を両立させているのは、評価できる。特に、ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログ

ラムは文部科学省「博士課程教育リーディングプログラム」終了後も、その枠組みを継続的に維持し、

５年間の一貫した教育を行っていることは高く評価できる。 

３研究科連携の下に推進されているヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムは、分野

を横断する融合研究の実践の部分などしっかりと実装され、継続して効果を上げており、今後も発展

が期待できる。また、enPiT と併せて様々な取組を進め、知識獲得のカリキュラムとデザイン力・コ

ミュニケーション力、博士後期課程では加えてマネジメント力の強化を狙う取組がバランスよく設定

されている。加えて、グローバル、国際性の観点からも、よく工夫された教育がなされている。ヒュ

ーマンウェアイノベーション博士課程プログラム、enPiT はともに大阪大学の誇るべき大学院教育制

度である。 

今後の方向性として、博士前期課程で就職する学生と博士後期課程まで進学する学生を区別した教

育内容を考えていってもよいのではないか。また、大学の使命として、学術研究の推進が第一義的で

あるが、博士後期課程では、各界での指導者（優秀な政策決定者の育成、国際機関での指導者、産業

界での技術開発のリーダーなど）を育成するという観点があってもよいのではないか。 

 
3. 教員組織と教育環境 

さまざまな専攻が補完・協力する組織になっており、学生にとって広い視野から学ぶことのできる

良い環境が整っていると考えられる。外部資金の獲得によって開設されている共同研究講座もあり、

研究科として教育組織を充実する努力がなされている。情報科学研究科と関係の深い研究科が、同一

大学の中にあるので、それらとの連携を教育面でも深めていくことが今後求められる。また、情報科

学への社会ニーズから教員ポストの 90%ルールが適用されていることや特定の専攻に助教が配置され

ていないことは課題と感じる。 

努力は見られるものの、女性教員・研究者比率が少ないことは課題である。女性限定公募等を活用

し、教員の一定比率を女性にする等の工夫が望まれる。また、女子学生を増やしていくうえでも、ロ

ールモデルとしての女性教員を増やしていくことを意識的に行っていく必要がある。 

教育環境としては、３棟（情報科学 A 棟、B 棟、C 棟）が完成したことで、研究室間の交流もより円

滑になるとともに、学生の日々の活動を支える基盤がしっかりしていると感じられる。また、特定の
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教員 1 名をスーパーバイザーとするのではなく、異なる学科の教員や外部有識者を副スーパーバイザ

ー的に活用しているヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムのような取組は、非常に良

いと思うので、当該プログラム履修学生以外にも広げていくことが望まれる。 

 
4. 様々な学生支援体制 

奨学金制度の整備、RA 受入れ、様々な奨励金、学費免除や海外インターンシップ等様々なプログラ

ムでの経済的支援、准教授も指導教員となり副指導教員とともに学習支援に取り組んでいる点、オフ

ィスアワーの制定など、積極的な支援体制が構築されている。これらの多様な支援を通じて、博士後

期課程学生を研究に専念させる等学生のニーズに沿う工夫と努力がなされていることは高く評価でき

る。また、留学生や障がいを持つ学生に対する支援や学生相談の体制も整っている。 

文科省等からの制約が壁になっている部分があることは確かであるが、今後博士後期課程への進学

を進めていくうえでは、企業との連携を活用した奨学金制度、プロジェクトによる博士学生の雇用な

どを積極的に行うことが必要である。少数でも、特に優れた学生が高度な支援を受けられると効果が

あると予想される。 

 
5. 教育の成果 

博士前期課程修了者の就職状況は抜群である。博士後期課程学生の学術雑誌掲載論文数、国際学会

での発表数は極めて高い水準であるとともに、ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム

履修生からは、主体的に研究課題に取り組む積極的な姿勢や将来のキャリアに関する明確なビジョン

があることが垣間見えるなど大きな教育成果を挙げている。惜しむらくは修了後の進路の多様性が

少々低い。今後、修了後の追跡データなどもより充実されると良いと考えられる。 

国際会議での発表件数が 2019～2021 年でやや低調なのはやむを得ず、論文発表件数は維持されて

いる。近年、研究が複数グループの協業で進むことが増加傾向にあると承知しており、大学での国際

化の努力が反映され、国際会議を含む会議参加が増えれば、複数機関・グループとの共著も増えるこ

とを期待する。 

博士後期課程での学位授与率が低いことに関し、社会人ドクターが多いためとの理由を挙げられて

いたが、指導方法の一層の工夫など対策としてのアクションがあることが、特に昨今社会人の学び直

しや高度理系人材としての博士号取得者を増やそうとする社会の要請からみて望ましい。企業側の努

力や改善をさらに進めるとともに、博士後期課程の希少人材が企業で活躍できるようさらなる工夫を

期待する。 

 
6. 教育改善の取り組み 

自己評価報告書に記載されているシラバス整備、授業アンケート、TA からのフィードバック、FD 等

多様な改善施策から、ステークホルダーの声に耳を傾けるという基本を忠実に実行され、改善に活か

されていることがわかる。アンケート結果に基づく具体的な改善の事例などが記載されているとさら

によかったのではないか。 

博士課程５年間で専門と学際との両領域で広さ・深さの獲得を目指される博士課程教育リーディン

グプログラムのヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムは、非常に優れた取組で、これ

を国の支援期間終了後も独自に継続され成果を出されていることは、教育の改善という視点から評価

してもよいのではないかと感じた。 
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7. 学部教育への協力 

情報科学が、科学研究・科学技術の根幹となっていることを反映する全学共通科目および学部専門

教育科目への適切な協力体制がとられている。また、学部新入生から研究科を意識した教育科目や情

報基礎数学専攻による科目（線形代数学、基礎解析学）の協力は評価される。 
また、秘匿の観点から自己評価報告書には記述がないが、大学入試問題作成や採点業務について、

いくつかの専攻は毎年多大な貢献をしていることは想像に難くない。これらの業務がシャドウワーク

として過小評価されることなく、学部教育への貢献として正当に評価・認識される制度の確立が課題

であろう。 
 
8. 特色ある教育内容と教育方法 

情報科学を様々な科学分野で活かす人材を育成するために、ヒューマンウェアイノベーション博士

課程プログラム、enPiT、専攻間にまたがる学際的な教育の充実、インターン制度の活用と産学連携、

学生同士の交流を促進する場所の確保、情報数理学シンポジウム、国際医工情報センターとの連携な

どいろいろ取り組まれており、特色を有した教育方法として高く評価される。また、各専攻において、

セミナーの運営方法などが工夫されている。専攻教育から研究活動を意識させる取組を通じて、教育

と研究の連続性を確保している。一方で、このような情報科学研究科の取組が、関係者以外からもも

っと見えてもよいのではないかとの印象をもった。 

 
9. 教育全般について 

(A) 評価できる点 

・学際融合と専門性獲得、イノベーション実践演習、インターンシップを持つ博士課程教育リーディ

ングプログラムのヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムは、非常に優れた取組であ

り、その一端は外部評価委員会当日の履修学生の発表にも表れていた。国の支援期間終了後も、分

野横断イノベーションを創造する情報人材育成フェローシップなど工夫され独自に継続されている

のは、特に評価され、今後ますますパワーアップしていただきたいと思う。 

・ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムが最も印象深かった。分野横断の取組は、個々

の学位論文へ向けての研究との両立が難しいところで、恐らく優秀な学生がそのような成果を挙げ

られているのだと思う。分野横断で先端的な研究をするためには、教員同士の密な連携も必要なの

であろう。enPiT では国内の多数の大学を取り纏められ、優れたビジョンとリーダーシップを高く

評価している。 

・アカデミックな方向、実世界での課題解決、学生の進路についてのアドバイス制度など、バランス

の取れた教育内容になっている。また、企画室を通じて研究科として様々な施策に取り組んでいる

ことや、ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムが終了してからも、研究科としてそ

の活動を継続し、野心的な試みを続けていることは評価される。 

・人材育成プロジェクト、若手研究者の育成に関しては、文部科学省から外部資金を獲得し積極的に

推進している。その他国際化の推進や教育研究環境の整備についても、複数のプログラムの実施や

IST コモンズの設置に見られるように、多くの工夫がなされている。とりわけヒューマンウェアイ

ノベーション博士課程プログラムは関連する３研究科が一体となって推進し、高度情報化社会のリ

ーダーとなる人材育成に取り組んでいる点が高く評価される。西日本を代表する高等教育機関とし

ての役割を十分に果たしているといえよう。 



184 
 

・全般的に、グローバルや多様性、新規性、発展性のある施策が進められており、客観的に確認可能

な成果が得られている点は評価される。 

・ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムをはじめ十分に評価できる教育体制になって

いる。 

・様々な専攻からなる組織の特徴を生かす教育がなされている。外部資金による共同研究講座の設置

をはじめ、教育組織を充実する努力がなされている。また、学生支援が充実している。 

 

(B) 改善すべき点や留意すべき点 

・ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムの５年間を見通したプログラムは良いが、同

プログラムを履修している学生の割合は、全体として少ないように見える。必ずしも、すべての学

生に境界性を求める必要はなく、深い学理を極めるコースがあってもよいが、同プログラムの良さ

（自主的なテーマの設定、複数人での指導、キャリア設計の援助）など、履修していない学生にも、

その恩恵が受けられるように工夫する必要がある。 

・希少な人材創出の拠点として、女性活用による多様性の向上を期待する。また、企業との連携も多

数行われており評価される点であるが、さらに博士後期課程の企業活躍に向けて企業とともに継続

的な活性化を留意いただきたい。 

・博士後期課程に社会人や留学生が多く、博士号授与率が低い点は改善が望ましい。学位取得は、個

人の努力と業績の結果であるが、社会人や留学生への一層の支援策の工夫など授与率向上に向けた

改善があればと望む。 

・やはり博士の充足率が課題である。最近では政府より高度情報人材の不足が強調されている状況で

あり、それが博士の充足率に反映されるような様々な工夫が必要である。また、これも情報科学全

般に言えることであるが、やはり女性の研究者の数が少ないのが課題である。 

・教員組織に関しては、特定の専攻にのみ助教が不在である状態が続いている。女性教員も極端に少

なく、女性限定公募を実施するなど具体的な取組が急務であろう。 

・学術面での論文数などの指標に相当するような指標が学術面以外にも導入する必要があるのではな

いか。例えば、プレゼンテーションの良さ、議論のイニシアティブをとる能力など。特に、博士後

期課程の学生には、学術界以外の指導者になるための教育にも力を注ぐべきである。 

・コロナの影響もあったと思うが、国際性涵養については改善していくのが望ましい。アントレプレ

ナーシップなどもより強化することが、社会的に期待されていると思う。 

・特にないが、あえて言えば、博士後期課程の充足率、女性教員・女性研究者の数、学生の多様性や

卒業後の進路の多様性については改善の余地がある。 

 
 
研究についての講評 

 
1. 研究体制・研究支援体制 

７専攻体制で我が国の情報科学の研究をリードしている。若手研究者を援助する制度（海外での滞

在など）、異分野研究間の交流（Off Site の交流会、発表会）、研究科長を補佐する企画室会議による

トップダウン的なイニシアティブなど、高く評価できる。また、文部科学省 21 世紀 COE プログラム

（2002 年）、同グローバル COE プログラム（2007 年）、同博士課程教育リーディングプログラム（2017
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年）などの取組で人材育成と研究支援が進み、十分な競争的資金を獲得している。さらに、IST ラン

チセミナーのような情報交換、ネットワーク構築支援、研究費申請支援の身近な手も打っている。３

つの研究棟が隣接し、情報科学研究科が一体となって研究を推進できる良好な研究環境を整備してい

る。 

 未来の情報科学を見据えて重点４領域を設定するなど、研究科としての方向性を明確にした研究推

進をしようとしていることは、評価できる。ただ、日本の情報処理や AI 分野が置かれている状況を考

えると、この重点４領域が日本の研究開発の戦略とどのように関係しているのかなど、もう少し詳細

な議論があるべきではないか。また、４領域の設定も、学術的な観点からの議論が中心になっている

が、産業界からの要請や日本の戦略との関係などから深める必要があるのではないか。 

 
2. 研究内容・研究水準・活動・成果 

研究内容、水準ともに国内でトップクラスであることは、難関な国際会議や論文誌への投稿、各種

受賞、外部資金の獲得実績などで実証されている。大型研究プロジェクトを継続的に実施し、多様性

のある研究科の資源を活かした研究活動が行われている。国際連携、企業連携も活発に行われている。 
ただ、貴研究科の国際的な地位は、日本全体の国際的な地位の低下と同じ傾向を示しており、国際

的な観点からの問題点を明らかにして、国際競争の中での研究水準、活動、成果を議論していく必要

がある。招へいが少なかったのはコロナの影響が大きいのであろうが、コロナが終息しつつある今後

は、より強化する価値があると考える。また、基礎研究から応用まで広くハイレベルで取り組まれる

結果、「○○と言えば阪大情報科学」、「阪大情報科学研究科といえば○○」のようなとがったものが弱

いのかもしれない。 
 
3. 各専攻における研究活動 

専攻ごとに多岐にわたる研究活動を進める中、核となる領域や技術を保有し、世界トップの水準で

成果を出し続けていることは極めて高く評価される。また、ヒューマンウェアイノベーション博士課

程プログラムなどを通して、専攻間の融合研究が積極的に進められている。情報基礎数学専攻は、CREST

を複数の教員が推進するなど、理学研究科数学専攻とは異なる特色を有している。 

 
4. 研究全般について 

(A) 評価できる点 

・多様な専攻を含む研究科であるが、大型プロジェクト等を通して有機的な連携をはかって、多様性

を活かした研究成果を出している。一方で、各専攻のそれぞれの専門分野でもレベルの高い研究が

続けられている。このような研究科全体と個別の専攻のバランスがとれた研究活動を行うマネジメ

ントが機能している。 

・７専攻が世界トップレベルの研究を展開し、日本の情報科学界をリードしている。研究業績に関し

ては高く評価される。情報システム工学専攻、マルチメディア工学専攻、バイオ情報工学専攻など

の工学系の専攻に加えて、情報基礎数学専攻、情報数理学専攻といった理学系の専攻が設置されて

おり、分野横断的な学際性を有した我が国の情報科学研究科として特色を有している。 

・専攻ごとの研究だけでなく、全学的なイニシアティブに積極的に関与し、より規模感のある研究を

行おうとしている。この方向で本研究科内にとどまらず、大阪大学の中で連携がより活発になるこ

とを期待している。 
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・体制から成果まで世界トップレベルの水準は極めて高く評価される。将来に向けた取組にも通じて

おり、現在のレベルが中長期的に維持されることを期待させる。 

・改めて、大阪大学情報科学研究科の研究レベルの高さを認識した。数学的な基礎から「生物と情報」

のような応用的なアプローチまで広く、深くカバーされているのが大阪大学情報科学研究科の特徴

のように感じた。 

・大型研究もある程度実施しており、大阪大学の果たすべき役割を果たしていると思う。連携研究も

重要だが、各領域でしっかり深堀りすることが第一だと思う。 

・研究体制、成果、外部資金の獲得、どれを取っても申し分ない。 

 

(B) 改善すべき点や留意すべき点 

・研究科としての４つの重点研究課題に、各研究科の研究がどういう形で貢献しているのか、また、

重点課題を遂行するための全体計画と各研究科の役割の明確化が不足していると感じた。また、重

点課題の設定が、学術面に偏っていて（これは大学の使命として当然であるが）、その課題設定が産

学連携や社会課題の解決に寄与する、より具体的な計画が必要かと思う。重点課題の設定が題目だ

けになっていて、研究科として専攻を超えた研究科としてのプロジェクトのようなものがあっても

よいのではないか。 

・既に述べたが、「○○○○と言えば阪大情報科学」、「阪大情報科学研究科といえば○○○○」のよう

なとんがった特徴があってもよいのではないか。「研究～応用～社会実装」の流れがバランス良く高

いレベルで達成されている阪大情報科学研究科ゆえに社会のニーズである「応用～社会実装」に（ダ

イキン他特定の大型協業先や大手 IT 企業以外の）スタートアップを含む企業が広くアクセス可能

になると、企業からの共同研究もさらに増え、それが次の「研究」を生む、大きなエコシステムを

情報科学研究科なら創出できるのではないかと期待を感じた。 

・オープンイノベーションで研究開発が急速に進む中、融合領域の分野選定から研究推進、社会実装

など、環境変化への対応が留意点と考える。 

・設定された４つの重点領域は適切な方向性であるが、最近では政府も高度情報人材育成の方針を打

ち出しており、これらの方針をいかに戦略的に進めるかについて検討していただきたい。 

・７専攻すべてが当該分野で傑出した研究成果を挙げている現体制を保持して欲しい。外部評価委員

会において、専攻間の垣根をなくして互いのシナジー効果を期待する案が出されたが、それを実施

するならば、まずは専攻内の小講座制を検討すべきと考える。教育、研究共に十分な成果を挙げて

いる状況下で、現体制を改革する必要性はないと考えられる。 

・国際性に関してはさらに積極的に進めていただけるとよいと思う。 

 
 
社会貢献についての講評 

 
1. 研究成果の還元 

IT 連携フォーラムの設置など、素晴らしい研究成果を社会に還元し社会貢献を目指す取組がなされ

ている。NEC との協働研究所及び三菱電機との協働研究所の設置などの成果が得られている。また、

大阪を中心とした地域を盛り上げることも期待されていると思うので、OACIS という枠組みをきちん

と運営し、成果を挙げていることは重要である。国・自治体・公益法人の審議会や委員会への参画等
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を通じても専門知識の供与に貢献している。 

多くの企業との協業も進められているが、産学共創、社会実装で我が国の他大学をリードする大阪

大学であるので、DX 他で情報科学を活用したいが HOW がわからず困っている社会に向けて、研究活動

の成果が一層可視化され、より活かされる工夫ができないかと期待される。 

 
2. 社会人教育 

産学連携の共同研究を進める中で充実した社会人教育が推進されていること、また、一企業と密接

に協力して社内教育に取り組んでいることなど、高く評価できる。enPiT やダイキン情報技術大学な

ど IT 技術者育成の様々な先進的な取組を進めておられるが、これをさらに大きく多くの人に届けて

いただくことを期待する。 

これまでの取組については一定の評価ができるが、産業界での ICT 活用で日本は遅れをとっている

ので、さらなる工夫も必要である。本業である研究・教育とのバランスも重要で、それこそ例えば DX

を活用するなどの工夫をすべきである。また、コロナの影響から、社会人博士の数が減少しているの

は懸念事項である。企業のニーズをより積極的に取りこんだ研究テーマの設定、よりニーズに応じた

指導の在り方など、社会との対話を緊密にとって改善していく余地がある。 

 

3. 高校教育への貢献 

高校でも情報科目の充実が進められている中で、VR を使った研究科紹介など、情報分野に興味のあ

る高校生にアプローチする活動が行われている。情報科学に関心をもつ人材を増やすため、高校生、

さらにはその前の中学生に対し、オープンキャンパスや出前講義、体験講義等を通じて具体的なアク

ションを起こして、理系人材のすそ野拡張を働きかけていることは評価できる。 

これらの活動は一定の成果を挙げていると考えるが、初等教育・中等教育における情報科目の重要

性を鑑みると、さらなる工夫と貢献が望ましい。大学教員は全員が初等教育・中等教育のための訓練

を受けていないこともあり、適した人材が中心的に高校等に貢献し、大学の中ではそれを評価に含め

る仕組みがあるとよいように思う。 

 
4. 大学入試改革への貢献 

大阪大学を代表機関として東京大学、情報処理学会とともに情報分野の事業を推進し、この成果が

実際に活用されていることは評価される。高校での情報科目の充実が進められ、特に共通テストの「情

報」が追加されるという状況の中で、教員レベルでは公表できない活動がされているかもしれないが、

研究科としてもより社会に対して情報発信を強化する必要があると考える。 

 

5. 国際社会への貢献 

ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムを軸に海外インターンシップ等として多くの

学生の海外派遣や海外の複数の大学との交流、ダブル・ディグリー・プログラム、コチュテルプログ

ラムなどを実施しており、国際交流の意識が高く実績を築いている。国際連携はコロナ禍中で進めに

くい状況にあるが、オンライン交流も工夫して進められている。また、優秀な研究者個人として国際

会議で重要な役割を担ったり、海外との連携共同研究を行ったりしていることは評価できる。 
一方で、情報科学研究科への期待として、さらなる国際化、具体的にはもっと多くの学生の国際会

議派遣や、より多くの世界的に影響力を持つ大学との交流などを進めてほしい。日本を代表する大学
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の研究科として、組織としての国際社会への貢献はもっと積極的に行うべきではないか。類似の研究

や教育を行う大学・研究科の国際的なグループを組織したり、そのメンバーとして研究科が組織とし

て関与したりすることが望ましい。新興国や途上国、特にこれまで手薄であったインド、中東、アフ

リカ、南米などとの連携（もちろん同レベルの大学があるところを想定）を強化してゆけば、我が国

の行く末に大きな貢献となるのではないか。ポストコロナの活動に期待したい。 
 
6. 情報発信・広報 

多様なアプローチで多面的な発信やブランディングが行われている点は評価される。ホームページ

を通じた情報発信では、情報科学研究科 3D バーチャルマップなど野心的で魅力的なコンテンツを提

供している。 

ただし、SNS などの主要なメディアが刻々と変わってきている中で、日本の大学はまだまだ追いつ

いていないと感じることが多い。国際的な報道・情報発信も将来に向けてより重要になってくる。英

文プレスリリースなどもしっかり取り組んでいただけるとよい。情報科学研究科として様々な取組を

進めておられるので、外から見て目立つまで進めていただけると研究や教育での実績がより認知され、

プレゼンスが日本に留まらず大きくなる可能性が大いにある。 

 

7. 社会貢献全般について 

(A) 評価できる点 

・情報科学が広範な科学・技術の基礎となる現代の社会のニーズに応えるべく研究成果の還元や大学

入試改革への貢献など広く取り組まれている点が素晴らしいと感じる。 

・OACIS による企業連携が最も優れていると思う。特定の企業が対象であってもよく、しっかりと連

携して、（日本各地の大学がそれぞれ）地域の発展に貢献することが、我が国の持続的に本質的だと

思う。 

・IT 連携フォーラム OACIS によって産学連携が着実に進展している。社会人講座や出前授業などに象

徴されるように、社会人教育、高校教育にも貢献度が高い。海外の 6 研究機関と部局間学術交流協

定を結ぶなど国際貢献も評価される。 

・企画室が指揮をとっての情報発信、社会貢献は高く評価される。企業を巻き込んでの社会人教育や

社会実装の試みもよい。 

・レベルの高い成果を用いて社会貢献が多面的に推進されている点は評価される。 

・企業連携については協働研究所の設置など、具体的な活動が行われている。 

・さまざまな形で社会貢献が精力的に行われている。 

 

(B) 改善すべき点や留意すべき点 

・社会や企業とのより具体的なレベルでの交流、情報交換を進めることが望ましい。学術面に少し重

点がかかりすぎているが、現在の情報科学や AI は、社会実装の過程を通じた研究課題の設定が重要

になっている。学術と社会貢献との有機的なサイクルを回す努力が必要である。 

・既述であるが、情報科学研究科の素晴らしい研究成果と、大阪大学の産学連携と社会実装における

圧倒的強みを活かし、特に日本社会の今以上に広い層に情報科学での大きな社会貢献を期待したい。 

・社会からの情報科学への期待は大きいので、（難しいことは十分に理解するが）これまで対象として

こなかった分野への貢献も期待したい。また、社会貢献に対する教員の負担が大きすぎないか少々
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心配ではある。 

・教育、研究に加えて社会貢献も評価項目にあるが、教員の過度な負担とならないように注意してほ

しい。特に、教員増や予算増がない状況下では、ひとつの社会貢献事業を新設したならば、既存の

同事業を見直す、場合によっては廃止するといった制度が望まれる。 

・高校生以下の次世代人材に対する貢献施策など、中長期的な効果を観測して次期施策に反映してい

くことを期待する。 

・国際連携、情報発信などについては、改善の余地がある。いずれも、大学教員が専門とする分野で

は必ずしもなく、専門的な知識を持っている人材がいるかどうかで大きく差がつく領域なので、検

討されるとよいと思う。 

・自己点検報告書では、大学入試改革への貢献があまり具体的に書かれておらず、共通テストへの情

報の追加が大きな問題となってくる中で、ややコミットメントが少ないように感じられた。 

 

 
外部評価についてのコメント 

 

・外部評価委員会にて、ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラムの学生 2 名、若手研究

者 2 名の声を聴くことができ、質疑応答できたのは良かった。 

・プレゼンテーションは大変わかりやすく、納得できるものであった。特に最初の教育についての成

果ははっきりしており、貴学の特徴として押し出す価値があるように思う。 

・外部評価のための資料が大変良く準備されており、研究科の状況がよく理解できた。外部評価委員

会はオンライン開催ではあったが、うまく運営されていた。 

・学生さんの面談は有効であった。優秀な学生や若手研究者を選ばれたことで、印象が非常に良かっ

た。もう少し大勢の面接ができると、より実態が把握できるのではないかと思う。大変かと思うが、

あと半日伸ばして全日とし、より多くの面接が実施できればよいと思った。研究科の研究、教育の

説明は、要領よく行われて、組織として一体感のある運営がされていることがよくわかった。 

・若干時間が短かった印象（長くても困りますが）。評価項目が少し多い印象で、詳しい説明を聞いて

いないところは書面だけでは評価しづらい。 

・バランスよく多面的な取組がなされており、総じて成果の水準も高いため、懸念のあるテーマなど、

評価の対象を少し絞って、ご議論させていただくようなアプローチも効果的かもしれません。 

・７人の外部評価委員は産学連携の観点から、大学、企業から適切な割合で選出されていると思う。

専門分野も７専攻を反映して、基礎純粋数学、応用数理科学、情報科学・工学とバランスが考慮さ

れている。コロナ禍の影響で残念ながら対面形式での実施がなかったが、教育・研究環境、特に施

設に関しては視察が望ましい。また、前回の外部評価の講評への対応が記載されており、本評価に

対する真摯な取組が感じられる。 
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第 3 章 講評への対応方針 
 

 

教育について 

 
1. 入学および学生受入状況 

多くの大学と同様、博士後期課程の定員充足率が 100%に至っていない点については、減

少傾向にある社会人博士の獲得等を中心に、企業との連携やオンライン入試の活用、リモ

ートでの研究指導等を積極的に進め、学生獲得の努力を重ねていく。特に、社会人学生の

減少については、新型コロナウイルスの影響による企業側の要因、学会のオンライン開催

により学位取得の相談をするきっかけがないこと、学外にも知られた教授の定年が近づい

ていること、などが理由として推測されるが、今後、組織的な入学者獲得支援を考慮する

必要がある。例えば、企業ごとの学位取得希望者、直属上司などを対象とした説明会の開

催等を企画していきたい。 

また、博士後期課程への内部進学者の比率は元々それほど多くないが、フェローシップ

プログラム、次世代研究者挑戦的研究プログラムや企業による学生研究員制度等の経済支

援、博士学位を取得した既卒者による講演会の実施等を活用しながら、総合的に改善に向

けて取り組んでいく。さらに、国内外の他大学からの博士前期課程受験者は後期課程への

進学を志向する傾向があるため、優秀な受験者獲得について一層努力していく。 

 
2. 教育内容と教育方法 

これまでも産業界への就職は多くあり、また、ヒューマンウェアイノベーション博士課

程プログラム修了者を中心にスタートアップ企業への就職も増加しつつある。今後もヒュ

ーマンウェアイノベーション博士課程プログラム等の先進的な取組の経験を活用し、ご提

案いただいたアントレプレナー教育の強化や、企業の中長期インターンシップの活用、海

外研究機関へのインターンシップの推奨等も含め、研究科全体の教育プログラムの改善を

検討していく。また、官公庁へのインターンシップについても検討する。本研究科では、

分野横断イノベーションを推進できる人材の育成に取り組んでおり、博士後期課程を修了

した人材がアカデミアだけでなく、官界、産業界等で広く活躍できるよう今後も取り組ん

でいきたい。 
 
3. 教員組織と教育環境 

学内の他研究科との教育面の連携については、大学全体の学部・研究科間の連携の取組、

構想も活用しつつ、今後進めていく。 

また、教員ポストについて、大学本部による教員ポストの留保は 2022 年度に完了する

が、留保されたポストは本部の運営組織に配分されることも多く、情報科学分野など大学
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や国として重要な研究分野への再配分を重点的に進めることについて、大学執行部と意見

交換を進めていく。 

女性教員ポストについては、女性教員増のために、将来の研究者となる女性学生増が必

須であると考える。高校１年生、さらに中高一貫制の学校では中学生の段階から、情報科

学に興味を持ってもらう必要があり、情報科学研究科においても高校への出張講義や高校

を招いてのワークショップ開催等の取り組みを既に開始している。この課題は全国の情報

系分野において共通したものであり、大学単独でも不十分で、国をあげての取り組みが必

要であると考える。そのため、文科省の担当職員も出席する８大学情報科学研究科長会議

等においても積極的に取り上げていく。また、ロールモデルになる女性教員の獲得につい

ても引き続き努力していく。 

多様な指導体制の構築に向けて、指導教員／副指導教員制度を導入した。今後、この制

度を活用しながら、複眼的な指導体制を強化していく。 

 
4. 様々な学生支援体制 

博士後期課程学生への支援体制について、国の制度・予算を活用した博士後期課程学生

への経済的支援制度は充実しつつあるが、積極的な応募推奨や応募書類作成支援、面接支

援も含めた優秀な学生に対する支援を進めていく。また、今後も企業等との連携を積極的

に進め、学生への奨励金制度等の一層の拡充を検討したい。 
 
5. 教育の成果 

研究科修了生の活躍等については、今後、大学全体の取組構想（スチューデント・ライ

フサイクルサポートセンター）における活動とも協力しながら、データの充実を進めてい

きたい。 
また、学生の国際会議発表等の指標は、コロナ禍の影響で低調であったが、研究科の国

際戦略の取組と連動して、学生がより国際的な経験を得られるよう今後力を入れて進めて

いきたい。そのために、研究者の個人的な繋がりによるボトムアップ型の連携とともに、

研究科の主体的な取り組みによる海外大学との組織的な連携を進める。また、コロナ禍に

おいて実施できていなかった若手研究者主催の国際ワークショップを開催し、そこに学生

を巻き込んでいくことも効果的であると考えている。 
さらに、博士後期課程の学位授与率への対応についても、オンラインでの研究指導等を

活用した研究指導の改善などを進めたい。 
 
6. 教育改善の取り組み 

今年度実施した教育アセスメントにおいては、昨年度のアセスメントにおいて明らかとな

った「メディア授業の効果・課題について検証が必要」という課題が解決できていないこと

を受けて、今年度から授業アンケートにメディア授業に関する項目を盛り込む等の対応を行

った。今後も、教育アセスメント等による自己点検での課題の発見から自己改善に至るまで

の内部質保証のサイクルを有効に機能させていく。 
 



192 
 

7. 学部教育への協力 

学部教育への貢献に対する評価については、研究科で定める「人事評価の基本方針につ

いて」に基づき、自己申告書等も含めて総合的に実施し、賞与・昇給に反映する仕組みを

すでに構築している。ただし、評価制度については不断の見直しが必要であり、今後も、

研究科執行部、教員業績評価委員会を中心に点検を行っていく。 
また、大学全体での教員業績評価における役割分化制度を活用し、「教育重視型」の役割

を担う教員については、教育への貢献に対して重点的に評価を行っている。今後、役割分

化制度の適用を希望する教員を公募する等、さらにオープンな活用を検討する。 
 
8. 特色ある教育内容と教育方法 

ヒューマンウェアイノベーション博士課程プログラム、enPiT 等をはじめとする先進的

な教育の取組については、今後も充実を進めていく。これらの広報活動を含めた情報発信

については、広報・渉外戦略企画室におけるブランディングの取組も活用しながら、積極

的に進めていく。ご指摘いただいた学生のインターンシップ支援、専攻間にまたがる学際

的な教育、IST Commons の活用等は受験生に対する魅力にもなるため、今後、研究科ホー

ムページ等において積極的に広報していく。また、セミナー運営方法については Good 

Practice として専攻間において共有していく。 

 
 
研究について 

 
1. 研究体制・研究支援体制 

研究科の重点４領域について、2019 年に、未来の情報科学を見据えて設定したところで

ある。さらに、理工情報系戦略会議に提案し、情報科学を中心とした重点課題として認め

られた。また、第６期科学技術・イノベーション基本計画との関係を明確にし、大阪大学

の第４期中期目標・計画期間における位置付けを提案したところである。今後は第６期科

学技術・イノベーション基本計画の具体化を見据えながら、その研究開発戦略との関係性

や社会課題解決の観点から常に見直しを行いながらし、研究科の研究戦略としてより深め

ていくことを検討する。 

また、これまで研究戦略企画室において若手研究力強化パッケージを推進してきており、

研究科内における専攻を越えた、また、研究科を越えた研究プロジェクト振興も大きな目

標の一つである。そのために、これまでランチセミナーやネットワーキングイベント、若

手研究資金支援においてそのような土壌の醸成を行ってきており、現時点においては、そ

の成果が徐々に現れつつあり、いくつかの共同研究が始まりつつあるという段階である。

今後もこれらの手法を継続的に実施することによって、プロジェクトの大型化に繋げる。 

研究科の教育研究体制についてはこれまでも多くの意見を頂戴しており、ご指摘のある

AI 分野を中心とする情報科学の大きな変化への対応、教育研究リソースの有効な活用、体

制変革において先行する他大学との競争力維持・強化など多角的な視点からの議論を引き

続き行っていく。 
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2. 研究内容・研究水準・活動・成果 

研究活動の国際交流について、コロナ禍の影響により、策定した国際戦略パッケージが

十分に進められていない状況にある。大学間国際ワークショップ（オンライン）を３回開

催したが、開催できた大学はコロナ禍前にコンタクトのあった大学に限られており、第４

期中期目標期間以降に挽回していく必要がある。また、研究成果のアウトリーチについて

も、2022 年に設置した広報・渉外戦略企画室の下、積極的に取り組んでいく。 

また、重点４領域を中心に強み弱み分析を行いながら、強みをさらに伸長させるための

方策を検討することによってさらなる精緻化を行い、競争分野、共創分野、オンリーワン

分野等を明確にしながら、国外大学との協力関係構築を戦略的に進めていく。 

 
 
社会貢献についての講評 

 
1. 研究成果の還元 

OACIS や共同研究講座・協働研究所等の取組を通じて、多くの企業等との協業が進んで

いるが、産学連携企画室を中心にこれまでの成果の可視化をはじめ、新たな共同研究の組

織的発掘・支援なども行うことによって、取組をより充実させていく。また、2022 年に発

足した先導的学際研究機構・DX 社会研究部門には、情報科学研究科に設置されている協

働研究所や協働研究所の関係者も参画しており、DX 社会部門を社会との協働を推進する

プラットフォームとしても活用しながら、情報技術を活用した社会課題解決を目指した共

同研究を推進していく。 

 
2. 社会人教育 

組込み適塾や enPiT、ダイキン情報技術大学、人工知能共同講座等の社会人教育につい

ては、研究科の多くの教員が参画しており、今後も社会人教育の取組は継続していく。ま

た、これらのカリキュラムについて、企業のニーズを取り込んだテーマとなるよう適宜改

善を進めるとともに、社会人入学へのチャネルの一つとなるよう検討を進めていく。 

 
3. 社会との対話と研究課題への反映 

研究戦略企画室を中心にした、大阪大学共創機構との連携、企業との共同研究の発掘の

活動を継続して進める。また、協働研究所や共同研究講座等、大型共同研究の獲得に努め

るとともに、他研究科に設置された協働研究所や共同研究講座への参画を積極的に進める。 
 
4. 高校教育への貢献と大学入試改革への貢献、5. 大学における情報教育への貢献  

将来、研究科への入学を志す者のすそ野を拡げるために、広報・渉外戦略企画室を中心

に一日体験教室や高校への出張講義、研究科訪問プログラム等の取組を継続していく。ま

た、初等教育から情報科目が導入される他、高校における情報科目の必修化、それに伴う

2025 年の共通テストへの情報科目の導入を踏まえ、大阪大学における新たな情報教育につ

いても積極的に関与していく過程で、研究科教員の教育方法の向上に結びつけたい。また、
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教員業績評価への反映についても、全体的な業績評価の点検のなかで適宜見直しを行って

いく。さらに、研究者の研究紹介を動画で発信する広報活動も行っており、そのなかで情

報科目の重要性を伝えられるように努めながら、コンテンツを充実させていく。 

併せて、2025 年度以降の共通テストに「情報」科目が追加されることを受けて、大学本

部や全学教育推進機構と協力し、入試対応や入学後の情報教育のカリキュラムの見直しに

ついて、今後進めていく。 

 

6. 国際社会への貢献 

   コロナ禍の影響により、策定した国際戦略パッケージが十分に進められていない状況に

あり、第４期中期目標期間以降に立て直す必要がある。今後、大学全体の取組とも積極的

に協力しながら、環太平洋地域の大学を中心に相互訪問等によって新しい連携先を継続的

に模索していく。 
 
7. 情報発信・広報 

ステークホルダーごとにターゲットを明確化した広報活動については、ブランディング

戦略の中で進めつつあり、研究科ホームページにおける英語コンテンツの充実の他、SNS

によるタイムリーな情報発信等、更なる活用等工夫を重ねていきたい。また、研究成果等

の国際的な情報発信については、広報・渉外戦略企画室においても取り組んできたところ

であるが、大学本部の取組とも連携しながら、積極的に進めていきたい。 

 
 










































































